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3■はじめに

は じ め に

同志社大学一神教学際研究センター
センター長　森　　孝一

2007年10月20日・21日にかけて開催された同志社大学一神教学際研究センター主催の国際ワークショップ
「イスラームと西洋―アメリカの外交思想を検証する」の報告書をお届けいたします。
2007年度は21世紀 COEプログラム「一神教の学際的研究―文明の共存と安全保障の視点から」の最終年
度でした。2003年７月に採択された時は、アメリカによるイラク戦争開始直後でした。イラク戦争は2001年
に起こった ｢9.11｣ を契機に、アメリカが「テロとの戦争」の一環として始めた戦争でしたが、開戦後から
今回の国際ワークショップが開催された2007年10月までの間に、アメリカ軍の戦死者は ｢9.11｣ による死亡
者数を上回りました。イラク国民の死亡者数はそれをはるかに上回っています。アメリカでは戦死者の増加
とともに厭戦気分が高まり、時期と規模については意見が異なるものの、イラクからのアメリカ軍の撤退は
遠からず開始されるでしょう。
このような状況において、「アメリカにとってイラク戦争とは何であったのか」を検証することは、一神

教世界の共存の実現を目的とする私たちのプロジェクトにとって、意義あることであると考えました。
アメリカは何のためにイラク戦争を始めたのか。アメリカへのテロ攻撃を先んじて防衛するため。世界の
石油市場を支配するため。軍需産業の利益のため。自由と民主主義という普遍的理念を中東に定着させ、世
界の安全を確保するため。そのいずれの答えも、一定の正しさを持っています。しかし、どの一つによって
も、それだけでイラク戦争を説明し尽くすことはできません。「学際的研究」がまさに求められています。
今回の国際ワークショップは、アメリカの外交思想を手がかりにして、「イスラームと西洋」の関係を検
証することを目的といたしました。イラク戦争はアメリカによって始められました。そのきっかけとなった
｢9.11｣ は、アメリカへの攻撃でした。そして、｢9.11｣ 実行犯が ｢9.11｣ 攻撃の最大の理由とした「パレスチ
ナ・イスラエル」問題の解決の鍵を握っているのはアメリカです。このように、「イスラームと西洋」の問
題を考える場合、アメリカの中東政策とその基礎にあるアメリカの外交思想を検証することが何よりも重要
であると思われます。
今回、４名の発表者を海外から招聘いたしました。そのうちのお一人であるフランシス・フクヤマ氏

（ジョンズ・ホプキンス大学教授）は、冷戦時代の終焉からイラク戦争にいたるまで、アメリカを代表する
外交思想の研究者の一人です。いわゆる「ネオコン」のイデオローグの一人として、アメリカの中東外交思
想について積極的に発言を行ってきましたが、近著『アメリカの終わり』（America at the Crossroads）におい
て、ブッシュ政権のイラク政策を批判し、「ネオコン」から距離を置いたと言われています。アメリカの中
東政策の基礎にある、アメリカの外交思想をフクヤマ氏から直接伺うことができたのは、私たちにとって極
めてよい機会でありました。
アメリカのイスラーム世界に対する外交戦略に対して、イスラーム世界から、お二人のご意見を伺いまし
た。お一人は、イランのバーゲロルオルーム大学のイスラーム学者であるアフマド ･ヴァーエズィ学長で
す。アメリカとイランのあいだに国交がない状況で、イランのイスラーム法学者とアメリカの政治思想家が
厳しい中にも有意義な対話を持つことができました。
二人目のイスラームからの代表者であるターリク・ラマダーン氏は、ヨーロッパのイスラームを代表する
研究者であり活動家です。昨年の国際ワークショップに引き続き、今回は CISMORの主任研究員として参加
していただきました。ラマダーン氏はアメリカ政府によって、アメリカへの入国のためのビザの支給が拒否
されていることでも有名であり、フクヤマ氏との論争はおおいに注目の的となりました。
もうお一人の発表者であるノーマン G・フィンケルスタイン氏は、パレスチナ・イスラエル問題につい
て、アメリカを代表する研究者です。氏の著作は46カ国語で出版されています。アメリカとイスラーム世界
の対立の根本にあるパレスチナ・イスラエル問題とアメリカの関与のあり方について、活発な議論がなされ
ました。
今回の国際ワークショップは、すべてクローズド・セッションで行われました。刺激的な議論に満ちたこ
の国際ワークショップ報告書を、お楽しみいただけることを願っています。
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４月10日 公開講演会
発表者：イェルン ･ティーセン（ドイツ連邦議会議員、独日議員連盟会長代理）
 「EUの安全保障政策とキリスト教」

４月17日―
７月10日

英語インテンシブ・コース（前期）

５月８日 特別セミナー
発表者：キム・ヒョプヤン（カンナム大学教授）
 「Christ as a Tao: An East Asian Christology of the Tao (Christo-tao)」

５月12日 シンポジウム「一神教における救済と多元主義」
第１セッション
発表者：Hazizan Md. Noon（マレーシア国際イスラーム大学啓示人文学部学部長）
 Hassan Ahmed Ibrahim（マレーシア国際イスラーム大学啓示人文学部副学部長）
 Ibrahim Mohamed Zein（マレーシア国際イスラーム大学啓示人文学部副学部長）
コメンテーター：小林　春夫（東京学芸大学教育学部准教授）
　　　　　　　　澤井　義次（天理大学人間学部教授）
　　　　　　　　森　　孝一（同志社大学大学院神学研究科教授）
第２セッション
発表者：徳永　道雄（京都女子大学名誉教授）
 手島　勲矢（同志社大学大学院神学研究科教授）
 小原　克博（同志社大学大学院神学研究科教授）
コメンテーター：Hassan Ahmed Ibrahim（マレーシア国際イスラーム大学啓示人文学部副学部長）
　　　　　　　　Ibrahim Mohamed Zein（マレーシア国際イスラーム大学啓示人文学部副学部長）
　　　　　　　　Hazizan Md. Noon（マレーシア国際イスラーム大学啓示人文学部学部長）
第３セッション
総合討論

５月19日 部門研究１＆２　2007年度第１回研究会（合同研究会）
発表者：松永　泰行（同志社大学研究開発推進機構客員フェロー）
 「イスラーム革命、イラン・イスラーム共和国と米・イラン関係　―問題の根本―」
コメンテーター：木村　修三（神戸大学名誉教授）
　　　　　　　　中村明日香（在イラン日本大使館専門調査員）

５月20日 特定研究プロジェクト２　2007年度第１回研究会
発表者：松永　泰行（同志社大学研究開発推進機構客員フェロー）
 「velayat-e motlaqeh宣言から20年　―ポスト・ホメイニー期における統治法学の理論と実践―」
コメンテーター：富田　健次（同志社大学大学院神学研究科教授）

６月６日 特定研究プロジェクト１　2007年度第１回研究会
発表者：森山　　徹（同志社大学大学院神学研究科博士後期課程）
 「ホロコーストとキリスト教　―カール・バルトとユルゲン・モルトマンを中心に―」

６月16日 部門研究３　2007年度第1回研究会
発表者：磯前　順一（国際日本文化研究センター准教授）
 「＜日本の宗教学＞再考　―近代日本の『宗教』経験―」
コメンテーター：三宅　威仁（同志社大学神学部准教授）

2007年度 活動報告
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６月27日 イラン・戦略研究所と学術交流協定締結

６月30日 公開講演会
発表者：ディビッド・チデスター（ケープタウン大学教授）
 「アパルトヘイト廃止後の南アフリカと原理主義」
コメンテーター：磯前　順一（国際日本文化研究センター准教授）

７月７日 公開講演会
発表者：渡辺千香子（大阪学院短期大学国際文化学科准教授）
 「アッシリア浮彫りに描かれた物語絵画　―時間と空間表現の観点から―」

７月17日 公開講演会
発表者：フアン・コール（ミシガン大学教授）
 「イラク政治におけるサドル派の動向」

７月21日 部門研究１＆２　2007年度第２回研究会（合同研究会）
テーマ「共存を妨げるもの　―キリスト教の場合―」
発表者：小原　克博（同志社大学大学院神学研究科教授）
 「何が文明間・宗教間の共存を妨げてきたのか？　―『キリスト教世界』の創造と終末―」
 森　　孝一（同志社大学大学院神学研究科教授）
 「『千年王国』とアメリカの使命」
コメンテーター：マイケル・シーゲル（南山大学総合政策学部准教授）
　　　　　　　　会田　弘継（共同通信社編集委員）

７月31日 カイロ大学オリエント研究所と Japanese and Oriental Studies発行

８月２―
14日

シリア異文化研修プログラム

８月７日 特定研究プロジェクト２　2007年度第２回研究会
発表者：モジュタバ・ザルヴァニ（テヘラン大学神学部准教授）
 「イランと近代」

８月12―
20日

イスラエル夏期研修プログラム

８月21日―
９月２日

マレーシア夏期研修プログラム

10月２日―
2008年

１月15日

英語インテンシブ・コース（後期）
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10月６日 部門研究１＆２　2007年度第３回研究会（合同研究会）
テーマ「共存を妨げるもの　―イスラームの場合―」
発表者：内藤　正典（一橋大学大学院社会研究科教授）
 「西欧社会は、なぜ自ら共生の道を閉ざすのか」
 中田　　考（同志社大学大学院神学研究科教授）
 「イスラームにおいて共存を妨げるもの」
コメンテーター：塩尻　和子（筑波大学大学院人文社会科学研究科教授）
　　　　　　　　見市　　建（岩手県立大学総合政策学部講師）

10月20―
21日

CISMOR国際ワークショップ2007
「イスラームと西洋　―アメリカの外交思想を検証する」
20日　第１セッション
 「アメリカの中東政策を検証する　―アメリカからの分析」
 司　会：森　　孝一（同志社大学）
 発表者：フランシス・フクヤマ（ジョンズ・ホプキンス大学）
 　　　　「アメリカの中東政策を検証する　―アメリカからの分析」
　　　 第２セッション
 「アメリカの対イラン外交を検証する」
 司会：中田　　考（同志社大学）
 発表者：アフマド ･ヴァーエズィ・ジャゼイー（バーゲロルオルーム大学（イラン））
 　　　　「アメリカの対イラン政策の問題点」
 コメンテーター：松永　泰行（同志社大学客員フェロー）
21日　第３セッション
 「アメリカの中東政策を検証する―イスラーム世界からの分析」
 司会：中田　　考（同志社大学）
 発表者：ターリク・ラマダーン
 （オックスフォード大学セント・アントニーズ・カレッジ、ロカヒ財団（イギリス））
 　　　　「アメリカの中東政策を検証する―イスラーム世界からの分析」
 コメンテーター：臼杵　　陽（日本女子大学）
　　　 第４セッション
 「アメリカのパレスチナ・イスラエル外交を検証する」
 司会：小原　克博（同志社大学）
 発表者：ノーマン G・フィンケルスタイン（政治学者（アメリカ））
 　　　　「ネオコンの絶対的忠誠心：『イスラエル・ロビーとアメリカの外交政策』を批判する」
 コメンテーター：村田　晃嗣（同志社大学）
22日　エクスカーション

10月22日 公開講演会
発表者：フランシス・フクヤマ（ジョンズ・ホプキンス大学）
 「21世紀における自由民主主義の将来」

2007年度 活動報告
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12月８日 第３回 CISMORユダヤ学会議
セッション A
「聖書時代におけるヘブライ語と隣接文化との接触」
司　会：越後屋　朗（同志社大学神学研究科）
発表者：笈川　博一（杏林大学総合政策学部）「アナスタシＩにおけるセム語のエジプト語転写」
 勝又　悦子 (日本学術振興会特別研究員 )「タルグムにおける十戒」
コメンテーター：中村　信博（同志社女子大学学芸学部）
　　　　　　　　市川　　裕（東京大学大学院人文社会系研究科）
セッション B
「中世のユダヤ人とイスラーム・キリスト教のもとでのユダヤ人の諸言語」
司　会：小原　克博（同志社大学神学研究科）
発表者：三浦　伸夫（神戸大学国際文化学研究科）「中世ユダヤ文化と科学」
コメンテーター：小林　春夫（東京学芸大学教育学部）
セッション C
「文化的コンテキストにおけるユダヤ人の諸言語　―中世から現代まで―」
司　会：アダ・タガー・コヘン（同志社大学神学研究科）
発表者：上田　和夫（福岡大学人文学部）
 「ユダヤ語の発生と、近代におけるイディッシュ語の発展」
 菅野　賢治（東京都立大学人文学部）
 「ユダヤ人とフランス語圏　―フランスとカナダの比較―」
コメンテーター：高尾千津子（北海道大学スラブ研究センター）
　　　　　　　　合田　正人（明治大学文学部）

12月23日 バーゲロルオルーム大学（イラン）と学術交流協定締結

2008年
１月12日 公開講演会

発表者：前田　　徹（早稲田大学文学部教授）
 「前３千年紀シュメール、多神教の世界」

２月
18―19日、
21―22日、
25―26日

ヘブライ語インテンシブ・コース

２月22日 部門研究３　2007年度第2回研究会
発表者：末木文美士（東京大学大学院人文社会系研究科教授）
 「一神教と多神教　―日本宗教の観点から―」
コメンテーター：川瀬　貴也（京都府立大学 文学部准教授）

２月27日、
３月１日

アラビア語インテンシブ・コース

２月28日 『JISMOR（一神教学際研究）３』発行

３月１日 国際会議「民主主義と宗教の関係　―イランと日本の場合―」
発表者：小原　克博（同志社大学大学院神学研究科教授）



8 ■ プログラム

  2007年度 CISMOR国際ワークショップ

「イスラームと西洋―アメリカの外交思想を検証する」
日　時：2007年10月20日（土）・21日（日）
会　場 : 新島会館　本館２階　大ホール

プログラム

10月20日（土）

 9:30-12:30
第１セッション
「アメリカの中東政策を検証する―アメリカからの分析」
司　会：小原　克博（同志社大学一神教学際研究センター・幹事）
発表者：フランシス・フクヤマ（ジョンズ・ホプキンス大学（アメリカ））

 「アメリカの中東政策を検証する―アメリカからの分析」
コメンテーター：森　　孝一（同志社大学一神教学際研究センター長）

14:30-17:30
第２セッション
「アメリカの対イラン外交を検証する」
司　会：中田　　考（同志社大学一神教学際研究センター・幹事）
発表者：アフマド ･ヴァーエズィ・ジャゼイー（バーゲロルオルーム大学（イラン））

 「アメリカの対イラン政策の問題点」
コメンテーター：松永　泰行（同志社大学一神教学際研究センター客員フェロー）

18：00-20：00　レセプション

プログラム
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10月21日（日）

 9:30-12:30
第３セッション
「アメリカの中東政策を検証する―イスラーム世界からの分析」
司　会：中田　　考（同志社大学一神教学際研究センター・幹事）
発表者：ターリク・ラマダーン
 （オックスフォード大学セント・アントニーズ・カレッジ、ロカヒ財団（イギリス））

 「アメリカの中東政策を検証する―イスラーム世界からの分析」
コメンテーター：臼杵　　陽（日本女子大学）

14:30-17:30
第４セッション
「アメリカのパレスチナ・イスラエル外交を検証する」
司　会：小原　克博（同志社大学一神教学際研究センター・幹事）
発表者：ノーマン G・フィンケルスタイン（政治学者（アメリカ））

 「ネオコンの絶対的忠誠心：『イスラエル・ロビーとアメリカの外交政策』を批判する」
コメンテーター：村田　晃嗣（同志社大学一神教学際研究センター・幹事）

プログラム
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国際ワークショップ　第１セッション

「アメリカの中東政策を検証する―アメリカからの分析」
司会：小原　克博（同志社大学一神教学際研究センター・幹事）

発　表

 フランシス・フクヤマ
 （ジョンズ・ホプキンス大学（アメリカ））

 「アメリカの中東政策を検証する―アメリカからの分析」

コメンテーター：森　　孝一（同志社大学一神教学際研究センター長）

ディスカッション
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今回の会議にお招きいただいたこと、また主催

の労をとっていただいたことに対し、一神教学際

研究センターの皆さまにお礼申し上げます。

中東に対するアメリカの見解について話をして

ほしいとのことですが、中東に対するアメリカの

見解は決して一つではないということを最初に申

し上げておきたいと思います。ご承知の通りイラ

ク侵攻後の５年間、アメリカの中東政策をめぐる

議論は紛糾をきわめ、国を真っ二つに分けていま

す。イラク撤退の是非をめぐる民主党と共和党の

対立を見てもその紛糾ぶりは明らかです。

2008年11月には大統領選が控えていることか

ら、過去７年にわたって実施されてきた政策の骨

格部分が覆されることはほぼ間違いないでしょ

う。ここで指摘したいのは、ブッシュ政権の政策

が任期の前半と後半ですでに大きく変化している

ということです。ですから政策はこれからも色々

な方向に進化してゆくでしょう。アメリカの統一

見解なるものについて話をするというのは土台無

理なことですので、ここでは中東への対応をめぐ

るアメリカ国内の議論、とくに9.11以降の議論か

ら、様々な見解を紹介したいと思います。

最初にお話しするのは、ブッシュ・ドクトリン

とその知的背景についてです。アメリカの政策が

今後どうなってゆくのかを検証するためには、直

近の過去を振り返らなくてはなりません。アメリ

カの未来像は、その大部分が非ブッシュ・ドクト

リン的なものとして形成されるだろうと思われる

からです。民主党はブッシュ大統領の批判ばかり

に力を入れていて、現政策に代わる道筋を十分に

示せずにいます。それだけに歴史がとても大きな

重要性を持つわけです。そこで少しお時間をいた

だいて、どのような代替策があるのかを考えてみ

たいと思います。

まず歴史的視点からブッシュ・ドクトリンを検

証してみましょう。ブッシュ・ドクトリンには

はっきりした特徴が幾つかあります。クリントン

政権はじめ過去の多くの政権が打ち出した中東戦

略と較べると、ブッシュ・ドクトリンの方が一連

の戦略文書や大統領演説の中で、はるかに分かり

やすく説明されています。ホワイトハウスが発行

するアメリカの「国家安全保障戦略」という文書

の中にもブッシュ・ドクトリンについての説明が

あります。これは本来毎年発行すべきものなので

すが、ブッシュ政権下では2002年９月と2005年

の二回だけ発行されています。

ブッシュ大統領は、2002年６月の陸軍士官学

校ウエストポイントでの演説や2005年１月の第

二期就任演説など、イラク戦争の前後に数多くの

演説を行っており、またブッシュ政権がまとめた

文書記録は、中東政策の誤りや代替政策について

検証を行う際の基本的な資料となっています。

ここで取り上げたい問題は四つあります。まず

アメリカに対するテロの脅威についての認識。二

つ目が先制攻撃や予防戦争のドクトリン。三番目

が国際社会におけるアメリカの役割。これはとき

にアメリカのユニラテラリズムと呼ばれることが

あります。そして最後が、アメリカの政策の道具

として民主主義を戦略的に用いるということで

す。これらはいずれもブッシュ政権の中東政策を

アメリカの中東政策を検証する
―アメリカからの分析

ジョンズ・ホプキンス大学（アメリカ）

フランシス・フクヤマ
Francis Fukuyama
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構成する要素となっています。

この点について詳しくお話しする前に、ネオコ

ンという言葉について少し考えてみたいと思いま

す。ブッシュ政権内外の多くのネオコンがアメリ

カの政策決定を左右しているという声をよく聞き

ますが、確かにこれはある程度真実だと思いま

す。しかしブッシュ大統領やチェイニー副大統領

などがなぜあのような決断を下したのかというこ

とは、結局分からずじまいなのです。

注目すべきことは、ブッシュ政権の内部に首謀

者がいたということです。たとえばラムズフェル

ド前国防長官もその一人です。ラムズフェルドが

ネオコンに相当するとはとても思えませんが、そ

れでも彼は意思決定に参加していました。彼は

もっと伝統的なタイプのアメリカのナショナリス

トだったのだと思いますが、それにもかかわらず

あの意思決定に荷担していた。政策決定者たちが

あのような行動に出た背景については、結局のと

ころ、関係者全員が回顧録を執筆し、歴史家が実

際に当時の文書記録を分析するまでは分からない

のでしょう。ただはっきり言えるのは、中東関連

の発言に見られるブッシュ大統領の見解が、イラ

ク戦争前にネオコンが打ち出していた特徴的な考

え方と一致するということです。

これについては一点だけ簡単に指摘しておきた

いと思います。ネオコンの思想は色々な方面に適

用されていますが、その間には一貫性がないよう

に思います。1930年代後半に知識人の運動が展

開されたことがありました。その中心となったの

はアーヴィング・クリストル、アーヴィング・ハ

ウ、シーモア・マーティン・リプセット、ネイサ

ン・グレイザー、ダニエル・ベルなどのアメリカ

を代表する知識人グループでした。彼らは1950

年代、60年代、70年代にかけてアメリカの社会

政策や外交など幅広いテーマについて精力的に執

筆活動を行いましたが、そこにイラク戦争の根拠

を求めることには非常に無理があるのではないか

と思います。

現に『パブリック・インタレスト』誌など、ア

メリカ国内の社会政策をテーマとしたネオコン系

専門誌は、大胆なソーシャル・エンジニアリング

の難しさを訴える社会思想を前面に打ち出してい

ました。当時の知識人の執筆テーマはジョンソン

政権の社会政策でした。つまり貧困や人種差別な

どアメリカ社会に根付く諸問題と戦うための社会

制度です。ネオコンが著した数多くの執筆物をつ

なぐ一本の糸があるとするならば、それは根深い

社会問題を解決するための思い切ったプランが、

ときとして逆効果を生むこともあるという見解で

しょう。

常々思うことなのですが、もしこのようなソー

シャル・エンジニアリングに対する慎重姿勢を中

東にも適用していたならば、イラク戦争は起こら

なかったに違いありません。ワシントン DCの貧

民地区で公教育の質的改善をはかる政策さえ立案

できない者が、ましてや遠く離れた異文化の地に

民主主義を根付かせるなどして政治のあり方を変

えたりすることができるとは思えないのです。

ただし2003年のイラク戦争に至る数年間、ネ

オコンの思想には様々な主張が混在していたと思

います。その一つは変革や道徳的目的を達成する

ためにアメリカの力を用いるべきだという主張で

す。言うまでもなくこうした主張同士が衝突する

こともありました。たとえばソーシャル・エンジ

ニアリングには警戒すべきだという主張とアメリ

カの力で世界の問題解決をはかるべきだという主

張がそうですね。内部で十分な議論を尽くさな

かったために、こうした強硬論が慎重論にうち勝

ち、結局ウィリアム・クリストルやロバート・

ケーガンなど政権の外側にいる人々が強力に開戦

を訴えることになったのだと思います。

端的に言えば、こうした思想の中にはメディア

が一般に報じるよりもずっと複雑な根を持つもの

もある、ということになるでしょう。そこで次に

ブッシュ政権の当初の世界観を形成していた別の

要素について考えてみたいと思います。先ほども
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申しましたように、これが向こう数年の政策の方

向性を理解する基盤となるからです。

まず脅威がどのように認識されているのかとい

う問題について考えてみましょう。9.11の同時多

発テロが実質上すべてのアメリカ人にとって衝撃

的な出来事だったことは今さら言うまでもありま

せん。テロの直後、アメリカ国内ではその原因を

めぐって議論が沸騰しました。議論の中心となっ

たのは「なぜ彼らは我々を嫌うのか」ということ

で、「彼ら」とはテロ攻撃を仕掛けた側の人間の

ことです。

その後も議論は数カ月間にわたって続きまし

た。テロリストたちは、アメリカが掲げる思想、

その根底を成す価値観、その主義ゆえにアメリカ

を憎悪するのではないか、ということが問われる

一方で、中東で反米感情が広がっているのは、ア

メリカの政策が原因であり、アメリカが掲げる理

想や価値観ではないのではないか、という意見も

ありました。

こうした問いに対するブッシュ政権の対応はい

かにも舌足らずなものでした。ブッシュ大統領自

身、彼らは自由を憎むがゆえに我々を憎むのであ

り、アメリカが世界で自由を代表する以上、これ

からも攻撃の対象となるだろうという見解を繰り

返し述べています。

さらに中東のテロリズムの根底にある原因とし

て、中東には自由がないこと、民主主義が存在し

ないことが指摘されています。ブッシュ政権がこ

とあるごとに訴えていますが、これは中東、アラ

ブの独裁政権を覆さなければならないという意味

です。つまりテロリズムの深い根の一部を断ち切

るためには、独裁政権の転覆が長期的条件の一つ

になるということです。

思うに、「テロリズム」という言葉を使ってア

メリカが抱える問題を説明しようとすることが問

題を一層複雑にしているのではないでしょうか。

「テロリズム」という言葉が問題だというのは、

この言葉はもともと、潜水艦やマシンガンといっ

た軍事的な戦術のことを指すものだからです。つ

まりテロリズムとは武力闘争のためのメカニズム

であり、手段であるわけです。ですから対テロ戦

争ということがよく言われますが、これはある意

味、潜水艦やマシンガンとの戦争と言うのと同じ

ことで、おかしなことになります。テロリズムと

はあくまで手段なのですから。

もちろんブッシュ政権がテロリズムという言葉

をわざわざ使っているのには然るべき政治的理由

があります。真の問題がウサーマ・ビン・ラー

ディンやアル・カーイダに代表される一部の過激

なイスラームであることは周知の事実ですが、敵

のことを述べるときにイスラームという言葉を口

にしようものなら、たちまち様々な政治問題が発

生します。非難の対象は宗教としてのイスラーム

や一般的なムスリムではなく、あくまでもイス

ラームの教義に対する一部の過激な解釈なのです

が、それを説明するのは至難の業です。そこでイ

スラーム的ファシズムなど色々な言葉を試してみ

た結果、結局、こうした脅威を話題にする場合は

テロリズムという表現を使うのが一番無難だろう

という結論に落ち着いたわけです。

さて「テロリズム」という言葉を使うと何が問

題になるかということですが、この言葉の意味に

は、暗殺から自動車爆弾、大量破壊兵器による大

量殺戮、アメリカの一般市民を標的にした攻撃に

至るまで、ありとあらゆるものが含まれます。

9.11以降は、一般市民を標的にした攻撃、とくに

テロリストが核兵器を手に入れてアメリカの都市

を攻撃するのではないかという危機感がアメリカ

の政策を左右するようになりました。ところがテ

ロリズムという言葉は重大な脅威から爆弾や暗殺

など比較的マイナーな脅威までありとあらゆるも

のを総称するために、攻撃の蓋然性を正確に算定

することができず、結果的に的確な対応を立てる

ことができなくなってしまったのです。

イスラームのテロリスト・グループが向こう５

年以内に核兵器を手に入れそれを実際に使う確率
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が10％だとしたら、その数字が１％、あるいは

0.1％、0.01％である場合よりもアメリカは必死

になってそうした動きを阻止しようとするでしょ

う。アメリカにとっては、こうした確率を正確に

算定し、それにふさわしい対策を講じることが重

大な問題になると思うのです。

基本的に私たちは、大量殺戮を狙ったテロリズ

ムの可能性を大げさに考えすぎているのではない

でしょうか。アメリカに対してそうした行動を取

る人間がいないということではありません。核兵

器にせよ強力な生物兵器にせよ、こうした兵器は

簡単に手に入るものではありませんし、それを移

動するのも並大抵ではないということを言いたい

のです。このような脅威に対しては様々な対策を

講じることができます。大量殺戮を狙ったテロが

主たる脅威として想定されているとするならば、

アメリカ人は概してそのような状況が発生する可

能性を過大評価しているように思います。バグ

ダッドで自動車爆弾が爆発する毎に人々はテロが

起きたと言い、その脅威はまだ去っていないと騒

ぐのですが、実際に私たちが危惧しているのは大

量破壊兵器が使用されることであって、これは

まったく別の問題であり、別の種類に分類される

べき脅威なのです。

中東で反米主義が煽られている原因はアメリカ

が代表する価値観にあるのか、それともアメリカ

の外交政策にあるのかという政治的検証について

も、十分な議論が尽くされないまま終わってし

まった感があります。なおアル・カーイダの動機

と、今問題になっている宗教の解釈とは区別して

考えなくてはなりません。アル・カーイダの反米

感情の背景には、根本的な価値観の衝突があると

言ってよいでしょう。

しかし、ムスリム世界、そしてアラブ世界の一

般的な人たちにとっては、これが問題なのではあ

りません。真の問題はアメリカの外交政策なので

す。多くのアラブ諸国で行われた世論調査を見た

だけでもそれは明らかです。9.11以前に国連開発

計画がアラブ世界の人間開発について調査を実施

したことがありました。この調査では「アメリカ

に移住したいですか」という問いに対し、対象と

なったアラブ国家のほぼすべてで大多数の人が

「イエス」と回答しているのです。

つまりアラブでは大半の人々がアメリカの価値

観や文化を憎悪しているということは、現実には

ありえないと言えるでしょう。これだけの人たち

がアメリカはじめ西欧諸国に移住したいと言って

いるのですから。アメリカはこれまでにイスラエ

ルを支援し、サウジアラビアに軍を駐屯させるな

ど、中東の人々の神経を逆撫でするようなことを

色々としてきました。根本的な価値観の衝突とい

うことではなく、こうしたアメリカの行為がどの

程度反米感情主義を煽ってきたのか。このことを

考えるときに、脅威をめぐる議論というものが全

く抜け落ちていたように思うのです。

脅威の正体をこのように過大評価してしまった

ために、アメリカは不幸にも色々な過ちを犯すこ

とになりました。イラクへの侵攻、グアンタナモ

基地の収監者虐待などの行為を通して、アメリカ

は自らの手で脅威を現実のものにしてしまったの

です。9.11直後にはさほど深刻な反米感情の広が

りはなかったのかもしれません。しかしブッシュ

政権がイラクに深入りするにつれ、反米感情はま

すます強まりました。今私たちは、アメリカが自

らの行為によって反米主義を現実のものとし、ア

メリカに対する憎悪を広く煽っているという非常

に厳しい状況に直面しています。

次に予防戦争についてお話ししたいと思いま

す。これはブッシュ・ドクトリンの第二の柱とな

るものです。2002年９月に発行された「国家安

全保障戦略」には、9.11のようなテロ攻撃に対し

てどのように備えるべきか、ということが述べら

れています。ここにはこう書かれています。国も

守るべき財産も持たない者と敵対した場合、冷戦

時代に旧ソ連に対して用いたような抑止力や封じ

込めといったテクニックは通用しない。この見解
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は大変論理的であり、非の打ち所のない結論だと

思います。文書には続いてこう書かれています。

従ってアメリカは攻撃を受ける前にテロリストを

先制攻撃すべきである。この考えにも筋が通って

います。この論法に基づきアメリカは2001年秋

にアフガニスタンに侵攻しました。その行為には

ヨーロッパや中東の友好国から大きな支持が寄せ

られました。

このドクトリンが問題になったのは、ブッシュ

政権がその後別の問題にもこの論法を拡大して

適用したためです。別の問題というのは、イラ

ン、北朝鮮、イラクといういわゆる「ならず者国

家」が核兵器を所有するということですが、これ

はまったく別個の問題です。この問題が将来に禍

根を残すのではないかということは随分以前から

懸念されており、アメリカはじめ多くの国が政策

を打ち出してその対応に努めてきました。しかし

テロリストが大量破壊兵器を手にした場合の脅威

と較べると、この問題の深刻度は一段低くなりま

す。それにもかかわらずアメリカは、サダム・フ

セインの脅威をことさら強調するという、私に言

わせるとだまし討ちにも似たやり方でこの問題を

テロリズムと同じ俎上に乗せたのです。

ブッシュ政権が本気で検討していたのは、先制

攻撃ではなく、予防戦争によってこのならず者国

家の核問題に対応することでした。先制攻撃と予

防戦争の違いは、脅威の緊急性と対応のタイミン

グにあります。先制攻撃というのは、誰かから攻

撃されそうになったときに自ら行動を起こして相

手を先にやっつけるということで、この行為の正

当性は広く認められていると思います。

これに対して予防戦争というのは、数年先に現

実のものとなるかもしれない脅威を予想し、それ

を防ぐために緊急に行動を起こすということで、

これは良識の面からも道徳の面からも正当性はか

なり低くなるのではないでしょうか。この論法が

イラクの大量破壊兵器計画に適用されたのです。

予防戦争の正当性を疑うべき理由は幾つかあり

ます。何と言っても予防戦争を仕掛けるには、将

来のことをかなり正確に予測できなければなりま

せん。まだ起こってもいない数年先の出来事が、

数々の差し迫った危機をもたらすほど深刻化する

ことを予測できなければならないのです。イラク

の場合、アメリカは将来の見通しを大きく見誤っ

ただけでなく、イラクの大量破壊兵器計画の現状

についても正しく把握していませんでした。アメ

リカがあると信じていた兵器は、実は存在しない

ことが分かったのです。

偉大なドイツの宰相、オットー・フォン・ビス

マルクはかつて、予防戦争とは死ぬのが怖いとい

う理由で自殺をはかる行為に似ていると言いまし

たが、その理由の一つはここにあります。ビスマ

ルクのこの言葉は、多くの点でイラクの核問題に

対するアメリカの対応をよく言い表していると思

います。私たちは問題を解決するどころか、か

えって問題を大きくしてしまったのです。そして

イランと北朝鮮の核計画を加速させる結果を招い

てしまいました。イラクに侵攻することにより核

拡散の抑止をはかるつもりだったのに、イランと

北朝鮮には、かえって核を持つ方が安全だという

確信を与えてしまったのです。現実に核があれば

アメリカの干渉から自由でいられるのですから。

ブッシュ・ドクトリンの第三の柱は、国際社会

に対するアメリカの対応に関するものです。アメ

リカに批判的な人たちはこれをアメリカのユニラ

テラリズムと呼んでいますが、これまでの数十年

間はアメリカのリーダーシップと呼ばれていまし

た。この言葉はいくらでも都合良く解釈できるの

です。この点はぜひ理解すべきだと思うのです

が、ブッシュ政権がこれまで取ってきた行動の背

景には、安全保障上の大きな脅威に対し、国際社

会が一丸となって取り組むことが難しいという事

情がありました。

概して国連安全保障理事会は、国際的なコンセ

ンサスを形成して脅威に対応するということが得

意ではありません。ある意味でこのことを証明し
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たのがイラク戦争です。イラクかアメリカ、どち

らかの暴走をくい止めるべきだったとするなら

ば、国連安全保障理事会の動きはそのどちらに対

しても不十分でした。いずれにせよ、利害を大き

く異にする五つの国が拒否権を持っている以上、

ある種の重大な決定を下す段になると安全保障理

事会が麻痺してしまうのは仕方のないことです。

私は、欧州連合はもとより NATOでさえ様々

な安全保障問題に適切に対応してこなかったと

思っています。歴史を振り返ると、1990年代の

バルカン紛争への対応が色々な意味でアメリカの

ユニラテラリズムへの道を開き、イラク戦争へと

至ったのだと思います。バルカン紛争におけるア

メリカの姿勢は、これはヨーロッパの問題であ

り、ヨーロッパ人が自らの手で解決すべきである

というものでしたが、結局ボスニアの場合もコソ

ボの場合も、ヨーロッパの協同的意思決定のあり

方では最終的な決断を下すことができないという

事実が証明されてしまいました。ボスニア紛争を

終結させるためには、結局アメリカの介入が必要

になり、アメリカ人外交官リチャード・ホルブ

ルックの奔走によりデイトン合意にこぎつけたの

でした。また1999年のコソボ紛争は NATO連合

軍とアメリカ軍の空爆によって終結を迎えました。

このように国際的なメカニズムが問題解決に失

敗した事例が重なった結果、ブッシュ政権の要人

たちはある確信を得ます。これからはアメリカが

リーダーシップを取って正しいことをやらなけれ

ばならない。国際社会は事後にその行動を正当化

してくれる。ただし必ずしも事前に国際的な支持

を取り付けられるわけではない、というわけです。

1999年のコソボ紛争で NATO連合軍を指揮し

たウェズリー・クラーク元最高司令官は、2001

年のブッシュ政権発足時にペンタゴンを訪問した

ときに、ラムズフェルドの側近から次のような言

葉をかけられたそうです。「ウェズ、君の本を読

ませてもらったが、コソボ紛争のときのように

NATOに足をひっぱられるのはもうごめんだよ」

もちろんこの発言はクラークをぞっとさせまし

た。アメリカにとっては、少なくともヨーロッパ

の同盟国から支援を受けることが必要だと彼は信

じていたからです。ですがこの言葉は、9.11以降

のブッシュ政権内部の心情をよく表していると思

います。またこの言葉は、現在世界に広がる反米

主義の構造的ルーツについてブッシュ政権が何も

分かっていなかったことをうかがわせます。

現在の反米主義について詳細な検討を行うつも

りはありませんが、ただその背景ではアメリカと

それ以外の国の力が構造的に偏っているという事

情が大きくかかわっていることを指摘しておきた

いと思います。今日アメリカが費やす軍事費は、

その他のすべての国の軍事費を合計した額を上回っ

ています。そのため世界に及ぼすアメリカの影響

力と、その他の国がアメリカに及ぼす影響力を比

較すると、前者が圧倒的に勝ってしまうのです。

この事実をとくに強く実感しているのはヨー

ロッパです。ヨーロッパでは、グローバリゼー

ションとはヨーロッパの同盟国に対してその体制

に反するソリューションを押しつけようとするア

メリカの企てとみなされており、後年のクリント

ン政権が示してきたようなアメリカ主導型のグ

ローバリゼーションには大きな反発が寄せられて

います。つまりイラク戦争のようなアメリカによ

る一方的な力の行使は大きな反発を招き、それが

反米主義に表れていると言えるでしょう。

次にブッシュ・ドクトリンの第４の柱に移りま

す。これはアメリカの外交政策の手段として民主

主義を活用するということです。民主主義は世界

中の国の未来であるという信念はアメリカ外交政

策が理想とする要素であり、いつの時代のアメリ

カ外交政策にも盛り込まれてきました。またアメ

リカは民主化推進の力となることができるという

考えは、アメリカ共和国建国当時からありました。

つまりこの考えはネオコンにとってもブッシュ政

権にとっても新しい発想ではなかったのです。

歴代のアメリカ大統領は、リチャード・ニクソ
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ンなど数人を除き、ほぼ全員がアメリカ外交政策

に盛り込まれたこの信念に敬意を払ってきまし

た。この考えはウィルソン主義の名で呼ばれてい

ます。第一次世界大戦後、ヨーロッパの再建を目

指してこの考えを国際連盟の骨子に据えたウッド

ロウ・ウィルソン大統領にちなんだ呼び名です。

ブッシュ政権が他の政権と違うのは、民主主義

を利用し、これをイラク戦争後のアメリカの戦略

的利益と結びつけたことでしょう。一般的な見解

とは裏腹に、民主化は決してイラク侵攻の一番の

動機ではありませんでした。本当の動機はブッ

シュ政権がはっきりと説明しています。一番にあ

げられるのが大量破壊兵器の脅威で、次がイラク

とテロ組織がつながっているのではないかという

疑惑。そして最後が、人権と民主主義をイラクに

導入し、中東の政治を変えたいという思いです。

つまり民主化は三つうちの最後の理由にすぎな

かったのです。

ところがイラク侵攻後、最初の二つの理由はな

くなってしまいます。アメリカは大量破壊兵器を

発見することができず、またサダム・フセインと

アル・カーイダの間には何のつながりもないこと

が分かったからです。その結果、巨額の費用を投

じたイラク侵攻を正当化するには、民主化の推進

を持ち出すしかなくなったというわけです。その

ため2004年１月の第二期就任演説でブッシュ大

統領は、民主化の推進の一点に論点を絞り、これ

以降アメリカの戦略的利益と理想とする道徳的利

益は同じである、と宣言したのです。

私は、これは大変問題のあることだったと思っ

ています。理由は色々とありますが、まずテロリ

ズムの根底にあるものが正しく理解されていない

ということがあげられます。確かにアラブ諸国に

民主化を実現すること自体は多くの理由で良いこ

とだと思いますが、それが必ずしもアメリカの直

面するテロ問題の解決につながるわけではありま

せん。私は、人々が疎外感を持ち、テロ組織に走

る理由の一つとして、近代化のプロセスがあげら

れると考えています。つまり近代化と民主化の推

進はテロ問題を解決するだけでなく、逆にテロを

煽る原因にもなるということです。

西欧におけるイスラーム過激派のテロリスト

は、サウジアラビアやパキスタンで訓練を受けた

者とは限りません。この中には9.11の同時多発テ

ロの首謀者、モハメド・アタも含まれています。

アタは民主主義国家であるドイツのハンブルグで

近代民主主義の現実を目の当たりにし、テロ活動

に身を投じました。ですから民主主義の欠如がテ

ロリズムの根本的な理由であるという考えは断じ

て間違っていると思います。

ブッシュ政権がやったように、アメリカの外交

政策に民主主義を深く組み込むことは、アメリカ

の外交政策はもとより、民主主義そのものにとっ

ても決して良いことではないと思います。アメリ

カの外交政策にとって良くないというのは、そう

することでアメリカの偽善的な面が必然的に浮き

彫りにされるからです。アメリカは超大国であ

り、数多くの利益を抱えています。石油しかり、

対テロ戦争しかり、イスラエルはじめ同盟関係に

あるペルシャ湾岸諸国への支援しかり。ですがこ

れらの中に必ずしも民主化推進と結びつけなくて

はならないものは一つもありません。

このことに対して誰かが謝罪するべきだとは思

いません。民主化を支援することがアメリカの利

益なのだと言えば、それはたくさんある利益の一

つだということです。ときには他の利益が優先さ

れることもあるでしょう。ですがブッシュ政権が

やってきたように、民主化推進を口先だけで戦略

と結びつけた場合、アメリカがたとえばエジプト

やサウジアラビアやパキスタンなどの民主化から

手を引いたときに、その偽善性が際立ってしまい

ます。ガザ地区のハマースやレバノンのヒズボラ

などが民主的な選挙で勝利した後、事態はアメリ

カの望む方向には進みませんでした。こうしてア

メリカが中東の民主化を本気で支援しようと思っ

ているわけではないことが露呈したのです。
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また私は、このように民主主義を道具化するこ

とがこの地域の民主主義にとってとくに望ましい

ことであるとも思いません。評判の悪いブッシュ

政権の外交政策に民主主義が利用された時点で、

民主主義という概念そのものが汚され、また民主

化に向けて努力している人たちも外部の支援を受

け入れにくくなったように思います。現にブッ

シュ政権はイランの民主化団体を支援するために

7500万ドルを拠出することを議会に認めさせま

したが、どの団体もこの支援金の受取を拒否して

います。危険すぎて、誰もブッシュ政権の金銭的

支援を受けたがらないのです。

最後にもう一点、ブッシュ政権の政策が抱える

問題を指摘したいと思います。それは基礎的能力

の問題です。世界の覇権を握る超大国となり、そ

の力を行使して世界を変えてゆくのであれば、手

際よくやって欲しいと思います。大量破壊兵器を

めぐる諜報活動で失態を演じたり、複雑な侵攻計

画の立案に失敗したり、自分たちが反乱分子鎮圧

のための戦いに従事していることを見失ったりし

ているようでは、どうしようもありません。

このいずれにおいても、これまでに基礎的能力

が発揮されたことはありませんでした。今後、新

たな政権が理論的にこの弱点を克服してゆくもの

と思われますが、ブッシュ政権はどういうわけ

か、過去７年間この点を正すことができませんで

した。そのために、このような大きな負の遺産を

残すことになったのだと思います。

次にブッシュ・ドクトリンの後に何が来るのか

ということを考えてみたいと思います。この問い

に完璧に答えることは不可能です。なぜなら１年

もすれば新しい政権が発足するからです。新政権

は多くの点でブッシュ政権とは別の路線を目指す

ことになるでしょうが、残念なことにこれは外交

政策を立案する上で最良の方法ではありません。

おそらく、これに代わる戦略のメリットについて

少し考えてみるのが良いのではないでしょうか。

最初に指摘したいのは、ブッシュ政権の第二期

にはすでに、第一期の核となっていたブッシュ・

ドクトリンの大半が否定されていたということで

す。コンディ・ライスが国務長官に就任する一方

で、ラムズフェルドは徐々に立場を悪くし、やが

て辞任に追い込まれます。この時期ブッシュ政権

は多くの点でこれまでとはまったく異なる戦略を

推し進め、北朝鮮とイランに対しても協調主義的

な外交路線を打ち出しました。ただし両国の脅威

が完全になくなったわけではないので、今も武力

行使という選択肢は残されていますが。いずれに

せよアジアであれ中東であれ、ブッシュ政権が今

後新たに戦争を始めたがっているようには見受け

られません。

コンディ・ライスは、目に見える形で成果を残

すには、パレスチナとイスラエルの和平を前進さ

せるしかないと結論したようですが、もはや時間

は限られており、この目標がどこまで達成できる

かは分かりません。ですが第一期にはこうした目

標すらなかったわけですから、その意味でこれは

意義のあることです。

またブッシュ政権は、パキスタンやエジプトな

どの同盟国に関しては、民主化推進という基本政

策から大幅な方向転換をはかったように思いま

す。これもひとえに偽善者呼ばわりされるのを避

けるためなのです。ただ先祖返り現象というか、

レバノンのヒズボラとイスラエルの戦争では、

ブッシュ政権は昨年、これまでのように介入的な

武力行使に踏み切ろうとしたようですが、すぐに

現実に直面し、ぎりぎりのところで思い留まった

という経緯がありました。

ですが外交政策の中で国際社会に対応してゆく

中で、アメリカが大きな選択や方針転換が必要な

問題を今も多数抱えていることに変わりはありま

せん。最初の大きな変換点は、いかにしてイラク

から撤退するかということでしょう。もはやイラ

ク撤退の是非を検討する段階は過ぎ、今は撤退の

期間や手順について考える時期が来ていると思い

ます。アメリカがイラクに安定した政治基盤を残
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すことができない以上、おそらく民主党の大統領

候補でさえ、アメリカがごく短期間でイラク撤退

を完了することが至難の業であることはよく分

かっていると思います。

私は18カ月かかろうと、２、３年かかろうと、

撤退はどうしても必要だと思っています。アメリ

カがイランに居座り続けることは根本的に中東の

政治を不安定にするので、撤退が実現するまでは

中東の安定の実現など望めないと思うからです。

撤退が始まれば始まったで、さらに状況が不安

定化する恐れはありますが、アメリカがこの問題

を検討する場合は、こうした不安定な状態の悪い

面ばかりが強調されすぎているように思います。

イスラーム世界ではスンナ派とシーア派の間で自

然な力が働いて、イラクでも中東全体でも、何ら

かの安定が実現すると考えられるからです。

第二点目にすべきことは、いわゆる「対テロ戦

争」の脅威を割り引いて考えることとだと思いま

す。これについてもすでにそうした動きが出てい

ます。イラク、アフガニスタン、中東全体の作戦

を指揮する CENTCOM司令官のファロン海軍大

将は、パキスタン北部を根城とするひとつのテロ

リスト集団への警察・諜報活動にすぎない行為

を、「戦争」とか「長引く戦争」という名で呼ぶ

ことが気にくわない、とはっきり述べています。

私自身、アメリカ国民を標的とした大規模なテ

ロが起こる可能性をもっと慎重に見きわめること

が必要だと思います。そうすることでテロの脅威

への対応策として最もリスクが高く危険なアプ

ローチを取ることを回避できるからです。もっと

もこれはアメリカ大統領がアメリカ国民に向けて

中東問題をどのように説明するかによって大きく

左右されますが。

私は中東の民主化に対しては違った角度からの

アプローチが必要だと思います。中東を民主化し

たいという思いをアメリカの外交政策から切り離

すことが必要です。理由は先ほど述べた通りで

す。ただ民主主義を声高に語ることは避けるべき

ですが、民主化に向けた実質的な支援は強化する

ことが必要だと思います。民主化それ自体が価値

のあることだからです。

結局のところ、中東で起きているさまざまな社

会的対立を平和的に解決するためには、主だった

社会グループすべてを民主的に代表することが求

められるのだと思います。この中には、ハマース

やヒズボラなど、パレスチナやレバノンなどの主

要な構成員を代表するグループも含まれます。ア

メリカ大統領が民主主義という言葉を声高に訴え

なくなったとしても、実際には民主化推進を一層

強化することが望ましいと思います。

またパレスチナ問題に継続的に取り組むことも

重要です。ブッシュ政権は最初の４年間この問題

を顧みませんでしたが、これは重大な過ちでし

た。現在私は和平の見通しについてとくに楽観し

ているわけではありませんが、少なくともアメリ

カにとってこれが重要な問題であるという体裁を

保つことがとても大切だと思います。

最後に指摘しておきたいのは、中東に見られる

国際政治の変化の一つとして、破綻国家や弱い国

家の登場ということがあげられるということで

す。こうした事態は、この地域の誰もが向き合わ

ざるをえない数多くの問題の中心となるもので、

具体的にはレバノン、パレスチナ、イラク、アフ

ガニスタン、ソマリアなどがあげられます。これ

がなぜ問題なのかと言いますと、まず第一にこう

した弱い国に対しては、従来型の武力行使など、

昔ながらの力ずくの外交手段があまり効果を発揮

しないからです。

ですからこうした国の政治的権限を増大させ、

国内の統治を強化させるには、別の手段が必要に

なります。アメリカはじめ外部の大国はこの数年

間この点ではあまり力になることができませんで

した。

確かにアメリカが向き合うべき問題は他にもあ

りますが、先ほども言いましたように、こうした

問題はいずれも、次期アメリカ大統領が否応なく
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【司会】　フクヤマ先生、ありがとうございました。

それでは、引き続き森先生にコメントを頂きま

す。森先生はアメリカ宗教史の専門家ですが、

CISMORのセンター長でもありまして、その見

地からコメントを頂きたいと思います。

コメント：森　　孝一
（同志社大学神学部神学研究科教授・一神
教学際研究センター　センター長）

フクヤマ先生、ブッシュ・ドクトリンについて

の非常に明快な分析と、それに対する批判を聞か

せていただき、ありがとうございました。私はフ

クヤマ先生の今日の発表と、先生が『アメリカの

終わり』の中で展開されている内容は同じ目的を

持ったものだと感じました。ですから、先生の今

日のご発表だけではなくて、『アメリカの終わり』

の内容を紹介しながら一つのコメントと二つの質

問をしたいと思います。

先生が発表なさった目的は、今日の世界の情勢

を見ると、世界を支配しているのはアメリカの覇

権と、それに対する全世界的なアメリカに対する

嫌悪感であるという世界の現実の中で、9.11以降

のアメリカが世界に対してどのように対処すれば

いいのかを明らかにしたいということだったと思

います。特にその場合に、中東とアメリカ関係に

焦点を当ててお話されたと思います。

私は、フクヤマ先生が今日明確にしてくださっ

たブッシュ・ドクトリンの四つ要素の中で、特に

二番目の予防戦争と四番目の民主主義を戦略的に

用いるということについてコメントと質問をした

いと思います。

第一番目の質問は予防戦争と先制攻撃について

です。フクヤマ先生は、いわゆるテロとの戦いに

とってイラク戦争は間違った選択であったと考え

ておられますが、同時に『アメリカの終わり』の

中では次のような言葉を書いておられます。「予

防戦争や軍事介入による体制転換が完全に廃棄さ

れることはない。しかし、それは極端な形で最終

手段であると理解されるべきである。アメリカは

国家安全保障戦略を改定して、どのような場合に

予防戦争を正当であると見なすのか、その明確な

基準を設けるべきである」「差し迫った危機に対

して自国を守るために行う先制攻撃は国連ハイレ

ベル委員会で承認されている。問題は切迫してい

るかどうかということの判断です」「核兵器を持

つパキスタンがある日混乱状態に陥ったり、過激

イスラーム主義者によって支配されたりするよう

な事態になれば、予防的攻撃を検討しなければな

らない」と述べられています。さらに、1991年

にパナマで軍事力による強制的な体制転換に成功

したことにも触れて、私には先生がそれを肯定的

に評価しているように読めました。

結局は成功した軍事介入は正しく、失敗した軍

事介入は間違っているということなのでしょう

か。フクヤマ先生は、今日のお話の中でも著書の

中でも、予防的攻撃が正当化される基準というも

のがどのようなものであるべきかということにつ

取り組むことになるはずです。ある意味で中東に

明るい展望が開かれ、アメリカの外交政策が中東

一辺倒に偏ったものにならないことを期待したい

と思います。

ご静聴ありがとうございました。

コメント・ディスカッション
司会：小原　克博（同志社大学神学部神学研究科教授・一神教学際研究センター幹事）
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いては具体的に何も語っておられません。もし先

生がお考えをお持ちならばぜひそれを聞かせてい

ただきたいと思います。

また、ユニラテラリズム（一国主義）とマルチ

ラテラリズム（協調主義）の関係で、予防戦争に

正当性（レジティマシー）を与えることのできる

新たな国際機関について先生は構想されているよ

うに思えます。それは国連に変わるものではなく

て、国連と並んで幾つもの多重的な多国化主義的

な国際組織をつくるべきだということで、先生は

これをマルチ・マルチラテラリズムと呼んでおら

れますが、これについてもう少し具体的にどうい

うものを構想されているのか。そして、それにつ

いてアメリカ政府自体が何らかの動きを示してい

るのか。その実現可能性はどれぐらいあるのかと

いうことについてお話しいただければと思います。

二つ目は、民主主義を戦略的に用いることにつ

いてのコメントなのですが、フクヤマ先生は著書

の中でこのように述べておられます。「西側型の

民主主義はテロ問題に即効性を持つ解決策にはな

らない」ということで、a short time solutionとい

う言葉を使っておられます。しかし、同時にまた

別の箇所では、「民主主義はいつの日にか世界に

広がっていくだろう」と述べ、in a long runとい

う言葉を使っておられます。民主主義を実現する

ことについて、a short timeや in a long runといっ

た時間の概念を導入されているというところがフ

クヤマ先生とネオコンとの違いであるように私に

は感じられます。フクヤマ先生は、より現実的に

民主主義を実現する戦略を考えておられるのでは

ないかと感じました。

著書の中でフクヤマ先生はこのような立場を

「現実的ウィルソン主義（Realistic Wilsonianism）」

と呼んでおられますが、何が現実的なのか、現実

的という中身は何かということについて先生は、

「他の国の内部で起きている事態を深く考えるこ

と」であると言っておられます。すなわち、中東

対アメリカということを考えてみると、中東のそ

れぞれの国の中で現実に起こっている事態を深く

考えていくということを、この現実的ウィルソン

主義について述べておられますが、私はこのこと

は中東イスラーム世界とアメリカが共存するため

には非常に重要なことではないかと感じました。

これと関連して、第三番目の質問をしたいと思

います。これは次の第２セッションにも関係して

くる事柄だと思いますが、リベラル・デモクラ

シーと宗教との関係についてです。フクヤマ先生

は『アメリカの終わり』の中で、ネオコンの思想

家レオ・シュトラウスを紹介している所でこのよ

うに述べておられます。「レオ・シュトラウスは

生涯、神学と政治学の問題に取り組んだ。非合理

的な宗教的主張は政治から簡単に消し去ることは

できない、という問題である」。この点はアメリ

カの中東イスラーム世界に対する外交政策を考え

るときには非常に重要な事柄ではないかと私は考

えます。

アメリカの場合は、リベラル・デモクラシーの

価値観とアメリカの宗教は非常にスムーズに共存

することができてきたと思います。その理由は、

アメリカの宗教の主流がプロテスタントであった

からではないかと思います。リベラル・デモク

ラシーを成り立たせる基本は自立した市民（self-

governed citizens）の存在であると思います。

プロテスタントでは、教皇や聖職者を媒介とせ

ず、個人は直接神と関係を持ち、絶対的な権威の

存在を認めません。従ってリベラル・デモクラ

シーとの共存もスムーズにいくのだと思います

が、宗教のすべてがそうであるわけでありませ

ん。例えばカトリックは違います。またイスラー

ムでは、特にシーア派の場合にはアーヤトッラー

という最高権威の存在を重視します。すなわち中

世世界における教皇に近いわけで、こういう中で

リベラル・デモクラシーと宗教はどのような関係

にあるのかということを先生にお伺いしたいと考

えます。

フクヤマ先生は『アメリカの終わり』の中で、



23第１セッション ■

コメント・ディスカッション

先に発表されていた『歴史の終わり』の趣旨につ

いて以下のように解説をされています。この『歴

史の終わり』はリベラル・デモクラシーが普遍的

であることを主張しているように一般的に理解さ

れているけれども、実はそうではない。普遍的に

存在するのは、技術が発展し、高い生活水準と医

療制度を持ち、広い世界と行き来ができる近代的

社会に生きたいという欲求が普遍的なものであっ

て、リベラル・デモクラシーは近代化プロセスの

副産物の一つにすぎないと述べられています。

すなわち、これは近代化論だと思うのです。近

代化論の一つの特徴は、世俗化（セキュラライゼー

ション）であると思います。しかし、20世紀末か

ら今日に至る世界を見てみると、歴史が進めば人

間は宗教を必要としなくなるという近代化の世俗

化理論と、歴史は反対の方向に進んでいるのでは

ないでしょうか。イラン・イスラーム革命以降の

世界の各地域・各宗教における宗教復興は、近代

化理論をもう一度再検討することを要求している

ように思われますが、フクヤマ先生はこのリベラ

ル・デモクラシーと宗教との関係についてどのよ

うにお考えなのかお聞かせ願いたいと思います。

ディスカッション

【司会】　ディスカッションの部を始めさせていた

だきたいと思います。

先ほど森先生からさまざまなコメント、質問を

頂きました。われわれが聞きたいようなことを森

先生が非常に手際よくまとめてくれたと思うので

すが、これからそのコメント、質問に対してフク

ヤマ先生がどのようにお答えくださるかというこ

とも非常に興味深いところです。

最初にフクヤマ先生に５～10分ぐらいのお答

えをいただき、その後、出された論点に従って皆

さまから自由にご発言いただきたいと思います。

【フクヤマ】　森先生、コメントをありがとうござ

いました。幾つかご質問にお答えしたいと思いま

す。まず予防戦争について、私がどのような基準

でその正当性を評価するのかとのお尋ねですが、

私は正当な予防戦争の件数は必然的にごく限られ

てくるだろうと考えています。原則として、自国

の安全保障が脅かされている場合を除き、国家は

戦争を起こすべきではありません。人道的介入も

そうですが、国の安全保障を守る以外の目的で軍

事力を行使する場合、軍隊を派遣する国はとても

難しい立場に立たされます。生きるか死ぬかの安

全保障上の問題でない限り、軍事力の行使を正当

化することはまず無理でしょう。

先ほども言いましたように、アメリカがイラク

派兵を敢行したのは、理想を実現しようという目

的のためではなく、イラクの大量破壊兵器問題が

アメリカの安全保障の脅威となっていると考えた

からなのです。結局イラクには大量破壊兵器はな

かったわけですが、私はこれがアメリカの本当の

動機だったと思います。

ではどのような基準でこうした行為を正当化す

るのかということですが、まず森先生が指摘され

たように、私は体制転換や何らかの道徳的目的の

ために武力を行使することが必ずしも悪いことだ

とは思っていません。現に幅広い国際的コンセン

サスが得られた場合には、国際社会も同じことを

やってきたのではないでしょうか。

たとえば西アフリカの場合、リベリアのチャー

ルズ・テーラーがからんだシエラレオネの内戦や

今も続いているダルフール紛争など、主権原則の

陰に独裁政権が隠れていることがよくあります。

このような地域で行われていることを批判した

り、体制の転換に向けて行動を起こしたり、人民

の扱いを非難したりする権利は誰にもないなどと

言っても、国際社会には通用しないでしょう。

1990年代には、自国内で行われていることを

正当化するためだけに主権原則を振りかざすこと

はできないということが、近代社会の一般的なコ

ンセンサスとして成立していたと思います。です
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が他国への介入が理論的に正当化できるとして

も、それを実行に移す際には、幅広い国際的コン

センサスが得られているかどうかを慎重に確認す

ることが必要です。たいていの場合は国連がその

お墨付きを与えることになるのでしょうが、毎回

そうだというわけではありません。国連の後ろ盾

を得られなければ、人道的介入の正当性を主張す

ることは実際問題として難しくなるでしょう。

場合によっては国連以外の機関の承認が必要に

なることもあります。たとえばムスリム系住民が

人口の大半を占めるコソボでは、少数派のセルビ

ア系住民がセルビア本国からの支援を受けてムス

リムを迫害していましたが、この時はロシアが拒

否権を発動したために国連が行動を起こすことは

できませんでした。そこで国連に代わって表舞台

に登場してきたのが NATOです。NATO軍による

軍事介入は正しいことだったと思います。コソボ

の内情には非難を受けてもしかたのない点が多々

ありましたし、介入を正当化するためには柔軟な

対応が必要だったからです。しかし多くの場合、

こうした形の介入はとても難しいと思います。莫

大なコストがかかりますし、維持してゆくのも大

変です。ですからむやみに実行に移すべきではな

いと思います。

二点目として、国連に代わる新たな機関とは何

かとのご質問がありましたが、これについては

色々とあげることができると思います。たとえば

以前にもどこかに書いたことがあるのですが、東

アジアでは、アメリカと東アジア諸国が六カ国協

議という枠組みを利用して北朝鮮の核問題を協議

していますね。北朝鮮の核兵器問題に限ってはこ

の枠組みでも進展がありそうですが、恒久的な五

者、または五カ国安全保障機関のようなものが東

北アジアにあれば、幅広い問題に対応する上で役

に立つと思います。これなどは国連に代わる機関

の一例です。

次にリベラル・デモクラシーと宗教の関係とい

う、もっと重要な質問に移りたいと思います。こ

の質問には、おそらく CISMORのような研究機

関が追究している奥深い問題が幾つかからんでい

ると思うからです。国家が近代化すれば社会全体

が必然的に世俗化すると説く近代化論があったこ

とは事実です。50年から100年前にはこの説が広

く信じられていました。

私は経験上、この説は正しくないと思います。

世界を見渡しても宗教が長期的衰退をたどってい

る地域は西欧に限られているからで、アメリカな

どはこのケースに該当しません。アジアの場合、

事情は複雑です。ヨーロッパやアメリカのいう宗

教性とアジアの宗教性とでは意味合いが違うから

です。いずれにせよアジアが世俗化しているとい

うはっきりした傾向が見られるとは思えません。

まずインドがそうではありませんし、他の地域で

もそうですね。

個人的な信仰という意味ではアメリカほど宗教

が深く根付いている国はないでしょう。確かにア

メリカは以前から宗教心の強い国でしたが、収入

が増え技術が進歩するなどアメリカ社会が変化し

ているにもかかわらず、アメリカ人は今も２、３

世代前と変わらない篤い信仰心を持ち続けていま

す。その一方で、世俗化が進むと社会現象として

宗教が消滅するという説がありますが、これには

賛同できません。むしろ政教分離が進むと考える

べきでしょう。世俗的な政治は近代化のプロセス

に欠かせない部分だと思います。理由は明白で、

現実に多くの社会が多文化的性質を備えているか

らです。つまりほとんどの社会は、異なる信仰を

持つ住民で構成されているということです。政治

の世界に宗教が堂々と入り込むようなことがあれ

ば、それは対立の火種となるでしょう。

西欧のキリスト教の歴史を紐解くと、世俗的な

政治が実は必ずしもプロテスタント的な発想から

生まれたわけではないことが分かります。世俗的

な政治を生み出す原点となったものは、実は宗教

改革後にヨーロッパで起こった宗教戦争でした。

ヨーロッパではウエストファリア条約が締結され
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るまでの150年間、プロテスタントとカトリック

の間だけでなく、プロテスタントの宗派間でも多

くの血が流されたのです。

トーマス・ホッブズやジョン・ロックをはじめ

とする近代のリベラルな思想家や、アメリカ建国

に貢献した政治家たちは、宗教を政治に利用する

と国内は必ず混乱するという教訓を歴史から学び

ました。つまりリベラリズムとは本来キリスト教

の教義とは何の関係もないものであり、あくまで

もヨーロッパの宗教戦争に対する現実的な反応

だったのです。これは政治を世俗化しなければ社

会の安定は実現できないという認識から生まれた

ものでした。これこそが、世俗的政治という近代

的リベラリズムの源泉なのです。

ムスリム社会やアジア、インドなどもそうです

が、宗教色を鮮明に打ち出した政党が政権を握

り、国家権力をかさに宗教的政策を強引に推し進

めている場合、多くの宗教的マイノリティや文化

的マイノリティが存在する国では、そうした宗教

的な政治のあり方が社会不安の原因となります。

もし本気で近代化を成功させたいのであれば、

私的領域での宗教の実践を認める一方で、政治の

領域では、対立の原因になる宗教色を薄める努力

をしなければなりません。これこそがリベラル・

デモクラシーのあるべき姿です。つまり近代化と

は宗教を排した状態を指すのではなく、宗教を実

践する自由を認めながら、政治の世界では多元的

アプローチによって宗教的多様性を容認すること

をいうのだと思います。

そこで一つ指摘したいのは、こうした形の近代

化が往々にして十分に実践されていないという事

実です。アメリカは非常に信仰心の篤い国です

が、アメリカほど徹底して政教分離を実践してい

る国は他にないと思います。ヨーロッパ諸国を含

め、多くの民主国家が政教分離の原則に背いてい

ます。たとえばイギリスの英国国教会もそうです

が、ヨーロッパには国教を定めている国が多数存

在し、また税金を投じて宗教教育を行っている国

も少なくありません。アメリカでは考えられない

ことです。家族法においても、ある分野では政治

的妥協の一環として宗教的な考え方が受け入れら

れています。こうしたことが民主国家で行われて

いるのです。つまり現在の民主国家でも、徹底し

た政教分離が未だに十分に行われていないのが現

状です。

ですが政治と宗教が基本的に分離できていない

と、多文化主義という現実に対応することが総じ

て難しくなるのではないでしょうか。グローバリ

ゼーションとは、すべての社会が事実上の多文化

主義に移行するという意味でもあったはずです。

ですから何らかの手段を講じて、異なる信仰を持

つ人たちが同じ国で共存してゆける政治体制を構

築することが必要です。これはプロテスタントと

も、また他のどの宗教の教義とも関係がありませ

ん。あくまでも多様な宗教的背景を持つ人たちの

共存を実現するための現実的な対応策なのです。

ですから私は、これは近代化のプロセスの一部で

あって、決して文化に根ざした現象ではないと考

えています。

【司会】　ありがとうございました。

皆さんに質問を頂く前に、森先生、今のコメン

トに対してさらに詳しく聞きたいところがあれば

短くお願いできますか。

【森】　皆さんに発言していただいた方がいいと思

いますので、今、私からお聞きすることはありま

せん。

【司会】　分かりました。では、フクヤマ先生のご

発表および今のコメントなどを踏まえた上で、ま

ず特に論点を限定せずに自由にご発言いただき、

そして、何か流れができてくれば私の方で、いく

つか焦点を絞っていきたいとは考えています。

では内藤先生、お願いします。
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【内藤】　フクヤマ先生、ありがとうございまし

た。非常に明確にアメリカあるいはブッシュ・ド

クトリンの成功と失敗について説明をしていただ

いて、興味深く伺いました。

質問というよりはコメントなのですが、一つ

は、しかしながら私は、ブッシュ政権であろう

が、次に恐らく民主党の政権が来ようが、イス

ラームとの関係においては恐らく大きな違いはな

いだろうと考えます。それはそもそもテロの原因

に関して、これはアメリカだけの問題ではなく

ヨーロッパ諸国も、あるいは場合には日本も、そ

の原因について大きな間違いを犯している。例え

ば先ほどのフクヤマさんの話の中に破綻国家をコ

ントールすることが必要だとありました。確かに

それはそのとおりなのですが、破綻国家をコント

ロールするには非常に独裁的な政権が先に出てく

ることは言うまでもありません。

そもそもイスラームのいわゆる過激派と呼ばれ

ている人たちにとって、国家というものはさして

重要なものではない。例えばロンドンのテロリス

トにしても、英国民であるのになぜテロを起こし

たのかということがイギリスで大変問題になりま

した。今、フクヤマさんはリベラル・デモクラ

シーのタイプ、あるいは宗教と国家はある程度切

り離した方が多文化の共存には適しているとおっ

しゃいましたが、イギリスではまさにそのシステ

ムを取りながらテロを受けたわけです。

実際に私はテロリストと話をしたことはありま

せんが、恐らくこういう人がテロリストになるの

だろうという人とは何度も話をしました。彼らに

共通しているのは、自分の住んでいる国というも

のはもはやどうでもいい。ある国の国民である意

識や市民であるという意識が後退していくとき

に、暴力へ暴走する人たちが出てくるのです。

従って、西洋型のデモクラシーを植え付けるか、

あるいはそこに実現するかどうかとテロの問題は

無関係です。民主的な国家であってもテロは起き

ます。問題なのは恒常的に非常に差別された状況

に置かれる、あるいはその差別がよりひどくな

る、合理的でない批判を受け続ける、そういった

ことが重層的に重なったときに今日の、特にイス

ラームの過激派によるテロというのは起きるので

あって、根本的には、西洋側、アメリカも含め

て、イスラームに対する認識の問題を変えない限

り、この脅威を減らすことはできないだろうとい

うことです。

そのことでアメリカの中東政策が失敗していく

端的な現象が今トルコで起きている。トルコの議

会はイラクへの越境攻撃を既に承認しました。イ

ラクにおいてクルドはアメリカの味方です。中東

においてトルコはアメリカの同盟国です。アメリ

カはどういう対応を取ってもどちらかを失うこと

になります。もはやトルコ議会、トルコ軍は本気

でクロスボーダーオペレーションをやるつもりで

いますので、やればイラクは崩壊してしまう。ま

さにトルコというのは中東の中で唯一親米的であ

り、いわゆるヨーロッパ型のデモクラシーを徐々

にですけれども実現し、しかも NATOの一員と

して軍事同盟にあった。

そのトルコをあそこまで怒らせた、もちろんそ

れはアメリカの占領政策の失敗が直接の原因でバ

ルザーニをコントロールできなかったことにあり

ますが、しかし、トルコが激怒しているその最悪

のタイミングで、アルメニアの虐殺非難決議を出

しているのは民主党の方です。つまり共和党であ

るか、民主党であるかの問題でなく、中東に対す

る根本的な認識を間違えているのです。そのこと

になぜアメリカは気がつかないのかという点が私

の疑問でもあると同時にコメントです。

【司会】　伊奈さん、お願いします。

【伊奈】　ブッシュ・ドクトリンについてお聞きし

ます。北朝鮮、イランに関してマルチラテラリズ

ムを使うようになってきているという話がありま

したが、中身を見ますと違いがあるように思いま
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す。核開発段階がはるかに進んでいる北朝鮮に対

しては比較的柔軟で、核を全部なくさなくてもあ

る程度抑制すればいいという感じがありますが、

イランについては核開発段階が遅れているにもか

かわらずアメリカの姿勢は非常に強硬であるよう

に思います。

その違いはどこから来るのかと考えると、近く

にイスラエルがあるかないか、ではないかとも思

います。アメリカの政権は、いかなる政権であっ

ても、このようなダブルスタンダードの選択をし

ていくだろうと私は思っているのですが、フクヤ

マさんはどう考えられるかお聞きしたいと思い

ます。

【司会】　次に中田先生に発言いただきます。

【中田】　私の質問は少し視点の違う質問になるの

ですが、われわれは一神教学際研究センターとい

うことで一神教という概念を掲げております。い

わゆるキリスト教圏であるヨーロッパやアメリカ

から見た場合、同じ一神教でもイスラームは他者

に見えると思います。これは皆様よくお分かりだ

と思います。ここで視点を変えて、日本のような

東洋の儒教文化圏、あるいは仏教やヒンズー教の

多神教の文化圏から見た場合、一神教であるイス

ラームとキリスト教は、等しく他者です。しか

も、日本から見ると、イスラームとキリスト教文

明圏はまったく別のものではなく、歴史的にヘレ

ニズムとヘブライズムという同じ源流を持つ一つ

のものであると見えるわけです。

先生の立場からご覧になって、イスラームとキ

リスト教文明圏は歴史的に同じ源流を持つという

視点をアメリカに持ち込むことができるのかどう

か。実際、私はイスラーム学を専門にしておりま

して、特にファンダメンタリストといわれるもの

を研究しているのですが、それと現在のクリス

チャン・ファンダメンタリズムといわれるもの

は、実はイスラーム原理主義と呼ばれるものと内

容的にはかなり近く、特に家族の価値や伝統の価

値などを強調しています。その点において両者は

非常に近いということが今、アメリカでは理解さ

れていないと思います。そういったことにこれか

ら相互理解を深めていくように、少し視点を変え

て、同じ一神教ということで理解し合うことがで

きると先生はお考えでしょうか。

【司会】　それでは、３名の質問が出ましたので、

いったんここでフクヤマ先生からお答えをいただ

きたいと思います。

【フクヤマ】　まず内藤先生のご質問にお答えしま

す。先生がおっしゃる通り、テロの根っこには非

常に複雑な問題があります。西欧では盛んにテロ

リストの勧誘が行われていますが、その理由の一

つとして、多くのヨーロッパ諸国が、少数派であ

るムスリムたちを自国民の社会にうまく統合でき

ていないということがあげられると思います。そ

のやり方にも色々あって、フランス、オランダ、

イギリス、ドイツなどそれぞれが独自の政策を進

めているわけですが、いずれの国もこの問題には

苦労しているように思います。

この点については、アメリカは少し事情が異な

ります。異なる背景の人々を受け入れてきたとい

う意味では、アメリカはヨーロッパよりもずっと

多くの経験を積んできているからです。フランス

やオランダをはじめ、ヨーロッパの方がアメリカ

よりもはるかに多くのムスリム人口を抱えている

ことを考えると、両者の現状を一律に比較するこ

とには少々無理がありますが、全体的な傾向とし

てはアメリカの方がうまくやっていると言えるの

ではないでしょうか。テロの主な原因の一つに社

会からの疎外ということがあげられます。特に問

題になるのはムスリム系移民の２世、３世で、彼

らには自分が英国人であるとかフランス人である

とかオランダ人であるとか、そういった帰属意識

がありません。そのために、比較的簡単に過激派
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の誘いに乗ってしまうのです。このことは今や大

問題になっています。ヨーロッパ諸国ではその重

大性に気がついて、ヨーロッパ人としてのアイデ

ンティティーとは何かといったことを真剣に議論

しています。

トルコについては先生のおっしゃる通りだと思

います。どうすればよいのか分からないのです

が、アメリカがどちらの側にも同盟国を持ってい

るということは、ある意味で典型的なパワーポリ

ティクスの問題であり、アメリカがあまりうまく

立ち回れていないのだと思います。アメリカ国内

ではエスニック団体によるロビー活動が盛んで

す。たとえば日本の従軍慰安婦問題に対する決議

を働きかけたのは韓国系アメリカ人の団体です

し、ご指摘のあったトルコの問題についても、そ

の背後にはアルメニア系アメリカ人の団体の動き

がありました。そして中東政策においては、明ら

かにイスラエル・ロビーが大きな役割を果たして

います。これがアメリカの現状です。こうしたこ

とはいずれもアメリカの利益団体政治の流れで生

じていることであり、正直に言って、こうした現

状に対して何ができるのか、私には分かりません。

次にイランと北朝鮮の違いについてのご質問で

すが、違いは二つあると思います。一つは北朝鮮

の方がはるかに深刻な軍事的問題であるというこ

とです。つまり北朝鮮に対して本気で武力を行使

するならば、という意味ですが。北朝鮮は非武装

地帯からさほど遠くない場所に、ソウルに照準

を合わせたミサイルを集結させています。また

1950年からずっと固い岩盤の地層にトンネルを

掘り続けています。ですからこちらから何かをし

かけるということは非常に難しいという事情があ

ります。それに加えてアメリカの大事な同盟国で

ある韓国が北朝鮮に対して軍事的行動を取りた

がっておらず、実際にこの10年間は強硬姿勢を

避けてきたという経緯もあります。こうした事情

があるからこそ、最もタカ派的なアメリカの政策

立案者たちでさえ、北朝鮮への武力行使について

は本気で検討を行っていないのだと思います。

イランの場合は事情が異なります。イランの軍

事施設は北朝鮮ほど万全ではないという意識があ

るからです。とくにアフマディネジャドが大統領

に就任して以来、イランがイスラエルにとって深

刻な脅威と見られるようになった側面は確かにあ

ると思います。イランへの軍事力行使という問題

が取り上げられている背景には、こうした事情が

あるわけです。ですがブッシュ政権が実際に軍事

行動に踏み切るかといえば、私はそんなことには

ならないと考えています。何といっても、イラン

と開戦しようと思えば憲法上の問題が次から次へ

と出てくるからです。アメリカの大統領が議会の

意見を無視してイラン攻撃を命じるようなことは

しないでしょうし、議会がこうした軍事行動を支

持するとも思えません。ですから現実にはありえ

ないことだと思います。両国への対応が異なるの

にはこうした事情があるのです。

中田先生から一神教についてのご質問がありま

したが、私はかねてより、多元主義はアジアより

も一神教文化圏にとって深刻な問題になっている

と感じていました。なぜなら一神教の掲げる唯一

神は嫉妬深く、人々が他の神を敬うことを禁じて

いるからです。これはキリスト教にもイスラーム

にも共通することです。キリスト教圏である西欧

では、リベラリズムが自然発生的に台頭してきた

わけではなく、その過程には数々の軋轢がありま

した。確かに欧米のキリスト教的伝統においても

リベラルな政治秩序の必要性は認められており、

信仰の多元化を許容すべきだという考えはありま

したが、こうした視点が自動的にキリスト教社会

に生まれたわけではありませんでした。

アジアがある意味でヨーロッパや中東よりも多

元主義に対してオープンな姿勢を維持している背

景には、こうした事情があるものと思われます。

たとえば共産主義は一種の世俗的宗教といっても

よいと思うのですが、アジアでは中東よりもはる

かに易々と共産主義が浸透してゆきました。中東
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とは違い、中国や朝鮮やベトナムなどのアジア諸

国には支配的な単一の宗教的枠組みというものが

存在していなかったために、共産主義は何にも妨

げられることなく国の中心的なイデオロギーにな

ることができたのです。ですからおっしゃる通

り、非一神教国には、様々な文化的伝統をオープ

ンに受け入れるという多元主義的な視点が本来的

に備わっているのだと思います。

こうした意味で、同じ一神教という立場でイス

ラーム世界と欧米のキリスト教圏が相互理解を育

むことができるだろうかということですが、それ

は無理だと思います。両者の間にはそれ以外にも

重大な違いがあるからです。先ほども言いました

が、西欧の大部分はすでにこうした一神教的考え

方から脱して、もっと大きな寛容性を肯定する方

向へと変化しており、これからもそれは世俗的な

形で続いてゆくと思います。たとえば欧米は普遍

的人権を擁護していますが、これはキリスト教の

伝統に見られる宗教的普遍主義を世俗的な形で言

い替えたものです。キリスト教文化圏が大勢の人

権の擁護者を生み出してきたことは決して偶然で

はありません。欧米の変化に伴い、400年前とは

また違った意味で一神教的な非寛容性が問題に

なっているのだと思います。

【司会】　ありがとうございました。では内藤先

生、もう一度お願いいたします。

【内藤】　先ほどと同じことではなくて、アメリカ

が何を見誤ったかというのは、これはアメリカだ

けではないのですが、テロを組織で見ようとして

いますよね。例えばアル・カーイダやウサーマ・

ビン・ラーディンもそうですが、それは大きな間

違いだと思うのです。例えばロンドンのテロのと

きもすぐにアル・カーイダがやったという情報が

流れる。しかし、そんな根拠はない。今、われわ

れはどこかにいるアル・カーイダというものがい

ろいろなテロを組織している、いわばリーダーが

いてトップダウンでテロが起きるという考え方に

縛られているけれども、それは恐らく間違ってい

るのです。

つまりこの５年間の間にわれわれはアル・カー

イダというものの実像をいまだにつかめていな

い。しかし、アメリカは何かそういう組織を描い

て、リーダーがいて、だから、例えばハマスの場

合でも、ヒズボラの場合でもリーダーを殺害す

る。しかし、それは大きな間違いで、かえって敵

を拡大しているだけです。ピラミッド型のテロ組

織が、実際にイスラームのテロと言っているもの

にはあまり関与してないというか、関係ないとい

うことにもう気付くべきだと思います。それがな

いとテロとの戦いというのはできない。

ついでに言えば、つまりどちらかといえばボト

ムアップで出てくる怒りがテロに結び付くわけで

すから、ある意味ではムスリムの人たちがデモク

ラシーを理解していないというのは大きな間違い

で、民意が反映されるという意味でのデモクラ

シーを望まないムスリムなどいない、そんなこと

はあり得ない。だから、自分たちのデモクラシー

と彼らのデモクラシーが違うのではないかという

のは、これはアメリカだけの問題ではなく、多く

のヨーロッパ諸国も同じ過ちを犯しています。そ

のことにもう気付くべきだと思います。

【司会】　フクヤマ先生、今の内藤先生の質問にお

答えいただけませんでしょうか。

【フクヤマ】　アル・カーイダがすべてのテロの首

謀者だと考えるかどうかということですが、私は

どちらでもあまり大きな差はないと思います。ロ

ンドンのテロの犯人がアル・カーイダとは無関係

だったとしても、彼らは実際にバスに爆弾を仕掛

けたのであり、その行為はやはり問題なわけで

す。ですからその事件が何らかの大きなテロリス

トのネットワークを背景としていようが、あるい

はまったく単独で起きたものであろうが、取るべ
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き対策は同じだと思うのです。またテロの根底に

ある原因を突き止めてその解決をはかりたいとい

う考えがあるのかもしれませんが、そうしている

間にもテロリストがバスに爆弾を仕掛けているの

です。私たちがすべきことは、このようなテロ行

為を防ぐことです。

テロの背景には根の深い原因があることが分

かっているとしても、社会を守るためにはやはり

短期的な措置を講じざるをえないと思います。

ヨーロッパでは少数派であるムスリムがうまく社

会に統合されていないことが問題視されており、

この問題への取組が急務となっています。これは

とても難しいと思いますが、すでに問題解決への

取組はスタートしていると信じています。

デモクラシーの性質については午後のセッショ

ンで詳しく取り上げる機会があると思います。こ

れはアメリカだけでなく欧米全体にかかわる問題

だと思うのですが、イスラームをどのように解釈

するかということは、実はデモクラシーではな

く、リベラリズムをどうとらえるかということな

のです。第一に世俗的な政治にはどの程度の寛容

性が求められるのか。宗教的寛容性や個人の選択

の範囲はどの程度まで認められるべきなのか。こ

うした点が重要です。デモクラシーのあり方が若

干異なっているということではなく、自律性やリ

ベラルな領域の重要性について大きな見解の相違

があると思うのです。実はこれこそが問題の核な

のです。

【司会】　今、５名の方が質問の手を挙げておられ

ますので、フィンケルスタイン先生、コヘンさ

ん、加賀谷先生、ヴァーエズイ先生、会田さんの

順番で行きたいと思います。

【フィンケルスタイン】　政府の意図をどのように

見きわめるべきなのか、つまりある国が何らかの

行動を起こした場合、その理由についての政府発

表を額面通り受け止めてもよいものか、というこ

とをお尋ねしたいと思います。たとえばフランス

政府が、アフリカや中東への派兵に踏み切ったの

はこれらの地域を文明化したかったからだと説明

したとしても、アメリカの政治学者はその言葉を

鵜呑みにせずに、建前の後に隠された真の意図を

さぐろうとするのが普通ではないでしょうか。同

様に、スターリンが、ある国を侵略したのはプロ

レタリア・デモクラシーを広めるためだと言った

としても、先述のアメリカの政治学者はやはりそ

の発言を疑ってかかり、その裏にある本当の目的

を突き止めようとするでしょう。

こうしたことを念頭に置いた上でお尋ねしたい

のは、なぜアメリカだけが例外なのか、つまりな

ぜブッシュ政権の主張を文字通りの意味に受け止

めるのか、ということです。たとえば直近の例と

してイラク戦争を取り上げたいと思いますが、ア

メリカがイラク攻撃に踏み切った理由としてフク

ヤマ先生は次の三点をあげられました。一つ目

は、大量破壊兵器を放棄させること。二つ目は、

イラクとテロとのつながりを断つこと。三つ目は

民主化をはかること。私たちはこの主張をどの程

度まともに受け取るべきでしょうか。

一つ目について、ブッシュ政権内部の一部の人

間は、明らかにイラクには大量破壊兵器などない

ことを知りながら、その有無を問題にしていまし

た。1995年にフセインの義理の息子が亡命した

ときから、イラクには大量破壊兵器がないことは

分かっていたのです。もう一度繰り返しますが、

ブッシュ政権内部の一部の人間は、そのことを知

りながら大量破壊兵器の有無を知りたがっていた

のです。ポール・ウォルフォヴィッツはじめ、

ブッシュ政権の中枢にいた者がイラク攻撃に踏み

切ったのは、イラクがアメリカにとって何の脅威

にもならないことを知っていたからです。彼ら

は、イラクは数週間で落ちると考えており、現実

にその通りになりました。

第二の点について、ブッシュ政権はイラクとテ

ロとのつながりを何一つ発見できませんでした。
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あれほど徹底した諜報活動を行ったにもかかわら

ず、何も立証することができなかったのです。テ

ロとの関係を明らかにすることがイラク攻撃の本

当の理由だったのだとしたら、イラク攻撃がテロ

問題を悪化させることを十分知りながらイラクに

侵攻したことの説明がつきません。そうなること

は、イラク攻撃以前から大勢の人が正確に予測し

ていたのですから。

最後の点については、アメリカにはイラクを民

主化するつもりなど毛頭ありませんでした。アメ

リカの意図は、かつてパナマでやったことをイラ

クで再現することだったのです。つまり国の指導

者を追放し、独裁者を権力の座につかせて、大統

領と呼ぶことです。アメリカはチャラビをイラク

の首相にしようと画策していました。イラク占領

支配が始まった当初、アメリカは５年間は総督を

置くつもりでいました。イラクで民主化プロセス

が進展したのは、はからずしもシーア派の運動が

力を増したために、アメリカとしても憲法制定会

議を開催し、民主選挙を実施せざるをえなくなっ

たためなのです。スターリンが口先だけで東欧に

プロレタリア・デモクラシーを導入したいと言っ

ていたのと同じで、アメリカにはイラクを民主化

するつもりなどまったくありませんでした。

そこで最初の質問に戻るのですが、私たちはス

ターリンの発言は本気にしないのに、なぜブッ

シュ政権の発表は文字通りに受け止めるのでしょ

うか。

【コヘン】　私もイラク戦争の目的についてお尋ね

したいと思います。もっとも私の質問はもっと短

い言葉で事足りるのですが。フクヤマ先生は先ほ

どの講演の冒頭部分でネオコンの影響について言

及され、イラクを攻撃するという意思決定に対し

てネオコンの影響がどの程度関与したかは知りよ

うがないが、いずれ歴史がそれを明らかにするだ

ろうと発言されました。それはその通りなのです

が、ある程度の予測が可能なのであれば、ブッ

シュをはじめとする意思決定者たちにイラク侵攻

を決断させた主たる動機は何だったのか、先生の

お考えをうかがいたいと思います。

【加賀谷】　これまでは、主にアメリカの外交政策

やアメリカの戦略についてお話が続いてきたかと

思うのですが、私の場合はちょっとレベルを異に

するかと思います。先ほど先生から出されたリベ

ラル・デモクラシーについて、西側の理解とイス

ラーム世界の理解が食い違っている点に注意した

いと思います。

リベラル・デモクラシーやリベラル・セオロ

ジー（自由主義神学）について、こちらにはそう

いう専門家がおられるので、私は専門家ではない

のですが、それは基本的な考え方としては、ムス

リムは歴史的な思考ができておらず、ムスリムの

書いた歴史記述というのはアポロジェティック

（護教的）であるというわけです。というのは、

ムスリムはコーランなど宗教的に神聖なものに対

する批判を許していません。それに対してキリス

ト教の場合は、キリスト教の基になるバイブルな

どの文献に対する、フィロロジカル・クリティシ

ズム（文献批評）をタブーとしないでやってきた。

それによって信仰の本当の姿が現れるという確信

の下に行われたと思います。

それに対して、ムスリムは、リベラル・デモク

ラシーというのは人間中心主義的な考え方に立っ

ているとして、それを補うというか、修正して克

服するためには神中心的なものの下に近代化を従

属させないといけないという考え方を今でも変え

ていないように見えるのです。そういう点でリベ

ラル・デモクラシーといっても、イスラーム教徒

側と西洋側とは理解の相違や対立があるのではな

いかということを取り上げさせてもらいました。

【司会】　まだ質問がある方がおられますが、いっ

たんここで整理したいと思います。フクヤマ先生

からフィンケルスタイン先生、コヘンさん、加賀
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谷先生の３人に対してお答えいただけますか。

【フクヤマ】　フィンケルスタイン先生とコヘンさ

んのご質問はほとんど同じ内容でしたので、まと

めてお答えしたいと思います。政府が公に発表し

た目的を私が本気で信じているのは、私自身が当

事者たちと知り合いであり、イラク戦争の前後に

政権内の多くの人たちとの間で、彼らの考えや開

戦の目的について長時間の話し合いをしてきたか

らです。

たとえば先ほどウォルフォヴィッツやアデルマ

ンらは大量破壊兵器が存在しないことを知ってい

たと断定されましたが、私はそれは違うと思いま

す。彼らはおそらく心の底からその存在を信じて

いたのです。イラク開戦前に、81ミリのアルミ

管の一件について友人の一人と議論したことがあ

ります。政府が、このアルミ管は高性能遠心分離

器の部品であるという見解を打ち出したのに対

し、いや、これはロケット砲の部品だという意見

もありましたが、友人は政府の見解が絶対に正し

いと信じていました。このアルミ管はロケット砲

よりも一回り大きいサイズに圧延されている。遠

心分離器以外の用途はありえない、というのがそ

の理由です。

この友人は嘘を言っていたわけではありませ

ん。本気でそう考えていたのです。ブッシュ政権

内部でも多くの人たちがそう信じていたのだと思

います。

次にサダム・フセインとアル・カーイダの関係

ということですが、この点に関しては、ブッシュ

政権内部では多くの人がそうした関係があるとは

考えていなかった、これはアメリカ国民の支持を

集めるための政治的な方便だった、との主張があ

るようです。しかしもしそうだとしたら、「それ

がイラク侵攻の動機でなかったのなら、何が動機

だったのか」という新たな疑問が生じます。

アメリカがイラク開戦に踏み切ったのはイラク

の石油が目的だったという説が広く一般に信じら

れているようですが、私はこの説には一片の真実

も含まれていないと思います。少なくとも、アメ

リカの石油業界がイラク侵攻を敢行してまで石油

の利権を手に入れたがっていた、という事実はあ

りません。1991年以降2003年のイラク戦争に至

るまでの期間、アメリカのエネルギー業界のリー

ダーたちは皆一貫した態度を示してきました。彼

らはイラクへの制裁措置が解除され、イラクから

石油を輸入できるようになることを切に望んでい

たのであり、イラクにサダム・フセインがいよう

がいまいが、そんなことにはまったく関心があり

ませんでした。むしろ彼らにとっては、サダム・

フセインと手を組んだ方がはるかに好都合であ

り、わざわざ戦争を起こさなければならない理由

などなかったのです。

以上の理由から私は、イラク侵攻の真の動機は

エネルギーであるという陰謀説には、賛同するこ

とができません。戦略的な意味では間違ってはい

ないのです。石油というグローバル経済に欠かせ

ない大切な天然資源を自由に手に入れたいと思っ

ているときに、何をしでかすか分からない独裁者

が石油に通じる重要なルートを断ってしまった。

しかもこの独裁者は核兵器を欲しがっており、隣

り合う二つの国を侵略している。これは好ましい

事態ではなく、こうした戦略的事情が大きな動機

になることは確かです。ですがこのような動機は

ごく正当なものであり、誰の目にも分かり切った

ことなので、わざわざ口に出すまでもないと思う

のです。

もう一つのよく知られた陰謀説はイスラエル

に関するもので、ジョン・ミアシャイマーとス

ティーヴン・ウォルトの近著、例のイスラエル・

ロビーの本でも取り上げられています。この説に

も何らかの見るべき点はあるのかもしれません

が、いずれにせよイスラエル問題をまったく度外

視したとしても、2003年までにサダム・フセイ

ンの悪評はすでに広く知れ渡っており、イラクが

困った存在になっていることは誰の目にも明らか
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でした。この頃までにフセインはイランとクウ

エートに侵攻し、クルド人などの自国民を毒ガス

で殺し、南部のシーア派住民を虐殺していたので

すから。こうした背景を考えると、親イスラエル

派から特別な圧力を受けるまでもなく、アメリカ

の政策立案者たちには、フセインが極悪人で中東

のお荷物であることがよく分かっていたはずなの

です。

次に加賀谷先生のご質問ですが、先生のおっ

しゃることはごもっともだと思います。先ほどか

らも申し上げているように、基本的に問題になる

のは宗教に対する姿勢と所定のリベラルな価値観

との親和性だと思います。実際にそうだというこ

とではなく一つの可能性として、クルアーンが人

間によって書かれたとか、人間の手になる書物と

してクルアーンを解釈すべきだという考えを公に

口にできないのだとしたら、そうした社会は自由

でリベラルなディスコースという点で基本的に問

題であり、リベラルな社会とは相容れないと思い

ます。

【司会】　それでは、引き続き質問していただきま

す。ヴァーエズイ先生、会田さん、松永先生、吉

村先生、中村先生の順番で行きたいと思います。

【ヴァーエズィ】　中東にはどのような形のデモク

ラシーが適しているかという点について、先生の

お考えを聞かせていただきたいと思います。先生

は先ほど、中東が民主化することは避けられず、

いずれはこの地域の人々も民主主義を受け入れ、

民主主義体制へと移行してゆくだろうとおっしゃ

いましたが、民主主義、デモクラシーと正義とい

う言葉については、その概念と考え方とを区別す

る必要があるのではないでしょうか。これらの言

葉については色々な考え方がありますが、先生の

お考えになるデモクラシーとはどのようなもので

しょうか。

言い方を変えれば、この二語については、その

地域の政治風土というものを考慮すべきだと思う

のです。言うまでもなく欧米の政治風土には多元

主義が適していますし、リベラルな意味でのデモ

クラシーがとてもしっくりきます。ではイスラー

ムの教えや価値観に支配された独特の風土を持つ

ムスリムの世界ではどうでしょうか。特徴的な風

土を持つムスリムの社会には、リベラルな意味で

のデモクラシーが適しているとは思えないのです。

中東に関して言うならば、イスラームの規律や

価値観に適したデモクラシーというものを考える

ことが必要ではないでしょうか。リベラル・デモ

クラシー、つまりリベラルな意味でのデモクラ

シーを中東に根付かせることは無理だと思います。

【会田】　私の質問は、ネオコンサバティブの話が

若干触れられたので、知識人あるいは宗教者の危

険な役割とそれを防ぐための手段はあるのかとい

うことです。今回のイラク戦争の開戦理由につい

ても、段階を踏んで極めて実際的な理由からイデ

オロギー的な、そして、最後には宗教的な理由へ

と段階を踏んで動いていく傾向があったのではな

いかと思います。つまり、初めはテロを防ぎたい

とか、あるいは大量破壊兵器をイラクが入手する

のを防ぎたいといった実際的な理由を挙げていな

がら、後にその理由が薄弱になってくると民主主

義だとかいうイデオロギー的な理由になり、さら

に最後には広範な、人によっては宗教的な対立を

口にする人も出てくるわけです。

このパターンは、日本の過去の戦争においても

一緒だったような気がします。日本の戦争も恐ら

く初めは極めて実際的な理由で始められたのだろ

うと思いますが、ある段階においてモダニティの

問題になっていきました。これはフクヤマ先生が

触れられているように、人々がアメリカを憎むの

は、決してモダニティが嫌いだから憎んでいるの

ではなくて、アメリカの政策が嫌いだから憎んで

いるのだろうけれども、アメリカ側もそれはアン

チモダニズムではないかととらえ、あるいはその
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反対側でもモダニティに対する抵抗として知識人

が定義していく傾向が見られます。

そのアメリカの反対側として日本でも同じよう

に、モダニティの問題として第２次世界大戦をと

らえようとした人たちがいました。それがさらに

今度は大東亜共栄圏といって、主権国家を超える

新しい概念を作ろうとするというものを持ち出し

てくる。知識人がある段階から「Us vs. Them（わ

れわれ対相手）」というものを、初めは実際的だっ

たのを極めて思想的にしていく傾向が、どうも一

般的に20世紀、あるいは近代に見られるのでは

ないかという気がします。

そういうことを回避するための知識人の枠組み

や国際的な手段があるのか、あるいは知識人は危

険な役割を回避するためにどういうことをしてい

くべきなのか。そういうことについてフクヤマさ

んが今、考えていることがあったらお話し願いた

いです。

【松永】　アメリカの外交政策とは関係がないので

すが、近代化は必然的に政治の世俗化を伴うとい

う先生のご発言を聞いたときに、ちょっと気に

なったことがありました。中東諸国では、その近

代化のプロセスにおいて宗教の政治化という現象

が起こりました。これはとくにイスラームに顕著

な現象です。アカデミズムの世界ではイスラーミ

ズムという言葉が使われていますが、これはイデ

オロギー化したイスラームという意味で、政治化

したイスラームと言い替えることもできます。こ

れは従来の中東の歴史には見られなかった現象で

す。そこでお尋ねしたいのですが、先生は、ただ

１つの近代化のプロセスというものを特定するこ

とができると、また特定すべきであるとお考えで

しょうか。また世界のどの地域でも近代化のプロ

セスは基本的に同じであり、違うのは近代化の時

期だけであると考えておられるのでしょうか。最

初にヨーロッパが近代化を遂げ、その後徐々に他

の地域にもそのプロセスが波及していったという

ことでしょうか。それとも近代化のプロセスは歴

史的に見た場合、地域ごとにまちまちであるとお

考えでしょうか。中東について言うなら、政治の

世俗化という先生の説はイランにしか当てはまら

ないように思います。実際に宗教家が政治権力を

握り、近代国家を統治している国はイランの他に

ないからです。中東ではこのような事例は他に見

られません。少なくともこれまではそうでした。

それでも先生はヨーロッパの経験が基本的に中東

でも繰り返されるとお考えでしょうか。

【司会】　では、今の３名の質問に対してフクヤマ

先生にお答えを頂きたいと思います。

【フクヤマ】　まずヴァーエズィ先生のご質問にお

答えします。先生はデモクラシーの違いというこ

とを指摘されましたが、正におっしゃる通りだと

思います。ただ別の形のデモクラシーという視点

でこの問題を取り上げても意味がありません。先

ほども言いましたように、これはリベラル・デモ

クラシーの一構成要素であるリベラリズムにどう

向き合うかという、その姿勢の違いなのです。一

つ指摘するならば、リベラリズムが西洋の一神教

文化の中で台頭してきたという事実に注目すべき

だと思います。キリスト教宗派間の暴力的な対立

を治めるには、他に方法がなかったのです。

ある意味でこれは松永先生のご質問への答にも

なるのですが、ここで問われているのはとても現

実的な問題です。有力な宗教的マイノリティや、

あるいは宗教とは無縁の世俗的な集団が存在する

社会で、主流派となる宗教がその価値観を前面に

打ち出し、人々にそれに従うことを強要したとし

ても、果たしてそれが長期的な政治的安定につな

がるでしょうか。ヨーロッパの経験を見ても、答

は Noです。

私はヨーロッパがたどってきた近代化のプロセ

スだけが唯一現実的なものであるとか正しいとか

言うつもりはありません。もし中東がヨーロッパ
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のプロセスを繰り返していたならば、ペルシア湾

はじめ中東全域でスンナ派とシーア派が200年に

も及ぶ暴力的な対立を繰り広げ、拡大する宗教

戦争に巻き込まれて人口の30％が命を落として

いたでしょう。そして200年が過ぎる頃になって

やっとムスリムの間からジョン・ロックに相当す

る人物が立ち上がり、こう叫んでいたでしょう。

「共存の道を探るために、中東にも世俗的政治を

導入しなければならない」

私はムスリム世界がこのようなプロセスをたど

るべきだとは思いません。社会で宗教的多様化が

進む中、こうした現実に対応する方法としては宗

教的寛容性を推進するという方法が現実的です。

グローバリゼーションに伴い人の行き来がさらに

活発になると、宗教はますます多様化への道をた

どってゆくことでしょう。だからこそ私は、リベ

ラリズムと特定の信仰が文化的に両立しにくいと

いう事情を差し置いても、最終的には何らかのリ

ベラルなソリューションが必要になるのではない

かと考えています。

次に会田さんのご質問ですが、実際的な政策を

選択した後、これを正当化するためにイデオロ

ギー的な理由付けが行われ、最終的にそうした理

念のロジックとは関係なくイデオロギーが一人歩

きをしてしまうというご意見は、非常に鋭いとこ

ろをついていると思います。ある目的に向けて全

力を尽くすうちに、なかなか現実を認められなく

なってしまうということは、理念ですとか外交政

策では現実に起こりうる問題です。私自身、大勢

の友人たちがイラクの現状を受け入れようとして

いる様子をとても痛ましい思いで見ています。シ

ビアな現実を直視し、根本から考え方を改めなく

てはならないことを認めるのは、簡単にできるこ

とではありません。

ですがご質問の内容は、時の経過とともに社会

がそのような変化をたどることはどの程度可能な

のか、ということだったと思います。社会にとっ

てはときとして敗北や後退がプラスに働くことが

あると思います。そのような機会があればいやお

うなしに考えを改めざるをえなくなるからで、そ

うした体験はそれ以外では得られないものです。

アメリカでもそうなるのではないでしょうか。

【司会】　それでは今、３名の質問者がいますの

で、吉村先生、中村先生、磯前先生の順番でお願

いします。

【吉村】　先ほどの会田さんやヴァーエズイ先生の

ご質問やご意見と重なるかもしれませんが、私自

身は基本的には「文明間の衝突」という言葉は極

めて嫌いでして、基本的に異なる文明に住む人間

同士の誤解や差別、あるいは偏見というものが

「文明間の衝突」と呼ばれているような現象を生

み出していると思っています。言葉尻をとらえて

大変恐縮なのですが、例えば先ほど森先生がアー

ヤトッラーは教皇に近い存在だと言われました。

こういったアナロジーにも私は問題があるのだと

思うのです。これはそれほど深刻な例でもないの

ですが。

今日話を聞いていますと、やはり価値観の違い

という、例えば民主主義だとか自由だとかをいわ

ば代表するアメリカと、それを十分享受していな

い中東なりイスラームの国があるという、そう

いった二項対立的な考え方がどうもあるわけで

す。しかし、実際中東の側が反米的であるのは、

そうした理念を掲げながら、一方でそれに反する

大変問題のある政策が現実に展開されていること

なのです。つまり、政策を通じて価値観なり制度

のいい加減さというか、いびつさというものを中

東の人たちはしばしば目にしてきているというこ

とが深刻な問題だろうと思います。

質問として一つお聞きしたいのは、今日フクヤ

マ先生がお話になった、例えば予防戦争のような

軍事的な手法による問題解決ではなくて、非軍事

的な手法として経済制裁などはかなり行き詰まり

を見せています。そうした経済制裁とは違うもっ
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と別の次元の非軍事的な問題解決の手法をどう開

発していくのか。その辺りについてもしご意見が

あればお伺いしたいと思います。

【中村】　今日のフクヤマ先生のお話で、包括的に

ブッシュ政権の流れを振り返ることができまし

た。どうもありがとうございました。私が述べる

質問に関して、既にほかの先生たちもしている部

分もあるかもしれませんし、既にフクヤマ先生が

お答えしている部分もあるかもしれませんが、私

なりに三つ述べさせていただきたいと思います。

一つ目に、フクヤマ先生のお話の中に、今後の

中東に関しては楽観的ではないというお言葉が

あったかと思います。それは具体的にどのような

事を念頭に置かれているかお伺いしたいと思いま

す。先生が挙げられたブッシュ・ドクトリンの今

後については、イランとイラクとその他の内戦な

どが発生している中東諸国のことを指摘されてお

りました。（アメリカの外交政策は）確かに多国

間との協調という方向に転換したのかもしれませ

んが、先生はアメリカがイランの核開発を止めら

れなかったり、イラクの内戦が中東各国に波及し

ていくことを防げなかったりするなどして、中東

政策が破綻するといった最悪のことを念頭に置か

れているのでしょうか。

恐らくイランは核開発を平和的にする意図で

しょうし、イラクに関しては安定を望むための政

策を志向していくのではないかと私は信じており

ますが、もしかしたらアメリカは例えばイランと

協力するとか、新しい手を打つことを考えている

のでしょうか。一応まだ中東の中ではアメリカは

親米諸国としてスンナ派のアラブの国々と友好を

保ち、それらの国々の安定を保っていますが、悲

観的というのはどういったことを指しているのか

ということでお伺いしたいと思います。

二つ目に、アメリカの中東での安全保障の考え

方につきまして、兵器の使用や先制攻撃につい

て、アメリカでそれを未だに重要な手法だと考え

ている人々がいると言及されたと思います。イラ

クでこれだけ失敗したのだから、もうそんな人は

いないだろうと私は思っていましたが、まだ根強

く先制攻撃論を主張している人々がいるとの指摘

がありました。そういった方々は一体どうしてそ

う思っているのか教えていただきたいと思いま

す。一般的にいえば、どんな国も自国の脅威に対

して武力を行使することを放棄しない。したのは

恐らく日本ぐらいだろうなど、いろいろ思うとこ

ろがありますが、アメリカの場合はどうかという

ことで質問させてください。

三つ目にアメリカの政策に関して、あまりうま

くいっていないというご指摘をフクヤマ先生もさ

れているとすれば、アメリカの政治に関する考え

方のどこに誤りがあるのか。これまでの先生方か

らの質問にフクヤマ先生はうまくお答えしている

ようにも思うのですが、しかし、先生はこれか

ら中東についてよく考えることが大事だとおっ

しゃっていました。では逆によく考えていなかっ

たとはどういうことなのかお伺いしたいです。

【磯前】　私は、宗教の関係からお伺いしたいと思

うのですが、今日の討議は、現実の政策の問題と

もう少し次元の違う宗教の問題、あるいはデモク

ラシーというイデオロジカルな問題の二つがあっ

たと思います。森先生が冒頭でモダニゼーション

と世俗化と宗教の関係を問われていた点につい

て、お伺いしたいと思います。先ほど、リベラ

ル・デモクラシーの定義の問題がありましたが、

今度はそれを裏側から支えるセキュラー（世俗）

とは一体何かということについて、フクヤマ先生

がどのように考えられているのでしょうか。

前置きになるのですが、先日ニューヨークの

ロング・アイランドで、The Politics of Religion-

makingという会議が開かれました。そこでブッ

シュ政権を宗教学の立場から批判するというとき

に、次のような論理が展開されました。アメリカ

は世俗的な社会で、世俗化が過度に進みすぎてい
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る。この点では一見フクヤマ先生と反対の価値観

を持っているように見えますが、ムスリムの世

界、イスラームの世界は宗教的な世界なので、世

俗的な世界に住んでいる者が宗教的な世界を理解

しないといけないし、世俗主義が過度に進みすぎ

るということは問題であるという批判がなされま

した。そこにイスラームからの研究者もやってき

て、同じようにアメリカを世俗主義に基づいた社

会だというかたちで批判をしていきました。

そこで見えてきたのは、アメリカは世俗的で、

イスラームは宗教的だという二分法が成り立っ

て、アメリカとイスラームの研究者、恐らくアメ

リカの宗教学者は、自分たちがリベラルな立場に

いるとかなりのものが思っているようですが、

ブッシュ政権を批判するときに、世俗主義を批判

することで、イスラームを宗教的という表象を

作って議論していました。そこで私が違和感を覚

えたのは、アメリカは本当に世俗的な社会だとい

うことを前提とした批判の論理です。あるいはフ

クヤマ先生のように世俗的な社会であることが公

共空間を開かれたものにすることかできるのだと

いう議論で、世俗的な社会＝アメリカだと理解で

きるのだろうかとお伺いしたいのです。

タラル・アサドという人類学者が今は宗教学の

分野で非常に人気があって、その会議にも来てい

ましたが、かれが世俗というものは実は宗教とい

うものとの共犯関係として西洋近代化の過程で出

てきたもので、プロテスタンティズム的な私的領

域としての宗教と世俗的な社会は同時に成立して

きたと理解されるべきだと述べています。そうす

ると、世俗と宗教のどちらを選ぶか、イスラーム

とアメリカと分かれるというよりも、フクヤマ先

生も基本的にアメリカは政教分離ができているの

ではないかと言われたのですが、政教分離をする

ことでアメリカの福音派のように極めて私的な領

域で宗教的なものを抱え込み、そこから公的な場

面にも入ってこようとする。それをブッシュ政権

が吸い上げていこうとする。

そういうかたちで世俗的なものというものが完

全に宗教的なものとうまく線を引いて、世俗的な

ものによって公的なオープン・スペースを作り得

ているのだろうか。それとも、そういう世俗的な

ものを作ろうとしたさいに、アメリカでさえもや

はり宗教的なものが二項対立の一項として出来て

きて、その宗教的なものが世俗の領域の中に入っ

てきてしまわないのか。世俗的なものは当然、今

日フクヤマ先生が何度もお話しされているよう

に、リベラル・デモクラシーを生み出す重要な場

所と評価されていると思うのですが、そのリベラ

ル・デモクラシーを生み出す重要な場所である世

俗自体は果たして自明で確実なものなのでしょう

か。その世俗というものをどのように考えたらよ

いのでしょう。

私の話の最後に、Hofstra University The Politics 

of Religion-makingという会議の発言をちょっと

引きたいと思います。宗教学はフクヤマ先生の専

門ではありませんが、少し関係していると思うの

で引かせてもらいます。「宗教学あるいは宗教哲

学は、欧米の世俗化過程が生み出した世俗な空間

で、宗教を自由に討議できる場、さまざまな宗教

が複数形のかたちで共存できる場を提供する。あ

るいは複数の宗教を一緒に討議できる宗教学・宗

教哲学は、世俗的で自由な空間であって、これが

今後も可能性を持っている」という発言がありま

した。

その議論は、アメリカが多様な移民を引き受け、

複数の民族を共存可能にさせているように見える

社会を肯定しているようにも思えます。しかし、

そういった世俗という場自体が、イデオロジカル

な形で宗教を切断したかのように見えながらも、

その世俗的な場自体が宗教的になってしまうこと

はあり得ないのでしょうか。その点について世俗

とは何かという冒頭の問いに戻って、フクヤマ先

生にご教示いただければありがたいと思います。

【司会】　それでは、フクヤマ先生、今の３人に対
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してお答えいただけますか。

【フクヤマ】　吉村先生は、アメリカの外交政策を

支える別の次元の影響力についてお尋ねでした

が、とくに世界各地で民主化を推進するといった

問題に関して言えば、アメリカのソフトパワーの

方が概してハードパワーよりもはるかに重要性が

大きいと思います。アメリカの外交政策専門家の

間には、ブッシュ政権がソフトパワーを低下さ

せ、また十分にこの力を活用していないと考えて

いる人が多いようです。ですから今後はソフトパ

ワーを回復してゆくための努力が求められるで

しょう。ソフトパワーには色々な意味があり、

ハードパワー以外のものはすべてソフトパワーと

して定義されることもあります。つまり経済援助

や外交、様々な形の社会活動、社会間の対話と交

渉などはすべてソフトパワーとみなすことができ

るわけです。

先生のおっしゃるように、一般的に言ってこう

したパワーこそアメリカの政策の前面に押し出す

べきものだと思うのですが、そのためにはやるべ

きことがあります。いわゆるテロとの戦いでは虐

待や身柄の引渡などの手段が使われ、アメリカの

道徳的信用を著しく低下させました。ソフトパ

ワーを回復するためには、グアンタナモ収容所を

閉鎖するなどしてこうした慣行ときっぱり決別し

なければなりません。

その一方で、これとは別の政策手段を講じるこ

とも必要になると思います。制裁措置や経済的孤

立化政策などは、やりかたを間違えなければ効果

を発揮することもあります。対話と交渉も多くの

場合良い結果に結びついていますが、孤立化政策

も相手の態度を改めさせる上で、ときとして効果

を発揮します。南アフリカに対し、制裁措置と合

わせて孤立化政策を実施したときにも成果があが

りましたし、リビアでもそうでした。私自身何度

かリビアを訪れ、カダフィ大佐とかなり長時間に

わたって会見したことがあるのですが、明らかに

大佐は、国際社会から切り離された当時のリビア

の状態を憂慮していました。このように、アメリ

カに限らず他の民主国家も様々な政策手段を講じ

ることができるはずなのです。

中村先生からも幾つかご質問があがりました。

先生はご発言の冒頭で、今後の中東に関しては楽

観的ではない、という私の言葉を取り上げられま

したが、私が言いたかったのは、イスラエル・パ

レスチナ問題の早期解決についてはあまり楽観的

になれない、ということでした。現在アメリカ

は、ファタハとマフムード・アッバースを支持し

てガザを封鎖していますが、ガザ抜きで恒久的な

解決がはかれるとは私には到底思えないのです。

先ほども言いましたように、ハマースが選挙で

勝利を収めたということは、パレスチナ人にはハ

マースに代表されている多くの人たちがいるとい

うことです。ですから長期的視点で恒久的な解決

を実現するためには、彼らの利益にも配慮しなけ

ればなりません。私はアメリカが本件への取組を

再開したことを心から歓迎しますが、それでもこ

うしたやり方が短期間で具体的な進展に結びつく

とは思えないのです。

それ以外の点ですが、イラクからの撤退の影響

については、私はさほど悲観していません。中東

の政情不安の大部分は、アメリカのイラク占領に

端を発しているからです。確かにアメリカ撤退後

の中東情勢として、地域戦争の勃発やスンナ派と

シーア派の対立の激化など非常に悲観的なシナリ

オも想定されてはいるのですが、こうした懸念は

おそらく杞憂に終わり、アメリカ撤退後の中東情

勢は自然と安定化の方向に向かうのではないかと

私は考えています。

基本的にアメリカの政策の何が間違っていたの

かということですが、幾つかの段階で基本的な間

違いがあったと思います。一番大きな間違いは、

アル・カーイダと大量殺戮テロの脅威に対して過

剰に反応してしまったことでしょう。また世界の

反米感情の広がりを正しく理解できていなかった
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ことも基本的な間違いの一つです。アメリカの一

方的な行動に対して、他国がもっと積極的に支持

を寄せてくれるだろうと考えてしまったのです。

もう一つの間違いは、実際にその力量もないの

に覇権帝国のように振る舞おうとしたことだと思

います。アメリカは、安定したポスト・サダム体

制への移行を指揮する力もないのにイラクに侵攻

してしまったわけで、そんなことなら最初から介

入などするべきではなかったのです。つまりアメ

リカは一つの大きな間違いではなく、相互に関連

する幾つもの間違いを犯してしまったということ

です。

最後の世俗主義に関するご質問に移ります。私

が先ほど、近代化のプロセスには必然的に何らか

の世俗的な政治が伴うと言ったのは、政治の領域

においては、宗教的政策を一般的な政策立案の場

から切り離すべきだという意味でした。ですが実

際の信仰の実践ということになると、その程度は

大きく変わります。実は近代化には当初から二通

りのバージョンがありました。一つはアメリカ型

の近代化で、この場合は、建国の父たちが言うと

ころの「宗教の自由な実践」を認めるということ

がリベラル・デモクラシーの目的となっていま

す。つまりアメリカ型の近代化は宗教を否定する

のではなく、信仰は人間という存在の重要な一部

であるという考えを基にしているのです。信仰に

は様々な形があり、リベラルな社会では信仰の自

由な実践が奨励されなければならないという理念

です。

これに対してフランス共和国型の近代化は、反

宗教色を鮮明に打ち出しています。基本になるの

は、すべての宗教は偏見の一形式であるという考

え方であり、また近代化とは宗教色を一掃するこ

とである、または宗教を越えて発展することであ

るという理念です。そのため国家は、宗教色を排

し、その権力を行使して近代的な科学などを基盤

とした非宗教的社会を構築するという積極的な役

割を担います。

トルコ共和国のかつての政治路線（Kemalism）

は、イスラームとは排除すべき存在であり寛大に

扱う必要はないとの見解を打ち出しており、その

意味でこのフランス型の宗教観と共通する点があ

りました。その後イスラーム系政党の公正発展党

（AKP）が台頭すると、トルコのデモクラシーは

再度見直され、アメリカ型に近いものになりまし

た。つまり宗教については、基本的な民主的枠組

みの中で実践されている限り、その存在を認める

べきだと考えられるようになったのです。

次に世俗的政治が自明で確実なものなのか、ア

メリカの宗教右派がそのあり方を脅かしているの

ではないか、というご質問ですが、この点につい

ては、私は一部で言われているほど心配はしてい

ません。宗教右派が影響力を発揮しているのは、

妊娠中絶、すなわち胎児の生存権にかかわる問題

に限定されているからです。彼らが発言力を持つ

のは、中絶や幹細胞研究の問題であり、また同性

愛者の結婚なども一部含まれますが、これらはい

ずれも彼らにとっての重要課題です。また宗教右

派は多くの経済問題や社会問題に対しても一般的

に保守的な発言をしていますが、その内容は必ず

しも宗教的視点からのものではなく、ただ宗教寄

りになりがちだといった程度のことなのです。で

すが外交政策について意思決定を下す際に、ブッ

シュ大統領が宗教的側面を一番重視しているとい

うのはおそらく誇張でしょう。確かにブッシュ大

統領にとって宗教は自分が行動を起こす際の拠り

所になっているのだと思いますが、宗教そのもの

があからさまな動機となっているということは、

ブッシュ大統領に限ってはないと思います。

今後このバランスが崩れる可能性はあります。

もしヒラリー・クリントンが大統領になったら宗

教右派はどうなるのか、とても興味があります。

この場合は二通りのシナリオが考えられます。一

つは、宗教右派はやがて姿を消し、1930年代頃

のアメリカ社会のように、全体的に左寄りにシフ

トして行くというもの。もう一つは宗教右派が不
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満を募らせ、その結果ますます孤立化して行くと

いうものです。どちらになるのかはまだ分かりま

せん。事態の推移を見守りたいと思います。

最後のご質問はアメリカの福音主義者について

でした。福音主義者たちが最初に声をあげたの

は、反宗教を公然と打ち出した左派勢力の台頭が

きっかけだったのではないかと思います。たとえ

ば議会ではなく最高裁判所が中絶を合法化したこ

とは、多くの人を激怒させました。そこで左派勢

力から攻撃を受けていると感じた宗教的保守派の

人たちが力を結集させたのが始まりだと思いま

す。今や彼らは一大勢力となり、アメリカの政界

で大きな発言力を持つまでになっています。

【司会】　現時点で６名の方が手を挙げられておら

れますが、何も言えずに食事に行くというのは多

分フラストレーションがたまりますので、皆さん

にご発言していただきたいと思います。ただし、

ほかのおなかをすかせた方々の怒りを買わないた

めにも、１人１分でお願いします。我が国の前首

相の小泉さんはワンフレーズ・ポリティクスを得

意としましたが、その国民として皆さんも、ワン

フレーズとは言いませんので、１分以内を目指し

て端的にご質問ください。

内田さん、下村さん、四戸先生、細谷先生、森

先生、田原さんの順番でお願いします。

【内田】　最後にフクヤマ先生が少し触れられたの

ですが、最近特にアメリカの民主党系の外交安保

の専門家の方々から聞いたり、読んだりしますの

は、ブッシュ政権のイラク政策は大失敗だったと、

もう泥沼にはまってどうしようもない。だけれど

も、イラクが泥沼にはまっているという以上に問

題なのは、本当のテロとの戦争から目をそらさせ

たことだというわけです。要はアフガンが軽視さ

れてしまったということが極めて問題だという話

をいろいろな場面で聞いたり、読んだりします。

先生の先ほどのお話の中でも、アフガンは破綻

国家の分類に入ると思うのですが、2008年に民

主党政権が誕生した暁には、その専門家の方々

は、アフガン政策、対テロ政策を強化すると言っ

ています。では、どのような強化になるのかとい

うのが私の質問です。もっと増派するのか、いろ

いろと違うアプローチがあるのか。もちろんその

候補によって違うとは思いますが、どなたがなっ

ても多分外交安保のアドバイザーに入ってくる人

たちもいるのではないかと思う中で、少しそこら

辺のところをお話しいただきたいと思います。そ

れから、今日もいろいろと話が出ていましたが、

フクヤマ先生は対テロ戦争、特にアフガンについ

てどういう政策を民主党政権が展開すべきだと思

うかお話しください。

【下村】　フクヤマ先生はアメリカで思想家として

大変尊敬されていると思いますので、思想家とし

てお伺いしたいのですが、リベラル・デモクラ

シーとはすべてのタブーを捨てることによってし

か実現できないのでしょうか。例えば先ほど先生

は、クルアーンの批判が許されないような所では

難しいのではないかとおっしゃっていましたが、

タブーの幅や種類が違うといった形で解釈すると

いうことはできないのでしょうか。

【四戸】　短く二つ質問したいと思います。一つは

開戦理由と、もう一つはアメリカの成功と失敗と

いうもっと具体的な面です。

一つ目に、アメリカがなぜ開戦したかという

と、私はフクヤマ先生とほぼ同じ意見で、石油が

目的でもないと思うのです。やはり父ブッシュの

政策の終結のようなところがあると思うのです

が。もう一つのアメリカの成功というのは、一応

憲法制定して議会制民主主義制度を実現させたこ

とにおいては、最初スンニー派は参加しませんで

したが、民主主義の制度的補完によってスンニー

派も参加しないといけなくなったわけです。ただ

問題点は、この一院制の議会が交渉の場となって
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しまった。つまり議会制の機能ではなくて、各勢

力の武装闘争の継続としての闘争の場となってし

まったことだと思うのです。

そういう意味でイラクの不安定な現状を考えた

場合に、アメリカは二院制、つまり多数派を代表

するのではなくて、地域平等という意味の、地域

を代表するような上院的な制度をなぜ盛り込まな

かったのか。というのは議会制民主主義制に当

初、反対したスンニー派も参加したわけですか

ら、そういう制度をなぜ入れなかったのか。報道

ではイラク分割というのが出たり消えたりしてい

ますが、もしアメリカが撤退するなら、二院制を

入れることによってスンニー派の不満、少数派の

不満も解決する方向性は見えてくるのではないの

かという点が私の質問です。

【細谷】　先生のお話とコメント、いずれも興味深

く拝聴いたしました。ありがとうございました。

二点、お聞きしたいことがあります。民主主義に

よる平和と予防外交についてです。民主主義によ

る平和について、先生はどのようにお考えでしょ

うか。このコンセプトは、国が民主化すれば、意

思決定を民主的にコントロールするメカニズムが

強化されるはずだということを前提にしていて、

この意思決定には開戦の是非なども含まれるので

すが、本当のところはどうなのでしょうか。

また先ほど予防戦争についてのお話がありまし

たが、私は予防外交についてお尋ねしたいと思い

ます。元国連難民高等弁務官の緒方貞子氏は以前、

予防戦争ではなく予防外交の方がある程度の成果

をあげたようだ、と発言されていました。この点

についてはいかがでしょうか。予防外交にはどの

程度効果があるとお考えですか。何かご意見があ

りましたら、是非お聞かせ願いたいと思います。

【森】　今日の世界の安全にとっての大きな脅威と

いうのは私は二つあると思います。一つはテロリ

ズム、もう一つは核の問題だと思います。テロリ

ズムに対する恐怖あるいは脅威を過大評価すべき

でないと先生はおっしゃいますが、私はそうは思

いません。例えば汚い爆弾（ダーティ・ボム）の

ことを考えると、第２の9.11が起こる可能性は十

分にある。ですから、このテロリズムをなくすた

めにどうしたらいいかについては、もっと真剣に

根本的な問題から考える必要があると思います。

二点目は核の問題ですが、テロリズムが国家に

よるものではないのに対して、核はやはり国家に

よるものであって、特に失敗国家だとか、ウィー

クステーツ等が核武装に対する誘惑を持つわけで

す。なぜ北朝鮮は攻められないのか、なぜイラク

は攻められたのかと考えたら、先ほどのフィンケ

ルスタイン先生のご指摘に私も賛成で、核を持っ

ていなかったから攻められたのではないか。だか

ら、持っていたら攻められない、では持とうとい

う誘惑があると思います。いわゆるこれは核拡散

の問題だと思いますが、世界における核の管理に

ついて何かお考えがあれば、先生のご意見をお伺

いしたいと思います。

【田原】　今日はありがとうございました。短く二

つ質問します。

まず、アメリカの自由と民主主義ですが、この

自由と民主主義の概念の中にアメリカを嫌悪した

り、アメリカに反対する自由というものがあるの

でしょうか。

もう一点伺います。いわゆる国際テロのよう

な、特にイスラームと重ねた意味でのテロが増え

てきたのは、96年のイスラエルにおけるネタニ

ヤフ政権の発足以来だと思います。その際にネタ

ニヤフ政権に対して、リチャード・パールやダグ

ラス・ファイスらが「ア・クリーン・ブレーク」

という提言書で、イラク戦争までのシナリオを示

しております。そこで一貫している理念は、力に

よる中東の平和です。その後のブッシュ政権の姿

勢にもそれは重なると思うのですが、いわば頼ん

でもいない「民主化」のムチを持った教師がやっ
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てくるという、その教師の自信というのは一体何

によって裏付けされているのでしょうか。

【司会】　たくさんの質問を頂きましたが、フクヤ

マ先生、よろしくお願いいたします。

【フクヤマ】　民主党が対テロ戦争についてどのよ

うな政策を展開するかとのご質問ですが、民主党

にも具体的なアイデアがあるわけではないと思い

ます。民主党が、イラク政策の失敗を根拠にアフ

ガン政策や対テロ戦争は間違いだったと主張する

のは、それがブッシュ政権を非難する上で都合が

良いからであって、実はイラク安定化の方策を本

気で考えている民主党員は一人もいないと思い

ます。

確実に言えることは、イラクから撤退するまで

は、アフガンへの増派を具体的に検討することは

できないということです。ですから民主党が共和

党よりも撤退を早めるというのであれば、国際治

安支援部隊を強化するなどの対策を講じやすくな

る面はあるかもしれません。ですが民主党が実際

にそうするかどうかについては、またパキスタン

北西辺境州をめぐる政策的問題などについても、

おそらくまだ民主党員の誰も真剣に検討していな

いと思います。ただこの種の問題はその性質上、

解決が非常に難しいため、民主党がこれまでの路

線を一変させるようなことはないと思います。

次に「リベラル・デモクラシーでもタブーがあ

るのか」とのご質問ですが、タブーはたくさんあ

ります。ただその質は異なります。リベラルな社

会というとタブーが少ないと思われがちですが、

ハーバード大学学長だったラリー・サマーズが女

性と男性の能力は生まれながらにして違うと発言

して辞職に追い込まれた一件からも分かるよう

に、アメリカにも公に言ってはならないことがあ

るのです。

四戸先生のご質問ですが、先生が何を指して二

院制とおっしゃっているのかがよく分かりませ

ん。地域を代表するやり方が上院と下院で異なる

ということは、連邦化のことをおっしゃっている

のでしょうか。根本的な問題はアメリカが下した

決断ではなく、イラク人が今現在、和解のための

政治的基盤を持っていないことだと思います。

バイデン上院議員はイラクのソフトな分割、す

なわち連邦化を働きかけており、上院も２週間前

にこの決議を可決しました。一方イラクの人たち

はこの案に対して非常に否定的な反応を示してい

ます。多くの分断国家がそうであるように、イラ

クの人たちも、連邦化に移行すれば国全体が分断

されるのではないかと不安を感じているのです。

クルド人を除き、ほとんどのイラク人たちはその

ような事態を望んでいないと思います。

こうした案は以前からありましたが、このやり

方ではイラクが現在抱える問題を解決することは

できないと思います。基本的な政治的対立を解決

するためには、国民が長期間の戦いを経た上で、

このままでは一番大きな目標を達成することがで

きないということを悟らなければならないからで

す。その時点ではじめて合意のための道筋が整う

のです。

デモクラシーによる平和と予防外交についての

ご質問ですが、他の条件が同じだと仮定した場

合、リベラル・デモクラシー体制が導入されてお

り、その下で個人の自由が保証され、軍事行動を

正当化するために納税者である国民に対して政府

が最終的な説明責任を負い、かつ国民自身が戦争

に参加しなければならないのだとしたら、おそら

くその国が開戦に踏み切る公算は小さいでしょう。

しかし必ずそうなるというわけではありませ

ん。世界にはまだ、そうした状況に置かれたとき

にどのような行動に出るのかが確認されていない

地域もあるからです。たとえばパキスタンとイン

ドはいずれも民主国家ですが、両国が戦争を起こ

すことは大いに考えられます。つまり確実なこと

は言えないということです。ただ、他の条件がす

べて同じであれば、説明責任を負う政府の存在
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は、ある意味で無謀な開戦を抑止する力となるで

しょう。

次に予防外交についてですが、現実には私たち

はこれまでずっと予防外交を行ってきたといえる

でしょう。キャンプ・デービッド交渉、クリント

ン政権下でのオスロ合意はいずれも、当時の政治

問題の解決を目的としていました。ダルフール紛

争についても世界の各地で解決に向けた交渉が進

められています。問題は、人々が問題解決に必要

な時間と労力を投じるのは、こうした方法ではも

はや解決できなくなる段階まで危機が深刻化して

からのことだという点です。これは民主政治なら

ではの問題だと思います。

核の問題ですが、確かにこの数年間、核を持っ

ていた方が安全だという考えが一般的になってい

るように思います。北朝鮮やイランにはこうした

考えがあるのでしょう。私が彼らの立場なら、や

はり同じことを考えたと思います。

先ほども言いましたが、これはブッシュ政権の

大きな失策の一つです。ブッシュ政権の本来の目

的は、核拡散には大きな危険が伴うため核は放棄

すべきであるということを訴えることだったので

すが、その反対に、核兵器を持っていた方が安全

だという考えを広めてしまいました。これは望ま

しい状態ではありません。

最後のご質問はよく理解できませんでした。

「クリーン・ブレーク」構想のことをおっしゃっ

ていましたが、これはリチャード・パールやデイ

ビッド・ワームザーらが政府外でイラク政策など

について論じた文書です。先ほども申しました

が、これはその後のアメリカのイラク政策に何ら

かの影響を与えましたが、アメリカがイラクに侵

攻したがった理由はこれ以外にもたくさんあった

と思います。

そこで真の動機はなんだったのだろうか、とい

う最初の方にあがった質問に返ってくるわけで

す。現時点では判断できないこともあります。そ

の例を一つあげたいと思います。ドナルド・ラム

ズフェルドは決してネオコンではなかったと私は

考えています。ラムズフェルドが本来望んでいた

のは、イラクを攻撃し、大量破壊兵器プログラム

を片っ端から廃棄させ、その後即座にイラクから

手を引くことでした。イラクの民主化など、ラム

ズフェルドの関心事ではなかったと思います。

これとまったく対照的なのがポール・ウォル

フォウィッツです。アラブの民主化はウォルフォ

ウィッツの悲願でした。彼はペンタゴンに入る

前、長年にわたって全米民主主義基金に勤務して

いました。またデトロイトのイラク人亡命者のコ

ミュニティともごく近い関係にあったと思われま

すが、これら亡命者が望んでいたのは、民主化し

たイラクへの帰国でした。２人は密接な協力の下

で任務に当たっていましたが、この点については

見解が分かれていたはずです。互いに正反対の意

見を持っていたからです。

ですが彼らがこのことを大統領の前で話し合っ

たかどうかは分かりません。後になって色々な真

相が明らかになってくるのだと思いますが、現時

点では情報が不足しているために、意思決定が実

際にどのように行われたかということについて

は、推測の域を出ないのです。

【司会】　ありがとうございました。

これで第１セッションを終わりたいと思いま

す。私が予想していた以上にどんどん質問が出て

来て整理する間もなかったのですが、最初にご発

表していただき、また、矢継ぎ早に出される質問

に丁寧かつタフに答えてくださったフランシス・

フクヤマ先生にあらためて感謝の拍手をしたいと

思います。どうもありがとうございました。
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最初に、本日この場にお招きいただいた主催者

の皆さま、ならびにご来場の皆さまにお礼申し上

げます。拙稿について簡単に解説する前に、まず

お断りしておきたいことがあります。私は政治家

ではなく聖職者であり、大学の教員です。従っ

て、アメリカの対イラン外交政策が抱える問題に

対しては、学問的な角度から検討を加えていくこ

とになります。第二に、イランおよび中東全体に

対するアメリカの外交政策の背景には色々な利権

や目的がからんでいます。多くの人々、少なくと

も中東の大多数の人たちはアメリカに不信感を抱

いており、アメリカの戦略に疑いの目を向けてい

ます。こうした背景はありますが、私はアメリカ

の政策立案者、ネオコンが対中東政策の一環とし

て打ち出している主な目的、すなわち民主化推

進、人権、そしていわゆる「自由世界」の価値の

擁護ということに焦点を絞ってお話ししたいと思

います。中東におけるアメリカの意図は実は別の

ところにあると言うつもりはありません。楽観的

かもしれませんが、アメリカは本気でこうした目

的を達成しようとしているのだと思います。テロ

との戦いは石油のための戦いなどではないでしょ

うし、アメリカが中東に投機マネーをばらまこう

としているというのも真実ではないでしょう。楽

観的に見て、アメリカは対中東政策を通して民主

化を推進し、人権を守り、自由世界の価値を導入

しようとしているのだと思います。

そこでここではこのような対イラン政策がなぜ

うまく機能していないのか、その理由を考えてみ

たいと思います。この政策がうまくいかない理由

は幾つかありますが、私は少なくとも五つの理由

を指摘することができます。この五つについて詳

しく検証する前にはっきりさせておきたいのは、

こうした政策を実行するには、何よりも現地の

人々の共感や支持が必要だということです。つま

り、アメリカの政策担当者は本気でこうした理念

や目的を実施し、その実現に努めたいと思ってい

ることを中東の人々に分からせなくてはならない

のです。これから私が説明する理由を聞いていた

だければ、なぜアメリカの外交政策が中東の人々

の共感も支持も得られないのかがお分かりいただ

けることと思います。アメリカの対中東外交政策

が体制の変革、民主国家の樹立、そして自由世界

の価値観の導入を核としているのであれば、まず

は人々の文化を変えなくてはなりません。これか

らお話ししますが、アメリカは人々にこの政策の

意義を理解してもらうことができなかったため

に、その実行につまずいたのです。

私があげる理由にはイランだけに当てはまるも

のもあれば、中東全体に関係するものもありま

す。最初に取り上げたいのは、アメリカがイラン

に刻んだ不幸な歴史です。このような歴史に至っ

た政治的な出来事についてここで詳しく述べるつ

もりはありませんが、そもそもの始まりは1950

年代の「エイジャックス作戦」でした。アメリカ

と英国が手を組んで、民主的に選ばれたモサッデ

グ政権を転覆させた一件です。モサッデグ首相は

ナショナリストであり、イラン国民から幅広い支

持を受けていました。当時石油の問題があったた

めに、アメリカはこの民主主義体制を打倒するこ

アメリカの対イラン政策の問題点

バーゲロルオルーム大学（イラン）

アフマド・ヴァーエズィ・ジャゼイー
Ahmad Vaezi Jazei
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とを決意し、それ以降イランの政治に介入するよ

うになったのです。

ご承知のように、イランでイスラーム革命が起

こるまで、アメリカ政府はイランのムハンマド・

レザー・シャー国王率いる絶対王政を正面から支

援していました。ところがイスラーム革命勃発

後、状況は一段と深刻化し、アメリカは新政府の

抵抗グループへの支援を強化するようになりま

す。やがてイラク・イラン戦争が起こり、イラク

がイランに侵攻すると、アメリカはどの西欧諸国

にも増して、直接、間接にイラクを支援しまし

た。このような経緯がイラン国民の間に根深い反

米感情を植え付けたのです。

アメリカはこうした過去の行いを決して改めよ

うとせず、状況を変えるための行動をまったくと

いってよいほど起こしませんでした。これが、イ

ラン国民がアメリカの政策を信頼できない一つ目

の理由です。

二番目の理由は人権に対するダブル・スタン

ダードです。これは中東に限ったことではないの

ですが、アメリカの政策担当者が支持するのは、

ほとんどの場合アメリカに友好的な政府や運動ば

かりです。たとえばイランの社会、政治情勢をサ

ウジアラビアなど、中東の他のアラブ諸国の政治

体制と較べてみればお分かりいただけると思うの

ですが、イスラーム革命後から27年の間に、イ

ランでは25回近くの自由選挙が実施されていま

す。国政選挙です。イラン女性は政治の舞台でも

活躍しており、中には副大統領など政府の要職に

就いている人もいます。大学では今や女子学生の

数が男子学生を上回っています。

つまりイランの国情を他のアラブ諸国と比較す

ると、人権や政治参加という点ではイランの方が

ずっと進んでいるのです。それなのにアメリカ

は、こうしたアラブ諸国をめったに非難せず、民

主主義が根付いていないといってイランばかりを

悪者にするのです。アメリカと友好的な中東諸国

の中にもひどい人権侵害が行われているところも

あります。一方イランなど、深刻な人権問題を抱

えていない国にも、アメリカは絶えず政治的な圧

力を加えてきます。またアフガニスタン、イラ

ク、グアンタナモ、アブ・グレイブでアメリカが

やっていることが、アメリカのダブル・スタン

ダードに対する批判を増大させているのです。レ

バノン、パレスチナの選挙についても、ハマース

が自由で公正な選挙を経て政権についたとき、ア

メリカを中心とする西欧諸国はこの選挙結果を絶

対に受け入れようとしませんでした。

次に三番目の理由ですが、アメリカが中東に導

入しようとしている民主主義というのはリベラル

な民主主義、リベラル・デモクラシーであって、

これは民主主義の一つの解釈にすぎません。ここ

で考えなければならないことが二点あります。一

つ目は、それぞれの政治体制を哲学的にどのよう

に正当化するか、ということです。政治哲学者は

常にこの問いに向き合い、様々な哲学的観点か

ら、異なる政治体制のモデルを正当化しようとし

ています。二番目の問いは、それぞれの社会や政

治風土にとって、どのような政治体制が最も適し

ているのかということです。哲学的視点から見る

とリベラル・デモクラシーを正当化するもっとも

な理由や説があるのかもしれませんが、私たちは

プラグマティックな視点から、特定の社会にはど

のような政治体制が適しているのかということを

考えなければなりません。たとえば『ポリティカ

ル・リベラリズム』を著した故ジョン・ロールズ

はじめ、リベラル・デモクラシーを信奉する哲学

者や、新プラグマティズムの提唱者として広く知

られるリチャード・ローティは、その政治的理念

として、リベラル・デモクラシーがすべての社会

にとって最良の政治体制であるわけではない、と

述べています。彼らによると、リベラル・デモク

ラシーが成立するためには、いかなる理由であろ

うと、政治的リベラル・デモクラシーが西欧社会

の認めた価値観と共存できることが大前提となり

ます。つまり、リベラルな社会の価値観が政治制
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度と両立できているということです。従って彼ら

はリベラル・デモクラシーが普遍的であるとは主

張していません。私たちの暮らすムスリム社会で

は、一般的な文化も政治風土もイスラームの規律

や価値観を土台としています。そのような社会で

は、リベラル・デモクラシーのような政治体制が

根付くことはなかなか難しいのです。こうした政

治制度はある面、イスラームの規律や価値観とは

まったく相容れないため、イスラーム社会の政治

のあり方には不向きなのです。

ムスリムの社会は西欧社会とは違います。午前

のセッションでフクヤマ先生が、西欧のリベラ

ル・デモクラシーとリベラリズムは、ジョン・

ロックやその信奉者などの偉大な思想家によって

確立された概念であり、その目的は当時西欧全域

を巻き込んでいた宗教的対立を克服することに

あった、と述べておられましたが、私もまったく

その通りだと思います。つまりリベラル・デモク

ラシーとは、西欧のキリスト教宗派間の紛争を解

決するための策だったのです。一方ムスリム社会

では、大多数の人々が共通の価値観、共通の理

念、共通の規律を持っており、イスラームの規律

と価値観を中心とした生活を強く望んでいます。

ムスリムはイスラームの規律と価値観をとても大

切にしています。イスラームの社会や生活には、

こうした規律や価値観が大変適しているのです。

リベラルな価値観をベースにした政治理念は、こ

こでは役に立ちません。ですから中東にリベラ

ル・デモクラシーという理念を導入できると考え

ること自体、大きな間違いなのです。そうしたこ

ともあり、先ほどフクヤマ先生に民主主義につい

てのお考えをお尋ねしたわけです。リベラルな価

値観が盛り込まれた民主主義というものは中東で

は実現しえないのです。この点については簡単に

触れるだけにしておきます。質疑応答のときに、

この三番目の理由についてもっと詳しくお話しす

る時間があると思います。

さて第四の理由としてあげられるのは、アメリ

カがイスラーム型の民主主義というものの存在を

認めていないということです。イスラームは一宗

教として、方法としての民主主義に道を開いてい

ると思います。少なくとも民主主義は大きくに

二つ分けることができます。「方法としての民主

主義」と「ライフスタイルまたはイデオロギー

としての民主主義」です。「方法としての民主主

義」というのは、社会的対立を解決するための方

法ということです。たとえば、どの社会も何らか

の深刻な問題を抱えています。政治の分野では政

治権力の分散の問題があります。どの政党が政権

を担うべきか、ということです。問題は政権に至

る道筋であり、その解決策となるのが民主主義で

す。方法としての民主主義はこの問題を解決する

ことができるのです。公正な自由選挙を実施すれ

ば国民の意志で政権党を決めることができ、政治

権力を分散することができるからです。また意思

決定のプロセスの問題もあります。政治課題や法

律などに関する意思決定ということですね。選挙

を行えば、国民の代表者が政治や経済に関する意

思決定を行うので、国民が直接、間接に政治的な

意思決定のプロセス、立法のプロセスに参加する

ことができるわけです。これが方法としての民主

主義の意味するところです。また民主主義という

概念には、政府の透明性とか、為政者の説明責任

といった要素も含まれます。国民が意思決定を行

い、政治権力を分散させるプロセスに参加するた

めには情報が必要になるからです。つまり国民が

自由に情報にアクセスする権利を持つということ

です。そして政府に反対意見を唱えることができ

なくてはなりません。こうしたことが、方法とし

ての民主主義の中心的な要素となります。

ですからイスラームにかかわる政府は、方法と

しての民主主義を活用すればよいと思います。こ

のタイプの民主主義とイスラームは共存が可能だ

からです。しかし方法としての民主主義とリベラ

リズムを混同すると、話は違ってきます。方法と

しての民主主義とは異なり、リベラル・デモクラ
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シーはイスラームと共存することができません。

お分かりかと思いますが、方法としての民主主義

はある特殊な枠組みの中で機能させなければなら

ないのです。民主主義とは多数派の意思を制約な

しに支持するということであり、そこに「絶対主

義」を認めることはできません。だからこそ初期

のリベラル主義者たちは民主主義に大きな警戒感

を抱いていました。そして長い月日をかけて、方

法としての民主主義をリベラリズムの枠組みの中

に閉じこめることに成功したのです。

リベラル・デモクラシーは制約された民主主義

の見本です。つまりリベラリズムの基本ルールや

価値観によって制約されているという意味で、リ

ベラル・デモクラシー体制下では、議会も大統領

も国民の代表者もリベラリズムの基本ルールや価

値観に反して意思決定を行ったり、法律を制定し

たりする権利を持ちません。リベラリズムの基本

ルールや価値観が民主主義の枠組みを形成してい

るため、その範囲内でしか権限が認められないの

です。同時に申し上げたいのは、ムスリム社会に

も民主主義に対する独自の概念を確立する権利が

あるということです。つまりリベラル・デモクラ

シーとまったく同じことで、独自の枠組み、すな

わちイスラームのルールや価値観という枠組みの

中で、方法としての民主主義を活用する権利です。

リバータリアニズム論で広く知られるロバー

ト・ノージックはこんなことを言っています。人

が何の制限も受けずに意思決定を行う権利を民主

主義というのであれば、私は民主主義の信奉者で

はない。民主主義とは、リベラルなルールと価値

観を尊重しなければならないということだ。つま

り絶対的な民主主義などというものは容認できる

ものではない。制約された民主主義こそ、唯一許

されるべき形の民主主義なのだ。

この見解に従うなら、私たちムスリムにも新し

い形の民主主義を確立する権利があるということ

になります。つまり人の権威、すなわち政治問題

や法律など、社会生活の様々な面で意思決定を行

う人たちの役割を尊重すると同時に、宗教の権威

も尊重する。政治参加のための枠組みとして、イ

スラームのルールや価値観を尊重するということ

です。これが宗教的デモクラシー、イスラーム的

デモクラシーが意味するものなのです。

これに対し、西欧諸国を支配しているイデオロ

ギーとしての、あるいはライフスタイルとしての

民主主義は、イスラームとは両立しえません。何

をもってしても両者を共存させることは不可能な

のです。たとえばライフスタイルとしての民主主

義を受け入れた場合、政治的問題を検討するとき

にも、イスラームと他宗教をまったく区別しては

いけないということになります。民主主義を信奉

したライフスタイルを保つということは、イス

ラームが唯一正しい宗教であるという信念を捨て

るということなのです。言い方を変えれば、ライ

フスタイルとしての民主主義とは、真理の問題は

忘れて違いを受け入れなければならないというこ

とです。偉大な哲学者、リチャード・ローティを

はじめとするポストモダンの思想家たちは、ポス

トモダニズムの根底にある最も重要で基本的な要

素の一つとして、私たちは何が正しくて何が間

違っているか、何が偽りで何が真実かということ

を忘れなくてはならないと述べています。私たち

は進んで違いを受け入れなくてはならない。一つ

の道徳論、一つの哲学的信条、一つの宗教だけが

真理であり、それ以外は偽りである、あるいは一

つの道徳的信条、道徳論、道徳規範だけが正しく

てそれ以外は間違っていると考える権利は誰にも

ない。私たちは異なる考え、異なる哲学的信条、

異なる宗教を受け入れなくてはならない。公の領

域ではイスラームも他宗教も同じであり、道徳論

や哲学的アプローチの間にも一切の区別はない。

従って正当性の問題や真理の問題は忘れ、宗教的

または道徳的信条の包括的枠組みの中で安定した

社会協力や社会基盤の構築を目指すべきである、

というのがその主張です。

ところがイスラームは真理と虚偽の違いを打ち



50

第２セッション
アメリカの対イラン外交を検証する

第２セッション■

出し、イスラームこそが唯一の正しい神の宗教で

あると宣言しています。そして他の宗教は虚偽の

ものとみなし、間違った考え方と正しい考え方を

区別しています。

アメリカは絶えずイランの非民主主義的政治体

制を批判し、イラン国内の民主化に努めてきまし

た。ここで問いたいのは、ではそれはどちらの概

念の民主主義なのか、ということです。これはと

ても重要な問いかけです。ムスリム社会に導入で

きる民主主義とは、どちらの概念のものなので

しょうか。

リベラル・デモクラシーの視点からイランを見

ると、イランは民主国家でも民主社会でもありま

せん。つまりイランはリベラル・デモクラシーと

はかけはなれた国だということです。ですが私は、

地域が異なると民主主義の解釈も異なるのが当然

だと思っています。方法としての民主主義という

視点からこの問題を考えると、イランの憲法は民

主主義への道を開くものであり、イスラーム民主

主義国家を樹立するための法的根拠となっている

ことを認めなければならないでしょう。これは過

去になかった経験です。イランの存在は宗教的デ

モクラシーが直面する初めての経験であり、多く

の問題を抱えています。イラク国内の事情が生活

のあらゆる点でパーフェクトだと言っているので

はありません。現に不備な点はたくさんありま

す。イランの公的な生活の中で、私たちが多くの

不備な点を抱えていることはよく分かっています。

不幸なことですが、アメリカの対イラン政策は、

この新しい形の民主主義を認めようとしていませ

ん。アメリカはその外交政策を通して、相手に自

分たちの理屈を押しつけようとしているからです。

非民主主義的であるとして厳しい言葉でイラン

を批判している人たちは、実のところ自分たちの

理屈を私たちイラン国民に強要しているにすぎな

いのです。私たちムスリムは、人間として、民主

主義の概念を、そして独自の政治体制の概念を確

立し、自由に解釈する権利を持っています。言い

方を変えれば、リベラル・デモクラシーは、確立

された政治的信条ではないということです。リベ

ラル・デモクラシーはどのような価値観にも開か

れた概念なのではなく、特定の価値観に凝り固

まった概念です。ですからリベラル・デモクラ

シーとイスラーム的デモクラシー、つまり宗教的

デモクラシーという二つのタイプの政治的概念を

比較する場合、こうした二つの政治体制がどのよ

うな要素で、どのような基本的信条で、そしてど

のような基本的価値観において対立するのかとい

うことを考えなければなりません。私たち独自の

民主主義の概念が相手のそれと対立する部分があ

るからといって、相手を非民主主義的だと非難す

るのは間違いです。

最後の理由は、少なくとも中東に暮らす大多数

の人々にとって、アメリカの対中東政策はある意

味でリベラルな帝国主義だということです。アメ

リカが旧来型の帝国主義を中東で展開していると

いうわけではありません。さすがに19世紀以前

のように外国を植民地化しようという気はないで

しょう。しかし、これは新しい形の帝国主義なの

です。つまりリベラルな価値観、民主化の推進、

人権という名をまとった帝国主義です。中東の大

多数の人々にとって、アメリカの政策担当者や為

政者が人権、アメリカの価値観、リベラルな価値

観、民主主義を武器として利用していることは明

らかです。アメリカはこうした手段を用いて中東

に覇権を拡大してきました。ですからアメリカの

為政者が民主主義や人権について何を言おうと、

中東の人々はその言葉を信用することができない

のです。その目にはアメリカの政策が帝国主義的

なものに映っています。それは中東に通用するも

のではありません。

以上の五つの理由、五つの論点がアメリカの外

交政策を弱体化させている最大の原因ではないで

しょうか。こうした状況を変えたり、中東に対す

る考え方を改めたりしようとする様子がアメリカ

に見られないのは不思議なことです。アメリカの
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【司会】　ヴァーエズィ先生、どうもありがとうご

ざいました。

引き続きまして、同志社大学の客員フェローで

あります松永先生にコメントを頂きます。松永先

生は97年から99年までイランの日本大使館で専

門調査員を務められまして、その後、ニューヨー

ク大学でイラン政治を学ばれまして、2006年に

学位を取っていらっしゃいます。では、よろしく

お願いいたします。

コメント：松永　泰行
（一神教学際センター客員フェロー）

ご紹介いただき、ありがとうございます。ごく

簡単に二つの点を取り上げたいと思います。

問題は色々とありますが、そこに一つ付け加え

るとするならば、次のような点になると思いま

す。これは私が何よりも問題視していることなの

ですが、経済制裁などの制裁措置と軍事的圧力に

よる外圧を加え続けていれば、やがてその対象と

なっている国（この場合はイランですが）の政府

から誰かが立ち上がって変革を起こし、結果的に

アメリカの政策担当者は、新たな指導者と友好的

に「協調して」ゆけるようになるだろう、という

考え方がそれです。たとえばつい３日前（2007

年10月17日）にもブッシュ大統領が、ホワイト

ハウスの記者会見の席上でイラン政策について次

のように発言しています。

「戦略の全容は（略）いずれイランの指導者ま

たは責任者が孤立状態に音を上げ、これ以上は耐

えられないと言うのを待つというものだ。そうな

れば、私にとってもこれまでイラン政府に圧力を

かけ続けた甲斐があったというものだ。（略）私

が意図しているのは、世界が一丸となってイラン

政府に、これからもお前を孤立させるぞという

メッセージを集中的に送り続けることだ。いつか

誰かが立ち上がって、もう孤立化はこりごりだと

言い出すのを期待して待ちたいと思う」

私が一番驚いたのは、この戦略の骨子が、

1953年にモサッデク首相を失脚に追い込んだと

きのアメリカのイラン政策にそっくりだというこ

とです。両者に共通するのは、現政権には問題が

あるので、アメリカが協調してゆける別の政権と

交代させなければならない、という姿勢です。今

日のイランの状況を見る限りこうした外圧が効果

を発揮するとは思えないということも懸念材料の

一つではありますが、それだけでなく、冷戦終

結、父ブッシュの「新世界秩序」宣言、そして

2001年９月11日の同時多発テロといったアメリ

カ外交史に残る重要な転換点を経てもなお、この

国がこうした基本姿勢をまったく変えていないと

いう事実に驚きを禁じえないのです。ですからア

メリカのイラク政策を弱体化しているのはある種

為政者の講演やスピーチを聴くと、いつも同じこ

とを繰り返しているように思います。これまでの

中東での行動から教訓を得るつもりはないので

しょうか。過去６年の過ちを繰り返し、同じ政策

を引きずるのであれば、アメリカは未来の展望を

開くことができないでしょう。そして中東の人々

はこうした政策ゆえにさらに大きな苦難を経験

し、さらに大きな混乱に追い込まれることになる

でしょう。ご静聴ありがとうございました。

コメント・ディスカッション
司会：中田　　考（同志社大学神学部神学研究科教授・一神教学際研究センター幹事）
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の帝国主義と、相手国の歴史・文化、そして国民

の立場を歯牙にもかけない姿勢である、という

ヴァーエズィ先生のご指摘に賛同するとともに、

根本的な問題を引き起こしている原因として、ア

メリカが大国であるのに対してイランは地域の一

弱小国であり、そのときどきのアメリカの主な戦

略的利益にとって不都合な存在であると思われて

いるという事実、あるいはそう思われたという事

実をあげることができるのではないかと思いま

す。アメリカの意思決定者がこうした態度を改め

るかと言えば、アカデミズムの世界に身を置く第

三者としては、悲観的にならざるをえないので

す。こうした問題はワシントンの政策立案者の姿

勢だけにかかわるものではなく、構造的な性質の

ものだからです。

時間がありませんので、もう一点だけコメント

させていただきます。

ヴァーエズィ先生はリベラル・デモクラシーと

ムスリム文化、そしてイスラーム・デモクラシー

の間の緊張（先生の言葉を借りるなら、何がしか

の部分的な不一致ということになりますが）につ

いて、非常に含蓄に富んだ発言をされましたが、

私はそのご発言に大きな感銘を受けました。しか

し革命後のイランの民主化をテーマに10年近く

研究や論文執筆を行っている者の立場から言わせ

ていただければ、歴史的に見ると、どの文化にお

いても、民主主義を実現するには思い切った信頼

が必要なのだと思います。民主主義の基本が、エ

リートではないごく普通の市井の人たちに権限を

与えることであるならば、たとえ選挙期間中だけ

のことであったとしても、人はその教育レベルに

関係なく、誰しもチャンスを与えられれば自ずと

やるべきことを自覚するものだという信念を持た

なければなりません。その意味からするならば、

このテーマの研究を続けてきた立場から、イラン

の政治的ディスコースに顕在する様々な形の「エ

リート主義」の存在がイラクの民主化を阻んでい

る大きな要因であるということが言えると思いま

す。イランでは「国民は民主主義について無知だ

から、あるいは民主主義のことをあまりよく分

かっていないから、我々が教えてやらなければな

らない」という声をよく耳にしましたが、こうし

た考え方は基本的に通用しないと思うのです。同

時に、どの文化圏にも歴史的にこうした家父長的

な考え方が存在していたことも事実です。政治学

の一研究者として私は、民主主義はあくまでも民

主主義でしかなく、その前にリベラルとか宗教的

とかいった形容詞を付けることは、政治権力につ

いて論じる場合にはときとして無意味であると感

じています。

ありがとうございました。

ディスカッション

【司会】　それでは、質疑応答に入らせていただき

たいと思います。午前中の講義とも重なる部分も

ありますので、今のヴァーエズィ先生のお話、そ

れから松永先生のコメント、もし関連がありまし

たら午前中の議論とも絡めまして自由に質疑応答

に入っていきたいと思います。

それでは、富田先生、吉村先生の順に発言をお

願いいたします。

【富田】　最初に、非常に高尚な内容の民主主義に

関する、リベラリズムに関する、それからイス

ラームに関するお話を賜ったことをヴァーエズィ

先生に感謝申し上げます。

早速私の疑問を申し上げますが、先生は四番目

の問題として、民主主義を二つに分け、一つは方

法としての民主主義、もう一つはイデオロギーと

しての、あるいはライフスタイルとしての民主主

義、この二つにお分けになられました。この二つ

の民主主義というものを今ひとたび別の観点で､

つまり政教分離の枠組みでもって整理するとどう

なるのだろうか。私から見れば方法としての民主

主義というのは、政教分離の中のいわゆるパブ
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リックな領域に入れることができるのではないだ

ろうか。イデオロギーとしての民主主義の分野で

具体的に言えば､ 例えば真偽の問題、真理の問

題、そうした何が真理であって、何が虚偽である

か、あるいは真理とは何か。こういった問題に関

してはプライベートの領域という枠組みで分ける

ことはできないのだろうか。このように政教分離

の枠組みでもって整理できないだろうかというの

が私の質問です。

【司会】　ありがとうございました。では、続きま

して吉村先生、お願いいたします。

【吉村】　私は松永先生に質問が一つと、ヴァーエ

ズィ先生に一つ質問があります。

松永先生のまとめ方として、大国としての米

国、それから地域国家としてのイラン、そして、

その構造というところで落差といいましょうか、

ギャップがあるからと。当然このように考えてい

くと悲観的にならざるを得ない。それはよく分か

るのですが、私はそれよりもむしろアメリカも、

そしてイランもいわば「建前国家」、つまりアメ

リカは「人権、民主主義」と言い、イランは「被

抑圧者の解放」などと言う点が問題であろうと思

います。お互いにこういうことを言い出すという

ことは、特にアメリカがひどいわけです。陰でそ

れに反するようなことをやっている。それを糊塗

するためにいわばそうしたレトリックを使い、建

前を言って、自らの正当性を確保しようとする。

私はこの落差の方が大きいのではないか。だか

ら、むしろアメリカもイランも本音で語り合う。

例えば本音で語り合ったところで、アフガニスタ

ンのターリバーン政権を倒すときに、一時的にア

メリカとイランが内々に協力し合ったという事実

もあったわけです。そういうところからいけば、

お互い実際に何が欲しいのかということを考えて

いけば、私は必ずしもそれほど両国関係の改善に

悲観的になる必要はないのではないかと思いま

す。ですから、その意味で先のような構造的にと

らえる必要はないと思います。エリート主義の

方は、これは例えばシャーの時代であれば、モ

ハマド・レザ・パフラビィは実際 Mission for My 

Countryという本の中で同じようなことを言って

いるわけです。ですから、その辺りの指摘は私も

うなずけます。それについてどのようにまず松永

先生はお考えになるかということです。

それから、ヴァーエズィ先生にお伺いしたいの

ですが、もちろん現在のイラン・イスラーム共和

国体制というものは基本的には人間がつくったも

のです。その点でヴァーエズィ先生は完成された

ものはないとおっしゃられました。実際私もそう

思います。とすれば、現在のイラン・イスラーム

共和国体制をより完成度の高い形に持っていくと

すれば、どういった点が問題であるのか。いわば

改善、改革の見取り図というものが果たしてどう

描けるのかどうか。その辺についてもしヴァーエ

ズィ先生にお考えがあればお伺いしたいというこ

とです。

【司会】　ありがとうございました。

ヴァーエズィ先生から今のコメントと質問に対

してお答えをお願いいたします。

【ヴァーエズィ】　どうもありがとうございます。

富田先生のご質問についてですが、私が民主主義

を二つに分けたこと、つまり方法としての民主主

義とライフスタイルとしての民主主義に分類した

ことと、政教分離の問題とはまったく関係があり

ません。なぜならばイスラームと政治の一体化を

是とする人たちの場合、次にすべきことは、私た

ちムスリムは民主主義を受け入れ、ムスリム社会

で民主的な政治制度を構築することができるだろ

うか、という新たな問いに向き合うことだからで

す。一方イスラームと政治の関係を否定し、イス

ラームは一宗教であり政治体制ではないと考える

人たちの場合は、民主主義の問題が問われること
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はありません。彼らの目には、イスラームはあく

までも宗教であって、民主制も含めいかなる形の

政治体制とも無縁だからです。ですがイスラーム

は政治と密接にかかわっていると考えている人た

ちは、次のステップとして上述の問いに向き合

い、ムスリムとして方法としての民主主義を受け

入れ、イスラーム社会でそれを活用していくのか

どうか、心を決めなければなりません。

ただ富田先生はその後で、方法としての民主主

義はパブリックな領域に入るが、ライフスタイル

としての民主主義はプライベートな生活に属する

と発言されました。この点について補足させてい

ただくと、ドイツのユルゲン・ハーバーマスはじ

め、一部の哲学者たちは、他のポストモダン的概

念とともに、ライフスタイルとしての民主主義と

いう概念を提唱し、それと同時に民主主義を政治

の領域だけに閉じこめるべきではないと主張して

います。つまり政治の領域はもとより、家庭、プ

ライベート、宗教や信仰生活など、生活のあらゆ

る面で民主主義を実践すべきだということです。

ですから方法としての民主主義がパブリックな

生活や政治の領域に属しているという先生のご意

見は正しいのですが、一方で生活のあらゆる面に

おいて民主主義を実践しなくてはならないという

考え方もあるということです。つまり相手の考え

を尊重し、話し合い、その結果に従って物事を決

める。また一切の偏見、一切の先入観を捨て、相

手の考えに進んで耳を傾ける。そして先ほども言

いましたが、正当性を問うことはやめ、何が間

違って何が正しいのか、何が偽りで何が真実なの

か、そうした違いにはっきりとした線引きをする

のではなく、多元主義と多様性を進んで受け入れ

るということです。このようにポストモダンの哲

学者たちは民主主義をプライベートな生活だけに

限定するのではなく、政治、信仰生活、プライ

ベートな生活も含め、生活のあらゆる面で実践す

べきであると考えています。

次に吉村先生のご質問に移ります。先ほども言

いましたが、イランにとって民主主義は初めての

経験であり、その意味からも私は、宗教的デモク

ラシー、つまりイスラーム型デモクラシーがこの

地域にとって最適の解決策になるだろうと考えて

います。リベラル・デモクラシーはこの地域には

向きません。ムスリムの社会と文化にはイスラー

ムの規律と価値観が深く根付いているからです。

ですから今後この地域が民主化するとすれば、そ

れはイスラーム型デモクラシーという形になると

思います。

吉村先生からは、イスラーム型デモクラシーの

不備を補うために、イランは何をすべきかという

ご質問もありました。

私たちの抱える問題はとても複雑であり、その

中には私たちの文化に端を発するものもありま

す。方法としての民主主義を確立するためには、

まず民主主義の要求に応えて文化のあり方を変え

なければなりません。つまり相手の権利を尊重

し、民主主義を実践する方法を学ばなければなら

ないのです。私たちはこれまでに民主主義という

方法を実践した経験がないために、文化的な面で

問題を抱えています。またご存知のようにイラン

自体が現在、欧米の政府より軍事行動や経済制

裁、政治制裁などの圧力を受けており、正常な状

態にありません。このような非常時に民主主義の

プロセスを改善できるはずがありません。ご理解

いただけるかと思いますが、軍事的、経済的、政

治的圧力を受けている場合、安全の確保が最優先

課題になるからです。

【司会】　ありがとうございました。

不手際で申し訳ございません。休憩を挟んで

すっかり忘れておりました。松永先生のコメント

に対して何かヴァーエズィ先生からコメントがあ

りましたら、よろしくお願いいたします。

【ヴァーエズィ】　松永先生は私の意見にほぼ全面

的に賛同してくださいましたが、最後に、イラン
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のイスラーム型デモクラシーというのは一種のエ

リート主義であるから、通常の民主主義という概

念とは異なるのではないか、との指摘がありまし

た。そこでなぜそうなるのかということをご説明

したいと思います。

イスラーム型デモクラシー、すなわち宗教的デ

モクラシーの場合は、二種類の権威が尊重されま

す。宗教の権威と人間の権威です。先ほど方法と

しての民主主義には主に三つの要素があると申し

ました。政治権力を分散させるプロセスに国民が

参加すること、意思決定のプロセスに国民が参加

すること、そして政府に異を唱えることができる

こと、あるいは政府に透明性を求めることができ

ること。言い替えれば国民が情報を入手する権利

を持つということ、メディアの自由ということで

す。イランの憲法は、国民がこの三つのプロセス

に参加する権利を認めています。国民は自由で公

正な選挙を通して判断を下し、自分が選んだ代表

者を通して政治的意思決定のプロセスに参加して

いるのです。

しかし先ほども申しましたように、方法として

の民主主義が宗教によって制限されている場合

は、宗教の権威というものも認めなければなりま

せん。その結果、法律の制定や意思決定はおのず

とイスラームの規律や価値観に基づいたものにな

ります。そこでイスラームの規律や価値観にか

なった法律を制定することができるように、イス

ラーム法学者やイスラームの価値観に通じた専門

家が指導的な立場に就くことになります。

たとえばイランのイスラーム憲法は、イスラー

ムの規律と価値観に最も通じた専門家が社会の指

導者にならなければならないと定めています。こ

れは宗教の権威を守るためです。またイスラーム

法学の専門家からなる評議会が議会の立法行為を

とり仕切ることが義務づけられています。これも

やはりイスラームの規律と価値観に基づいた法律

を制定するためです。一部のエリートすなわちイ

スラームの専門家が行政を担当しなければならな

いのには、こうした理由があるのです。

イランの憲法を部門別に見た場合、たとえば行

政部門であれば、大統領や閣僚をイスラーム法学

の専門家に限定しなければならない理由はありま

せん。彼らの仕事はあくまでも行政なのですか

ら。ですが司法となるとそうはいきません。判決

に至るプロセスにイスラームの規律と価値観を盛

り込むことが必要になるからです。また立法のプ

ロセス、立法の部門においても、議員がイスラー

ムの教義の専門家である必要はありません。です

からイランでは議員の大半は聖職者ではなく、イ

スラーム学についての深い経験を持っているわけ

でもありません。一方専門家委員会にはイスラー

ム法学の専門家６名と法律の専門家５名が所属し

ており、監視役として法律の内容をチェックして

います。これは宗教の権威を守るためです。この

ようにイランの憲法では、人と宗教の両方の権威

が尊重されています。

最後のご質問にお答えするに際しては、ロバー

ト・ダールの言葉を引用したいと思います。ロ

バート・ダールはデモクラシー論で知られた学者

で、デモクラシーに関する本を２冊残していま

す。On Democracyと Democracy and its Criticsが

それで、ダールはその著書の中で、デモクラシー

の解釈はただ一つではないと述べています。デモ

クラシーとは、蒸気機関のように特定の個人に

よって発明されたものではありません。一人の人

間や一つの社会によって作られた、ただ一つの発

明品ではないということです。古代ギリシアの都

市国家も19世紀のデモクラシー国家同様にデモ

クラシーを掲げていましたし、近代的デモクラ

シーも多元的デモクラシーもいずれもデモクラ

シーです。このようにデモクラシーにはたくさん

のバージョンがあります。ですからイスラーム型

のデモクラシーも、リベラル・デモクラシーとは

多少中身が違っていたとしても、やはりデモクラ

シーに変わりはないのです。

19世紀のことを考えてみてください。当時の
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民主主義国家でさえ、女性には選挙権がありませ

んでした。黒人もそうです。またあの有名なドイ

ツの哲学者、イマヌエル・カントは、政治を論じ

た著作の中で、女性に選挙権は要らない、地主だ

けが選挙権を持つべきだと述べています。ですが

イマヌエル・カントの考えるデモクラシーが今日

のデモクラシーと違うからといって、彼の政治理

論がデモクラシーを志向していないということに

はなりません。カントは西洋におけるリベラル・

デモクラシーの偉大な生みの親の一人なのです。

このようにデモクラシーには様々な捉え方があり

ます。ですから形は違っていても、イスラーム型

デモクラシーもやはりデモクラシーなのです。

【司会】　ありがとうございました。では、フクヤ

マ先生、お願いいたします。

【フクヤマ】　いくつかコメントしたい点がありま

す。ヴァーエズィ先生のお話をとても興味深く拝

聴いたしました。とくに、対立しているのは実は

リベラル・デモクラシーとイラン型デモクラシー

であるとのご指摘はとても見識のあるご意見だっ

たと思います。またリベラリズムとはデモクラ

シーに制約を課すことであるというご意見にも賛

同いたします。リベラル・デモクラシー社会に暮

らしていると分かるのですが、たとえ民主的多数

派であっても、制約なしに好き勝手なことができ

るわけではありません。たとえば南北戦争の頃の

アメリカを例に取ると、南部の人たちは国の過半

数の賛成があれば奴隷制を認めるべきだとの立場

を取っていました。民主的多数決によって決まっ

たのだから、そうするのが当然だというわけです。

その一方で、基本的自由というのは人が人である

ための普遍的な権利であると考える人たちも存在

していました。南北戦争はそうした意見の対立か

ら起こったものです。多数派が奴隷制を認めたと

しても、それは間違ったことなのです。これをデ

モクラシーの原則から逸脱した行為だとする指摘

もあるかもしれませんが、リベラル・デモクラ

シーの世界ではこの考えは広く支持されています。

二点目に移ります。先生のお話の中には、リ

チャード・ローティーなどのポストモダニストの

名が何度か出てきましたが、彼らがモダン・リベ

ラリズム論の主流派を代表しているわけではあり

ません。おっしゃる通り彼らは相対論者であり、

真理というものは存在せず、真理と言われている

ものはあくまでも主義の問題であると論じていま

す。ですが彼らの考えは、リベラル社会の圧倒的

多数を占める人たち、すなわち信仰を持ち、独自

の価値観を心から大切にしている人たちの考えを

反映しているわけではありません。ですからリベ

ラリズムとは自分の価値観を捨てるということで

はなく、宗教などの問題については、国家が中立

的な立場を取らなければならないということなの

だと思います。これがリベラリズムの本質だと私

は考えます。

次にムスリム文化とリベラル・デモクラシーが

相容れないという点についてですが、では一体誰

がムスリム文化を代表しているのでしょうか。先

生は先ほど、リベラル・デモクラシーはムスリム

文化に適していないと発言されました。この点に

ついて私がまず指摘したいのは、先生は以前どこ

かに、ムスリム国家の中にも非ムスリム系の国民

が暮らしている場合があると書かれていたと思い

ますが、こうした少数派の意見は国民全体のコン

センサスには反映されません。ですが少数派なが

ら大きな存在感を持つ非ムスリム系住民を擁する

ムスリム国家は現にたくさんあります。トルコな

どもそうですが、ムスリム文化圏に生まれながら

も、世俗的な社会を実現したいと考える人たちも

います。ですがそうした人たちはムスリムの文化

的多数派に属していません。この問題については

どのように対応すればよいのでしょうか。

最後にエリートの問題に移ります。今現在イラ

ンで深刻な問題となっているのは、アーヤトッ

ラーや監督者評議会ではなく、むしろイスラーム
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革命防衛隊や民兵組織バシジなど、武力で経済力

を支配下に置いている組織の存在だと思います。

こうした組織が誰かに対して説明責任を負ってい

るとは到底思えません。その真の目的はイスラー

ム法を守ることではなく、彼らには彼らだけの目

的があり、イランの政策を自分たちの都合の良い

方向に導こうとしています。今大きな問題になっ

ているのはそちらの方なのです。ですから私に

は、イランがエリートの問題に十分向き合ってき

たとは思えませんし、このような強力な組織が力

をふるい、しかもどうやら実際に説明責任を果た

していない以上、イランにもデモクラシーが存在

すると言われても、納得できないのです。

ありがとうございました。

【司会】　では、ヴァーエズィ先生、お願いいたし

ます。

【ヴァーエズィ】　リチャード・ローティーやジョ

ン・ロールズらがリベラリズム論の主流派を代表

しているわけではないというご意見については、

私も異論ありません。しかし私が言いたいのは、

たとえリベラル国家の中立主義が間違いだとして

も、リチャード・ローティーやジョン・ロールズ

はこうした主義を提唱しているということです。

リベラル国家の主流派は彼らの意見には賛同しな

いでしょう。はっきりしているのは、リベラル国

家では宗教は大きな役割を果たしえませんが、た

とえばムスリム社会のように、プライベートな領

域でもパブリックな領域でも常に宗教を実践しな

ければならないという考えが圧倒的大多数を占め

ているような社会では、リベラル・デモクラシー

は機能しませんし、成立しえないということで

す。なぜならばリベラル・デモクラシーには、パ

ブリックな領域では宗教の役割を無視しなければ

ならないという考え方があるからです。宗教に反

対しているのではありません。あくまでも政策決

定や意思決定、法律制定のプロセスに宗教的概念

を持ち込むべきではないという意味です。つまり

宗教はプライベートなものとして位置づけられて

いるわけです。主にこうした理由で、私はリベラ

ル・デモクラシーとイスラーム社会は両立しえな

いと考えています。リベラル・デモクラシーが宗

教を否定しているのではなく、社会生活の安定化

のプロセスに宗教が入り込む余地がないというこ

とです。

ムスリム社会についての先生の見解についてで

すが、おっしゃり通り、ムスリムの思想家やムス

リム社会の中ではリベラル・イスラームとも呼ぶ

べき運動が起こっており、新しい宗教概念が提唱

されています。この運動の背景には、民主的な国

家なり社会なりを構築するには、まずイスラーム

の概念を近代化しなければならないという考え方

があります。イスラーム的思想を全面的に見直さ

なければ、近代的生活とイスラームの両立は不可

能だという考えです。ここから伝統的なイスラー

ムは民主主義と相容れないという発言が出てくる

のです。最初にすべきことはイスラームのあり方

をもう一度見直して、その近代化をはかることで

あり、そうしてはじめて、民主主義をはじめとす

る近代の成果を受け入れることができるのである

と。確かにムスリム社会の中にもこうした考え方

はありますが、それはあくまでも少数意見であっ

て、決して多数派の見解ではありません。大多数

の人たちはどうかというと、その政治的文化や一

般的文化はイスラームの規律と価値観に支配され

ています。ですから一部の思想家が現状を変えよ

うと訴えていても、彼らがあくまでも少数派であ

るという事実は無視することができません。

先生のようにムスリム社会の外側で暮らす人た

ちには、こうした思想家の意見に接する機会が多

いのだと思います。彼らの中には欧米で教育を受

けた者もおり、英語で執筆活動を行ったり、メ

ディアや会議の場で発言したりしているからで

す。その一方でムスリム社会の現実はどうでしょ

う。少なくともイランでは―確かに経済や教育な
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どの生活面で現状に失望している人がいることも

事実ですが―その本音では、やはりイスラーム国

家、イスラーム社会というものが望ましいと考え

ているのです。確かに人々は変化を期待してお

り、生活を改善したいと考えていますが、あくま

でもそれはイスラームの価値観の範囲内でのこと

です。これがイランの現実です。

最後のご質問はイランの指導者についてだった

と思います。イランの憲法では国の指導者が最大

の権力を持たねばならないとされています。すべ

ての部門の上に立ち、その調整をはかり、バラン

スを取らなければならないからです。基本的政策

を策定するのもその指導者の役割です。これも憲

法に定められています。またイランには各分野の

多数の専門家からなるグループがあります。この

グループは戦略評議会（council of expediency）と

呼ばれており、指導者の諮問役を務めています。

指導者はそのアドバイスに従って政策の骨子を策

定するのです。さらにアメリカで軍隊が大統領の

指揮下に置かれているのと同じで、イラン憲法も

軍隊を指導者の指揮下に置くことを定めています。

【司会】　ありがとうございました。

では、会田さん、森先生、ラマダーン先生、

フィンケルスタイン先生の４人の先生方に順にコ

メントおよび質問をお願いいたします。

【会田】　リベラル・デモクラシー、それからイス

ラーム教の関連について興味深い話を伺えて、大

変うれしく思います。

私の質問は、先生がリベラリズムとデモクラ

シーを分けて、それで方法としてのデモクラシー

と、それからイスラームをつなぐことができると

いうお話をされたと思うのですが、それと同時に

そういった形のデモクラシーもこの世界の中でさ

まざまなデモクラシーの一つとして認めていかれ

るべきだという趣旨だとお聞きしました。一つ

は、そういうさまざまなデモクラシーをこの世界

の中で容認してもらうということ自体が、その要

求自体がリベラル・デモクラシーの要求ではない

か。つまり国際社会における国々のリベラル・デ

モクラシー、国際社会におけるリベラル・デモク

ラシーを求めることになるのではありませんかと

いうのが私の質問です。

つまり日本の場合もそうですが、近代の初期に

おいて日本におけるデモクラシーの形というのは

独特の形で進んできたと思うのですが、その中で

天皇制デモクラシーみたいな議論もあったと思う

のです。最終的にはやはりリベラリズムという要

因と、自分たちの文化とデモクラシー、この三つ

の間での緊張した関係が大事なのではないかと僕

は考えているわけです。つまりいつでもリベラリ

ズムという要因を抜きにしてはデモクラシーの保

持ができない。つまりこの場合、リベラリズムと

いうのは何を指すかというと、フクヤマ先生の午

前中のプレゼンテーションにもありましたが、西

欧社会が宗教戦争を経て獲得した寛容と多元主義

の重要さ、それを維持していくための仕組みとい

うか、それがここで語っているリベラリズムの要

点だろうと思うのです。そういう寛容、多元主義

というリベラルな価値観と常に緊張した関係を持

たない限りそれぞれの文化の独特のデモクラシー

というのはあり得ないのではないかと。ヴァーエ

ズィ先生のご意見をお聞きしますと、少なくとも

対外的にはイランのイスラーム的デモクラシーを

容認してほしいという要求は既にして、国際社会

におけるリベラル・デモクラシーというものを要

求しているのではないかと僕には聞こえるのです

が、その点はいかがでしょうか。

【司会】　では、続きまして森先生、お願いいたし

ます。

【森】　ヴァーエズィ先生、本当にいろいろなこと

を勉強させていただいたと思います。ありがとう

ございました。
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リベラル・デモクラシーに対するものとしてイ

スラミック・デモクラシーということを言われ

た。私は最初話を聞いていて、リベラルという言

葉を使われたのだけれども、その反対語は一体何

なのだろうかということをずっと考えながら聞い

ていたのですが、先生はそこでイスラミック・デ

モクラシーと言われたから、具体的にはやはりリ

ベラルの反対はレリジャスか、あるいはイスラ

ミックだということなのだと思います。

そして、そのイスラミック・デモクラシーの特

徴として、西欧のリベラル・デモクラシーとどこ

が違うのかというと、宗教によって制限されるデ

モクラシー、ここが違うと思うのです。宗教の権

威というものを重視する。それがイランの政治制

度の中でもイスラーム法学者の関与という形で制

度化されているということだと私は理解しました。

そのときにこの宗教の権威についての考え方な

のですが、この５年間ぐらい中田先生などと同じ

神学部の中でイスラームとキリスト教と対話しな

がら一緒に生活していて、キリスト教とイスラー

ムで大きく違うところは、宗教の権威についての

理解にあるように考えています。

というのは、今日先生は、最後にリベラル・イ

スラームの存在について話をされましたが、私は

非常に興味を持ちました。ただ、まだその内容を

私は十分に理解できていないのですが、キリスト

教の場合にははっきりリベラル・クリスチャニ

ティとコンサバティブ・クリスチャニティがある

のです。アメリカの場合だと、信者の数は大体半

分ずつというのが調査の結果出ていると思うので

すが、私も自分自身をリベラル・クリスチャンで

あると思っています。

そのリベラル・クリスチャンの立場から宗教の

権威ということを考えてみると、私にとっては神

の権威と宗教の権威は違うのです。神は絶対であ

るけれども、宗教は絶対ではない。宗教は人間が

つくったものであるから絶対ではない。だから、

最終的には宗教の権威というものをリベラル・ク

リスチャンは認めないというのがリベラル・クリ

スチャニティの立場ではないかと思います。その

辺がイスラームのイスラミック・デモクラシー

と、欧米流のリベラル・デモクラシーの違いだと

思うのです。宗教の権威を相対化するということ

は、やはりこれはイスラームとしては全く認めら

れないという立場なのでしょうか。これが私の質

問です。

【司会】　ラマダーン先生、フィンケルスタイン先

生どうですか。取りあえず今のお二人の質問およ

びコメントに対してお答えいただきましてから、

ラマダーン先生、フィンケルスタイン先生、その

次に手の挙がりましたヌーフ先生、内藤先生の方

に移りたいと思います。では、お願いいたします。

【ヴァーエズィ】　会田さんはリベラリズム抜きに

デモクラシーを理解することはできないのではな

いかとおっしゃいましたが、リベラリズムという

概念が誕生した当初、実はリベラル主義者たちは

デモクラシーに対してとても悲観的な考えを持っ

ていたのです。たとえばトクヴィルやイマヌエ

ル・カントは政治について論じた著作の中で「多

数者の専制」ということを言っています。彼らの

目には、政治体制としてのデモクラシーが専制的

なものに映ったということで、このことからも彼

らがデモクラシーとリベラリズムを別のものと考

えていたことが分かります。先ほどから述べてい

ますように、欧米の長い歴史の中で、リベラル主

義者たちはデモクラシーを制約することに成功し

ました。デモクラシーはリベラリズムを背景に誕

生したものではありませんでした。ですからリベ

ラリズム抜きのデモクラシーというものを想像す

ることも可能なのです。

そもそもデモクラシーにはリベラルな価値観な

ど盛り込まれていませんでした。デモクラシーは

デモクラシーでしかなかったのです。ところがリ

ベラル主義者などが「多数者の専制」からデモク
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ラシーを切り離すためにデモクラシーに制約を課

し、その結果リベラルな価値観と原則の枠内にデ

モクラシーを封じこめることに成功したのです。

ということは、リベラリズム以外の規律や価値観

によってデモクラシーを活用したり制限したりす

ることも十分に可能だということです。現在世界

の国の大多数はリベラル・デモクラシーを信奉し

ていますので、これ以外のタイプのデモクラシー

についてはなかなか考えが及ばないと思います

が、原則としては別の価値体系や思想体系を用い

てデモクラシーの枠組みを構築し、制約を課すこ

ともできるはずなのです。

ですからリベラルな主義や価値観に代えて、た

とえばイスラームの規律や価値観によってデモク

ラシーを制約することも可能だということです。

森先生は神の権威と宗教の権威は違うと発言さ

れました。イスラームの教えでは、イスラーム学

者の宗教観は神聖なものでも絶対的なものでもな

いとされています。教皇とアーヤトッラーは違う

のです。アーヤトッラーや偉大なイスラーム学者

の聖典解釈はあくまでも人間による解釈であり、

間違っていることもあります。これに対しロー

マ・カトリックの場合、教皇の新訳、旧約聖書に

対する解釈は啓示のようなものとして受け止めら

れているのではないでしょうか。イスラームで

は、イスラーム学者の聖典解釈は絶対的真理では

なく、ましてや啓示でもありません。あくまでも

啓示に対する正当な一解釈であって、啓示そのも

のではないのです。

私たちは正当な解釈、正当な理解と真理とを区

別して考えています。学者やムスリム専門家の聖

典解釈は正当なものではありますが、彼らが真理

を知っているということではありません。ただ解

釈が正当だということなのです。ですからイラン

の政治体制では宗教の権威として専門家がある役

割を担っていることは確かですが、それは彼らが

神の代理人として神の権威を行使しているという

ことではありません。大事なことはあくまでも、

ムスリムである私たちがイスラームの教えを守

り、イスラームの規律と価値観に従って生活を律

することなのです。人間と神の仲介者など存在し

ません。学者らは自分たちの役割を果たし、私た

ちムスリムは彼らの宗教理解に導かれて、イス

ラームの規律と価値観に従った生活を送っている

のです。

【司会】　ありがとうございました。

それでは、次にラマダーン先生、それからフィ

ンケルスタイン先生にお願いいたします。

【ラマダーン】　ありがとうございました。２点お

聞きしたいことがあります。まずリベラル・デモ

クラシーとその方法、生活の様式、宗教解釈とい

うものを区別するとおっしゃいましたが、これは

混乱の元だと思います。先生の先ほどのご発言を

もってしても、結局疑問は解決していません。問

われているのは人と神との仲介者の問題ではな

く、権威の問題だからです。権威は誰の手にある

のでしょうか？　この点は実に大きな問題をはら

んでおり、批判的に考えることが必要だと思いま

す。というのも一旦は民主的プロセスに参加する

よう人々に働きかけておきながら、そこから先に

進んでいないからです。誰かが出てきて「これは

正しい」とか「間違っている」とか「これは通用

する、しない」と言う。この時点で民主的プロセ

スが制約されていることは明らかです。

これが宗教的デモクラシーのあり方だと言われ

ても、ではこうした権威は一体どこから来るの

か、という根本的な疑問は残ります。このために

リベラル・デモクラシーをめぐる議論には混乱が

生じるのだと思います。分かりやすいようにお話

ししましょう。まずスンナ派とシーア派の間には

明確でパラドキシカルな問題があります。シーア

派の場合、過去10年間、聖典との関係はクリエ

イティブなものでした。これがイジュディハード

（学問的探究）の実態ですが、このクリエイティ
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ビティはパラドックスをはらんでいます。スンナ

派の伝統にはヴェラーヤテ・ファギーフ（法学者

の統治）に相当するものが存在しないからです。

ですがこれはクリエイティブな解釈を促す力と

なりました。このことは否定できません。同時に

現体制がデモクラシーのプロセスに制約を課して

いることも事実です。先生は、これは完全なもの

ではないとおっしゃいました。その通りです。で

すからなぜこのような制約が存在していて、最終

的なプロセスについてはうまく働かないのか、そ

のことを批判的な視点から考えなくてはならない

と思います。

またリベラル・デモクラシーと宗教的デモクラ

シーを区別するという点についてもよく理解でき

ませんでした。むしろ否定してはいけない原則が

あることを主張して、避けられない原則と普遍的

原則、歴史的モデルといったものをはっきりと区

別するべきではないでしょうか。たとえば法の支

配がそうですし、平等な市民権、権力分立なども

そうです。こうした原則はシーア派、スンナ派の

区別を問わず、イスラームの宗教的伝統とは決し

て無縁ではありません。国民参政権、説明責任な

どもそうです。こうした原則はとても重要だと思

います。またモデルとは歴史的、状況的なもので

すが、モデルという言葉を使ってある価値観や原

則に疑問を呈することは、イスラーム的視点から

言うと問題です。ですから宗教的伝統の立場から

話しているというお言葉に対しては、同じイス

ラーム教徒として問題があると言わざるをえない

のです。

二点目は、先ほどのお話への回答、あるいは感

想になるのですが、私たちはいわゆるリベラル・

デモクラシーと呼ばれているものの内側からも批

判的になるべきだと思います。というのもここで

はリベラル・デモクラシーとは何かということが

包括的、哲学的に取り上げられており、他の世界

との関係に対し、それぞれの立場からのアプロー

チがすでに始まっているからです。先生がおっ

しゃったことは正論です。私たちは基本的な価値

観を持っており、その名の下にデモクラシーに制

約を課しています。たとえば多数派が奴隷制への

移行や復活に賛成したとしても、基本的な価値観

が民主的プロセスに優先し、こうした動きを制約

します。先生の言われているのはこういうことだ

と思います。これはデモクラシーからの逸脱では

なく、デモクラシーというものに対する正しい理

解です。これで良いのです。

ただ先ほど先生は国家の中立性ということを

おっしゃいましたが、これはデモクラシーとは切

り離せない問題です。今日のリベラル・デモクラ

シーの世界に中立的な国家というものが果たして

存在しているでしょうか。たとえばアメリカは宗

教に関して言えば決して中立的ではありません。

イラク戦争が起きた背景にもブッシュ大統領自身

の宗教観が深く関係しています。

二点目ですが、正義という点からリベラル・デ

モクラシーをとらえるだけでは不十分だと思いま

す。最初のデモクラシーは古代アテネのデモクラ

シーでしたが、古代アテネは絶えず戦争を起こし

ていました。リベラル・デモクラシーを促進する

だけでは、こうした価値観を広めることになりま

せん。現実的な結果と哲学的ディスコースとを切

り離して考えることはできないと思います。とく

に中東では。この理由からダブル・スタンダード

について議論することが大切だと思うのです。

最後に取り上げたいのは、リベラル・デモクラ

シーとリベラル・エコノミー、自由経済の関係で

す。この二つの問題を切り離すことはできませ

ん。リベラル・エコノミーにはデモクラシーは存

在しないからです。多国籍企業が下す結論はデモ

クラシーとはかけ離れていますが、それでもこう

した企業はリベラル・デモクラシーの世界で影響

力をふるっています。リベラル・デモクラシーの

素晴らしさを口にしながら、経済との関係を顧み

ないというのは、誤解を招く行為だと思います。

なぜなら中東ではその反対の立場から、違いが見
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えるからです。中東の人々は「イラクに来たのは

民主化を進めるためだ、経済的理由をはじめとす

る戦略地政学的理由のためだ」という論には惑わ

されません。このことも理解されなくてはならな

いと思います。この二つを結びつけて考えなけれ

ば、議論全体が誤った方向に向かうだけでなく、

デモクラシーとは何かを問う私たちの取組に支障

が生じてしまうからです。

【司会】　では、フィンケルスタイン先生。

【フィンケルスタイン】　一点だけ、ごく簡潔にお

尋ねしたいと思います。

先生はライフスタイルとしてのデモクラシーと

は、人々が倫理や真理などについて特定の決まっ

た考え方を持たない状態だということを言われ、

こうした基本的な問題に対する無関心な態度こそ

が、ライフスタイルとしてのデモクラシーと方法

としてのデモクラシーの違いである、と発言され

ました。その一方で、奴隷制を認めるデモクラ

シーや女性の権利を排除したデモクラシーなど

も、デモクラシーの形であるとおっしゃいまし

た。ですが先生の定義を当てはめるとしたら、真

理という概念や倫理という概念が存在しないのと

同じように、デモクラシーという概念も存在しな

いということにはならないでしょうか。何でもか

んでもデモクラシーだということにはなりません

か。皮肉なことですが、先生は今やリチャード・

ローティーらのようにポストモダン陣営に身を置

いておられるのです。何の価値観も持たないのは

先生ではないでしょうか。

【司会】　では、ヴァーエズィ先生、お願いいたし

ます。

【ヴァーエズィ】　ラマダーン先生のご発言に対

し、私の方から二点付け加えさせていただきま

す。先生は、私が支持しているイスラーム型デモ

クラシー、デモクラシーのプロセスは指導者や法

学者によって制約を受けているとおっしゃいまし

たが、私は、意思決定の場と、検討および議論の

場は分けて考えるべきだと思います。たとえば多

元主義であるとか様々な考えを受け入れるという

姿勢はアカデミズムの世界では素晴らしいことで

すが、政治の世界ではそうではありません。政治

の世界では特定のセクションや個人が決断を下さ

なくてはならない場合があるからです。いずれは

誰かが経済政策や法律について決断を下さなくて

はなりません。決断を下す場は議会の中ですが、

議会の外でも人々は話し合いを行っています。デ

モクラシーの社会では法律などの問題について議

論を続けることが認められています。イスラーム

社会もそうです。ただイスラーム型のデモクラ

シーでは、指導者の手に決断が委ねられている問

題もあります。そのような問題について指導者が

考えるのを止めてしまったとか、国民がこうした

問題について話し合うことを禁止してデモクラ

シーのプロセスを制約しているという意味ではあ

りません。誰でもその問題について議論できます

し、意見を述べることもできます。ただ決断を下

すのは特定の個人またはセクションだということ

で、これは政治の世界ではごく普通のことです。

宗教の権威が特定の専門家や指導者や政府部門の

手にあるということではありませんし、彼らがデ

モクラシーのプロセスを阻害しているということ

でもありません。

またラマダーン先生は、デモクラシーを構成す

る要素の中にはイスラームの歴史と無縁のものも

あると発言され、例として権力分立や法の平等を

あげられました。ですが私は、形式と内容を区別

することが必要だと考えます。イスラームの教え

の中には、デモクラシーという名こそついていま

せんが、デモクラシー的性質の内容が多数含まれ

ています。ですが、どのような形式を取るかは私

たちの手に委ねられていますので、私たちは時代

の要請に応えて、正しい形式を作ってゆかなけれ
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ばならないと思います。

たとえば預言者ムハンマドの時代のデモクラ

シーは、集会型デモクラシーでした。人々はモス

クに集合し、話し合いを行い、慰めあって、最終

的には預言者ムハンマドが決断を下していまし

た。こうした集会型デモクラシーが成立したの

は、当時のムスリム社会の規模が小さかったから

です。ですが今日のように大きな社会になると、

集会型デモクラシーが成立することは不可能で

す。代表型デモクラシーがイスラーム世界に存在

していなかったということではありません。確か

にこうした形式そのものは過去に存在していませ

んでした。ですが内容的にはどうでしょう？　預

言者ムハンマドは人々の元に赴いてその意見を聞

いていましたし、クルアーンの中にもムハンマド

にこうした行動を促すことが書かれています。

つまり私たちは形式と内容、そして現実の問題

を切り離して考えなければならないということで

す。一部のムスリムの思想家や、たとえば英国の

ヒズブ・タフリールのような運動に携わるムスリ

ムの中には、デモクラシーはクフル（不信心）の

一形式であり、イスラームの教えとまったく相容

れないと考える者もいます。ですがこれは、実際

のイスラームの教えと歴史の要請とを区別して考

えてないから、こうしたことになるのです。

フィンケルスタイン先生は、議論の両面を区別

して考えるべきだとおっしゃいました。確かに、

どの政治体制であっても哲学的正当化は必要だと

思います。つまり己の理念を正当化できなくては

ならないということです。

ですが現実的に考えてみると、先ほども言いま

したように、うまく機能している政治体制という

のは、国民の政治文化に適したものだと言えると

思います。つまり国民の考え方に根ざしていない

政治体制や、国民がその基本的価値観に共感でき

ないような政治体制を無理に押しつけることはと

ても難しいのです。これが私の主な論点です。

実際のところ、デモクラシーの長い歴史を通し

て、私たちは様々な概念、様々な形のデモクラ

シーを目撃してきました。そのすべてがデモクラ

シーなのですが、私たちは独自の視点から、哲学

的にどのデモクラシーが間違っていて、どれが正

しいのかを議論する権利を持っています。デモク

ラシーの様々な概念について検討し、哲学的に思

索することをやめるべきだと言っているのではあ

りません。アメリカは中東にリベラル・デモクラ

シーを導入したいと考えていますが、現実的に考

えるとそれは無理な話です。中東に適していない

からです。リベラル・デモクラシーは中東の一般

的な風土や哲学的、政治的文化と両立しえないの

です。私が言いたかったのはこのことです。デモ

クラシーの様々な概念について哲学的に検討を加

える余地がないということではありません。

リベラル・デモクラシーの信奉者たちにも、イ

スラーム型デモクラシーについて議論し、その信

奉者を批判する権利があります。なぜかといえ

ば、彼らは、そのリベラルな基本的価値観と基本

的原則に従って、何らかの違いがあることを感じ

ているからです。ポストポリティカルなシステム

の哲学的基盤ということに関して言えば、議論の

道は開けており、哲学的基盤を批判することもで

きるのです。

【フィンケルスタイン】　なぜ正当化するのです

か？　単に区別の仕方が異なっているものとして

とらえればよいのではないでしょうか？

【ヴァーエズィ】　「正義」や「自由」「デモクラシー」

という言葉については、その概念と考え方を区別

しなければなりません。こうした概念の根本的な

考えについては全員が合意できたとしても、その

解釈となるととても大きな違いが生じます。独裁

主義がデモクラシーに相当しないことに異論のあ

る人はいないでしょう。ですがデモクラシーを支

持する人たちの間でもそれぞれが違った考え方を

持っているため、議論の余地があるのです。
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【司会】　次にヌーフ先生と内藤先生にお願いし

ます。

【ヌーフ】　デモクラシーの問題からは少し離れる

のですが、二点お尋ねします。私は34年前に、

イスラーム革命が起こる前のイランを訪れたこと

があります。当時は気軽に通りでイラン人に話し

かけられるという雰囲気ではありませんでした。

国王から招待を受けての訪問だったのですが、一

般市民と口をきくことが禁じられていたようで

す。また３カ月前にもイランを訪れる機会があり

ました。コム市のムフィード大学で人権と宗教を

テーマとした会議が開催され、その会議に参加し

たのです。このときには、何人かのイラン人と話

をすることができました。学者ではなく、教師や

公務員などの一般の人たちです。興味深かったの

は、イラン・イスラーム共和国の新政府に対する

彼らの姿勢です。イラン政府についてどのように

思うかと尋ねたところ、とても驚いたことにおよ

そ80％がアフマディネジャード政権に満足して

いないというのです。理由は経済です。そして宗

教的な理由で満足していないと答えた人も20％

にのぼりました。

ところが遠くから、つまりイラン国外のアラブ

のムスリム国からイラン情勢がどのように見られ

ているかというと、これが国内とは正反対なので

す。サウジアラビアはスンナ派の国家ですが、国

民はアフマディネジャードをイランの偉大な指導

者とみなしています。なぜなのかは分かりませ

ん。意外な結果でした。サウジ政府の新聞も、ア

フマディネジャードを英雄として称えた詩を掲載

したことがあります。作者はサウジの著名な学者

でした。エジプトでは数週間前にムスリム同胞団

がイランのモデルを踏襲したいという意向を打ち

出し、国民の間に波紋を広げました。アルジェリ

アにもこれと似たような傾向があります。インド

ネシアもそうです。そこで最初の質問ですが、ア

メリカの政策がムスリム諸国にこうした姿勢を生

み出したのでしょうか。これが最初の質問です。

次の質問は、イスラーム国家では非ムスリムの

人たちが社会から疎外されているというフクヤマ

先生の発言に関するものです。イランの会議でパ

ネルディスカッションが行われたのですが、そこ

には国内のすべての宗教の代表者が出席していま

した。そんなことが可能だとは思っていなかった

ので、これには驚きました。ユダヤ教、ゾロアス

ター教、キリスト教、ムスリムのスンナ派とシー

ア派など、計８名がそれぞれの宗教の代表者とし

て出席していたのです。そこでお尋ねしたいので

すが今日のイランの体制下では、他宗教の信者は

どのような状態に置かれているのでしょうか。

以上です。

【司会】　続きまして、内藤先生、お願いいたし

ます。

【内藤】　ありがとうございます。ヴァーエズィ先

生、非常に今のイランの置かれている状況がよく

理解できます。

ただ、私の感想として申し上げたいのは、イラ

ンはアメリカのリベラル・デモクラシーを敵とし

て過大評価しすぎている。何がリベラル・デモク

ラシーかという定義というのは、もうわれわれが

議論すべき問題ではないと私は思います。デモク

ラシーの名の下に何が行われたかを評価しなけれ

ばならない。

例えば一つの例を挙げます。イスラーム教徒の

女性のスカーフの問題で非常に厳しい争いを起こ

すのはアメリカではない。フランスです。フラン

スはリベラル・デモクラシーの国ではありませ

ん。つまりリベラル・デモクラシーであるかない

か、あるいはこの点は日本人も気を付けないとい

けないのですが、日本でリベラルと言うと大体の

場合いい意味に使っているはずです。しかし、例

えばヨーロッパの諸国の中でリベラルをどういう

意味に使うかは国によって違っているはずです。
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例えばフランスで言っているリベラルの意味とイ

ギリスで言っているリベラルの意味とは違うはず

です。ですから、私がアメリカを過大評価してい

ると言ったのは、アメリカは確かにリベラル・デ

モクラシーを名乗っていますが、そのリベラル・

デモクラシーが別に世界のリベラル・デモクラ

シーを代表しているわけではない。そんなことは

われわれももう分かっているし、イランの人も分

かっているはずです。ですから、リベラルと付こ

うが付くまいが、デモクラシーの名の下に何が行

われたかを評価する方が私は先ではないかと、デ

フィニションの議論よりも、今、世界が直面して

いる問題として議論すべきではないかと思いま

す。ありがとうございました。

【司会】　ヴァーエズィ先生、お願いいたします。

【ヴァーエズィ】　サミール・ヌーフ先生の最初の

質問にお答えします。私たちが話題にしていたの

はイランの政治体制についての理論的な検討で

あって、政治家や政党についてではありません。

政治家や政党は入れ替わりが激しいですから。私

はただ、この新しいデモクラシーのモデルとイラ

ンの政治体制の内容についてご説明したかったの

です。

アフマディネジャード政権に対する評価がイラ

ンと他のアラブ諸国の間で大きく分かれていると

いうことですが、その点については私も一部賛成

いたします。ですがイラン国内には非常に様々な

意見があります。一点はっきりさせておきたいの

は、イランは経済問題はじめ多くの国内問題を抱

えており、国民は政府に対して経済問題の解決と

生活水準の向上を期待しているということです。

ただある政策に対して不満であるということと、

国の体制そのものに不満であるということは分け

て考えなければなりません。この点についてはい

つも誤解があるようです。

二番目のご質問についてですが、イランには、

議会に代表者を送ることが認められている宗教的

マイノリティ集団が幾つか存在します。多くは一

神教です。ですがそれ以外にもバハーイー教はじ

め、議会に参加する権利を持たない違法な宗教も

あります。

次に内藤先生のご質問に移ります。ご質問の意

味を正しく理解できなかったので間違ったことを

言っているかもしれませんが、内藤先生は世界に

は様々な形のリベラル・デモクラシーが存在する

ので、リベラル・デモクラシーの代表として特定

の政治体制をあげることはできないとおっしゃっ

ていました。たとえばフランスのデモクラシーの

あり方はアメリカや英国のそれとは違います。で

すがリベラル・デモクラシーを掲げる国の実態は

さておき、二つの思想としてのイスラームとリベ

ラリズムの関係を検証し、比較する場合は、その

哲学的基盤とそれぞれの基本的価値観に注目しな

ければなりません。また両者の違いだけでなく共

通点を明らかにすることも必要です。

リベラル・デモクラシー体制を敷いているか否

かにかかわらず、リベラリズムとイスラームの間

には大きな隔たりがあると思います。先ほども申

しましたが、ムスリムには、イスラームの教えに

従い社会生活でもプライベートな生活でもイス

ラームの規律と価値観を守ることが求められてい

ます。一方リベラリズムの場合、公的な生活は宗

教と切り離さなければならないとされています。

別の言葉で言えば、公的な生活ではリベラリズム

は全面的に多元主義を支持しており、特定の宗教

や倫理規範が公的生活に対して権威をふるうこと

があってはならないとされています。こうしたこ

とはプライベートな領域に属しているからです。

これに対してイスラームの場合は公的生活にも宗

教が深く入り込んでおり、ムスリム社会の基盤を

形成しています。これがイスラームとリベラリズ

ムの大きな相違点です。

【司会】　では、次に富田先生と下村さんに質問を
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頂きまして、その後に手島先生、小原先生、松永

先生の順に質問を頂きます。

【富田】　これはヴァーエズィ先生に対する質問で

はありません。コメントというか、感想です。

先ほどの質疑応答の中で、イスラーム的な民主

主義の存在を否定すべきではなくイスラーム的民

主主義の存在も認めるべきであるというヴァーエ

ズィさんの主張、この主張自体がまた自由民主主

義的な性格を持つのではないかというような質問

がありました。それに対して私が感じたことです

が、国際的なレベルと、それから国内の個人レベ

ルとは、間に大きく断層があると私は理解してい

ます。

例えばジョン・スチュアート・ミルが『自由論』

の中で、人がさまざまな生き方をし、多様な人間

がいることがその社会を豊かにすると言っており

ます。しかし、それがそのまま、多様な国家が世

界にあることがその世界を豊かにするという形で

当てはまらないのです。自由民主主義を唱えてい

るアメリカが果たして、ある国が私の国は共産主

義を取ると言ったら、さまざまな国があることは

世界を豊かにするといって認めてきたのでしょう

か。あるいは自分の国は独裁主義を取ると選択し

た国を、アメリカがそれはそれなりに結構だとい

うことで尊重したでしょうか。だから、国際レベ

ルにおいては自由主義の原則は成立してなくて、

あくまで国家内部で個人を単位にした場合であっ

て、国家を単位にしていないと。国家レベルでの

自由な多様な在り方は認められていない。だか

ら、これは個人と国際社会のレベルは違うという

ことなのではないのだろうか、私はそのように考

えております。間違いがあれば、誰からでも結構

ですから教えていただきたいと思います。

【司会】　では、続きまして下村さん、お願いいた

します。

【下村】　先ほどアーヤトッラーと教皇の比較の話

をちょっとなさっていたのでお伺いしたいのです

が、今、イマーム・マアスーム、無謬のイマーム

がガイバ・クブラー、大幽隠の状態にあるわけで

すが、その状態において無謬性といいますか、イ

スマというものは誰にあるのかということが一つ

です。

それから、二番目ですが、フクムやスルタ、権

力なり権威ですね、それは誰にあるのかというの

を、私がシーア派の政治論がよく分からないので

教えていただきたいと思います。よろしくお願い

します。

【司会】　富田先生の方はコメントだと思いますの

で、下村さんの質問にお答えをお願いします。そ

の後で手島先生、小原先生、松永先生から質問を

受けます。

【ヴァーエズィ】　富田先生のご発言は質問ではな

く感想でしたので、下村さんのご質問にお答えい

たします。

シーア派の見解によると、無謬のイマームは預

言者ムハンマドに匹敵する権威を持つムスリム社

会の真の指導者です。しかし12代目のイマーム

が姿を隠しているときには、イスラーム法学者で

あり、その他にも正当性など必要な資質を備えた

ムジュタヒドがイマームの代理人としてその権威

を代行します。ですがムジュタヒドの権威の範囲

については、専門家の間でも意見が分かれていま

す。シーア派の学者の間では、イマームの権威の

少なくとも一部は代理人であるムジュタヒドに委

譲されているとの共通認識がありますが、ファ

ギーフだけがすべての権限を代行することができ

るとする意見もあります。

これに対して他のムスリムの学者は、シーア派

の学者もそうですが、イマームの不在時にムジュ

タヒドが代行できる権威はごく限られていると信

じています。これはヴェラーヤテ・ファギーフと
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呼ばれています。ムジュタヒドだけがヴェラーヤ

テを持つという点では見解が一致していますが、

その権威の範囲については意見が分かれているの

です。

イランの憲法は、ムジュタヒドの権威は一部の

問題だけでなく政治の分野にも及ぶという考えを

基にしています。一方シーア派のムジュタヒドの

中には見解を異にし、ムジュタヒドの権威は限ら

れていると主張する一派もあります。このヴェ

ラーヤテ・ファギーフの問題があるために、イラ

ンの憲法がすべてのシーア派のムジュタヒドに認

められているとは言えないのです。彼らとしても

イランの憲法である以上従わざるをえないのです

が、理論的にはこの法令には賛同しておらず、ム

ジュタヒドの権威は限定されたものだという考え

を持ち続けています。

【中田】　続きまして、手島先生、小原先生、松永

先生の順にお願いいたします。

【手島】　ありがとうございました。リベラル・デ

モクラシーが人間の価値に対する大切な理念の１

つであるという点については、この場に集った皆

さん誰しも同意見だと思います。同時に「デモク

ラシー」という言葉が生まれた古典ギリシア語の

時代に遡ると、デモクラシーとは本来、安全保障

のための純然たる政治的メカニズムであったこと

が分かります。つまりこれは、自分の都市を守る

ために戦闘に赴く覚悟のある人々が選んだシステ

ムだったのです。こうした本来の意味を考えた場

合、スピノザやホッブズなどの17世紀の哲学者

たちが新しい国家の概念を受け入れるよう人々に

働きかけていたのは、あくまでも必要に迫られて

のことであって、決して正義のためではなかった

のではないかという気がしてきます。つまりデモ

クラシー国家の内側にいる方が安全だということ

を言いたかったのではないかと。この概念が生ま

れた背景、そして理性を根拠にデモクラシーを提

唱した哲学者たちの努力を考えるとき、私は声を

大にして、デモクラシーの本当の意味を忘れるべ

きではないと主張したいと思います。デモクラ

シーとは単なる価値観の問題ではありません。こ

れは人間の尊厳を求める叫びであると同時に、自

らの安全を守り、脅威を退けるために必要なメカ

ニズムなのです。そう考えると新参者に対する

ヨーロッパ人の対応にも説明がつきます。彼らは

安全が脅かされることを恐れているのだと思いま

す。そこで両方の立場について質問したいのです

が、相互の安全を保障すると同時に、宗教的価値

観にも世俗的価値観にも縛られない新たな政治シ

ステムというものは可能でしょうか。現在の国際

情勢は17世紀の政治的混乱期の状態によく似て

います。もっとも混乱の規模は現在の方がはるか

に大きく深刻なわけですが。安全確保の必要性を

根拠に双方を説得することができるとするなら

ば、宗教的価値観とも世俗的価値観とも無縁で、

しかもいずれの側にも安全を保障できるようなシ

ステムが必要になると思います。以上です。

【司会】　では、小原先生、お願いいたします。

【小原】　ヴァーエズィ先生のお話の中で、一貫し

てリベラル・デモクラシーとイスラミック・デモ

クラシーが対比されてきたと思います。もちろ

ん、両者の共通項が認識された上で、両者に大き

な違いがあるということだったと思います。

Islamic fundamental rules and valuesといった表

現も繰り返し出てきたのですが、私の問いの一つ

は、そのようにファンダメンタルなバリューとい

うものが、イスラーム世界の中でどの程度、本当

に共有できているのかということです。具体的に

言えば、シーア派とスンナ派の間で本当に共有で

きるようなイスラミックバリューというものが、

確かな形で存在するのかどうかということを確認

したいと思います。

なぜこういうことを問うかというと、これまで
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イスラミックバリューが特にアメリカのリベラ

ル・デモクラシーを意識して語られてきました

が、私はそういう文脈で語るより、むしろイス

ラーム内部の問題を解決するためのメカニズムと

してイスラミック・デモクラシーが考えられない

だろうかと思うからです。現在、イラクでスンナ

派とシーア派のグループが戦っています。これは

かつてヨーロッパで、プロテスタントとカトリッ

クが互いに激しく敵対したことに似ています。

ヨーロッパ社会はそうした戦いの果てに、寛容や

政教分離という考え方を獲得していきました。同

じようなことをイスラームはできるのかというこ

とです。これはまさに世界の人々が注目している

事柄です。スンナ派とシーア派の戦いを収めるこ

とができるようなイスラミック・デモクラシーの

原理が見つかれば、それは本当に意味があると思

います。ですから、見るべきなのはアメリカのリ

ベラル・デモクラシーではなくて、イスラーム自

体の内部の問題を解決するようなイスラミック・

デモクラシーではないでしょうか。これが、私が

一番問いたいことの一つです。

イスラミック・デモクラシーをイランや中東に

おいて語ることには一定の意味があると思いま

す。つまり、イスラーム教徒がマジョリティであ

る国々でそれを語ることには、統合原理として意

味があります。しかし、同じことをヨーロッパで

主張すると、違う意味を持つことになります。

ヨーロッパにおいて、今、イスラームはキリスト

教に次ぐ第二の宗教ですが、まだマイノリティで

す。そのような状況の中で、西洋のデモクラシー

と違うものとしてイスラミック・デモクラシーが

あるのだと強く主張してしまうと、問題を解決す

るどころか、今あるさまざまな問題をさらに悪化

させてしまう火種にもなりかねません。したがっ

て、イスラミック・デモクラシーがどのような文

脈の中で語られるのか、中東で語られるのか、

ヨーロッパで語られるのかによって、それが果た

す意味は非常に大きく変わるということです。こ

の点を、私たちは注意しなければならないと思い

ます。

【中田】　では、松永先生、お願いいたします。既

に時間がもう迫っておりますので手短にお願いい

たします。

【松永】　ヴァーエズィ先生に一点、短い質問があ

ります。先生は現実的な問題から切り離して哲学

的な問題を論じられましたが、ここで外交政策の

問題に話を戻すと、現実的な問題として、ムスリ

ム文化がデモクラシーと両立できないと発言する

のは果たして良いことでしょうか。そんなことを

言えば、ネオコンに「それ見たことか！　やはり

我々は正しかった！　だから中東の文化を変革し

なければならないのだ」と言わせる口実を与えて

しまうのではないでしょうか。

現実的なことを言えば、イスラームとデモクラ

シーは両立可能だと言っても、同じことを訴える

ことができると思います。つまり、私たちにもデ

モクラシーがある。少し形は違うが、デモクラ

シーに変わりはない、という方向に論を進めるこ

とができると思うのです。また宗教的とかイス

ラーム型といった形容詞を付けるのも考えもの

です。以前大統領に就任したハータミー氏が、

Mardomsalari-ye dini、すなわち国民主権による宗

教的体制ということを言い出したときには、大き

な失望の念を禁じえませんでした。なぜそのよう

なことを言うのでしょう？　国民主権による政

治体制という意味の Mardomisalariとか Nezam-e 

mardomsalariという言葉を使っていれば、もっと

多くの人たちから、とくに外国の人たちから賛同

を得ることができたと思うのです。

ですから宗教的デモクラシーとリベラル・デモ

クラシーは両立できないなどと口にしようものな

ら、アメリカでは誰もその言葉に真剣に耳を傾け

てくれなくなるでしょう。政策担当者はもとよ

り、一般市民や研究者の中にも、そのような主張
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に関心を持つ者はいないからです。以上の理由

で、別の角度から論を進める方が賢明なのではな

いかと考える次第です。

ありがとうございました。

【司会】　では、ヴァーエズィ先生、お願いいたし

ます。

【ヴァーエズィ】　最後の質問からお答えいたし

ます。確かにセイイェド・モハンマド・ハータ

ミーは宗教的デモクラシー（ペルシア語では

Mardomisalari-ye-Diniですが）という言葉を繰り

返し使っていました。単に Mardomsalariではな

く、Mardomsalari-ye-Dini―宗教的デモクラシー

―と言っていましたね。

私たちが暮らす新生イランでは、これからの政

府のあり方や、経済的、政治的、文化的関係の方

向性について、新しいアイデアがあふれていま

す。思想家の間でも意見の対立があり、色々な議

論がありますが、私たちが主眼とするのは、イラ

ン国外の人々に私たち特有の言葉を理解してもら

うことではありません。私たちはただ、自身の問

題を解決したいだけなのです。つまりこれまで論

じてきたこの新しい状況で私たちが最優先してい

るのは、国民同士が互いに納得し合うことなので

す。先生は、私たちが宗教という言葉を使わずに

単にデモクラシーと言った方が外国の人たちにも

受け入れやすいのではないかとおっしゃいました

が、思想家たちがイスラームの枠内で新しいアイ

デアについて説明しようとしているのには、彼ら

の大多数がイスラームを信仰しているということ

以外にも、以上のような理由があるのです。

小原先生は、宗教的デモクラシーはムスリム社

会では成立しても、ヨーロッパをはじめとする欧

米社会では成立しないとおっしゃいました。ヨー

ロッパではムスリムは多数派ではなく少数派であ

り、ヨーロッパで宗教的デモクラシーについて議

論しても誤解を招く恐れがあります。先ほども申

しましたが、これは国内の問題であって、国際的

な問題ではありません。議論の場となっているの

はイスラーム世界の内側なのです。イスラーム世

界には大きく分けて三つの主なトレンドがありま

す。まず原理主義者の存在です。彼らはデモクラ

シーだけでなく、モダニズムのもたらしたものを

すべて切り捨てています。原理主義者は、サラ

フィ主義を信奉し、預言者ムハンマドの時代の社

会をそのまま再現したいと考えている、とても過

激な集団です。

一方、リベラル・イスラームと呼ばれる思想家

も存在します。先に言いましたように、彼らは伝

統的イスラームと近代的ライフスタイルが両立し

ないと論じており、私たちが何よりも先にすべき

ことは、現代社会の要請に応じてイスラームの解

釈を見直し、そのあり方を変えてゆくことだと主

張しています。そうして初めて近代的なイスラー

ム社会を作ることができるのだというわけです。

三番目は、イスラームのあり方を急激に変えるこ

となく、イスラームの枠内で方法としてのデモク

ラシーを活用することは十分に可能だと考えるグ

ループです。イラン国内ではムスリムの思想家た

ちがこのような議論を重ねていますが、ヨーロッ

パなどのリベラルな国に対してこのような政治的

思想を打ち出すことはありません。

イラクとパレスチナについてですが、パレスチ

ナの情勢はまったく違っていて、ホメイニ師が繰

り返しパレスチナ・イスラエル紛争の解決策につ

いて説明しています。師はこう言っています。公

正な選挙を実施し、ユダヤ教徒もキリスト教徒も

ムスリムも含め、国の内外に暮らすすべてのパレ

スチナ人が選挙に参加してこの国の政治の未来を

決めるべきであると。

つまり宗教的デモクラシーはパレスチナの政治

体制にも適していないのです。なぜならパレスチ

ナにはユダヤ教徒、キリスト教徒、ムスリムが暮

らしているからです。一方イラクについては、ま

ず国内の正常化が先決であり、宗教的デモクラ
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シーを確立するのはその後のことでしょう。現在

イラクは軍事支配下にあり、過激派が急速に勢力

を拡大しているため、宗教的デモクラシー確立へ

の道のりはまだまだ遠いと思います。

【小原】　私の質問は、中東における状況が正常化

（normalizing）した後のことではなく、むしろ、

イスラミック・デモクラシーという概念を用いる

ことよって、困難な状況をどのように正常化して

いくのか、ということなのですが。

【ヴァーエズィ】　シーア派とスンナ派の間には共

通点もたくさんあります。イスラーム神学につい

て幾らか経験を積んでいれば、イマームの問題を

除き、シーア派とスンナ派の間にはほとんど違い

がないことがお分かりでしょう。イマームとは預

言者ムハンマド以後の指導者の問題です。若干の

神学的な議論が行われていますが、この二つの間

には大きな違いはまったくありません。

【司会】　ありがとうございました。

既に時間をオーバーしておりますので、まだ若

干質問の方がいらっしゃいますが、申し訳ありま

せんが、そちらはレセプションの場ででも個人的

にお話願いしたいと思います。

今日は二つのセッションをありがとうございま

した（拍手）。
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このたびはお招きいただき、ありがとうござい

ます。まずはこの場にご招待いただいた森孝一先

生にお礼申し上げます。昨年もこの場で、リサー

チフェローとして同志社大学の研究に参加させて

いただいたことにお礼を申し上げました。とても

光栄に思っております。この研究は、様々なレベ

ルで大学間、東西間の横断的理解を育むという大

切な役割を担っていると思います。なぜならイス

ラームや西洋社会、ムスリムのあり方、イスラー

ム国家をめぐる問題を別の視点から検証すること

は、とても大切なことだからです。45分間でイ

スラーム世界の視点からアメリカの中東政策を検

証するのは非常に難しいことです。ですから本日

は、発表後のディスカッションの場で取り上げる

べき幾つかの点に的を絞って検討を加えたいと思

います。

最初に四つの主な論点に簡単に触れた上で、四

つの全体的なステートメントといいますが、とら

え方を検証し（というのもこの問題が主に理解の

あり方にかかわってくるからです）、その後でパ

レスチナ・イスラエル紛争をはじめとする現在の

諸問題に焦点を当てたいと思います。ただしこの

点については午後のディスカッションで掘り下げ

るべき問題だと思いますので、私の口からは詳し

く語るつもりはありません。アフガニスタン、イ

ラク、レバノン、イランの問題や欧米との関係に

ついては、後ほど改めて取り上げて、私の見解を

述べたいと思います。こうした問題が、アメリカ

の中東政策に対するムスリムのとらえ方を形成し

ているからです。

まず昨日フランシス・フクヤマ先生が指摘され

た通り、アメリカに対する見方については、ムス

リム、すなわちイスラーム世界のとらえ方という

か理解のあり方は決して一枚岩ではありません。

アメリカの政策に対しては多くの見解がありま

す。それは確かなのですが、その一方でアメリカ

の政策をどう評価するかについては、理解のし方

やとらえ方に一定の共通点があると私は考えてい

ます。そこでそうした共通の理解に注目し、その

部分を取り上げて検討してゆきたいと思います。

またその一部を批判することは、評価自体につい

てではなくとも、イスラーム国家、中東、アラブ

のイスラーム社会の内部で批判的な考え方を回避

することにもつながっているように思います。

三点目として、現状を評価し、全体的な情勢が

悪化しているという意見を発信できること、これ

がとても大切だと思います。状況はとても悪化し

ており、アメリカの現状、現ブッシュ政権に対す

る見解には非常に厳しいものがあります。アメリ

カに対して一目置いている点があるとするなら

ば、それはブッシュ政権の見識の高さに対してで

はなく、現政権がいつなんどき軍事力を行使して

くるかもしれないという、不安に根ざしたものな

のだと思います。どこでもいいから出かけて行っ

てムスリムやアラブ・イスラーム国の人たちの意

見を聞いてごらんなさい。彼らが皆悪い印象を

持っており、この問題に対するアメリカ人と現ア

メリカ政権のやり方には、感心すべき点がまった

くないと考えていることが分かるはずです。これ

はイスラーム国家だけの話ではありません。世界

アメリカの中東政策を検証する
―イスラーム世界からの分析

オクスフォード大学セント・アントニーズ・カレッジ、ロカヒ財団（英国）

ターリク・ラマダーン
Tariq Ramadan
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中のムスリムがそう考えているのです。

最後の点ですが、ここでぜひとも指摘しておき

たいのは、こうした見解がどのような過程を経て

形成され、浸透してきたかということです。同時

に、先ほども言いましたが、アメリカに対する批

判は多くの場合、ムスリム政府や知識人にとっ

て、アラブ・イスラーム国家の現状に対する根深

い批判をかわすための手段にもなっていると思い

ます。このディスカッションの中ではこの点から

目をそらせるつもりはありません。ただ批判だけ

を正面から取り上げていてはいけないと思いま

す。私の指摘する点についても、視点を変えれ

ば、その一つ一つに反論することもできるでしょ

う。ではアラブ・イスラーム国家がアメリカの政

策を批判する場合、一体どのような点から目をそ

らせようとしているのでしょうか。

一つ例をあげましょう。一つ一つの事例につい

て詳しく論じる時間はないので、ディスカッショ

ンの口火を切るために総論を述べたいと思うので

すが、たとえば今日のイスラーム国家、アラブ世

界、中東では、私たちの問題はことごとくパレス

チナ・イスラエル紛争が原因であると言われてい

ます。一方私は、パレスチナ・イスラエル紛争は

原因ではなく結果であると考えています。これは

根深い諸問題の結果であると。またパレスチナ・

イスラエル紛争をすべての問題の原因だと言い

切ってしまうと、本当に必要な批判ができなく

なってしまうのではないでしょうか。たとえば昨

日も政治的自由ということが話題に上りました

が、イスラーム国家に自由やデモクラシーが根付

いていないことを、何でもかんでも西洋のせいに

することはできません。確かにアメリカの支持と

いう問題はありますが、私たちは自己批判から逃

げるべきではないと思うのです。わざわざこのよ

うなことを申し上げたのは、私が批判を避けてい

るのではなく、ただその一つ一つに答える時間が

ないのだ、ということを分かっていただきたいか

らです。

現状について詳しい検討を加える前に、全体的

な状況評価として四つの点を指摘したいと思いま

す。これは、アメリカの政策に対してムスリムが

これまでに持っていた認識や、現在の認識の間違

いを総合的に検討することでもあるのですが、最

初に取り上げたいのはディスコースの問題です。

アメリカから発信されるディスコースは明確さを

欠き、少なくとも情勢を説明する上では役に立ち

ません。このディスコースは中東はじめアメリ

カ、ヨーロッパ、そしてムスリム社会と、あらゆ

るところに顕在しています。この点は重要です。

次に対テロ戦争という概念について。昨日フラ

ンシス・フクヤマ先生から、アメリカがテロリス

トという言葉を使うのは、イスラームとの関係を

想起させたくないからだという主旨の発言があり

ました。それは構いません。理解できます。です

が対テロ戦争とは当初からイスラーム過激派との

戦いを意味していたのです。ところがイスラーム

過激派とイスラーム政治勢力、イスラーム主義と

が混同されており、その違いが曖昧になってし

まった。アメリカもこの言葉の使い方については

態度が一貫しておらず、何もかも同じものとして

扱っています。たとえばヒズボラとアル・カーイ

ダを同列に語ることはできません。それは間違っ

ています。ですがこの点についてのディスコース

が明確ではないのです。あくまでも公正な視点か

ら状況を把握したいと思う人もいるでしょう。で

すがディスコースに問題があるために、説明をし

ているつもりが、まるで正当化しているように思

われてしまう。状況を説明しようとすることと、

正当化しようとすることは、別のものです。

たとえばムスリムではない人が状況を説明する

場合、これは説明であって正当化ではないと判断

されます。ところがムスリムが説明しようとする

と、たちまち、ああこの人はムスリムだから正当

化しようとしているのだな、と思われてしまうの

です。このディスコースにはこうしたことがつき

ものだと思います。避けようがありません。そし
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てイスラーム過激派、イスラーム主義という言葉

を経て、今新たにイスラーム・ファシズムという

概念が生まれています。これはとても危険な概念

です。私たちはその意味するところを分析し、理

解しなければなりません。

その一方でこうした政治的見解についても、そ

の境界がはっきりしているわけではありません。

それは現在のイスラームの状況についても同様で

す。過激派、対テロ戦争、テロリズム、イスラー

ム・ファシズム、そうしたものの関係について

も、アメリカのディスコースは明確ではありませ

ん。こうした言葉の使い方については、方針が混

乱しているように思います。これは検討を要する

課題です。指導者や思想家にもその違いが分かっ

ているのか、また違いをはっきりさせようという

気があるのかどうか、私には分かりません。

二点目は、やはり昨日フランシス・フクヤマ先

生が言われたことで、午後のディスカッションで

も取り上げられたことですが、アメリカの政策評

価について、アメリカが私たちの価値観を嫌って

いる以上、そこで起こっていることをどのように

解釈するかということです。こうした価値観の衝

突については、残念なことですが、やはりディス

コースが一貫しておらず、ムスリム過激派と欧米

をどのように扱うかということが問題になってき

ます。ですが当初からこの状況をこうした形で議

論したり提示したりすることによって、アメリカ

は内部からの批判的ディスコースを回避してきた

のではないでしょうか。これは相手の価値観を嫌

うということではなく相手の政策について議論

し、批判するということであって、この二つは

まったく別のものなのです。

アメリカがアフガニスタンに侵攻した直後、私

はアメリカにいました。シカゴのイスラーム会

議（Islamic Convention）に出席していたのです。

当時の状況は本当に信じられないようなものでし

た。アメリカのムスリムは、アメリカの味方なの

か敵なのか、旗幟を鮮明にせよと迫られていまし

た。アメリカを批判できるような状態ではありま

せんでした。味方か敵かという二極化はこの頃か

ら始まったのですが、このために内部から自己批

判をすることが難しくなりました。このときもア

メリカの政策に対して大きな批判が寄せられまし

たが、これも現状から目を背けるためだったので

はないかと思います。これは価値観とはまったく

無関係です。むしろその正反対だった可能性もあ

ります。つまり価値観に対するアメリカのディス

コースと草の根の政策が一貫性を欠いていたこ

と、これが問題だったのです。

ですから事実はまったく正反対だった可能性も

あるのです。価値観の対立ではなく、中東でも価

値観に対するアメリカのディスコースと草の根の

政策が一致していなかったことが問題なのです。

ディスコースについては二つの全体的な議論があ

り、これはどの地域でもそうだと思います。たと

えば、昨日も言葉と理念の問題についての議論が

ありましたが、大切なことは、昨日私たちが話し

あったことを現実にリンクさせることだと思いま

す。国民は単純でもなければ愚かでもありませ

ん。彼らはたとえば価値観について議論する場合

も私たちが現実を直視することを避けていること

を知っています。これはリベラル・デモクラシー

をめぐる議論についても言えることです。

三点目と四点目も全体的な評価の問題ですが、

これは昨日の午後の話題にも関係しています。昨

日「ダブル・スタンダード」という話が出ました。

アメリカはアラブ人と中東については、必ずダブ

ル・スタンダードを用いるということが一般的に

言われています。

この問題については、午後にイスラエル・パレ

スチナ紛争について話し合うときに改めて取り上

げたいと思いますが、パレスチナ人の権利につい

てダブル・スタンダードが用いられていることは

明らかです。これはムスリムだけでなく、アラブ

人、キリスト教徒、非ムスリムも同じであり、ム

スリムに端を発しているとは言えないと思いま
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す。これは中東の問題であり、紛争にかかわる

人々全員の問題なのです。

昨日はリーダーシップが話題にのぼり、今日は

ユニラテラリスト（単独主義者）について議論さ

れています。ですが中東に関して言えば、イスラ

エルを支持するアメリカの政策のユニラテラル性

は常に話題にのぼっていたのです。パレスチナ人

のレジスタンスの合法性を認めたとしても、やは

りその手段についての検討は必要です。ですがレ

ジスタンスの手段が何であれ、レジスタンス自体

の合法性が損なわれることはありません。

ダブル・スタンダードについては昨日も話が出

ましたが、これは民主化の問題について深く考え

ることでもあると思います。アラブ人の大多数は

イラク侵攻の目的が民主化のためであったとは考

えていません。それは中東の非民主主義国家に対

するアメリカの対応を見ても明らかです。アメリ

カにとっては民主化を支持することが大切なので

はありません。彼らの目的は、体制がどのような

ものであれ、友好国を支援し、敵を排除すること

なのです。ですから戦略地政学的利益や経済的利

益を守るためであれば、その国の状況などアメリ

カにはどうでも良いことなのです。この点はとて

も重要です。

ご存知のように、イスラーム世界と世界中のム

スリムはサウジの体制に対してとても批判的で

す。世界中のムスリムはイスラエルの体制を支持

していませんが、アメリカがサウジの体制を支持

する理由についてはよく知っています。私たちは

この事実を受け止めなくてはなりません。認めな

くてはなりません。これはデモクラシーとは何の

関係もない、ダブル・スタンダードの問題です。

パレスチナ・イスラエル紛争について議論する場

合にもやはりこの点が問題になるでしょう。です

からこの点がとても重要だと思うのです。最近の

歴史的事実をめぐる二つの主要な問題、イスラエ

ル・パレスチナ紛争とデモクラシー、そして中東

情勢を見ても、アメリカとアラブ諸国、またはイ

スラーム・アラブ諸国の間に深い問題があること

は明らかです。

次にディスコースとダブル・スタンダードとい

う点について、状況が非常に悪化している五つの

主な分野について検討してみましょう。向こう数

年で事態が変わるとは思えません。この五つの分

野では事態の深刻化が進んでいると私は見てい

ます。

まず一点目ですが、一応私の考えもお話ししま

すが、この問題についてはノーマン・フィンケル

スタイン先生のお話を聞いた後で本日の午後もう

一度取り上げる機会があると思います。ここでは

ムスリムの視点から意見を述べたいと思います。

私の意見はあくまでもムスリムとしての意見であ

り、イスラームの視点とは異なるものです。ムス

リムの視点からイスラーム諸国の実状を検証した

いと思います。イスラーム諸国の平均的なディス

コースに対して私はかなり批判的な見解を持って

いますが、こう考えているのは私だけではないと

思います。いずれにしてもこの問題については後

ほど質疑応答で再度取り上げることになると思い

ます。

最初はイスラエル・パレスチナ紛争の中でもと

くに顕著な問題、すなわちどのディスコースにお

いてもパレスチナ人の権利が蔑ろにされていると

いう点です。パレスチナ人の権利はことごとく抑

圧されており、イスラエルの自衛権ばかりが優先

されているように思います。この枠組みが最初に

あって、それ以外のものはすべて、パレスチナ人

の苦しみでさえも、二の次にされているような気

がするのです。残念なことですが、ガザの現状は

実に恥ずべきものです。私たちはその内情を知っ

ています。公にされていないこと、口にはできな

いことも知っています。抵抗を封じるという名目

が掲げられていますが、実際には抵抗の意義、あ

るいは先ほども指摘した抵抗そのものの正当性が

まったく認められていないように思います。

二つ目はイスラエルの現状について。アメリカ
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政府は、議論の場になると、その支持するディ

スコースを政治から法律へ法律から政治へと、

フィールドを変えていますが、これは紛れもない

ダブル・スタンダードです。たとえばパレスチナ

人にはイスラエルの存在を認めることが求められ

ています。この法的な条件を受け入れよと。ハ

マースは、期待されるような形でイスラエルを認

めることはしませんでした。そのためヤセル・ア

ラファトなどの努力にも関わらず、現実の和平プ

ロセスは何一つ進展していません。

法的にはイスラエルの存在を認めなくてはなり

ません。その一方で60を超える国連決議が法律

に則ったものであるということを、私たちは忘れ

ています。議論が法律に及ぶと政治の方に話題が

振られ、イスラエル政府の側が法律を守っていな

いという事実が忘れられてしまうのです。ですか

ら法律上の問題としてイスラエルの存在を認める

べきだという議論がある一方で、ではアメリカの

後ろ盾を得てイスラエル政府が60以上の国連決

議を無視してきた事実はどうなのか、ということ

も問うべきだと思うのです。

このように法的問題が問われ出すと、今度は政

治という別の話題が持ち出されてきます。法的側

面ばかりに注目するとイスラエル政府が国際法を

遵守していないことがはっきりしてしまうからで

す。イスラエルは国際法違反をはじめ、法的な問

題を抱えています。ですから今度は政治に焦点を

シフトして、イスラエルが他の中東諸国よりも進

んだ民主制を導入しているという点が強調される

のです。実際に中東には本当の意味での民主主義

国家が存在していないのですから、これは間違い

ではありません。ところがパレスチナ占領地の民

主化のプロセス、その現状は比較的よく知られて

いると思いますが、こうしたプロセスが問われる

と都合が悪いわけです。デモクラシーの問題が取

り上げられたとしても、そのプロセスや結果が期

待と違っていれば受け入れられませんから、今度

はまた別の問題を持ち出すのです。

つまりここには一貫性がまったく欠けていると

いうことです。ただ一方的にイスラエルの権利だ

けを守ろうとしている。アメリカの中東政策の背

景には戦略地政学的利益と国内のシオニスト・ロ

ビーの活動があるといわれています。これはある

事実をはっきりと示しています。アメリカの立場

は中立ではなく、あからさまにイスラエルを支援

していること、そしてその裏にはアメリカのシオ

ニスト・ロビーの活動と支持があることです。こ

れはイスラエル・パレスチナ紛争だけでなく、中

東の現状にも関わることです。というのも現在の

状況やこれまでの経緯だけでなく、イラク戦争開

始時の意思決定にもイスラエル政府の関与と支援

があったと考えられるからです。

次にアフガニスタンについて。これもやはり中

東の問題になるわけですが、アフガニスタンでの

経緯は、かつての同盟国が新たな敵になるという

見解に衝撃を与えました。フクヤマ先生は昨日、

アフガニスタン侵攻にはヨーロッパから大きな支

持が寄せられたとおっしゃいましたが、私にはそ

れが正しいとは思えません。9.11以降、アメリカ

が何らかの行動を取らなければならなかったとい

うことは理解できます。ですがアフガニスタンの

民間人に対して行われたことは、大きな問題で

す。イラクのことだけを取り上げるつもりはあり

ません。アフガンの民間人を爆撃した背景には、

アフガンの民間人の命はアメリカの民間人よりも

軽いという認識があったのではないでしょうか。

開戦当初からこうした認識があったことは否定で

きないと思います。

その一方で、アメリカのアフガン政策を検証す

ると、はっきりと見えてくることがあります。

ターリバーンは当初アメリカと友好的な関係にあ

りました。当時はビン・ラーディンもアメリカの

支持者だったのです。一方敵対関係にあったマ

スードは、その暗殺後、ターリバーン抵抗勢力の

シンボルとなりました。かつての敵は今日の友、

かつての友は今日の敵というお決まりのストー
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リーがここでも繰り返されたわけです。ムスリム

やアラブ世界の人たちがこのような心情、こうし

た考え方を持っていることは否定できないでしょ

う。彼らは決して無知な人たちではありません。

9.11直後にアフガニスタンで起こったことについ

てもそうですし、グアンタナモの真実についても

そうです。アメリカの政策のイメージといえば、

その主張や政策、価値がまったく一貫性を欠いて

いる、そうしたことばかりが浮かんできます。最

初に裏切ったのはアメリカの方なのです。

三点目はイラクについてです。フクヤマ先生は

昨日、イラク戦争の背景にあった理由として、大

量破壊兵器、テロリズム、民主化の三点をあげら

れました。大変申し訳ないのですが、開戦の理由

と考えられるものはこの中には一つもないと申し

上げねばなりません。そもそもの初めから、こう

した理由など一つもなかったのです。先生は、イ

ラク侵攻を支持した者は大量破壊兵器の存在を本

気で信じていたのだとおっしゃいましたが、私は

そうは思いません。そのご意見には、まったく

もって賛同できません。アメリカ政府は当初から

大量破壊兵器が存在しないことを知っていたはず

です。ムスリム国家、イスラーム国家も私と同じ

意見だと思います。ムスリムたちは、フクヤマ先

生のおっしゃったことが真実であるとは思ってい

ません。

後で聞いたことですが、コリン・パウエルは国

連で大量破壊兵器の存在を主張しておきながら、

自分自身はその存在を信じていなかったというこ

とです。ですがそう訴えざるをえなかったので

す。こうした理由から、この戦争は大量破壊兵器

とは無関係に始められたと私は考えています。サ

ダム・フセインとアル・カーイダのつながりやニ

ジェールの状況については開戦前から色々なこと

が言われていました。こうした報告書を読めば、

大量破壊兵器が存在するという主張が捏造された

ものであり、アメリカ政府内でも誰一人としてそ

の主張を信じていなかったことがはっきり分かり

ます。ですから大量破壊兵器との関連、テロ、民

主化が開戦の理由であったとは誰も考えていな

かったのだと思います。

しかしそれだけではなかったと思います。どな

たかが石油のことをおっしゃっていましたが、そ

れ以外にも経済的利益や中東における戦略地政学

的利益などが背景にあったと思います。それだけ

ではありません。中東の指導者や政治家に聞いて

いただければわかると思いますが、アメリカの意

図は戦略地政学的利益とイスラエルを守ることで

あったという意見が大多数を占めているのです。

アメリカと英国が手を組んでいたことは知られて

いますが、イスラエル政府が当初からこの戦争

を支持していたことも指摘しておかねばなりま

せん。１人や２人ではなく、少なくとも８人の

ジャーナリストが、イラクの草の根レベルで、イ

スラエルの軍事アドバイザーがこの一件に関わっ

ていたと報じています。つまりこれは根拠のない

風聞ではないということです。アドバイザーとし

て、支援者として、イスラエル政府は現実にイラ

ク開戦に関与していたのです。このようなアメリ

カの一方的なやり方は批判すべきです。これは現

実のことなのです。

昨日、国際機関が機能していないという話が出

たときに、先生は国連のことをおっしゃいました。

しかしそもそもこうした事態を招いた張本人はア

メリカなのです。アメリカは自分たちにとって都

合の良いように国際機関を利用してきました。彼

らは国際機関の支持が得られるときにはその力を

利用しておきながら、その決議が政策の妨げにな

ると判断した場合には、無視を決め込んできたの

です。これは実に牽強付会的な政策です。アメリ

カが自らの利益に応じて国際機関を利用してきた

ことをここで申し上げるのは、この事実が新たに

明らかになったためではありません。ただ誰もが

知っていることを再確認したかったからです。

もう一点指摘しておきたいのは、イラクのシー

ア派とスンナ派の衝突を生み出したのはアメリカ
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の政策だったということです。確かに国内では権

力闘争のような動きはあったと思いますが、それ

がイラク国外にまで拡大するという考えは間違い

です。私はそういうことにはならないと思いま

す。理由は二つあります。まずイスラエルに対し

て彼らが前線で結束を固めているということが一

つ。もう一つはイスラーム世界では大多数の人た

ちが今もシーア派とスンナ派はともにムスリムで

あると考えているということです。これは重要な

ことです。イスラエルへの抵抗が前線での結束を

固めているのですから、この事実は決して忘れて

はなりません。

ご存知のようにレバノンのケースでは、サウジ

アラビアがファトワーを発し、レバノンを支援し

ない旨を明言しました。ヒズボラが名指しされて

いることは言うまでもありません。彼らがター

ゲットにしたかったのはレバノンではなく、急進

派だったからです。書かれていたのは、ヒズボラ

がシーア派組織であるということでした。これに

対して世界のムスリムたちはこのファトワーを完

全に無視しました。黙殺したのです。これはワシ

ントンが発したファトワーだとみなされたため

です。

この点はとても重要です。なぜなら今後の方向

性がここに示されているからです。シーア派とス

ンナ派の対立がイラク国外にも発展するのか、あ

るいはこの対立は状況的なものであって、局地的

な権力闘争として理解されるべきものなのか。こ

の点がとても重要になると思います。アメリカは

この対立を自らの目的のために何らかの形で利用

したがっていましたが、それはうまく行かないで

しょう。この紛争、イラク危機がすぎれば、アメ

リカの思惑通りにはならないでしょう。この点に

ついても検討しなければなりません。アメリカが

イラクの二大勢力間の対立を利用し、煽りたがっ

ていることは確かであり、実際にそうした報告も

あります。

四点目がレバノンとイランの問題です。この二

国についてはまとめて論じたいと思います。その

理由を説明します。１年半前に起こったことは、

アメリカの中東政策にとって重要な意味を持って

いました。実はこれはヨーロッパだけでなくアメ

リカやアフリカなど世界の至る所で実際に私が目

や耳にしたことなのですが、イスラエル軍がレバ

ノンの民間人を攻撃したことは、国際社会からや

りすぎだと非難され、政策の非道さが浮き彫りに

されました。

そして白日の下にさらされたことがもう一つあ

ります。アメリカ政府が沈黙を守っていたという

事実です。コンドリーザ・ライスでさえ10日間

事態を静観していました。決着が付くまでに10

日かかると聞かされていたからです。アメリカだ

けではありません。当時内務大臣を務めていたサ

ルコジもイスラエルの閣僚に対して、攻撃を終え

るのに何日かかるかと尋ねていました。当初１週

間から10日という見解が示されていたため、コ

ンドリーザ・ライスは10日後に現地に赴いたの

です。

アメリカの政策がイスラエルの中東政策を踏襲

する兆しをここに見ることができます。はっきり

言えるのは、民間人を殺戮することについては、

その相手がアラブ人やアフガン人であれば、アメ

リカの政策の評価にとって何の問題にもならない

ということです。

こうしたレバノンの現状や支援のあり方、現政

権の過去２年の実態などから判断すると、パレス

チナ人の権利をアメリカが十分尊重しているとは

とても思えないのです。確かにフクヤマ先生が

おっしゃったように、ブッシュ政権の政策は任期

の前半と後半で変化しています。コンドリーザ・

ライスの帰国により、イスラエル・パレスチナ紛

争がよりよい形で決着するのではないかというこ

とも言われていますが、ブッシュ政権がパレスチ

ナ人の尊厳と権利に配慮していたとは思えませ

ん。こうした理由で、状況はますます悪化するだ

ろうと私は考えています。
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この状況を的確に把握し、カウンター・ディス

コースとして利用している人物がいます。アフマ

ディネジャードは、世界に対して失望と抵抗感を

覚えたムスリムの心境をとてもよく理解している

と思います。イスラエルやアメリカについての彼

の言葉、我々はアメリカの政策への抵抗勢力だと

いう発言には、こうした心境を利用し、議論を二

極化させようという狙いがあります。

アフマディネジャードの正気を疑う人たちは、

もういちどその発言を見直すべきだと思います。

彼は実は国民感情をうまく利用しているのです。

イラクのシーア派とスンナ派の対立を弱めるとと

もに、敵対者の立場を悪くするためには、これし

か方法がないことが分かっているからです。この

点は重要だと思います。

レバノンのナスララとイランのアフマディネ

ジャードは二つの異なる戦略を進めていますが、

これはいずれもイスラエルの抑圧とアメリカの中

東政策に対するあからさまな抵抗です。これは重

要なことです。ここでもやはり、イランの核問題

に対するアメリカの政策に一貫性が欠けている点

を指摘することができます。イランの核問題につ

いて議論してもよいのなら、イスラエルはじめ他

国の核問題についても議論すべきではないでしょ

うか。アラブ人やムスリムの圧倒的多数はそう考

えています。この点においてもダブル・スタン

ダードと一貫性の欠如を指摘することができます。

繰り返しになりますが、45分間では主な問題

点を網羅するのはとても無理な話で、どうしても

表面をなぞるだけになってしまいます。しかもそ

のすべてを事実と数字で裏付けなくてはならない

のですから。それも可能なのですが、ただ私の話

から、アメリカの中東政策というか、あらゆるこ

とに対する評価が非常に低いという、そうした印

象を持っていただければと思います。

ここで一貫性の欠如ということについて少しお

話ししたいと思います。先ほども申し上げました

が、グアンタナモやアブグレイブの現実から私た

ちは、アメリカのやり方が根本的に間違っている

というメッセージを読み取ることができます。グ

アンタナモの捕虜たちは弁護士をつけることも認

められず、拷問を受けています。捕虜たちの権利

が守られていないというのに、どうして民主化や

人権を推進することができるというのでしょう

か。アメリカ人の53％が、拷問は情報を引き出

すための正当な手段であると考えているのです。

アメリカの政策の間違いをここに見ることができ

るのではないでしょうか。こうした現実はアラブ

の新聞でも広く報じられています。中東で自国の

政策を展開するために嘘をつく、真実を隠すため

に虚偽の報告をする、現在行われていることに対

して説明をしない、我々にはこうした権利がある

と。こうした態度はディスコースや政策の面で深

刻な問題があるだけでなく、一貫性が欠けている

というイメージを中東に与えるのではないでしょ

うか。また現アメリカ政府の対応の仕方や、アメ

リカが人間の尊厳をどこまで守ることができるの

か、その限界についても問うべきではないでしょ

うか。

そうは言っても、本日私が指摘した点はいずれ

も、イスラームの視点からの批判的な意見です。

冒頭でも言いましたように、この点は大切なこと

です。ここから先はイスラームの視点とは何か、

という問いかけに対して私の考えを述べたいと思

います。

イスラーム国家の見解を詳細に検討すると、人

間の尊厳に対するアメリカの対応が一貫していな

いこと、アメリカが拷問を行っているということ

が指摘されています。一昨日英国にいたときに聞

いた話なのですが、英国の収容所でさえ拷問が行

われているそうです。ヨーロッパの話です。コリ

ン・パウエルの言う通り、ヨーロッパ諸国は偽善

的です。ポーランドなどヨーロッパの一部の国で

拷問が行われていることを知っていたのですか

ら。繰り返しますが、こうした手段を用いること

や、イスラーム国家で国民や敵がどのように扱わ
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れているか、そうした現状を公にしないのは間

違ったことです。これなども、世界各国で展開さ

れている批判に対して批判的にならなければなら

ないという一例です。同時に、イスラーム国家で

も、アラブ世界の非民主主義体制でも、一貫性が

欠如している点も指摘せねばなりません。

45分の持ち時間が迫ってきましたので、最後

に一点だけ指摘しておきたいと思います。この会

議のテーマは中東であり、私は過去10年の全体

的な論点、ディスコース、イスラエル・パレスチ

ナ紛争の現状、それに五つの側面についてお話し

させていただきました。アメリカの中東政策と欧

米で現在行われていることの間にはつながりがあ

ります。これを切り離してはいけないと思いま

す。なぜならアルジャジーラからはアラブ人の平

均的な意見というものを把握することができない

からです。他にもチャンネルはあるはずです。実

際に何が起きているのかを知りたいのであれば、

欧米からどのような中東のディスコースが発信さ

れているかを検討するべきだと思います。

たとえばアメリカは、イスラームの中でもどの

声に耳を傾ける価値があるのか、どの声が正しい

のかということを独断で決めています。多くの場

合、そこに込められたメッセージはイスラームに

ついての意見であっても、アメリカの政策を批判

する内容のものではありません。そうした意見の

発信者は実はアメリカの政策の賛同者なのです。

しかしこのような意見は、アラブのイスラーム国

家、すなわち中東のムスリムとアメリカの関係に

とって、生産的ではありません。こうした声はア

メリカ系アラブ・チャンネルで聞くことができま

すが、その内容は信用に欠けると言わざるをえま

せん。

またイスラームの穏健な意見として支持されて

いる人たちがいますが、それはイスラーム国家で

はまったく信憑性がありません。ムスリム急進派

だけを標的としていると言いながら、なぜこうし

た声をムスリムの代表とみなすのか。私にはその

理由がまったく分かりません。ムスリム急進派を

標的としているのであれば、ムスリム急進派の意

見を聞けばよいのです。伝統的なイスラームの

ディスコースを持ち出す必要などないでしょう。

ここに混乱があるようです。たとえばイラン・レ

ポートはこうしたアメリカ系ムスリムの声を、ア

メリカだけでなくヨーロッパも含む全世界に向け

て発信しています。現在アメリカとヨーロッパ諸

国のプログラム、こうしたディスコースを支持し

ているプログラムが欧米とつながっていることは

明らかですが、これはさらに中東にもつながって

います。

最後に取り上げるのは、イスラーム政治勢力に

関するディスコースです。今日アメリカで展開さ

れているのは非常に表面的なディスコースです。

このような表面的で単純なディスコースはいずれ

も危険を伴います。なぜならすべてのイスラーム

政治勢力が同じものとみなされるからです。先ほ

ども言いましたが、これはあってはならないこと

です。この問題をこうしたやり方で扱うことはで

きません。私はムスリム同胞団のことをよく知っ

ていますが、ムスリム同胞団について私と話を

したアメリカ人の99％は、ムスリム同胞団とア

ル・カーイダの間に結びつきがあると考えていま

した。彼らは非常に教養のある知識人だったので

すが。こんなことがあるなんて、とても信じられ

ません。ですがこれは単に彼らの無知のせいでは

ないでしょう。両者を結びつけることが、中東の

一部の国が民主化されていないということを広め

る上で都合がよいのだと思います。これは、たと

えばエジプトの体制を変えない、あるいはその変

革を支援しない理由としても便利なディスコース

なのでしょう。敵の存在を単純化すると都合が良

いからです。

最後に指摘したいのは、欧米で何が問題になっ

ているのかということ、すなわちイスラエルの政

策やアメリカの政策への批判についてです。これ

は表現の自由にも関わることですが、アメリカの
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【司会】　ラマダーン先生、ありがとうございまし

た。続きまして、日本女子大の臼杵先生からコメ

ントを頂きます。臼杵先生はイスラエル・アラブ

問題がご専門でいらっしゃいます。よろしくお願

いいたします。

コメント：臼杵　　陽
（日本女子大学）

ただいまご紹介いただきました臼杵でございま

す。フランシス・フクヤマ先生の話に対応する形

で、非常に包括的な議論を今、ラマダーン先生が

やられましたので、私自身それに対して包括的な

コメントを加えるということはとうていできませ

ん。したがって、このコメントではいくつかの点

をピックアップして問題提起的な議論を行ってい

きたいと思います。

さて、最後の結論のところでラマダーン先生が

述べた、イスラームというものを一枚岩的に捉え

るということの問題性に関してですが、やはりこ

のような捉え方は非常に問題があります。少なく

とも私たち自身が日本社会におけるイスラームに

関する言説を見ると、イスラームが本質主義的な

かたちで一枚岩的に捉えられている傾向が見受け

られます。とりわけ、かつてはメディアなどでは

欧米経由でイスラームに関する情報が日本に入っ

てきており、それがほとんど唯一のソースと言っ

てもいいような状態でした。もちろん、最近では

そのような傾向は是正されたとは言いながら、ス

テレオタイプ化されたかたちでイスラームを一枚

岩的にとらえていくという、われわれのイスラー

ム認識のあり方という意味では非常に危険な方向

性に日本社会は向かっているという点が指摘でき

るのではないかと思います。

まず、ラマダーンさん自身がヨーロッパで生き

るムスリムとして、ムスリム自身の自己批判の必

要性を、つまりムスリム社会の内側からの批判を

行動と、アメリカが掲げる価値観の一貫性につい

て、大変間違ったメッセージが発信されています。

最後に申し上げたいのは、アメリカの現政権、

その政策に対して非常にネガティブな意見が寄せ

られていることです。今日大多数のムスリムは、

対テロ戦争が急進派だけを対象としたものだとい

う主張を信じていません。これはイデオロギーの

戦争であり、イスラーム国家の主張に対する抵抗

として仕掛けられたものです。民主化が求められ

ているときでさえ、その支援のあり方は一貫性を

欠いているのです。

ディスコースを検討する場合、過去数十年の経

緯を検討する場合、そしてアフガニスタン、イラ

ク、レバノン、イラン、価値観をめぐる現実、拷

問、囚人、欧米との関連などについて先ほどから

述べている五つ、六つの分野を評価する場合、ア

メリカの中東政策を真剣に再評価することが求め

られていると思います。そして状況を変える、あ

るいはアラブのイスラーム国家やムスリムの間の

理解を深めることが必要です。これがアメリカの

政策に対する私の見解です。ですがここに認識の

甘さがあると結論することはできないと思いま

す。中東におけるアメリカの利権とムスリムの期

待の間に深い問題があることは、明らかだと思い

ます。ありがとうございました。

コメント・ディスカッション
司会：中田　　考（同志社大学神学部神学研究科教授・一神教学際研究センター幹事）
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行なっていく営為の重要性を強調するという論点

は、おそらくイスラームと西洋というものを橋渡

しするという意味では非常に重要な役割を果たし

ているのではないかと思います。ムスリム自身の

自己批判という観点からすると、いつも私がど

うしても思い出すのが、ちょうど9.11事件が起き

た直後に出版されたバーナード・ルイスの What 

Went Wrong?という本です。この本の最後のあた

りで、ルイス教授はムスリムというよりもむしろ

アラブという限定つきで議論しているとは思いま

すが、アラブあるいはムスリムにはまったく自己

批判がないと議論しているのです。昨日の議論の

中にも出てきましたが、アラブの人びとは何か問

題が起こるとすべて外側の責任にしてしまう。つ

まり、最初は帝国主義が悪かった、次にイギリス

が悪い、第二次世界大戦後はアメリカが悪いとす

べて外に責任転嫁をするような議論を展開する。

それはムスリム自身、あるいはアラブ自身が自己

変革のための内在的な要因を持っていないことに

起因しているというのです。とりわけ、自由、あ

るいは民主主義がアラブ社会には欠如しているか

らだという点は非常に重要な指摘ではあるのです

が、それがアメリカの政策と結び付けられて語ら

れるときには、外側の圧力によってしか変えるこ

とができないので、イラクに対する米軍の攻撃は

正当化されるのだというような議論につながって

いく場合には理由はどうであれアメリカの一方的

な侵略行為になってしまうという観点から深刻な

問題を抱え込んでしまうということが指摘できる

のではないかと思います。

第二点目として、反米主義、あるいはアメリカ

嫌いという点が指摘されたわけですが、この点に

関しても私自身が思い出すのがエドワード・サ

イードです。バーナード・ルイスの論争相手で

あったサイードが何度も繰り返し言っていたこと

です。それは何かというと、サイード自身もラマ

ダーンさんと同じように戦う場というのがアメリ

カ社会であったわけです。晩年になってサイード

が繰り返したのが、アラブ世界のアラブ知識人に

対して、あなた方はどのぐらいアメリカを知って

いるか、という問いかけです。アラブ人はまった

くアメリカについて知らないままにアメリカにつ

いて議論しているのではないか。その一番いい証

拠にアラブ世界の中にアメリカを研究する研究機

関がほとんどないではないかと。それでは一体何

が語れるのだという議論をサイードは展開してい

るのです。もちろんアメリカ嫌いという点は、こ

れはアメリカの中東に対する覇権的政策の帰結と

見なすことができるのではないかと思いますが、

しかし、同時にアメリカ的なるものをアラブ自身

がどのように認識しているのかという問いです。

つまり、一方で American way of lifeといわれるよ

うなアメリカ的な生活のあり方、あるいはアメリ

カの価値というものを受容しながら、アメリカ嫌

いに基づくアメリカへの感情的な批判を行なって

いるのかという点についてもう少し議論を深める

必要があるのではないか。アメリカの中東政策に

基づくアメリカ嫌いと、アメリカの価値そのもの

というものを否定しているのかどうかという問題

も、もちろん場合分けをして考えなければならな

いと思いますが、やはり是々非々で議論をしてい

く必要があるのではないかという点です。

第三番目の論点として、宗派紛争がイラクの文

脈で語られたわけですが、宗派紛争がそもそも自

明のものではないという点です。つまり、スンナ

派とシーア派の対立はアメリカの占領という結果

として生まれてきたものであるという議論です。

この点もやはり私たちが常にもともと帝国主義的

な、あるいは植民地主義的な支配の一つの重要な

手法として、Divide and Ruleという分割支配とい

う伝統的なやり方があるわけですが、そのような

手法をどのように評価するか。つまりこれはまた

外側からの帝国主義的な介入に対して、支配され

る側がそのような分断政策に対する対応として、

民族、宗教・宗派を超えた統一的な戦線を組むこ

とができないという困難な状況が生まれてきて、
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それが国家というレベルにおいてはほとんど内紛

のような形になる。では、それを乗り越える契機

とは一体何なのかという点、この論点もやはり

もっと議論していく必要があるのではないかと思

います。

さらにもう一点ですが、この宗教・宗派紛争が

現れるときに、まさにグローバルな形で展開する

ときに、その地域におけるグローバルな要因と

ローカルな要因の拮抗関係をどのように考えてい

くかという点も問題として考える必要があるので

はないか。つまりグローバリゼーションといわれ

るような現象をどのように評価するのかという点

です。これはむしろ宗派紛争という文脈よりも、

むしろ反米という文脈で考えた方がいいとは思う

のですが、今回グローバリズム、あるいはグロー

バリゼーションという議論がほとんど出てきてお

りませんので、その点をラマダーンさんがどのよ

うに考えるのかという点についてお聞きしたいと

思います。

もう一つの点として挙げたいのが、私自身が専

門としておりますのがパレスチナ・イスラエル紛

争でありまして、また、ヨルダンとエルサレムに

それぞれ２年半と２年住んだことがあるという経

験、つまりヨルダン川を挟んで両側で住んだとい

う経験から考えた場合に、パレスチナ問題の性格

をどのように位置付けるべきなのかという点につ

いて一言申し上げたいと思います。

それはアメリカのイスラエル・ロビーとのかか

わりで議論できるのではないかと思います。基本

的に、パレスチナ問題を少なくともアメリカとい

う観点から見た場合には、パレスチナ人の存在が

常に周辺化されているということがいえるのでは

ないか。つまりこの周辺化という現象が同時にイ

スラエルの問題が中心化しているという裏と表の

関係で整理されているのではないかという点で

す。それはパレスチナ問題が常にアメリカの中で

周辺化されることによって、この点はラマダーン

さんも指摘された点でありますが、パレスチナ問

題が周辺化されて忘れ去られていくということで

す。今現在のガザの閉塞状況がそのいわば象徴と

いってもいいと思いますが、ハマースという「テ

ロ組織」が牛耳るガザの悲惨な状況に関して国際

的なレベルにおいてほとんど沈黙を保つという

点、むしろガザを積極的に国際社会から排斥して

いるという点を、深刻な人道的な問題として取り

上げられない今の国際社会が一体何であるのかと

いう点が、イスラエルがいわば特権化されて、ア

メリカの中で中心化されていくという事態とワン

セットになっている。これがやはりパレスチナ問

題が世界化せざるを得ない点として、欧米の中に

おける反ユダヤ主義の問題とつながりながらパレ

スチナ問題は生成してきたという歴史的背景を背

負っているということがある。その点がやはり問

題として指摘できると思います。

さらにもう一つ、冒頭でムスリム、あるいはイ

スラームを一枚岩的にとらえることができないと

指摘しました。ムスリムにとってパレスチナ問題

というものの中心性という観点から、先ほどイス

ラエルの中心性とパレスチナの周辺性という対で

申し上げたわけですが、このパレスチナの問題

が、ムスリムにとってどのぐらい深刻な問題、あ

るいは重要な問題なのかという観点からはこれは

やはり相当地域によって温度差があるのではない

か。つまりアラブ、あるいはイランを含む中東地

域においてのパレスチナ問題の重要性と、東南ア

ジア、あるいは南アジアにおけるパレスチナ問題

の重要性は明らかに違う。つまりイスラーム第三

の聖地であるエルサレムという問題があるにして

も、パレスチナ問題そのものがやはり中心的な問

題と言われながら、実は世界のムスリムの中での

受け止め方は随分違うのではないか。これは恐ら

く午後の議論になっていくと思いますが、この点

はやはり議論をする必要があるのではないかと考

えます。

最後に、呼称の問題、呼び方の問題という、イ

スラームについての一枚岩の問題とちょっとかか
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わっている点で、イスラーム・ファシズムという

言い方の問題性が指摘されましたが、これと同時

に、イスラエルの研究者で Raphael Israeliという

人がイスラミカゼ（Islamikaze）という単語を使っ

てムスリムのテロを揶揄するようなことを言って

います。神風とイスラームを一緒にする単語を

作ってしまうということで、イスラームそのもの

の攻撃性を強調するような手法がまかり通るよう

な状況があるという、その点はもう一度、ターミ

ノロジーの混乱があるというご指摘がありました

が、このターミノロジーにおける戦略性という点

もやはり議論をしていく必要があるのではないか

と思います。

以上、いささかとりとめのない論点しか拾い上

げることができませんでしたが、これで私のコメ

ントを終わりたいと思います。

ディスカッション

【司会】　それでは、ディスカッションを始めさせ

ていただきたいと思います。最初にラマダーン先

生から臼杵先生のコメントに対するコメントをい

ただきます。その後、ラマダーン先生のお話が昨

日のフクヤマ先生のご発表を受けての議論が多

かったと思いますので、フクヤマ先生からもしコ

メントがありましたらコメントをいただきまし

て、その後、議論をフロアの方にオープンにした

いと思います。ただし、今日、午後のセッション

でパレスチナ問題を扱いますので、最初はパレス

チナ問題以外を議論して、最後の残った時間でパ

レスチナ問題をやって、午後につなげていきたい

と考えております。

では、ラマダーン先生、臼杵先生のコメントに

対するコメントおよび回答をよろしくお願いいた

します。

【ラマダーン】　何点かの感想と一、二点のご質問

がありました。バーナード・ルイスと自己批判に

ついてのご発言がありましたが、私はバーナー

ド・ルイスの説にはかなり批判的な見解を持って

います。あまり参考になりませんし、また事態を

単純化している面があるからです。しかし自己批

判ということと、ムスリム社会やイスラーム国家

の内状を理解するということ、これは先ほどもお

話したように、とても大切なことだと思います。

また私は過度な反米主義的立場を取っているわけ

ではありません。確かに私はアメリカの現政権、

アメリカの政策に批判的ですが、アメリカばかり

を批判して、イスラーム国家の現状に対する批判

を忘れていてはいけないと思います。この批判に

は三つの段階があります。これからその段階につ

いてご説明します。

最初はイスラームのディスコースそれ自体に対

する批判です。昨日のディスカッションでも申し

ましたが、イスラームのディスコースについて内

側から批判がわき起こらなければならないと思い

ます。

政治については、批判的な視点を持つことはと

ても重要なことであると思います。またいわゆ

る欧米との関係についてもそうです。「我々」対

「彼ら」という二元的ビジョンを打ち出している

のはブッシュ政権に限られたことではないからで

す。ブッシュと現アメリカ政権はムスリムの知識

人や指導者の間にも支持者を有しており、議論の

対立を招いています。こうした事態は危険なこと

であり、批判的な目を向けるべきだと思います。

この点については重ねて強調しておきたいと思い

ます。なぜなら欧米のデモクラシー国家でマイノ

リティーの問題が大きく取り上げられたり、ディ

アスポラが話題に上ったりしたときには、こうし

た問題がムスリムの普遍的価値観や共通の普遍的

価値観への理解を深めるわけではないということ

を、はっきりと示すことが必要だと思うからで

す。だから私も先生のご意見に賛成です。異論は

ありません。私には反米感情を煽ろうというつも

りはありません。むしろ深い理解なしに反米主義
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を掲げることはとても危険であると考えていま

す。その一方でアメリカの政策、とくに中東政策

に強い姿勢で向き合うことは必要だと思います。

グローバリゼーションについてご質問がありま

したが、これはここで取り上げるべき話題ではあ

りません。別の会議や講演会の場で何度もこのこ

とはお話ししたのですが、私はグローバリゼー

ションがこの会議のトピックに関係があるとは思

いません。グローバリゼーションに賛成か反対か

という議論は、私には何の関心もないことです。

グローバリゼーションというのは一つの事実で

す。ただグローバリゼーションの展開のし方や、

その結果については、私たち皆が批判すべきだと

思います。しかしそれは別の問題であって、この

会議には関係のないことだと思います。

イスラエル・ロビーについてのご意見と、アメ

リカではパレスチナの問題が周辺化されていると

いうご指摘については私もまったく同意見です。

アジアではパレスチナ人の権利の問題はあまり大

きく取り上げられていないと、そうおっしゃった

と理解しているのですが、それは違うと思いま

す。これは横断的な問題だと思います。直接的な

問題ではないにしても、少なくともアメリカの政

策には何か間違ったところがあるという認識を広

めてくれるのではないかと。ですからこの紛争に

対する立場がどうであれ、この問題はどの地域に

も関連してくるのだと思います。

イスラーム・ファシズムについてですが、これ

は巧妙な概念だと思います。この言葉を使ってい

る人たちは、自分たちの目的を十分承知した上で

そうしているのだと思います。またヨーロッパや

アメリカとの関係を示唆しようという意図もある

のでしょう。この言葉を使う背景にはある思惑が

あると私は考えます。つい先日も、アメリカを訪

れたトニー・ブレアがこの言葉を使ったことに関

して、BBCから取材を受けました。この言葉が

使われたのが初めてだったので、私に意見を求め

てきたのです。テロ活動について、イスラーム過

激派やテロリストに言及するときにこの言葉を使

うのはとても危険なことだと思います。

この言葉をファシズム体制と結びつけること

は、事実として間違ったことですし、認識として

も危険なことです。また政策面では誤解を招く恐

れがあります。つまり何の助けにもならないとい

うことです。ファシズムというのは体制のことで

す。ご存知のようにアル・カーイダは政治体制で

はありません。イスラーム・ファシズムという言

葉を使うと、アル・カーイダの上にもっと組織化

された集団があり、イスラームの政治勢力になっ

ているかのような印象を与えます。実際にこの言

葉にはこうした意味が込められているのです。こ

れはとても危険であり、誤解の元であり、事実に

反していると思います。

【司会】　それでは、フクヤマ先生からコメントが

ありましたらお願いいたします。

【フクヤマ】　二点ほどコメントがあります。先ほ

ども言いましたが、ラマダーン先生のご意見につ

いては私も大筋で賛成です。私たちが脅威を見

誤っていた、あまりに簡単に考えていた、という

点にも同意します。過剰に反応した結果、私たち

は色々な形で、自らの手で脅威を現実のものにし

てしまったのです。

多くのアラブ人がアメリカの動機をどのように

考えているかという点について、ラマダーン先生

はとても的確な意見を述べられました。しかし先

生自身がこの問題をどの程度ご存知なのか、こう

した考えをどこまで信じておられるのか、という

点についてははっきりとしたことをおっしゃらな

かったように思います。この問題については昨日

の午前にも話し合いましたが、イラク侵攻のアメ

リカの動機は何だったのでしょうか。私は、自分

の発表の中で指摘した動機が真の動機だったと申

し上げました。アラブの人たちがこの考えに同意

できないことは理解できますが、本当にそうだっ
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たのです。大量破壊兵器をめぐる問題がなぜ必要

以上に大きく騒がれたのか、その背景には国連大

量破壊兵器廃棄特別委員会（UNSCOM）と91年

の湾岸戦争の終結をめぐるある事情がありまし

た。当時世界の諜報機関は、今とは逆の意味で衝

撃を受けました。イラクではあと２、３年で実際

にサダム・フセインが核兵器を手に入れる段階に

まで核開発が進んでいたのです。ところが国際社

会はその脅威をそこまで深刻なものとは考えてい

ませんでした。UNSCOMによって開発設備の多

くは破棄されました。ラマダーン先生はアメリカ

人だけに思惑があったと言い続けておられます

が、実際には、ロシア人、フランス人、国連の査

察官も含め、イラクの核計画の処理を行った者は

誰もが、現状とは逆の意味で自分たちは騙されて

いたと感じたはずです。イラクの核計画は、証拠

から予想していたよりもはるかに先まで進んでい

たのだと。そこで彼らは、二度と騙されまいと心

を決めたのだと思います。

先生は、ブッシュ政権は大量破壊兵器が存在し

ないことを知っていたとおっしゃいましたが、そ

れは明らかに間違いです。UNSCOMの査察官全

員がアメリカのために査察を行ったわけではあり

ません。アメリカは、少なくともかなりの量の化

学兵器が―おそらく見過ごせない量の生物兵器が

―存在すると信じていました。何らかの核計画の

有無をめぐっては議論が分かれ、ご指摘を受けた

通り、状況証拠しか見つかりませんでした。しか

しその証拠にしても、善意な人たちによって色々

な意味に解釈することが可能でした。ですからア

メリカに邪な意図があったとは私には思えないの

です。

次に石油の問題ですが、先生のおっしゃる通

り、石油の確保がアメリカにとって戦略地政学的

利益であったことは事実です。しかしそのことが

なぜ問題になるのでしょうか。イラクのケースの

ように、状況を正確に把握できない指導者が無謀

にも隣国２カ国に攻め入ったという事例を目の当

たりにすれば、この指導者は危険人物だと考える

のが自然ではないでしょうか。低コストでこの男

を追放できるのであれば、イラクのためにも中東

のためにもそうするべきだったのです。

しかし結局のところ、アメリカは諜報活動にお

いても、またイラク攻撃を正当化する様々な手順

においても、とてつもなく多くのミスを重ねてし

まいます。この戦争に対する国民の支持を得るた

めに、ブッシュ政権は自ら信憑性があると信じた

証拠を提示したわけですが、彼らはあまりにもそ

の証拠に頼り過ぎてしまいました。彼らは弁護士

がやるように国民の説得にかかり、両方ではな

く、片方の立場の正しさだけを訴えました。ご存

知の通り、特定の政策への支持を呼びかけるとき

には往々にしてこうした手段が用いられるもので

す。しかしここでもやはり、ブッシュ政権がこう

した行動に出た背景に別の動機があったとは思え

ません。

先にも申しましたように、私はこの一件でイス

ラエルが果たしたとされる役割はまったくのデマ

だったと考えています。現実に、発足当時のイラ

ク政府に軍事支援をしていたイスラエル人がいた

とは思えません。ワシントンの意思決定者たちに

は、イスラエルとその利益を別にしても、イラク

に懸念を抱く理由が山ほどあったのです。

脅威のとらえ方についてご質問がありました

が、昨日の発表の冒頭部分でも私は先生とまった

く同じ主旨のことを述べました。彼らが憎悪する

のは我々の理念なのか、それとも我々の行動なの

かという問題を提起したのです。確かにアメリカ

の価値観ではなく政策が反感を募っているという

見解がアラブの言論界の主流を占めているという

見解は、正しいと思います。ですがサラフィー運

動の場合はそうではありません。この一派は強大

な力と潤沢な資金を持ち、アラブとムスリム世界

全域で大きな影響力をふるっています。その存在

感の大きさは今やこの運動本来の重要性をはるか

に越えています。それというのもサウジが聖地の
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守護者を名乗っているためであり、またオイルマ

ネーを欲しいままにしているためです。

イスラーム・ファシズムという名で呼ぼうが別

の名で呼ぼうが、こうした動きは非常に大きな危

険性をはらんでいます。これは9.11の発端でもあ

りますし、またこれをきっかけに、こうした事態

の正体を突き止めようとする動きに弾みがついた

と思います。ですから「ムスリム同胞団やヒズボ

ラなどの集団をテロリズムの名の下に一括りにす

るのは、事態をあまりに単純化している」という

意見が出るのはもっともですし、私もそのように

主張してきました。その一方で、この問題は重大

な危険性をはらんでおり、その危険はアメリカだ

けではなく、多くのアラブやムスリム社会にも及

んでいるということを指摘するのは、そう的外れ

なことではないと思います。アメリカの政策の失

態がこうした事態を出現させた面はあると思いま

すが、たとえアメリカが失敗していなかったとし

ても、これはやはり対応を要する問題になってい

たでしょう。イスラエル・ロビーとパレスチナ問

題にはまだまだ多くの背景があります。おそらく

午後のセッションでそうした点について議論する

ことができると思います。

【司会】　ありがとうございました。

それでは、先ほど申しましたように、イスラエ

ル・パレスチナ問題につきましては午後のセッ

ションとの関係で後半の方に回しまして、それ以

外のラマダーン先生の論点に関しまして、質問お

よびコメントがありましたらお伺いしたいと思い

ます。自由にボタンを押してください。

では、基本的にお二人ずつお話しいただきたい

と思います。内藤先生と磯前先生の手が挙がりま

したので、内藤先生、磯前先生の順にお願いいた

します。

【内藤】　ラマダーン先生、ありがとうございまし

た。今のフクヤマ先生の説明も明快なものでした。

例えば今名前が出てきたバーナード・ルイスに

せよ、ルイスがイスラームに関する言説の中で、

到底ムスリム側から納得し難いものを出したこと

はよく分かります。ただ、その反面、では例えば

サイードのような人が果たした役割というのは、

ルイスのような人に対抗する意味で役に立ったの

か。あるいはイスラームとの関係では、タラル・

アサドのような人もいますが、いわゆる今の西洋

社会において、アメリカだけではなく、ヨーロッ

パも含めて、そこで分かりやすい言説、あるいは

反論、そういうものが過剰に議論され、また過大

評価をされていないだろうか。実際のムスリムが

起こす暴力というのは、何もそういうインテリが

書いた書物から影響を受けて起きるものではない

と思うのです。その点では、ルイスがいかに偏見

に満ちていても、ちょっと強い言い方をします

が、同じようにサイードも偏見の払拭には貢献し

なかったのではないか。その点でラマダーン先生

は、実際に今、ヨーロッパの中で厳しい状況の中

で発言をしておられる。ご自身の言論活動という

のをどのように位置付けているのか、ラマダーン

先生にお聞きしたいと思います。

【司会】　では、続きまして磯前先生、お願いいた

します。

【磯前】　イスラームのアメリカ認識という問題を

臼杵先生が問題提起されたと思うのですが、それ

に続いて日本を参照項にしてお尋ねしたいと思い

ます。

私は自分が日本の研究をしており、同志社大学

とのかかわりのなかでは一神教の日本における問

題というものを考える役目を担っています。日本

とアメリカの関係をまず考えるうえで、近年、安

丸良夫という歴史家の方がタラル・アサドの本に

触れた論文のなかで次のように述べたことが私に

はとても示唆的に思えるのです。日本が現在一応

平和であるように成り立っているのは、アメリカ
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の占領があって、たとえアメリカに批判的であっ

たとしてもアメリカとの非常に密接な関係の中で

日本は平和が確保されている。それは今日のラマ

ダーン先生の話に出てくるように、アメリカと対

立的な関係にあらざるを得ないイスラーム世界は

暴力を抱え込まなければならない、武力紛争を抱

えなければならないといったような問題があるに

もかかわらず、日本はアメリカの庇護下に入るこ

とでそういったものを見ないで済むようにしてい

る。しかし、そのような世界の中に現在もなお留

まることはとても困難ではないか、そのように安

丸先生は述べています。

そこから二つの質問をしたいのですが、一つ

は、ラマダーン先生のように、アメリカの恣意的

な政策によってさまざまな矛盾が引き起こされる

問題を考える方にとって、現在の日本の社会とア

メリカの関係はどのように見えるのでしょうか。

ここはたまたまではあれ、日本という場でお話を

していただいていますので、われわれ日本に住む

者がアメリカとの関係をどのように認識するべき

なのか、あるいはその外側でいろいろな葛藤を抱

えている立場にいる方からすればどう見えるの

か、そのことをぜひお伺いしたいと思います。

それから、もう一点。そのようなアメリカの絶

対的な影響下で日本の戦後というものは進んでき

たと思いますが、それゆえに日本はアメリカを批

判する言葉自体もアメリカ経由の知識に基づいて

いるように思われます。そういう意味では西洋を

批判する、あるいはアメリカを批判する批判の仕

方自体も西洋化過程の中でわれわれは物を考えざ

るを得ないのではないかと私は考えています。そ

れをよいと考えるのか、よくないと考えるのかは

また別の問題として、そういった事態が現実であ

ろうと思います。批判のまなざし自体も西洋から

借りざるを得ないのです。

そこで、臼杵先生のイスラームにおけるアメリ

カ認識という問題に絡めて２番目の質問をしたい

と思っています。ラマダーン先生は今日、英語の

言葉でディスコースという言葉とか、デモクラ

シーという言葉を使われました。それから、昨日

ヴァーエズィ先生もデモクラシーという言葉を盛

んに用い、リベラル・デモクラシーは駄目だけれ

ども、イスラミック・デモクラシーはあるんだぞ

という話をされました。ヴァーエズィ先生とセッ

ションの後で個人的に話したのですが、そのデモ

クラシーという概念はヨーロッパから植え付けら

れたデモクラシーではなくて、イスラーム自体が

保持しているものであって、決して西洋的な概念

を取り込んで、それを流用しようというかたちで

のデモクラシーではないとご見解をヴァーエズィ

先生から個人的に頂きました。

日本では多くの場合、デモクラシーという言葉

を使ってしまうと、西洋から入ってきたデモクラ

シーを日本人は受け取ったうえで、それを日本の

状況のなかで適応させて読み取っていくという理

解になっているように思われます。それは先ほど

も言ったように、批判をする言説にしても、西洋

との交渉過程の中でわれわれは西洋的なものを取

り込んで、西洋的なものを批判していかざるを得

ないという状況があるのだと私は思うのです。そ

れに対してラマダーン先生は、アメリカ的なも

の、あるいは西洋的なものの知を、ディスコース

とかデモクラシーとか、そういうものをどのよう

に取り込んでイスラーム世界は西洋と交渉して

いったらいいかとお考えになるでしょうか。アメ

リカを批判するときの術語自体もやはり西洋的な

ものと交渉しながらやっていかなければならない

のか。それともそういうものとは違う論理がもと

もとイスラームにはあって、その論理を前面に押

し出すことで西洋世界と、あるいはアメリカの批

判の論理を組み立てていこうとするのか。この点

は、日本で暮らす者にとっても非常に勉強になる

ことだと思うので教えていただきたいと思います。

【司会】　ありがとうございました。では、ラマ

ダーン先生、お二人の先生のコメントに対して回
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答をお願いいたします。

【ラマダーン】　ただ今のご発言に対して二、三お

答えしたいと思います。イラク戦争前にアメリカ

政府、あるいは西欧諸国がどこまで知っていたか

という点については、やはり私たちの間には意見

の相違があるようです。戦争直前や、その後に査

察官が何と言ったか、ご存知ですか。査察官の名

は忘れましたが、確かノルウェー人だったと思い

ます。イラク侵攻後に彼が何と言ったか。それに

彼の立場もフクヤマ先生のご発言にあったものと

は違います。彼は、大量破壊兵器の脅威が現実の

ものでないことはすでに知られていたと発言して

いたのですよ。アメリカ政府は世論を間違った方

向に導いたのだと。こう言うと、先生はきっと反

論されると思いますが、私はこれが真実だったと

思っています。このようにフクヤマ先生と私の間

にはとても深い溝があると思います。

先生は、石油が問題であり、戦略地政学的理由

でもあったという事実を認めておられましたが、

この点についても私の見解は違います。私はヨー

ロッパに暮らしており、関連する報告書すべてに

目を通しましたが、この意見には賛同できませ

ん。コリン・パウエルもそうだったのだろうと思

います。パウエルはこれを信じていたのではな

く、単に繰り返していただけなのです。私たちが

聞いたのは、あくまでも彼の立場上の発言だった

わけで、この点は問題です。

イスラエル側のアドバイザーについてですが、

これについては複数の報告があります。先生はこ

のことも完全に否定したいのでしょうが、私は、

これは事実であると思います。彼らが一部の都市

への対応、軍隊の侵攻と撤退、イスラエル軍によ

るガザ地区での軍事作戦などに関わっていたこと

は、いずれも事実だと思います。まったく間違い

である可能性もあるかもしれませんが、私はそう

は思いません。アメリカ政府からの発表だけが事

実で、相手側から伝えられたことはすべて推測や

誤報であるというわけではないと思います。

最後に取り上げるのはフクヤマ先生がおっ

しゃったサラフィーの問題です。これはおそらく

一番重要な点であり、ディスカッションの出発点

となるものです。サラフィーというのはサウジの

支援を受けている人たちのことで、そのサウジは

アメリカの支援を受けています。直解主義を掲げ

るサラフィーとアメリカ政府は、国際的な問題と

して両立しえないものではありません。直解主義

と孤立化のディスコースは何の関係もありませ

ん。アル・カーイダはサラフィーとは無関係で

す。サラフィーはアル・カーイダに真っ向から対

立しており、アル・カーイダもサラフィーは政治

に関与していないと発言しています。アイマン・

アル・ザワーヒリーはサラフィーに対してとても

批判的な態度を取っています。要するに、私たち

は言葉の使い方をはっきりさせなくてはならない

ということです。サラフィーはこの一件には何の

関係もないのですから。サラフィーはサウジアラ

ビアを活動の舞台としており、アル・カーイダと

は別物です。またサラフィーはムスリム同胞団と

も完全に対立しています。当初ムスリム同胞団の

メンバーがサウジアラビアを訪れてサラフィーに

感化されたということはありましたが。これが真

相です。ですからこうした人たちを一括りにし

て、同一視するべきではありません。彼らすべて

がサラフィーだというわけではないのです。

ヨーロッパのサラフィーについて問題なのは、

サラフィー派のムスリムに「選挙に行かなければ

ならない」と言っても、彼らが行きたがらないこ

とです。選挙への参加こそ市民として認められる

一番の方法なのですが。「ここは祖国ではないの

だから、我々は孤立化すべきなのだ」というのが

サラフィー派の主張です。このように彼らは二元

的なビジョンを持っていますが、暴力を肯定して

いるわけではなく、アル・カーイダの立場には

真っ向から反対しています。

こうした概念を使うのなら、また自分たちの話
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していることを理解しているのなら、もっと深い

理解を持つべきだと思うのです。フクヤマ先生は

こうした違いの現実がどのようなものであろう

と、それは危険であるとおっしゃっています。確

かにその通りです。イスラーム過激派や暴力的な

集団は危険な存在です。しかしそれはムスリムに

限ったことではありません。私たちがそうした行

為は許されないという姿勢を明らかにして、糾弾

することが必要です。

一方でそれは不可能なことでもあります。よく

分からないのに、すべての人やすべてのトレンド

に危険というレッテルを貼るということは、フェ

アでもなければ正しいことでもありませんし、何

の解決にもなりません。

たとえば、アメリカ流の言葉で言うなら、アメリ

カン・インターナショナル（American International）

に対するハマースやヒズボラの対応には賛同でき

ないかもしれませんが、ナスララはビン・ラー

ディンだと言うことはできません。両者の間には

何の共通点もありません。ビン・ラーディンは政

治やナスララの活動や、レバノンにおけるナスラ

ラの立場とは無関係だからです。その立場には賛

同できないかもしれませんが、両者を同じ土壌で

論じるべきではありません。サラフィーに話を戻

しますと、ナスララの元へ行ってあなたはサラ

フィーですかと尋ねてごらんなさい。然るべき答

が返ってくるでしょう。それは良いのです。そん

なことが問題なのではありません。サウジアラビ

アのサラフィーは私のことさえムスリムだとはみ

なしていません。私がシーア派だからです。この

ように問題は深刻です。私たちが今話し合ってい

るのは深刻な問題であり、私には受け入れがたい

ものです。たとえば学術的根拠があるからといっ

てすべてをサラフィーに分類する。こうしたアメ

リカ人のやり方やアメリカに端を発するディス

コースは誤解を招くものであり、役に立ちませ

ん。イスラーム・ファシズムの裏にはこうした縮

図があるのだと思います。これはイスラーム世界

の複雑な現実を理解する上で役に立ちません。こ

れがフクヤマ先生の発言に対する私の最初の回答

です。これはもっと長い時間をかけて検討すべき

問題です。とても重要なことです。

内藤先生からサイードとその業績についての話

が出ましたが、バーナード・ルイスについては、

あまりに物事を単純化しているために、私は批判

的な見解を持っています。エドワード・サイード

に関してはやはり黒か白かということではないと

思います。彼は表象と認識を構築したという意味

では多大な貢献をしたと思います。オリエンタリ

ズムと認識ということです。これはとてもおもし

ろいことだと思います。彼の文化と支配について

の著作もとても参考になります。

イスラーム世界やイスラームの立場、あるいは

パレスチナについての彼の説は、決して手放しで

賛成できるものではありませんが、他者の認識を

構築したという点で彼の功績は大きいと思いま

す。なぜこの点がおもしろいのかといえば、彼の

著作から私たちは、二元的認識を越えた共通の普

遍的価値観というものを理解することができるか

らで、この点で彼の説は参考になります。ただし

一部で指摘されているように彼はイスラームの現

状の専門家ではありません。これは専門分野では

ないのです。彼が専門とするのは主に他者に関す

る支配的なディスコースで、この点については彼

が大きな貢献をしたことは否定できません。これ

が一つ目です。

二点目はとくに中東をめぐる日米関係について

です。私はこのあたりの歴史を把握しています

が、一部のイスラーム国も過去50年の日米関係

を研究すると良いかもしれません。ここで指摘し

たいのは中東で今何が起きているのかということ

と、日本に対して何を期待できるのかということ

です。日本だけではありません。私はヨーロッパ

人ですが、私にとって重要なのは、パレスチナ人

の権利をどうとらえるかということです。これは

とても重要な点です。ヨーロッパではこの問題の
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ディスコースの根底にあるのは、ユダヤ人を絶滅

させようとした記憶、ヨーロッパの歴史です。す

べてがそこにあり、混乱を大きくしています。

別の国の人にはこのような思いはありません。

紛争の正義であるとかパレスチナ人の権利をめぐ

る状況がどうすれば改善されるのか、そうした解

決策を考えることは難しいでしょう。問題になる

のは、この点について口をつぐんでしまうことで

す。国家間の関係、経済関係のために言いたいこ

とが言えない。しかし私たちが本気で国際平和を

達成したいと思うのなら、そのカギを握るのはパ

レスチナ・イスラエル紛争です。これは地域紛争

ではなく、グローバルな紛争であり、文明、宗

教、信念、デモクラシーなどすべての問題を包含

しています。正に核となるものなのです。この問

題を解決できなければグローバルな平和の達成は

不可能でしょう。ですから日本はじめ友好国や諸

外国の皆さんにぜひとも理解していただきたいの

は、私たちが、パレスチナ人を支持するためだけ

でなく、アメリカにこの一方的な間違った政策を

止めさせるためにも強力なディスコースを必要と

しているということです。これはアメリカ人のた

めにもなることだと思います。アメリカでもこの

政策の間違いが新たに認識されつつあるのではな

いでしょうか。アメリカでこのような緊張感が生

まれつつあるということは、内側から何かが変わ

り始めているということの現れです。これまでの

盲目的な支援が長い目で見て何も生み出さないと

いうことが今新しく理解され、認識されているよ

うに思います。

ディスコースについては昨日も少しお話ししま

したが、これは別の問題にも関係しています。私

はヨーロッパのムスリムであり、ムスリムとして

だけでなく、ヨーロッパ的視点、西洋的視点から

も意見を述べています。普遍的価値観の存在につ

いては私にもまったく異論ありません。西洋の普

遍的価値観という表現は間違っていると思いま

す。言葉が矛盾しています。ですから誰かが西洋

の普遍的価値観という話をしたなら、ちょっと

待って下さい、それはどういう意味ですか？　あ

なたの言いたいのは西洋の価値観なのですか、そ

れとも普遍的な価値観なのですか、と聞き返さな

ければなりません。私は、誰もが共有する普遍的

価値観というものがあると考えています。

私が言いたいのは、たとえばデモクラシーと言

う場合、その言葉や概念だけにこだわるべきでは

ないということです。昨日原則とモデルとは区別

すべきだということを申し上げたのはそのためで

す。まず原則については、共通の普遍的原則とい

うものがあると思います。たとえば私は、法の支

配、平等な市民権、普通選挙権、説明責任、権力

分立などは決して譲れない原則だと考えていま

す。こうした原則はイスラームの伝統の中にも存

在しています。問題になるのは、一部のムスリム

が、そんなものはすべて既に持っていると発言す

ることです。そういう言い方は間違っているので

はないでしょうか。私なら、何の異論もないので

そうした原則を推進してゆきたい、と言うでしょ

う。これは別のことです。そんなものはすべて既

に持っていると言うことは、いわば直解主義者の

元に赴き、いや、何の異論もないからそれは推進

できないと言うことになるからです。

つまりイスラーム国家ではムスリム自身が独自

のモデルを見つけなくてはならないということで

す。モデルとは強制されるべきものではありませ

ん。ですからアメリカがモデルだけでなく憲法さ

えも押しつけているのは間違ったことです。自分

の国のことを自分たちで考えようとしている人た

ちに圧力を加えるのはお門違いだと思います。

しかし共通原則に基づくモデルを作ることは

可能です。私は15年前の著作の中で、デモクラ

シーをめぐる議論は概念についての表層的な議論

にすぎないと論じたことがあります。そこで全体

的な議論の内容、中身について検討してみましょ

う。まず中身については、何の問題もないと思い

ます。誰かが西洋独自の言葉を使った場合、私は
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話を遮ってどういう意味なのかと尋ねるでしょ

う。同じように、イスラームの普遍的価値への言

及があった場合も私はその意味を尋ねます。その

上で原則について話し合えば、二元的な概念から

離れて、もっと共通する何か、関連し合う何かを

見つけることができるはずです。西洋のムスリム

という存在は歴史始まって以来のものだと思いま

す。西洋のムスリムは架け橋としてとても重要な

役割を果たすことができると思うのです。ムスリ

ムに対する理解を深めるということだけではあり

ません。その存在は、哲学的ディスコース、政治

的ディスコース、そしてディスコースの普遍性に

も影響を及ぼすことができるのです。

このような理由で私は西洋におけるマイノリ

ティーという位置づけを受け入れたくはありませ

ん。私はディアスポラではありません。ヨーロッ

パのディアスポラだとは言われたくありません。

私はヨーロッパ人で、ここがわたしの祖国です。

ここが私のいるべき場所であって、私がマイノリ

ティーなのではありません。マイノリティーは宗

教的立場から発言しますが、私たちは政治や権利

のことにも口出しします。そうする以上、私は市

民であり、マイノリティーなど存在しないので

す。こうした考えを通して私は市民社会への帰属

意識を育んできました。市民社会こそ正にイス

ラーム国家で求められているものです。人が人と

して認められる市民社会、市民権、法の支配、そ

ういったことです。その意味で私たちは役に立つ

ことができるのです。

【司会】　次に森先生、手島先生の順番にお願いい

たします。

【森】　かなり厳しくラマダーン先生がフクヤマ先

生に対して批判をなさっていると私は聞きまし

た。アメリカに対して批判をするということにつ

いて少し考えてみたいと思います。これは批判の

ための批判であってはいけないわけで、アメリカ

が変わるために批判するということが必要なので

はないかと思います。恐らくラマダーン先生がか

なり執拗にフクヤマ先生を批判されたのは、フク

ヤマ先生がアメリカで非常に影響力のある方だか

ら、だからフクヤマ先生に中東、あるいはイス

ラームについて理解していただきたいと。そのこ

とがフクヤマ先生を通じてアメリカを変えていく

ことになるのではないかという思いを持っておら

れるからではないかと思うのです。

私は現実的に考えてアメリカは変わるべきだと

思います。そして、フクヤマ先生ご自身がアメリ

カの中東政策は変わるべきだとおっしゃっている

のです。アメリカを変えることができるのはアメ

リカしかないと私は思っています。だから、アメ

リカが変わるように、変われるようにわれわれは

どのようにアメリカを批判したらいいのかという

ことを考える必要があるのではないかということ

を私はずっと考えているわけです。

例えばイラク戦争のことを考えてみると、これ

はイラク戦争だけではなくて、アメリカの外交政

策全体がそうかも分かりませんが、エリートが勝

手に考えていくということだけではなくて、国内

政治を反映していると思うのです。アメリカの国

民がどう考えるか。それに応えるというところが

アメリカの外交には必ずあると思うのです。例え

ばイラク戦争の場合、イラク戦争は何だったの

か。いろいろな理由がありますが、一つはアメリ

カ国民に対するある種のメッセージなのではない

でしょうか。その根本にあるのは何かというと、

昨日から議論になっている恐怖だと思います。

9.11が生み出した恐怖。私は9.11のときにアメリ

カにいて実感したのですが、恐らくワールド・ト

レードセンターが崩壊していくということは、攻

撃をかけたテロリストも予想していなかったと思

います。あれが本当に完全に崩壊したというこ

と、これがアメリカ国民に与えたショックはもの

すごく大きかったと思います。その後で例えばテ

ロリストを攻撃するという理由でアフガニスタン
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に進攻した。それだけでアメリカ国民は納得でき

ただろうか。アメリカ人のその恐怖の感情を納得

させるという意味がイラク戦争にあったのではな

いかと思います。

グラスルーツのアメリカ国民が、それではどう

いうイスラーム観を持っているだろうかというこ

とになると、ラマダーン先生が指摘されているよ

うに、そして、ここにいるみなさんが理解してい

るように、イスラームというのは一枚岩ではなく

て、さまざまなイスラームがあるのだというこ

と、またイスラームとテロリストを結び付けては

いけない。これはみんな理解していると思うので

すが、アメリカのグラスルーツの人々がニュース

で見るイスラームというのは何なのだろうかと考

えると、報道にバイアスがかかっていると思いま

すが、現実にイラクでシーアとスンナがお互いに

暴力で殺し合っているという情景が流されてく

る。そういう状況をつくっている原因としてアメ

リカがあるというのは事実です。事実だけれど

も、ムスリム同士が非常に厳しい武力闘争をやっ

ているということがニュースで流れてきたとき

に、アメリカ人たちは、ムスリム・イコール・テ

ロリストというイメージを持ってしまうというの

はあると思うのです。それをただ批判するだけで

はなくて、どのように変えていったらいいのか。

イスラームの側ではそれをどう変えていったらい

いのか、あるいはイスラーム諸国とアメリカを含

む諸外国がどのようにこの問題を解決していった

らいいのかということを一緒に考えていくという

ことが、私は必要なことなのではないかと思い

ます。

【司会】　手島先生、お願いいたします。

【手島】　森先生の方向と同じようなことを考えて

いたのですが、ラマダーン先生は大事なことを幾

つかおっしゃいました。その一つが言説におけ

るダブルスタンダードだと思います。そして、

「エクスプラネーション（説明）」と「ジャスティ

フィケーション（正当化）」を区別することが大

事だということをおっしゃいました。ですが、私

は今、ラマダーン先生とフクヤマ先生の間のやり

取りを見ているときに、一人の人が一つのことを

「説明」として語っても、相手にとってそれは「説

明」としては受け取れない。むしろ「ジャスティ

フィケーション」として受け取ってしまう。こう

いうコンテキストについて、ある意味、敵と味方

という言葉をここでは使うべきではないにして

も、既にその応答の文脈がその対立関係を避けら

れない前提をもっている―そういう現実がある

のではないだろうかと思います。私もイスラーム

を極端に単純化してしまう間違いというものを本

当に痛感します。多分ここにおられる方はみんな

痛感していると思います。

同時に、この言説のダブルスタンダードという

のは、ラマダーン先生も自覚しておられるのだと

思いますが、同じようにイスラームの側にもある

のではないだろうか。僕が一つ思うのは、やはり

「シオニストはファシストだ」とか、「シオニスト

はナチスと一緒だ」とか、こういうたぐいの発言

はそのカテゴリーに多分に属すると思います。し

かし、シオニストといわれても、シオニズム思想

は多分に多様性に満ちています。

こういうことを考えていきますと、「エクスプ

ラネーション」と「ジャスティフィケーション」

を本当に区別することができるのだろうか、まず

それが一つです。もしできないとするならばどう

したらいいのだろうか。それをもう一つ私は思い

ます。つまりこの場合、本当に私たちは今ここで

一つになれる言葉を探しているのだろうと思いま

すが、その点においてハンチントンは「バリュー

（価値観）」によって国々が分かれてしまうと言っ

た議論が、現在、正しいかに見える。だからこ

そ、「バリュー」において国々は最初に一致しな

ければ平和にはならないと見るのか、それともそ

ういう問題はハンチントンの見方が間違っていた
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のであって、人間はジャスティフィケーションと

エクスプラネーションを分けるだけのラショナル

というか理性がある。だからこそ、そういう意味

では、今までとは、まったく違う平和と協調の

「言葉（ロゴス）」を私たちは探し得ると主張する

べきか。僕に言わせれば、この新しい言葉（ロゴ

ス）は「バリュー」と「セキュリティ」というも

のを全く二つに分けて考えないもっと統一的な言

語だろうかと思いますが、しかし、現実には、セ

キュリティにおいて一つの言葉を見いだし得るの

が一番妥当な道ではないかという気持ちもしない

わけではありません。その二つの点についてお尋

ねしたいと思います。

【司会】　ありがとうございました。森先生と手島

先生の質問およびコメントに対してラマダーン先

生にお答えをいただきます。

【ラマダーン】　フクヤマ先生に対する私の批判に

ついてですが、私は先生の昨日の発表を拝聴しま

したし、もちろん先生の著作も拝見させていただ

いています。私たちは互いに対立する立場にいる

ことは確かであり、アメリカの政策に関する先生

の評価や見解、あるいは先生がアメリカの政策を

支持されている点には賛同できないところも多々

あります。先生が現在のご意見を翻されるだろう

とは思っていませんが、少なくとも本日は中東の

問題が議題となっているわけで、この点について

話し合ってより良い理解を育むことは本当に大切

なことだと思います。私がこの場でしようとして

いるのはこのことです。いくつかの事実、とくに

イラク戦争の背景にある動機については、フクヤ

マ先生と私とでは意見が大きく分かれています。

これは何度も話したことですが、スイスのアメリ

カ大使館へ二度目の申請に出かけたとき、アメリ

カの政府関係者との話の90％はパレスチナとイ

スラエル、それにイラク戦争の話題で占められて

いました。

私に応対した人たちは国土安全保障省か国務省

の役人だったと思うのですが、彼らの見解と私の

考えはまったく相容れないものでした。ここで先

生がおっしゃったこと、先生のお考えは、イス

ラームの理解と違っているだけではありません。

ヨーロッパ、そして世界でも多くの人が、イラク

侵攻の動機は大量破壊兵器とは無関係だったと考

えていると思います。ヨーロッパ政府の高官もそ

うでしょう。アメリカを支持した英国でさえ、そ

んな理由ではイラク侵攻を正当化できないと考え

ているのです。

私は先生に考えを改めるよう求めているわけで

はありません。ただ先生のおっしゃったことで一

点、私にも同意できることがあります。本当に大

切なことは、アメリカの内側から影響力のある流

れを引き出し、人々の考え方を動かして現状を変

えることだという点です。なぜならアメリカの現

政策は中東にとって悪いというだけでなく、長い

目で見るとアメリカにとっても非生産的だと思う

からです。ですから何らかの措置を講じることが

必要です。私は批判のための批判をしたいとは思

いません。私たちに必要なのは解決策です。です

から質問にお答えする前に、「何をするべきか」

ということを考えてみたいと思います。

森先生が指摘されたように、アフガニスタン侵

攻は9.11がアメリカ国民に与えた恐怖に乗じて敢

行されたという面は確かにあると思います。しか

しイラクの場合は国民感情がそこまで高まってい

たとは思えません。アフガニスタンの場合は確か

にそうしたことがあったでしょう。イラクについ

てはフクヤマ先生がおっしゃったように、アメリ

カ政府にとっては、大量破壊兵器の発見をめぐっ

て法的な議論を進め、一つの目的を打ち出して世

論に訴えることが必要だったのです。ですからイ

ラクをアフガニスタンと同列に語ることはできま

せん。アフガニスタンの場合はそのような手順は

不要でした。同時多発テロの衝撃がとてつもなく

大きかったからです。9.11がアメリカ人の心に与
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えた衝撃を決して過小評価すべきではないと思い

ます。ですからアフガニスタンのケースについて

は理解できるのですが、イラクの場合はどうして

も懐疑的になってしまいます。

批判ばかりではなく、何ができるかについても

考えてみましょう。これはイスラーム国家でもそ

うですが、主にアメリカ人のムスリムについて言

えることです。ヨーロッパのムスリムや西洋のム

スリムに求められているのは、先ほども話に出た

非常に明確なディスコース、つまり自己批判です。

テロや暴力、罪のない人たちの命を奪うこと、こ

うしたことに対する明確なディスコースが必要だ

と思います。それと同時にイスラーム国家の過ち

についても明確なディスコースが必要だと思う

のです。イスラーム国家の実態を直視し、「イス

ラームの名の下で許せないことが行われている」

と発言できるようにならなければなりません。

アメリカでグアンタナモやアブグレイブのこと

を批判するだけでなく、囚人への拷問などはイス

ラーム国家でも行われているということを発言す

べきだと思うのです。これは裏切りではありませ

ん。これこそが一貫した態度というものです。こ

うしたディスコースが確立されていれば、表層的

で単純な反米感情に代わって共通の価値観をベー

スにした本当の理解が育まれるのだと思います。

私たちが共有する価値観について真剣に向き合い

たいと思うのであれば、こうした道は避けて通れ

ないでしょう。ときは満ちています。過去６、７

年の悲しむべき経験を経て、今欧米で新たなディ

スコースが生まれつつあります。これは自己批判

に重点を置き、従来の共通のディスコースに疑問

を投げかけるものです。これはとても大事なこと

だと思います。

時代は今、これまで主流を占めていたディス

コースから離れて、その真逆の行動を取ることを

私たちに要請しています。これはデモクラシー、

市民権など国内問題に関する主流なディスコース

すべてに関わることで、有意義なことだと思いま

す。だからこそアメリカ人ムスリムでさえ、北米

イスラーム協会（ISNA）や米イスラーム連絡会

議（CAIR）など、アメリカの全国的、地域的ム

スリム組織の上層部と議論したのだと思います。

こうした人たちもまた、自分たちの果たしてきた

役割を批判すべきではないでしょうか。これまで

にアメリカの政策に対して事後的に反応し、国際

問題ばかりに注目して国内問題にはあまりかか

わってこなかった、こうした姿勢を見直すべきと

きが来ています。今求められているのは、事後

的、消極的ディスコースではなく、先を見越した

積極的なディスコースなのです。内側から何かを

変えるにはこれしか方法はないと思います。これ

はすべてのヨーロッパ諸国についても言えること

です。

説明と正当化についてのご発言がありました。

これは難しい問題ですが、先生が考えておられる

ほど難しいことではないと思います。なぜならこ

の場合も、発言者が誰かということによって状況

が変わってくると思うからです。確かに政治の現

状を説明したり、概念を定義したりすることは必

要なことです。ですがそれはあくまでも政治の目

的です。毎回こうした説明をしようとするなら

ば、それは正当化していることになります。それ

が政治の目的であり、合理的なディスコースの目

的です。そうではなく、私たちが本当に必要とし

ているのは本当の意味での説明です。私たちは時

間をかけて現状を説明しなければなりません。し

かし説明を行って客観的にアプローチをしようと

すると、そこには「判断」という別のレベルの作

業が必要になります。ここでも一貫性が求められ

ます。一貫性をもってこの問題を扱わなければな

りません。先生のおっしゃることは正にその通り

です。都合の良いときにだけデモクラシーを持ち

出すという、ダブル・スタンダードの問題に対し

ては厳しく、断固とした態度で向き合わなければ

なりません。こう言うのは申し訳ないのですが、

先生のイラクに関するご発言はやはり石油の問
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題、民主化における戦略地政学的利益の問題を避

けているように思います。なぜ今なのでしょう

か。アメリカはこれまでずっとイランに敵対する

イラクを支援してきました。この独裁者を何年間

も支援してきたのです。そして今になって、彼は

悪い奴だと言う。なぜ今なのでしょうか。そこに

は一体どのような意味があるのでしょうか。では

サウジアラビアはどうなのですか。その他の国

は。一貫性が欠けています。なぜ今、この時期な

のでしょうか。

この問題には厳しい態度で臨まなければなりま

せん。真の民主化を進めるためにも。その一方で

手島先生はもう一つとても重要な問題を提起され

ました。同じことはもう一方の側にも言えるので

はないかということです。ムスリムの側にもダブ

ル・スタンダードの問題があるのではないだろう

か。たとえばパレスチナ人がナチズムという言葉

を口にした場合、これに対しては、いや、それは

受け入れられないと言うべきです。これは説明で

はなく行き過ぎた表現であり、許容できるもので

はありません。たとえばイスラエル批判の名の下

に、またはイスラエル批判の陰で反ユダヤ主義的

発言をする。これもあってはならないことです。

反ユダヤ主義というものは、その是非を議論する

のではなく、糾弾すべきものなのです。サウジア

ラビアではアメリカに対する批判もあるかもしれ

ません。しかしこれはイスラエルとはまた別の問

題です。

ここにもまた明白な枠組みがあると思います。

つまり客観的に物事を観察し、一貫性をもって判

断を下す。一貫性のある自己批判。これは両方の

側に求められるのだと思います。イスラームの現

在の思想には、自己批判的な視点が欠けていま

す。これは明らかなことです。

他者を責めること。これは被害者意識を助長す

ることであり、イスラーム国家に限らず欧米でも

そうした事例は多々あります。私たちは説明から

自己批判へ、さらに一貫性へと向かわなくてはな

りません。これはすべての人が学ぶべきことで

す。一貫性のある自己批判をするためには、謙虚

にならなければならないからです。現在のアメリ

カ政府にはこの謙虚さが欠けています。またイス

ラーム国家のディスコースの一部にも謙虚さが欠

けています。謙虚であるということは、自分が完

全ではないということを知ることです。自分自身

をも振り返らなければならないということです。

ですから説明から正当化への移行は、先生が

おっしゃるほど難しいことだとは思いません。大

切なことは、科学的、客観的アプローチを通して

問題やテーマに向き合うことです。そして道徳

的、倫理的評価については一貫性を持つこと。世

界中がこうした姿勢を持つべきだと思います。

「どうしてこんなに問題が多いのだろう」と言っ

たとします。ヨーロッパでこのような発言をすれ

ば、サウジアラビアに入国することはできませ

ん。しかし同じ理由で、アメリカに対して「あな

たのしていることは間違いだ」と言ったとして

も、やはり入国を拒否されるのです。「あなたが

私の宗教の名の下で行っていることは間違いだ」

と言ってムスリムを批判することが、両方の側に

対して一貫性を貫くことになりますが、そうする

とどちらの側にも敵を作ってしまいます。結局、

橋渡しが唯一の方法であり、これは誰もが担うべ

き役割だと思います。こうした対立の周辺にいる

国が解決に貢献するには、一貫した態度で評価を

行うことです。しかし政治の意味するところは、

皆さんご存知の通りです。利益よりも一貫性が優

先されるのが政治なのです。

【司会】　ありがとうございました。

次にフィンケルスタイン先生、それから会田さ

んの順にお願いいたします。

【フィンケルスタイン】　一つ問題提起をしたいの

ですが、どうか私の意図を正しくくみ取っていた

だきますようお願いいたします。私は先ほどの森
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先生のご発言に感銘を受けました。それは一つに

は日本的な心遣い、優しさを感じたためだと思い

ます。ここからしばらく、一アメリカ人として意

見を述べたいと思います。この場にはフクヤマ先

生以外にもアメリカ人の参加者が何名かおられま

すが、その方たちがアメリカに批判が集中してい

ることを不快に思っておられるかというと、私は

そうは思いません。アメリカの政策を批判するこ

とは有益なことであると思います。神のみぞ知る

ところですが、アメリカは他者の批判に容赦があ

りません。確か森先生はアメリカで暮らした経験

がおありとうかがっていますが、アメリカ滞在

中、第二次世界大戦中の酷い行いへの謝罪がない

として日本を非難する記事が数カ月毎にニュー

ヨーク・タイムズに掲載されていたことにお気づ

きになったでしょうか。韓国人従軍慰安婦の問題

は年に何度か必ず報じられますし、教科書問題、

つまり大戦中の日本軍の犯罪を教科書に記載して

いないという問題はそれ以上に頻繁に取り上げら

れています。ここで森先生にお聞きしたいのです

が、そうした報道の一方で、ベトナムに対するア

メリカ軍の行いを批判したニューヨーク・タイム

ズの記事を何本くらい目にされたでしょうか。取

るに足りない数を問題にしているのではありませ

ん。アメリカの政策のために、およそ300万のベ

トナム人が、そして100万のラオス人とカンボジ

ア人が犠牲になったと言われているのです。とこ

ろがアメリカの新聞を読むと分かりますが、ベト

ナムについての記事といえば、共和党の大統領候

補ジョン・マケイン上院議員など、ベトナムで酷

い目に遭ったアメリカ人を取り上げて、そうした

行いに対してベトナムはいつ謝罪するのか、と

いった論調のものばかりです。アメリカが長崎の

人たちに謝罪したという記事など、ほとんど見た

ことがないのではないですか？　広島について

は、あれは間違っていたと、そういう視点で議論

することができると思いますが、この場におられ

る皆さんがご存知の通り、長崎に対してはそれが

できません。長崎に対する謝罪記事をこれまでに

何本目にされましたか？　日本人はいつ謝罪する

のか、という記事ならいくらでもあります。１万

回謝罪してもそれは変わらないでしょう。こうし

た現状を考えると、アメリカに対して少々批判を

寄せることは健全なことだと私は思います。アメ

リカは、政府も国民も、罪の意識というものを

まったく持っていないからです。あの素晴らしい

クリントン政権時代、アメリカの制裁政策のため

におそらく50万、いや100万ものイラク人が命を

落としているのですが、この場でそのことに言及

された方は１人もおられません。今の戦争では、

これまでに150万のイラク人が犠牲になったと言

われています。犠牲者の数については様々な説が

あるのですが、150万というのは十分に信憑性の

ある数字です。こうした事態に対してアメリカが

謝罪したという話は聞いたことがありません。で

すからアメリカが日本の教科書問題や韓国人従軍

慰安婦問題をけしからんと言って批判するのであ

れば、アメリカの行いも当然批判されるべきでは

ないでしょうか。

次にラマダーン先生が提起されたダブル・スタ

ンダードの問題に少し触れたいと思います。ダブ

ル・スタンダードと言えば、国際法の適用におけ

るダブル・スタンダードということが本日の議論

の中で十分に検討されていないように思います。

昨日はアメリカのデモクラシーやリベラル・デモ

クラシーの素晴らしさが絶賛されていましたが。

どのようなデモクラシーであってもその基盤とな

るのは法の支配であり、その点に異論のある人は

いないでしょう。一方でどれだけ未完成で、どれ

だけベーシックであっても、国際法というものも

存在します。この国際法に従うと、戦争の正当性

を判断する際に動機は無関係だということになり

ます。ナチスは、ユダヤ人の国際的な陰謀がドイ

ツを滅ぼそうとしていると本気で信じていまし

た。彼らは国を守るために戦っていると信じてい

たのです。ですがナチスが何を信じていようと、
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そんなことはどうでもよいことではないでしょう

か。国際法によると、国連憲章第51条の下で、

武力攻撃を受けた国家には軍事力を行使すること

が認められています。一方で武力攻撃を認可する

権限を持つ世界で唯一の機関として国連安全保障

理事会が存在していますが、理事会はイラク攻撃

を認可しませんでした。これに対し、一部の国際

法の専門家たちは、夜を昼だ、悪を善だと言いつ

くろい、新たな国連決議は不要だと主張していま

す。しかし真実を知りたいと思っていた人たちは

だれもが、新たな決議が必要であることを知って

いました。コフィ・アナン事務総長はこれまでア

メリカの言うことなら手放しで賛成してきました

が、イラク戦争勃発後には非常に明確な声明を

出しました。「この戦争は違法か」との問いに対

し、アナン事務総長は、違法であると断言したの

です。国際法に照らし合わせると、そこに明確な

意味を見て取ることができます。この戦争は侵略

戦争と呼ぶべきものです。アメリカのロバート・

ジャクソン判事はニュルンベルク裁判で、侵略戦

争はすべての犯罪のうちで最も重大な犯罪だと断

じました。その意味で、アメリカの動機について

話し合うことは、少し本筋から離れることだと思

います。戦争の合法性を検討する場合は、ヒト

ラーの動機が無関係であったのと同じように、ア

メリカの動機も無関係だと思うからです。問題

は、国際法が遵守されなかったのか、もしそうな

のなら、それがどのような結果を招いたのかとい

うことです。侵略戦争は国際法の下で最も重大な

犯罪だとされています。私たちが本気でデモクラ

シーや法の支配について話し合うのであれば、他

国に適用するのと同じ「法の支配」のスタンダー

ドをアメリカにも適用すべきです。イラクがク

ウェートに侵攻したとき、世論は即座に国際法違

反であるとしてサダム・フセインを批判しまし

た。それなのに、なぜアメリカにも同じことをし

ないのでしょうか。はっきり申し上げて、アメリ

カ国民は半分正気を失っているように私の目には

映ります。そうした国民の動機ばかりを取り上げ

るのはなぜなのか、私には皆目見当もつきません。

【司会】　ありがとうございました。

では、続きまして会田さん、お願いいたします。

【会田】　二つの問題を提起したいと思います。一

つは、情報というか、「インテリジェンスの集中」

と「共有の可能性」ということと、もう一つは議

論、言説をだれが生み出していくかという問題、

これはこれまで磯前先生や内藤先生からも若干そ

の点の指摘があったと思います。

最初のそのインテリジェンスについて、つまり

これまでのイラク戦争開戦の議論―僕は当時アメ

リカにいました―確かに開戦に至る理由は、石油

の問題を含めて多岐にわたる理由があったと思い

ますが、やはり当時のブッシュ政権として、それ

を国民の前に提示していくときに、彼らが信じて

おり、またそうであるべしと思った三つの理由を

出したのだと思います。それはまさにイラクが核

兵器を持つ可能性、イラクがテロリスト、即ちア

ル・カーイダとつながっている可能性、それか

ら、民主主義を広めたい。「民主主義」というの

は必ずしもいわゆるデモクラシーそのものでなく

て、アメリカに親和的な中東をつくりたいという

アメリカにコンパティブルなというか、そういう

レジームを中東につくりたい。そういう三つの理

由でもってアメリカの安全を確保したいというこ

とを国民に提示したのだと思います。

それで、彼らはなぜそれを提示できたかという

と、ハンス・ブリックスが何を言おうと、国連に

は実際に情報を収集する能力が欠けています。彼

らはオン・ザ・グラウンドで査察官たちが歩いて

みることはできても、イラクの軍の内部で何が起

きているかということを知り得るべき能力はな

い。それはイギリスやアメリカやフランス、ある

いはドイツ、場合によっては日本も入るかもしれ

ませんが、ナショナル・テクニカル・ミーンズ、
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つまり衛星など情報収集機能を持つさまざまな大

国に頼る。そのときに最も大きな情報収集力を

持っているのはアメリカです。つまりアメリカが

彼らの情報収集能力に基づいて何かを言ったとき

に、それに対抗すべき力を国連も持たない、ある

いはもちろん日本など全く持たない。確かにパウ

エルは後になって、私はやはりあのときは違うと

言いたかったと述べています。でも彼にとってみ

ても、そのとき彼が大事をとって考えるとした

ら、やはりその場合には今ある情報の中で、イラ

クが核兵器を持つ可能性があると考えた方がいい

という議論に参加せざるを得なかった。それを彼

は後悔しているわけです。そういう状況が当時

あって、それはアメリカにしか持てないさまざま

な情報、特に NSA（国家安全保障局）が集める、

無線通信をはじめとしてさまざまな人々の間で交

わされている情報ですね、それはどこの国も持た

ない。ヨーロッパでもエシュロンの問題が議論に

なりましたが、アメリカを中心とした情報収集能

力、その情報をどう解釈するか。アメリカ政府が

占有してしまえばアメリカのリーダーたちがそれ

をどう解釈するかを決めていく。彼らが間違いを

犯した、それも事実です。だから、後になってど

う間違えたかということも検証していって、それ

をまた世界に見せている。そういうことをできる

のはアメリカしかないわけです。

そういう情報を共有して、インテリジェンスを

共有して、われわれは議論に加われるのか、加わ

れないのか。そこに非常に大きな問題が一つあ

り、開戦に至るところでもあったと思います。や

はりそれは時の政権の判断であり、時の政権の

キャラクターというか、性格であり、政治的な思

想であり、その中で開戦が決まっていった。アメ

リカがインテリジェンスを独占している状況をど

のようにすぐ変えることができるのか、できない

のか。あるいは世界が情報というものをどのよう

に取り扱えるのか。その難しさを考えていかない

と、アメリカの例えば今回のイラク戦争につい

て、最も重要な核になる開戦に至る経緯に対する

正確な批判はできないのではないかという気がし

ます。そのときにそのインテリジェンスの問題、

世界の半分の軍事予算を持ち、それ以上にインテ

リジェンスにおいては極めて高い能力を持ってい

るアメリカと、われわれはどう議論をしていくの

かということが一つあると思います。

二番目に、議論や言説をどうやって生み出して

していくか。現在の議論はいわゆる西側のターミ

ノロジーに基づいてさまざまな根本的なフィロソ

フィカルな議論が行われています。多分それを一

つの所与の状態として認めて議論をしていかない

と話は混乱してしまうと思うのですが、それにし

てもさらにラマダーンさんが、例えばアブグレイ

ブで起きたことは何なのか、あるいはさらにグア

ンタナモで起きていることは何なのか、それはア

メリカの民主主義がおかしいことを示しているの

ではないのか、という議論をするときも、これら

の議論をつくり出しているのはアメリカのメディ

アなのです。彼らがそういう情報を暴き出して世

界に伝えている。アメリカを批判するその議論の

素地もアメリカのメディアがつくってくる。つま

り世界の多くのアメリカ批判の議論も、アメリカ

から出てくる言説の中で行われている。この指摘

は何回かありましたが、アメリカ批判の言説をつ

くっていくときにわれわれ自身がどういうふうに

参加できるのか。その辺が現実的な問題なのだろ

うと僕は思います。つまりアメリカから出てきて

いるそういう情報を基礎として、われわれのイデ

オロギーを入れて批判していくことしかできない

のか。つまりわれわれの手段というのは、イデオ

ロギーみたいなものしかなくて、それを活用して

いく、それを適用していく技術というのは、実は

アメリカから提供されている、あるいはアメリカ

のメディア、アメリカの人々から提供されてい

く。あるいは今、フィンケルスタイン先生が言っ

たように、議論そのものもアメリカ人が提供して

いく。そういう状況の中にどれだけわれわれが
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入っていくか。これは現状ではそういうことしか

形としてないのではないかという気がするのです

が、その問題をどう考えていくか。そこがアメリ

カの政策問題、あるいはアメリカを議論していく

ときの重要な基礎なのではないかという気がしま

す。以上二点です。

【司会】　では、ラマダーン先生、お願いいたします。

【ラマダーン】　二つ、別々なご意見がありました

が、その内容は関連していると思います。戦争の

正当性の有無を判断する場合に動機は関係ないと

いうご意見には私も賛同します。動機は重要な問

題ではありません。重要なことは言うまでもな

く、国際法を遵守しなければならないということ

であり、フィンケルスタイン先生のご指摘はもっ

ともなことだと思います。私たちは当初から、こ

の戦争は違法であると叫び続けてきました。アメ

リカ政府は、自らの目的のためにあるときには国

際法を利用し、あるときはそれを無視してきまし

た。国際法に頼らないことすらあったのです。こ

れは議論すべき問題であり、私もこの意見を全面

的に支持します。開戦当初からこれが違法な戦争

であることは分かっていました。いや違法である

というだけでなく、大きな間違いでもあったと思

います。

しかし、だからといって動機について議論する

べきではないということではありません。なぜな

らこの戦争の背後にあるものを理解し、それに賛

同できるかどうかを見きわめることは、とても大

切だからです。ですから二つの意見がありました

が、これらは互いに関連し合うものであり、私は

そのどちらにも全面的に賛成します。

私が国際法に注目するのは、問題になるのは今

回のケースだけではないからです。イスラエル・

パレスチナ紛争も国際法のダブル・スタンダード

が適用された事例です。イスラエルはこれまでに

も国際法を遵守せず、国連決議さえまったく顧み

ないということを頻繁に繰り返してきているの

です。

では私たちは何をするべきでしょうか。注目す

べき点は、アメリカが安全保障に関するインテリ

ジェンス、情報を収集しているということです。

これは事実です。安全保障政策が必要だというこ

とは理解できますし、私が問題にしたいのはその

ことではありません。問題になるのは、そうした

情報の使い方です。ここにも様々なレベルがあり

ます。たとえばアメリカなど欧米諸国の内側から

ということになると、大きな危険が伴うと思いま

す。安全保障の名目で私たちの自由や市民権が制

限されるというのはとても危険なことですが、現

に今これが現実のものとなっています。

どういうことかというと、私がアメリカに入国

しようとすると、別室に呼ばれてそこで何時間も

待たされるわけです。そうして安全保障の名目で

一部の権利を剥奪され、個人情報がすべて知れ

渡ってしまう。これはムスリムにとってだけでな

く、欧米諸国にとっても危険なことです。ですか

ら安全保障政策の必要性は理解できますが、行き

過ぎた行為や、他の目的のために個人情報が使わ

れることには、市民である私たちが一丸となって

抵抗しなければなりません。こうしたことがアメ

リカで始まっているのです。

私が暮らしている英国では、CCTVの監視カメ

ラによって、１日30回から100回、画像を撮影さ

れます。こうしたことが起きるのです。確かに安

全保障は大切なことですが、こうした政策が一体

どこに向かうのか、自分のプライバシーをどのよ

うにして守ることができるのか、私たちは自ら問

うべきでしょう。これは市民レベルでの話です

が、国際的な安全保障や、国内政策、あるいは大

陸としての政策の問題にも関わってくるものです。

私たちも市民としてこの問題に向き合うべきで

す。デモクラシーと権利を擁護し、その推進に努

める者として、私たちもこの議論に参加しなけれ

ばなりません。ここでも私は、客観的に現実を検
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証するが、情報の使用には一貫性を保つべきだと

いう立場を堅持します。私たちはこうした批判的

なディスコースを生み出すべきです。これは、自

分たちの把握している事実を公表せず、特定の理

由や意図をもってこうした情報、こうしたインテ

リジェンスを利用しているアメリカのやり方に対

する批判的なディスコースでもあります。これは

今後も変わらないでしょうし、誰もが既に知って

いることです。

私たちにとってこうしたインテリジェンスを使

う上で大切なことは、様々なレベルで、ある価値

観を守ることではないでしょうか。それ以上私た

ちに何ができるというのでしょう。しかし民主主

義社会には、こうした情報の使われ方を批判する

ディスコースというものが必要であると私は切に

思いますし、こうしたディスコースがヨーロッパ

やアメリカなど様々な国から提供されるべきだと

思います。

アメリカでもこうしたディスコースが生まれ、

情報の使われ方が間違っているという認識が高

まっているわけで、そうした傾向はヨーロッパで

も、また世界全体でも見られます。ですから世界

のどこにいようと、こうした事態を批判するディ

スコースを生み出すことはできると思うのです。

私はそう考えています。

そのためには、価値観の衝突、文明の衝突など

といっている段階ではありません。私たちに求め

られているのは、一貫した価値観、すなわち人間

の尊厳、プライバシー、人に対する尊重など、普

遍的な共通のメッセージです。繰り返しますが、

二極化を煽っている一部の政治家や思想家にとっ

て、こうしたディスコースは最も危険なもので

す。なぜならこのディスコースは当初から二極化

を否定しているからです。人間の尊厳に二極化は

ありません。プライバシーや自由を守ることと二

極化は無関係です。以上の理由で、私たちが力を

合わせることが必要だと思います。

【司会】　ありがとうございました。

これからの時間はパレスチナ問題も含めまして

自由にご質問、コメントをいただきたいと思いま

す。では、吉村先生、お願いいたします。

【吉村】　先ほど発言しようと思っていたときに、

フィンケルスタイン先生が広島を例に出されたの

で、私の方で特に付け加えることがなくなってし

まったというところがあります。

私が申し上げたかったのは「自己批判」という

問題です。例えばアラブ、ムスリムの側でどれほ

ど自己批判していっても、果たしてアメリカに

「自己批判」する能力があるのか。

先ほどフィンケルスタイン先生が言われたよう

な広島を例に、あるいは歴史的に見れば例えば先

住民の虐殺ということについて、アメリカの建国

までさかのぼって見ても、アメリカはこれまでど

れだけ自己批判をしてきたのかということが問わ

れなければならないということです。

一つ付け加えたいのは、9.11というのは、例え

ばアル・カーイダが犯行組織であるとしても、そ

れは別にアラブ・ムスリムを代表したり、あるい

はイスラームを代表して彼らが行った犯行ではな

い。ところが、イラク戦争、あるいはアフガニス

タン戦争の場合には、アメリカ政府がそれを行っ

た。その区別をしっかりつけておかなければなら

ないだろうと思うわけです。それが先ほど私が言

いたかったことです。

これに加えて、パレスチナ問題も含めてという

ことでしたが、例えばイランの核開発問題、これ

についてもやはり「ダブルスタンダード」である

わけです。これはご存じのように、ドイツのかつ

ての首相であった人が言ったように、アルコール

中毒患者が「アルコールを飲むな」と他の人に

言っているに等しいのです。こういった点を孕む

NPTの体制の中で、やはりこの問題も含めて私

たちは議論していかなければ、なかなか中東にか

かわるイランから提起された核開発の問題につい
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ても、その複雑さというのがよく分からないとこ

ろがあるということです。ですから、特に質問と

いうことではありません。

【司会】　ありがとうございました。

それでは、四戸先生、田原さん、それから森先

生も手が挙がりましたので、四戸先生、田原さ

ん、森先生の順番でお願いします。

【四戸】　ラマダーン先生、どうもありがとうござ

いました。

私は三つ訊きたいのですが、まず言葉の使い方

という問題、それを受けて、それに対するラマ

ダーン先生の立場、最後に、ラマダーン先生は

ヨーロピアンのシチズンムスリムとしてどのよう

な政治経済制度を考えるか、それから社会風俗を

想定するかという、頭の中でラマダーン先生が描

くヨーロピアンシチズンとしての理想的なイス

ラームについてのコメントがあれば訊きたいと思

います。

まず言葉の使い方なのですが、ダブルスタン

ダードという使い方を、ラマダーン先生が米国が

当初フセイン支持をしていたのに90年の湾岸戦

争を契機には支持しなくなったという点をダブル

スタンダードに加えたのですが、一方、パレスチ

ナ問題のダブルスタンダードは誰もが言っている

ことです。さてダブルスタンダードの使い方なの

ですが、それ以前はイギリスのバルフォア宣言が

二枚舌という使い方で、ダブルスタンダードの古

い表現は二枚舌ということになると思います。

そうするとダブルスタンダードを使いだせば、

逆に非イスラーム世界からは、例えばジハードと

いう用語の使い方が非常にダブルスタンダードで

あると。つまりジハードを戦争という意味に使う

のですが、どうしてあのように攻撃するのだとの

9.11テロ事件非難に適用すると、当初、それはジ

ハードだと抗弁し、その後、それに攻撃に対する

非難が強くなるとイスラーム教徒側は、ジハード

というのはそういう意味ではなくて、自分に打ち

勝って信仰の道を進むのだと抗弁し、そういうジ

ハードの意味があるのだとして、いつの間にか戦

争というジハードの意味を宗教実践での克己心の

意味にすり替えて議論がなくなるケースが圧倒的

に多いわけです。ですから、非イスラーム世界と

イスラーム世界のジハードの論議になると、9.11

の攻撃のジハードを非イスラーム世界が攻撃する

と、今度はイスラーム世界の人は、ジハードとい

うのはそういう意味ではなくて、本当に信仰生活

で自分に打ち勝って神の道を進むのだと言いま

す。これもやはり用語の意味の状況の応じての使

い分けでダブルスタンダードだと思うのです。で

すから、ダブルスタンダード論議をやってどのよ

うな意義があるのか。それから、もう一つ、アラ

ブ側から例えばこのダブルスタンダード非難では

なくて、もう一つのスタンダードを入れて、アラ

ブ寄りになってくれというメッセージを送る方が

より現実的だと私は思うのです。

そこで２番目に、ダブルスタンダードについて

はそれで終わりますが、例えばラマダーン先生

は、今、イスラームの側が行っているパレスチナ

の自爆テロ、イラクのシーア派とスンナ派の対

立、イランの核武装、これら三つについてどのよ

うな立場をお持ちかというのをお訊ねしたい。

最後には、最初に言いましたヨーロピアンのム

スリムシチズンとしてどのような理想的な政治経

済制度を思い描くか。あるいはヒジャーブを入れ

た風俗、生活習慣がどのようにあるべきかとい

う、それについてお訊きしたいと思います。

【司会】　では、田原さん、お願いいたします。

【田原】　今日はいいお話をありがとうございまし

た。アメリカの二重基準やディスコースがずっと

アラブ世界、あるいはイスラーム世界のフラスト

レーションを高めているということは、私も現地

に行く機会が多いのでそうだと思います。同時に



103第３セッション ■

コメント・ディスカッション

アラブのメディアを見ている限り、これも非常に

古くて新しい課題ではあるのですが、その大衆の

フラストレーションをより膨らませている大きな

要因として、結局アラブ、イスラーム世界の中に

自浄能力というか、自分たちで問題を解決する能

力の弱さがあると以前から指摘されていると思

います。特に91年の湾岸戦争のころはムハンマ

ド・ヘイカルなども、多国籍軍側にアラブの幾つ

かの国が参画してアラブ世界が二分されてという

点で随分発言していたのを当時記憶しています。

結局、今回のイラク戦争においては、アラブ諸国

に具体的に軍事的介入というか、何らかの形で携

わるということはないけれども、現在のイラクの

非常に危機的な状況の中で自ら手を入れるという

か、携わるという意思はない。あるいはガザでの

６月の悲劇、ハマースとファタハの未曾有の殺し

合いについても、翌月の７月にエルサレムでエジ

プトとヨルダンの外務大臣が行ったことは、むし

ろ何か解決の枠組みがちょっと違うのではないか

と私には見えるのです。いずれにしても、そのよ

うなことは前からアラブの新聞などでは指摘され

てきているのですが、先生個人として、アラブ、

イスラーム世界の中で自らの問題解決の能力、あ

るいは機能を構築していくという課題について、

楽観的でしょうか、悲観的でしょうか。どちらに

しても、その最大の理由は何なのでしょうか。

【司会】　では、森先生、お願いします。

【森】　私はラマダーン先生にではなくて、先ほど

の吉村先生の発言について少しコメントしたいと

思います。アメリカは自己批判できない国だと断

定されたわけですが、確かにそういう部分はある

と思います。例えば広島の例を挙げます。私自身

1946年に広島で生まれたのでこの問題は人ごと

ではありません。それに対してアメリカが自己批

判していないということについては強い憤りを覚

えます。しかし、事実を幾つか考えてみると、例

えば第２次世界大戦中の日系人収容所に対する謝

罪、そして、具体的な生存者に対して一人２万ド

ルの国家としての賠償、これを行ったのもアメリ

カです。それから、アフリカ系アメリカ人に対す

る差別と戦ったマーティン・ルーサー・キング・

ジュニアの誕生日をナショナル・ホリデーにし

たのもアメリカです。ホリデーというのはホー

リー・デーですから、アメリカにとって神聖な日

としてキングの誕生日を認定するということ。こ

れも自己批判であり謝罪であると思います。

今、私が挙げた二つの謝罪、自己批判、どちら

もレーガン大統領によって行われた。どちらもあ

の保守的なレーガン大統領の下で行われたという

ことを考えてみると、もちろん完璧な国というの

はないのだけれども、アメリカをただ一方的に自

己批判できない国であると認定するのは間違って

いると思います。

【司会】　ありがとうございました。

では、ラマダーン先生、お願いいたします。

【ラマダーン】　まず一点確認しておきたいのです

が、四戸先生が質問をされるのは初めてだと思う

のですが、その前にどなたかがこの件について質

問されましたか。ああ、あれはコメントでした

ね。9.11と核計画についての先ほどの発言は質問

というよりもコメントに近いものでした。

言葉の使い方とディスコースについてのご質問

ですが、最初にはっきりさせておきたいのは、私

がディスコースとダブル・スタンダードを区別し

ているということです。ディスコースというのは

アメリカ流のレトリックであって、ダブル・スタ

ンダードとは別物です。言葉の使い方の問題では

ありません。ですからおっしゃることがよく理解

できないのですが、先生のおっしゃることがダブ

ル・スタンダードであるとは思いません。たとえ

ばジハードという概念についても、色々なとらえ

方があります。これはダブル・スタンダードとは
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言いません。あくまでも言葉、概念に対する解釈

の違いであって、ダブル・スタンダードとは無関

係です。

批判をするのであれば、この点を踏まえた上で

そうしていただきたいと思います。まずジハード

とは聖戦という意味ではありません。これは見当

違いの翻訳です。ジハードと聖戦は無関係です。

虐げられた者が反撃に出ることができる、という

意味に取られることがときどきありますが、その

解釈は間違いです。

私たちが人の話に耳を傾けないということが一

部の人の間で言われていますが、私はそれは違う

と思います。たとえば私は、アイマン・アル・ザ

ワーヒリーの発言にはまったく賛同できません。

しかし彼の言うことには筋が通っています。私た

ちは、ザワーヒリーの意見には賛成できない、そ

の考えは結論としてまったく間違っていると言う

ことはできますが、彼の言っていることにも一応

筋は通っているのです。

ザワーヒリーとその父親は60年代には同胞団

と近い関係にありました。その後彼は同胞団を去

り、「現政府との交渉に合意したお前たちは裏切

り者だ、我々は政府を倒さなくてはならない」と

いう主張を展開し始めます。彼は当時「エジプト

政府に反旗を翻さなくてはならない。政府を攻撃

し、転覆させなくてはならない」と主張していま

した。つまり彼が目指していたのは国内の紛争で

あり、国内のジハードでした。彼は何と言ってい

たか。我々は独裁者によって虐げられている。だ

から独裁者に抵抗しなければならない。独裁者が

政権を去らないのであれば、殺すしかない。こう

したことを言ったわけです。そして何が起こった

かというと、81年のサダト暗殺です。サダト以

外の指導者が必要だったと、彼らはそう結論しま

した。そして結果的に、サダトよりもなお悪い指

導者を迎えることになったのです。ムバラクです。

この紛争には問題があります。こうした国内の

紛争、国内のジハードを続けていれば、いずれ問

題を見失ってしまうことになります。なぜならこ

ういうことをしていると最後には独裁者を支持す

る人たちを標的にしなければならないからです。

実際にサダトやムバラクの陰にはアメリカの存在

がありました。アメリカがこれら独裁者を支持し

て権力を維持させていたのです。つまり現状を変

えようと思えば、こうした陰の支持者を標的にし

なければならなくなります。

厳密な政治的解釈では、こうした考え方にも理

屈はあります。それは確かです。この考えが間

違っているのは、こうしたやり方は政治向きでは

ないからで、二つの間違いを指摘することができ

ます。一つ目はジハードという言葉自体の定義と

いうか、解釈です。なおジハードとはスーフィー

の伝統から生まれた精神的な戦いであるとされて

いますが、これは精神的な意味合いだけを持つの

ではなく、その背景には不正や抑圧に対する抵抗

という大変古いイスラームの伝統があります。

ここで問題になるのは、誰がどのような方法を

用いて抑圧に抵抗するのかということです。罪も

ない人たちを殺すことが許されるでしょうか。た

とえば「我々は欧米の抑圧と戦っているのだか

ら、欧米人ならかたっぱしから殺してもよい」と

いう考えは正しいでしょうか？　もちろんそんな

ことが認められるわけはありません。つまりこれ

はダブル・スタンダードではなく定義の問題なの

であり、解釈と政治的立場の問題なのです。ダブ

ル・スタンダードについて、私はそういうことを

言いたかったのではありません。私の考えるダブ

ル・スタンダードとは、ある状況の評価に用いた

価値観を、別の状況を評価するときにはまったく

顧みないということです。これがダブル・スタン

ダードです。たとえば自分たちにはデモクラシー

が必要だと言っておきながら、あなたの国にデモ

クラシーが必要かどうかはその結果を見てみなけ

れば分からないという態度を取る。こうしたこと

です。たとえば私はアルジェリアのイスラーム救

国戦線を激しく批判し、そのことを公言していま



105第３セッション ■

コメント・ディスカッション

した。ところが彼らが選挙に勝つと、私の元に

は「あなたは間違っている。今こそ国民を変えな

くてはならない」と言う声が寄せられました。そ

の後私たちは悪夢のような経験をしたのですが、

それはさておき、パレスチナでも、自分の立場が

どのようなものであれ、私たちは現実を見なけれ

ばなりませんし、そのことは誰にも否定できませ

ん。ですから自分の価値観を貫いて現実に対応す

るべきなのです。私の考えるダブル・スタンダー

ドとはこのようなことです。定義ではありません。

ジハードにも色々な解釈があるとおっしゃいま

した。確かにその通りです。この問題はダブル・

スタンダードの問題とは別に論じるべきだと思い

ます。ヨーロッパ人としての私の立場とジハード

の問題、これは本日のテーマではありませんが、

私がこれまでずっと言い続けてきたことがありま

す。私たちは市民であり、社会の一員です。イス

ラーム理解をはっきりと示したディスコース、私

たちが支持する価値観や政策の一貫性をはっきり

と示したディスコースを広めることが私たちに求

められています。欧米のムスリムは今日、この議

論の中でとてつもなく重要な役割を担っていると

思います。以上が私の見解です。この点について

はさらに踏み込んだ議論もできるのですが、この

場ではあまり関係ないと思います。

イランの核開発についてですが、それが民生利

用であれ軍事利用であれ、基本的に私は核開発に

は反対の立場です。相手がイランであれその他の

国であれ、これが私の基本的な倫理感であり、倫

理的立場です。たとえ民生利用であっても、私は

核計画には反対です。

イランの核開発は軍事ではなく民生目的だと言

われています。彼らの意図はそこにあると。これ

に対して私は、核兵器に反対するのであれば、す

べての国に反対するべきだと思います。それが一

貫的な態度というものです。原子力発電など、核

の民生利用が本当に必要なのであれば、こうした

プロジェクトを推進することは正当なことだと思

います。しかし他国に核兵器を所有させないため

に軍事力を使い続けるというのは、まったくもっ

て不公平です。この点についてのアメリカの言い

分は公平ではありません。実に不公平です。繰り

返しになりますが、私自身は基本的に核には反対

の立場を取っています。

核の軍事利用は一切認めるべきではありませ

ん。一方核の使用を民生分野に限るというのであ

れば、これは認めなくてはならないでしょう。た

だし認めるのであればどの国にも認めるべきで

す。この点についてははっきりしています。これ

が私の見解であり、これでご質問にお答えしたこ

とになるかと思います。

フラストレーションというご発言がありました

が、この点については当面の間、イスラーム世

界、あるいはアラブ世界が共通の解決策を見つけ

たり、自己批判をしたりすることはなさそうで

す。なぜかといえば、彼らは欧米を批判していま

すが、欧米との絆を先に断ったのは実はイスラー

ム世界の方だからです。イスラーム世界は大きく

混乱しています。アラブ連盟には何の力もありま

せん。何の権威もまともな政策も一切なく、ばら

ばらに分裂しています。その発言にもまったく一

貫性が見られません。

スタンダードについて何の信頼性も正当性も持

たない政府に対し、何を期待できるでしょう。正

当性もない、デモクラシーもない、選挙もない。

ある国では国民の96％が政府に満足していると

いいます。指導者は民主的な選挙で選ばれ、終身

権力の座に就きます。そして権力はその息子に引

き継がれてゆきます。こうした事態はあまり良い

ことだとは思えませんし、私もこうした制度には

反対です。一方市民社会に目を転じると、知識人

や政治家から何らかの動きが起こって、市民社会

が意識を改革するのではないかという期待を持つ

ことができます。私たちはこれまでのようにただ

批判を続けるだけではいけません。何かを起こさ

なくてはなりません。暴力ではない何かを。大規
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模な市民運動を通して「私たちはこれを認めない」

ということを訴えるべきだと思います。これこそ

が未来のあるべき姿です。ですから私たちは、批

判せよと訴えることによって、自分の立場からこ

うした運動に向けた機運を高めることができると

思うのです。そうしなければならないと思います。

しかし現実には私たちはこうした動きからとて

も遠いところにいると思います。このままではい

けない、この表面的な反米主義は感情的な政策だ

という認識を高めるためには、これしか方法がな

いのですが。アラブ世界の政治は感情に支配され

ています。合理的でも批判的でもなく、また取り

組むべき課題に対する深い理解にも欠けています。

【司会】　ありがとうございました。時間になりま

したので、第３セッションはこれで終わりにした

いと思います。みなさんどうもありがとうござい

ました。
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アメリカのユダヤ人とイスラエルがつい最近ま

で蜜月の関係にあったことは、今やほぼ忘れ去ら

れている。第二次世界大戦後の混乱期、アメリカ

では、ユダヤ人の同化を阻んでいた障壁があっけ

なく崩れ落ちた。眼前に富と名声への道が開かれ

る中、アメリカのユダヤ人エリートたちは、ユダ

ヤ人の代弁者を標榜するだけでなく、彼らに一番

の忠誠を求める国家の誕生に警戒感を抱いてい

た1。イスラエルの初代首相ベン・グリオンは、

「たとえ自分が忠誠を誓った国の政府がそれを望

んでいなくとも（略）条件や状況のいかんを問わ

ずイスラエル国家を支援すること」が国外に暮

らすシオニストの義務であるという、思慮に欠

けた宣言を行った。イスラエルの誕生は、「二重

忠誠」2という古くからある幻想に、具体的な制度

的根拠を与えてしまったのだ。イスラエルのモ

シェ・シャレット外相によると、アメリカのユダ

ヤ人エリートたちは、イスラエル建国後「絶えざ

る不安」に苛まれていたという。彼らがとくに恐

れていたのは、冷戦下におけるイスラエルの外交

政策の行方であった（イスラエルの政権党、マパ

イ党は公然と社会主義を名乗り、野党第一党のマ

パム党も親ソ路線を打ち出していた）3。

こうした緊張をはらんだ政治状況を考えると、

アメリカのユダヤ人たちが、日々の生活の中でイ

スラエルという国家の存在を意識の片隅に追い

やっていたことは、特段に驚くことではないだろ

う。チャリティーの対象として語られる場合を除

き、イスラエルが彼らの視界に入ることはほとん

どなかったのである4。1957年に行われたある信

頼すべき調査の中で、社会学者のネイサン・グ

レーザーは、イスラエルが「アメリカのユダヤ人

の内面的生活に及ぼす影響は、実に取るに足りな

いものであった」と報告している5。また1967年

４月、イスラエルの有力紙『ハーレッツ』に対し

てエリ・ヴィーゼルは次のように語っている。

「ユダヤ人青年の中にもまだユダヤ性を感じ取る

ことはできる。しかしユダヤ性を発露させている

ものはイスラエルではない。それはロシアのユダ

ヤ人問題であり、ホロコーストをめぐる問題で

あって、決してイスラエルではないのだ」6。政治

問題に対しても、アメリカのユダヤ系知識人たち

は、イスラエルの命運に対して極めて無関心な態

度をとり続けた。1960年代には、ニューヨーク

に暮らすリベラル左派のユダヤ系知識人を対象

に、その社会的環境についての詳しい調査が行わ

れたことがあったが、そこにもイスラエルにつ

いての言及はほとんど見られない7。小説家ソー

ル・ベロウの新作『ハーツォグ』では「主人公の

ユダヤ人が、300ページに渡って世界各地の精神

的、社会的、政治的問題についてしゃべり続けて

いるというのに、その中にイスラエルの名は１度

たりとも出てこない」。1967年２月には、あるイ

スラエル人外交官がレヴィ・エシュコル首相にこ

う報告して、イスラエルに対するアメリカのユダ

ヤ人の無関心振りを嘆いている8。

アメリカのシオニスト系雑誌『ミッドストリー

ム』に記事を連載していたノーマン・ポドレツ

は1957年に次のようなコラムを書いている。先

般、イスラエルが「エジプトに侵攻して」からと
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『イスラエル・ロビーとアメリカの外交政策』を批判する
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いうもの、イスラエルに対するアメリカのユダヤ

人の支持は「決して絶対的なものとは言えなく

なった」。とくにアメリカのユダヤ系知識人たち

はシナイ作戦に批判的であり、「シオニズムに対

しては、単に無関心だというだけでなく、ともす

れば敵対的な感情を持つ者さえいる」。ポドレツ

は続いてこうした無関心の背景にある理由につい

て持論を展開した上で（その理由については本稿

の中でも後ほど検討したい）、最後に、アメリカ

のユダヤ系知識人はイスラエルを受け入れなけれ

ばならない、なぜなら「人として非常に重要な意

味において、彼ら自身がイスラエルの運命に関与

していたのだから」と結論している9。

ポドレツがアメリカのユダヤ人組織の機関誌

『コメンタリー』（発行元は在米ユダヤ人委員会）

の編集長に就任したとき、こうしたイスラエル寄

りの姿勢を公然と打ち出した論調が誌面を埋める

のではないかと予想する向きもあった。しかしそ

うはならなかった。ポドレツの就任１期目（1960

年２月-12月）に同誌は99本の記事を特集した

が、そのうちイスラエル（またはシオニズム）を

何らかの形で話題にしたものはわずか２本にすぎ

なかった10。また第三次中東戦争勃発までの６カ

月間（1967年１月-６月）に特集された57本の記

事のうち、イスラエル（またはシオニズム）をテー

マにしたものはやはり２本にとどまっている。ポ

ドレツが編集長の職にあった第三次中東戦争開戦

までの期間11に同誌に掲載されたイスラエル関係

の記事といえば、三面記事（「イスラエル３都」、

「マサダ遺跡の発掘」）、歴史記事（「キリスト教

シオニズムとバルフォア宣言」、「A・D・ゴード

ンの遺産」）、文化記事（「イスラエルの詩歌」、

「イスラエルの芸術を考える」）、旅行記事（「Bnai 

Brakの結婚式」、「エルサレムで新年を」）など、

当たり障りのない内容のものがほとんどであり、

政局を論じた記事は数えるほどしかなかった。し

かもその数少ない記事でさえ、イスラエル支持を

全面的に訴えていたわけではない12。この６年半

の間、イスラエル関係の記事が同誌の巻頭を飾っ

たことは５回しかなく、この間ポドレツ自ら「私

にとっての―そして私たちにとっての黒人問題」

や「ハンナ・アレントのアイヒマン論」などの素

晴らしい記事を残しているにもかかわらず、本人

がイスラエルに関する記事を執筆することはつい

ぞなかった。それどころか第三次中東戦争直前に

出版されたポドレツの有名な回顧録Making Itの

中でさえ、イスラエルについては一カ所で短く触

れたきりで、後は全くの無視を決め込んでいるの

である13。

1961年の「ユダヤ性と若手知識人たち」と題

する『コメンタリー』主催のシンポジウムに向け

て、31人の「将来を嘱望されたユダヤ系知識人

たち」を対象に、「自分の中のユダヤ性」に関す

る一連の質問調査が実施されたことがあった。そ

の最後の質問は「あなたはイスラエルという国に

対して特別な感情を持っていますか」というもの

だったが、これに対して、（無批判ではないにし

ても）イスラエルに強い親近感を覚えると回答し

た者はわずか２人にとどまっており、回答者の大

半は、イスラエルの「軍国主義」、「優越主義」、

「狭量な国粋主義」には賛同しかねるが、敵対的

なアラブ諸国に囲まれていることについては「同

情する」とのみ答えている。またイスラエルに関

する質問に最初から答える気がなかったり、イス

ラエルに対して無関心や敵意を顕わにしたりした

者も、回答者の優に３分の１にのぼった14。結果

的に、最後のこの質問がなければ、自分のユダヤ

性を構成する一要素として、イスラエルの存在を

あげる者はほとんどいなかったのではないか、と

いう印象が強く残ったのである。こうした傾向

は、アメリカ・ユダヤ人委員会が第三次中東戦争

直前に主催した別のシンポジウムにも見ることが

できる。「今、この場でユダヤ人的アイデンティ

ティを考える」と題したこのシンポジウムには、

「ユダヤ人社会で最高の頭脳」を持つ31人が出席

したが、その中でイスラエルについて何らかの言
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及をしたものはわずか３人しかおらず、しかもそ

のうちの２人は、イスラエルとのつながりを否定

するためにその名を出したのだった15。

状況が劇的に変わったのは、ポドレツがもう一

つの回顧録 Breaking Ranksの中で指摘しているよ

うに、第三次中東戦争終結後、イスラエルが「ア

メリカのユダヤ人の宗教」になってからのことで

ある16。1970年代半ばには、ポドレツ率いる『コ

メンタリー』誌は、イスラエルの政策を無条件に

支持するとともに、批判的な意見をヒステリック

に糾弾する記事を次々と巻頭に掲載するように

なった。その理由が問われるのは当然のことだ

ろう。

一つの手がかりになるのは、ポドレツが1975

年に執筆したある記事である。ユダヤ系知識人の

イスラエル離れの原因を分析したこの記事は、イ

スラエルが「ユダヤ人だけの」狭量で偏狭な「利

益」を代表していたのに対し、ユダヤ系知識人た

ちは、真理と正義という超越的価値にインスピ

レーションを見出したと指摘する。だからこそ彼

らは、ソ連の全体主義的支配に抵抗すべく民衆が

蜂起したハンガリー動乱を支持する一方で、イス

ラエルと隣国アラブ諸国との領土争いには醒めた

視線を送ったのだ。ハンガリー動乱を述懐すると

きのユダヤ系知識人の高揚した文体を振り返りつ

つ、ポドレツはこう書き記している。

アラブとの争いの中でイスラエルがどのような

目的を達成しようとも、それが「象徴的で模範

とすべき何事かを成し遂げた」行為として称賛

の的になるとは到底思えないのだ。「象徴的で

模範とすべきもの」―これは現代の政治的ディ

スコースにおいて知識人たちが使う表現である

が―の領域では、イスラエルはさほど重要な存

在ではない。イスラエルが存在しているのは利

害関係の政治の領域であり、ここでは相対的正

義の問題が問われることはあっても、「純粋」

で「無私」の政治の領域のように、世界を揺る

がすような歴史的正義の問題が関わることはあ

りえないのだ。社会を一変させるような出来事

が語られるとき、歴史的正義は、力、階級、経

済制度という言葉と同義性を帯びる。そしてそ

の中には、イスラエルについて語るための語彙

はただの一つも含まれていないのだ。

同様に、アメリカではユダヤ的アイデンティ

ティといえば「依然として狭い社会を意味してい

たのに対し、アメリカ人であるということは」共

産主義の脅威に立ち向かう「我らの時代の偉大な

戦いの最前線で活躍することを意味していた」。

ところがイスラエルは、1967年６月の第三次

中東戦争に大勝利を収めたことをきっかけに、

「我らの時代の偉大な戦い」に実質的に取り込ま

れてゆく。その結果イスラエルは、米ソの代理戦

争の主戦場である中東でアメリカの「戦略的資産」

となり、ポドレツの予測を裏切って、豊かで高邁

な言葉で語られる存在になったのである。イスラ

エルがアメリカの利益に資するようになったがゆ

えに、アメリカのユダヤ人はイスラエルを擁護す

るようになり、アメリカがイスラエルを称賛した

ために、イスラエルはユダヤ人にとっても称賛に

値する相手となった17。逆説的ではあるが、ユダ

ヤ人を永遠にキリスト教世界から隔絶するという

シオニズム的思想を起源に持つイスラエルが、ユ

ダヤ人のアメリカ社会への同化を積極的に推し進

めたのである。こうしてユダヤ人は、ソ連の全体

主義はじめ、悪の共産主義勢力からアメリカを、

ひいては西欧を守るべく、戦いの最前線に立つこ

とになった。1967年以前にはアメリカのユダヤ

人にとって、二重忠誠という亡霊を呼び醒ますお

荷物でしかなかったイスラエルが、今や究極の忠

誠心を具現化した頼もしい味方として台頭したの

である。アメリカの国益を守るために戦い、死ん

でゆくのは、アメリカ人ではなくイスラエル人

だった。実際にはベトナム戦争に従軍したアメリ

カ人兵士とは違って、イスラエル人兵士が敵の辱
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めを受けることはなかった。またアメリカ人兵士

とは異なり、イスラエル人兵士は敵を攻める一方

で、「武力の倫理的使用（purity of arms）の原則」

を守ってもいたのである。

このようにアメリカ陣営にしっかりと組み込ま

れたイスラエルは、その後数年の間に、様々な形

でアメリカのユダヤ人の道具として利用されるよ

うになる。ユダヤ人の政治エリートにとって、ア

メリカとその戦略的資産の主要な橋渡し役を担う

必要上、シオニストクラブへの入会はキャリアを

積む意味で好都合であったし、ユダヤ系知識人に

とってイスラエルは、真理と正義、そして「アメ

リカン・ウエイ」―これはアメリカ生まれの者だ

けがありがたがる価値であるが―という高邁な理

念を体現する存在であった。また何よりもユダヤ

人兵士の活躍が「ほふり場に引かれて行く羊」に

例えられたシュテットル（ユダヤ人居住区）暮ら

しのユダヤ人の貧相なイメージを一掃したこと

で、イスラエルはユダヤ人の誇りの源となった。

そしてアメリカのユダヤ人は、人種差別主義と優

越主義に満ちたありもしない現実をイスラエルに

投影し、イスラエルを舞台にその現実と戦うよう

になった。そしてアラブ人をユダヤ人への妬みと

憎しみ（ルサンチマン）に支配された下等な存在

とみなし、その追放を叫んだのである。

しかしながら最近では、アメリカのユダヤ人に

とってのイスラエルの価値が疑問視されるように

なってきた。イスラエルの評価を下げることに

なった直近の原因は、イラク攻撃の失敗である。

アメリカのユダヤ人がイスラエル擁護に転じたの

は、第三次中東戦争以降にイスラエルがアメリカ

の戦略的資産となってからのことであるが、今や

イラク攻撃という最悪の決断を下したとして、こ

のユダヤ人国家とアメリカのイスラエル支持者

たち（そのほとんどがユダヤ人である）に批判

が集中し、イスラエルはアメリカのユダヤ人に

とってお荷物的存在になり下がってしまった感

がある18。こうした非難の急先鋒となっているの

が、シカゴ大学のジョン・J・ミアシャイマーと

ハーバード大学ケネディー行政大学院のスティー

ヴン・ウォルトの共著、The Israel Lobby and U.S. 

Foreign Policy（邦題：『イスラエル・ロビーとア

メリカの外交政策』）である（以下『イスラエル・

ロビー』）19。この著作は共通のテーマについて執

筆された論文を集めたもので、親イスラエル的ロ

ビー活動がアメリカの外交政策に悪影響を及ぼし

ているという論が展開されている。ところがここ

に収められている論文を詳しく検証すると、各論

においても総論においても矛盾点が次々と浮かび

上がってくるのである。

アメリカの国益は一貫している

ミアシャイマーとウォルトの説は、アメリカの

国益が一貫していることを前提にしている。この

ことは以下の記述に端的に現れている。「中東に

おけるアメリカの主たる戦略的利益は石油であ

る」、「アメリカは国益のためであれば、独裁政権

とも手を組んできた」、「アメリカはたとえ相手

国の体制が気に入らなくても、国益のためであ

ればその相手とも進んで協力関係を結んでいる」

（p. 71 ＊注：ページ数は原著に基づく。以下同

じ）。この前提に立つなら、政策の内容や結果が

いつもアメリカの国益に反してしまうのは、外的

利害との対立だけが原因だということになる。し

かしながらこうした分析上の枠組みは、次のよう

な可能性を最初から排除してしまっている。（1）

エリートが目指す主な利益が国民の利益と一致し

ていない。または対立している。（2）国益に対

するエリート間の見解は一致しているが、国益を

確保する最良の手段については意見が分かれてい

る。（3）政策自体はエリートの利益に根ざしてい

るが、その実行に不備がある。

エリートが目指す主な利益が国民の利益と一致

していない。または対立している。イラクのケー

スでいうなら、「君主に最大の威信をもたらすも

のは、優れた軍事行動をおいて他にない」（マキ
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アベリ『君主論』）といわれるように、電撃攻撃

が、選挙戦勝利というエリートの思惑に有利に働

いた可能性がある。また戦時下においては「大半

の民衆は指導者を求め、その権威に服従したい衝

動に駆られる」（バートランド・ラッセル『権力』）

という原則の通り、「テロとの戦い」や「ならず

者国家」の脅威が、権力を一手に掌握し弾圧的な

国内法を成立させたいと考えていたエリートに

とって、有利に働いたとも考えられるのである。

米国とイスラエルが手を結んだこと（もっとはっ

きり言うならばイラク攻撃）がテロとの戦いを深

刻化させたという『イスラエル・ロビー』の主張

（p. 60-70）は、おそらく正しい。しかしテロリズ

ムが民衆にいかに大きな恐怖を与えようとも、あ

るいはこうした恐怖を与えるからこそ、この戦い

に勝利することはエリートの優先事項にはなりえ

ず、目標でさえなかったとは考えられないだろうか。

現にテロ対策を陣頭指揮していたリチャード・ク

ラークは、その暴露的な回顧録の中で、ブッシュ

政権はテロとの戦いとイラク攻撃を派閥政治に利

用しようと目論んでいたと証言している20。

国益に対するエリート間の見解は一致している

が、国益を確保する最良の手段については意見が

分かれている。ミアシャイマーとウォルトは、イ

ランが「力をつけることは、アメリカにとって望

ましい事態ではない」（p. 281）と断じており、「イ

ランの核問題を解決し、中東支配を阻止する方法

には主に二通りの考え方がある」と続けている。

そのうち「イスラエル政府とアメリカの主たるイ

スラエル支持者に人気のある」考え方とは「融和

的外交と積極的なインセンティヴ」を取り下げる

というものである。これに対して「相手を外交の

舞台に引き出し、アメリカとの関係正常化をはか

ること」ことこそイランに対応する「最良の方法」

だとする考え方もある（p. 284, 298-305）。著者

らは、後者のアプローチの方が「アメリカの国益

にかなっている」と結論している。おそらくその

通りだろう。しかしアメリカ政府関係者が前者を

支持しているからといって、必ずしも彼らがイス

ラエルの利益を、しかもアメリカの費用で、増大

させてきたとはいえないのである。またミアシャ

イマーとウォルトは、アメリカが中東に戦略上重

要な権益（石油、天然ガス資源の確保、大量破壊

兵器の流出防止、反米テロリズムの抑制）を有し

ており、こうした権益のために「この地域に注力

せざるをえない」ことを否定していない。この点

については彼らとネオコンの意見は一致している

が、その方法に関しては、二人は次のように述

べ、ネオコンの見解と一線を画している。「アメ

リカにとって一番良いのは、中東を変革するとい

う考えを捨て、オフショアバランシングの戦略を

採択することだ」（p. 337-341）。ただここでもや

はり、こうした見解の相違を根拠に、「中東変革」

の擁護者がアメリカの国益に無関心だと結論する

ことはできないのである。

政策自体はエリートの利益に根ざしているが、

その実行に不備がある。イラクの占領が成功して

いれば（もっとましな計画があれば占領は成功し

ていたはずなのだ）、この戦争はアメリカの国益

の勝利として大いにもてはやされていたことだろ

う。そうなっていれば、イスラエル・ロビーを批

判したミアシャイマーとウォルトの論文がこれほ

ど注目を浴びることもなかったはずだ。「イラク

侵攻がこれほどの失敗に終わろうとは、当時誰も

考えていなかった」とミアシャイマーとウォルト

は至極真っ当な見解を述べている。「2003年春の

数カ月間、アメリカは大勝利を収めたかに見え

た。またイスラエルの擁護者たちが戦争責任を否

定しなければならない場面もほとんど見られな

かった」（p. 262）。あるいは、米国の強力な支持

を背景にした2006年夏のイスラエルのヒズボラ

攻撃を考えてみるとよい。イスラエルはイランを

弱体化し、その攻撃の足がかりとするために、ヒ

ズボラを壊滅させたいと考えていた。この攻撃は

アメリカに対し、「イスラエルが己の価値を示す

絶好の機会であった」とタカ派で知られる評論家
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チャールズ・クラウトハマーは振り返っている。

「ヒズボラの敗北はイランにとって手痛い損失と

なるだろう」21。しかしミアシャイマーとウォル

トは、「イスラエルの無謀な行動を支持すること

はブッシュ政権にとって戦略上賢明な策ではな

かったにもかかわらず」（p. 306-313, 326-330）、

ロビーの圧力を受けて、結局アメリカはイスラエ

ルの攻撃に対して支援を打ち出すことになったの

だと主張する。確かに「レバノン戦争がアメリカ

に大きな痛手を与えた」ことは事実であるが、

ブッシュ政権は単に、イスラエルの攻撃がアメリ

カの利益になるという誤った判断を下しただけな

のかもしれないのだ。アメリカがイスラエル・ロ

ビーの圧力を受けて支援に踏み切ったことの証拠

として、ミアシャイマーとウォルトは、アメリカ

は、イスラエルの攻撃が「失敗する運命にある」

（p. 9, 314）ことを事前に知っていたと述べてい

る。ところがこの著作にはその根拠は一切示され

ておらず22、ブッシュ政権が敗北することを知り

ながらこの戦争を支援したことも証明されていな

い。そして、もしこの攻撃が明らかに「骨折り損」

だと分かっていたのなら、そもそもなぜイスラエ

ルがこうした行動に出たのか、その理由も明らか

にされていないのである。

イスラエル支持はアメリカの国益に反する

ミアシャイマーとウォルトは、冷戦時代のイス

ラエルは「ソ連の中東進出をくい止める」拠点と

して「戦略的資産」価値を持っていたが、ソ連崩

壊後は「戦略的お荷物」（p. 5, 50-77）になり下

がってしまった、と論じている。この説は、冷戦

下の中東におけるアメリカの最大の懸念事項がソ

連の侵攻であり、イスラエルは主にソ連を迎え撃

つ役割を担っていたという前提に立ったものであ

る。ところが文書記録を紐解くと、それが事実で

はないことが分かる。冷戦時代初期の頃から CIA

はすでに、中東で「西欧の利益を脅かしているの

は、共産主義よりもむしろ反西欧民族主義であ

る」ことを看破していた23。イスラエルがアメリ

カの戦略的資産となったのは、1967年６月、エ

ジプトのナセル大統領が掲げる「急進的」汎アラ

ブ民族主義に致命的な一撃を与えたためなのだ。

第三次中東戦争直前の両国の戦略評価を見比べて

みると、アメリカとイスラエルの利害が一致して

いたことが良く分かる。以下に二つの引用文を紹

介する。最初のものは、イスラエルのエジプト攻

撃の動機を抜き出したものであり、次のものは、

ジョンソン大統領の片腕として活躍したウォル

ト・ロストウ大統領補佐官の６月４日付け覚書か

らの一節である。

第三次中東戦争の前夜、イスラエルの目的の中

で CIAが何よりも高く評価したのは「急進的

なアラブ社会主義勢力の拠点、すなわちナセル

体制の破壊」であり、２番目が「急進的アラブ

諸国の武装解除」、最後が「近代国家としての

シリアとヨルダンの崩壊」であった。要するに

イスラエルの全体的な狙いは、アラブの「改革

主義」、つまり独立と近代化の萌芽を根絶やし

にすることだったのだ。そうするためには、力

を増してきたエジプトに身の程を思い知らせ、

彼らをふさわしい場所へと送り返すことが必要

だった24。

中東では、ナセルに代表される急進的民族主義

が今はまだ勢力を保っているものの（略）、徐々

に衰えの兆しを見せ始めており、アラブの社会

主義やこれに類する理念はいずれも頓挫してい

る。また中東では穏健国家（トルコ、イラン、

ヨルダン、サウジアラビア、レバノン）の方が

エジプト、シリア、イラクよりもうまく立ち

回っている。水面下では中東の穏健化に向けた

新たな段階が始まろうとしている。（略）ただ

しこれはすべて、ナセルに身の程を思い知らせ

ることができればの話である25。

つまり中東での地域大国の台頭阻止を画策した
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アメリカとイスラエル双方の思惑は、ソ連の脅威

とは別のところにあったということで、それは冷

戦の終了と関係なく今も続いているのである。イ

スラエルがアメリカに差し出すことができるもの

は、優れた軍事力だけではない。アメリカにとっ

て、イスラエルは中東で唯一、信頼できる安定的

拠点となりうる国なのだ。確かにアメリカはイス

ラエル以外の穏健なアラブ諸国とも手を結んでい

る。しかしこうした国はいつアメリカの影響下か

ら抜け出すとも限らないのだ。アメリカがこの恐

ろしい事実に気がついたのは、イラン国王を散々

支援したあげく、結局は反体制勢力に屈するこ

とになった1979年のイラン革命がきっかけだっ

た。これに対してイスラエルは、欧米の手で作ら

れた国といってもよく、とくに1967年以降は、

文化、経済、政治のあらゆる面でアメリカ寄りの

姿勢を維持してきた。他のアラブ諸国の支配者層

もアメリカの手の内にあるが、イスラエルの親米

度の高さは並はずれている。イスラエルの親米路

線は、指導者と国民双方の意志なのだ。今後イス

ラエルでどのような事態が生じようとも、この親

米路線が変化することは考えられないのである。

ここで英国がシオニズムを支援する理由に触れ

てみたい。シオニスト運動の指導者、ハイム・

ヴァイツマンがあるとき英国の政府高官に対し、

アラブ諸国の反対にもかかわらず、なぜ英国はシ

オニズムを支援し続けるのかと尋ねたことがあっ

た。委任統治領パレスチナは保有するが、シオニ

ズム支援からは手を引くといったやり方の方が賢

明なのではないか。こう聞かれた政府高官は次の

ように答えたという。「確かにそうすれば一時的

な問題解決になり、しばらくの間はアラブ人もお

となしくなるかもしれない。しかしそれでは決し

て本当の解決にはならない。アラブ人は英国がパ

レスチナにい続けることを不満に思っているから

だ。アラブ人がユダヤ人を支配するようになれ

ば、今度は英国に攻撃の矛先を向けてくるだろ

う。ムスリムがメソポタミアやエジプトやインド

でそうしているように」。別の英国政府高官は、

どれだけアラブ人の怒りを招こうとも、英国のシ

オニズム支援は賢明な政策だった、と回想してい

る。なぜならその支援により「不確実なアラブ世

界」のただ中に、「豊かで教育レベルの高い近代

的コミュニティー」を作ることができたのだか

ら。「しかもそのコミュニティーは、最終的に大
4 4 4 4 4

英帝国に依存せざるをえないのだ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」26。

アメリカとイスラエルの同盟関係がアメリカの

国益を損なっているというのであれば、イスラエ

ルの「悪」影響とやらがなければ、アメリカの対

アラブ政策は今と大きく違っていたことを実証し

なければならない。しかし歴史的資料はこの主張

を裏付けてはくれない。よく証拠として持ち出さ

れるのは、1956年、英仏の支援を受けたイスラ

エルが打倒ナセルを掲げてエジプトに侵攻したと

きに、アイゼンハワー大統領がアラブ民族主義側

についたという事実である。しかし実際にはアイ

ゼンハワーはエジプトの指導者ナセルを追い出し

たいと考えていた。アイゼンハワーが三国による

エジプト進撃に荷担しなかったのは、その時期が

大統領選に重なり、「タイミング」的に問題があっ

たからなのだ。現にアイゼンハワー政権はどの西

欧諸国にも負けずアラブ急進派を敵対視してお

り、スエズ戦争の前夜にはシリア政府の転覆を画

策していたのである（クーデターの企てが頓挫し

たのはそのためである）27。

またイスラエルは建国直後からアメリカの国益

を損なっていたという説も一般に流布している。

その根拠となっているのは、トルーマン大統領が

アメリカのシオニストの圧力を受けてユダヤ人国

家を認めたために、アラブ世界とアメリカの間に

亀裂が生じたという事実である。確かにトルーマ

ンは主要各州でユダヤ票を獲得するとともに、ユ

ダヤ系金融機関の支持を取り付けたいと考えてお

り、そのためにイスラエル寄りの外交政策を展開

したと思われがちである。しかしトルーマンがイ

スラエルを認めたことがアメリカの基本的国益を
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損なったと考えるのは間違いだ。中東地域でアメ

リカが一番に関心を抱いていたのはサウジアラビ

アの石油であり、サウジの指導者イブン・サウー

ドも、アメリカがユダヤ人国家を外交的に支援す

ることを認めてもよいというメッセージを送って

いた。しかしトルーマン自身は「アメリカがユダ

ヤ人国家を支援するために軍事力を行使すれば、

国益が損なわれるだろう」と考え、そうした事態

を危惧していた。パレスチナ分割を支持し、その

直後にイスラエルを認めたトルーマンであった

が、イスラエルに武器を供給することはせず、紛

争の当事者すべてに対して全面的な武器禁輸を課

したのである。なお注目すべきは、ジョージ・

マーシャル国務長官はじめ大統領補佐官たちが、

戦闘が続けばやがてイスラエルは負けるだろうと

進言していたことである。それにもかかわらずト

ルーマン政権は「武器禁輸を解除しなかった。そ

れどころか、アラブの攻撃から旅客バスを守るた

めに装甲板を支給して欲しいというイスラエルの

要求を退けさえしたのである」。アメリカの国益

とイスラエルの存続を天秤にかけたとき、トルー

マンは前者を選んだのだ28。

このように、歴史的資料を紐解くと、イスラエ

ル・ロビーがなければアメリカの中東政策は今と

大きく変わっていただろうという説には根拠がな

いことがはっきり分かる。しかし1967年６月以

降のアメリカとイスラエルの同盟関係がアメリカ

の政策を攻撃的なものにしたということはいえる

かもしれない。このとき以来、アメリカは勝利に

酔うイスラエル人を「アラブ・マインド」の専門

家と位置づけ、その意見を求めるようになり、イ

スラエル人も自ら専門家を自負するようになっ

た。そしてイスラエル人の考えるアラブ・マイン

ドとは、端的に言うと「アラブ人は力にしか反応

しない」ということなのである。ゼーブ・マオズ

前ジャフィー戦略研究センター長は、イスラエル

の安全保障政策の中心となるのは、不相応な武力

行使を定期的に実施することであると報告してい

る。中心的な政策立案者たちが「アラブ人は力の

言語しか理解できない」と信じている以上、イス

ラエルはアラブに対し、（彼らの見解では）「折に

触れてその強さを見せつけ、こちらに武力行使を

実施する能力と意思があることを示さなければな

らない」のである。マオズはさらに「軍事力への

依存を主要な（あるいは唯一の）政策手段と位置

づけることは根本的な誤りではないのか、という

疑念がイスラエルの戦略機関の間であがることは

ほとんどない」と指摘した上で、「イスラエルの

意思決定者たちは、軍事問題、政治問題の両方に

対し、過剰にかつ組織的に武力を行使して問題解

決をはかろうとする」と結論している。こうした

武力依存型の風潮は、イスラエルの歴代政権に―

たとえその期間や指導者や政権党が変わろうとも

―共通して見られる特徴である29。

アメリカの政策自体には大きなぶれはないかも

しれないが、アラブ世界に暮らす現実の人々の現

実の生活に与える影響を考えると、そうしたぶれ

は、たとえ根本的なものではなくても、決して無

視できるものではないはずだ。イスラエルが及ぼ

した真の影響は、アメリカの最も攻撃的な政策を

扇動していることなのである。

不利益を被るにもかかわらず、アメリカは
イスラエル・ロビーの圧力を受けてイスラ
エルを支援している

ミアシャイマーとウォルトは、「イスラエルの

ために実施されている多くの政策が今やアメリカ

の国家安全保障を脅かして」おり、また「アメリ

カ史上例を見ないこうした状況を作り出した張本

人はイスラエル・ロビーである」（p. 8）と主張

する。その一方で彼らは「基本的な活動において

イスラエル・ロビーは利益集団や（略）多くのエ

スニック・ロビーと何ら変らず」、唯一の「違い

は（略）イスラエル・ロビーの驚くべき手際の良

さである」（p. 5, 13-14, 150, 161, 165）という苦

しい主張を展開している。しかしこうした警告は
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著しく真実味を欠いており、著者たちの抗議はや

りすぎの感もある。彼らが名をあげた他のロビー

団体がアメリカの国益に反する政策を推進してい

ることは確かであるが、こうした団体が「アメリ

カにとって戦略的に重要な地域を、そして世界

を大混乱に陥れようと目論む」（p. 150）外国政

府の命を受けて「政策を提言している」ことな

ど、あろうはずがないのである。『イスラエル・

ロビー』には「『アメリカの親イスラエル・ロビー

団体』を標榜するアメリカ・イスラエル公共問題

委員会（AIPAC）が、議会に対して揺るぎないま

での支配力をふるっている」（p. 162）と書かれて

いるが、その論調は、農業補助金の問題を嘆いた

り、銃規制法が導入されないことに苦言を呈した

りしている箇所よりも幾分悪意に満ちている。イ

スラエル・ロビーの活動を糾弾する口調は、まる

でそれが国家への反逆だといわんばかりの厳しい

ものになっているのである（イスラエルは敵国で

はないので反逆にはなりえないのだが）。著者た

ちは、こうした議論が「かつてヨーロッパに流布

していたユダヤ人に対する偏見、『二重忠誠』の

亡霊を呼び醒ますのかもしれない」と述べながら

も、その後で次のように言葉を次いでこの遠回し

な当てこすりを撤回している。

ユダヤ系アメリカ人に忠誠心がないという考え

は間違いだ。（略）イスラエルのためにロビー

活動をしている人たちは、長年の政治的慣習に

従って行動している。（略）アメリカの外交政

策をイスラエルに有利な方向に導こうとしてい

るアメリカ人は、必ずといってよいほど、自分
4 4

たちが支持する政策がアメリカの利益にかな
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

うと信じてい
4 4 4 4 4 4

るのである。（p. 13, 16, 112, 131, 

147, 166, 199：傍点は本稿の筆者によるもの）

しかしながら、ミアシャイマーとウォルトが提

示する証拠からは、イスラエル・ロビーがアメ

リカの国益に配慮しているということが少しも

伝わってこないのだ。『イスラエル・ロビー』に

は、大きな影響力を持つ「米国主要ユダヤ組織会

長会議」の中心人物の発言が引用されている。そ

の１人マルコム・ホーヘンラインは、「私はこの

身を挺してユダヤ人国家の安定のために尽くした

い」と発言しているが、彼はユダヤ人とアメリカ

人の国家の安定のために、とは言っていない。ま

た「会長会議およびそのメンバーは政府のイスラ

エル政策の担い手であった」というアレキサン

ダー・シンドラーの発言も紹介されている。著者

自身、イスラエル・ロビーの目的は「アメリカの

外交政策をイスラエルに有利な方向に導くことで

ある」と論じるとともに、「アメリカの外交政策

がイスラエルの利益を増大させて」おり、イスラ

エル・ロビーは「たとえ何が起ころうとも
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、アメ

リカがイスラエルを支援するよう、力を尽くして

いる」と断じている（p. 112, 114, 115, 121-6, 146, 

150, 334：傍点は本稿の筆者によるもの）30。たと

えイスラエル・ロビーの思惑が本当にアメリカ、

イスラエル双方の利益を意図したものだとして

も31、ミアシャイマーとウォルトが言うように、

客観的に見ると
4 4 4 4 4 4 4

、こうした政策が、アメリカの国

益を犠牲にしてイスラエルの利益を実現している

という事実は残るのである。「どのエスニック・

ロビーも」、「アメリカの国益が目指すべき方向か

ら」アメリカの外交政策を「これほど遠ざけはし

なかった」（p. 8）。これはイスラエルのロビー活

動が現実に
4 4 4

アメリカへの忠誠を欠くと言っている

のと同じことである。だからといってこれまでの

説が否定されるわけではない。彼らが正しかった

場合に生じるリスクが明確に示されただけのこと

なのだ。実を言えば彼らの説は半分だけ正しい。

イスラエル・ロビーがアメリカの国益を損なって

いることは事実である。ただしそれは国益の土台

となる部分ではない。

イスラエル・ロビーがアメリカの中東政策全体

を覆したわけではないとしても、イスラエル－パ

レスチナ紛争に対するアメリカの政策を転換させ
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たことは事実である。なぜなら、どの角度から見

ても、イスラエルのパレスチナ占領がアメリカの

国益に資するとは考えられないからだ。しかも明

らかにアメリカは、「アラブ世界」との関係悪化と

いう代償を支払っている。唯一納得できる説明は、

アメリカがロビーの圧力を受けてイスラエルのパ

レスチナ占領を支持したというものなのである。

次に第三次中東戦争以後の外交記録を検討して

みよう。ジョンソン政権は、イスラエルがナセル

に屈辱的敗北を味わわせたことには快哉を叫んだ

が、イスラエルが1967年６月以前の国境への撤

退を断固拒否したときには、不満の意を表明し

た。ディーン・ラスク国務長官は「イスラエルが

領土を占有し続ければ、20世紀は報復の時代と

なるだろう」と予言し、彼の補佐官は「イスラエ

ルが領土欲を募らせれば（略）イスラエルとアメ

リカは袂を分かつことになるだろう」32と述べて

いる。しかしアメリカは、ロビー活動を受けて、

イスラエルに圧力をかけることは差し控えた。こ

うしてアメリカは公に「占領地域でいずれかの国

が一方的な行動を取ったとしても、それがエルサ

レムの国際的立場を決定するものとは認めない」

というスタンスを取った。またアメリカの石油会

社は、イスラエルによるエルサレムの漸進的併合

を非難した国連の決議に対して「アメリカが反対

の立場を示せば、アラブ諸国に壊滅的な影響を与

えることになるだろう」と警告を発したが、アー

サー・ゴールドバーグ国連大使は、「我々は国連

決議に反対する姿勢を変えるべきではない」なぜ

なら「もし態度を翻したら、アメリカのユダヤ人

社会を激怒させることになるからだ」と応じてい

る。この結果アメリカは国連決議に対して繰り

返し拒否権を発動することになる33。同様にバン

ディ大統領特別顧問は、ヨルダンとの「寛大な和

解」をはかることは「長期的に見るとイスラエル

自身にとっても利益になり」、また「アメリカが

その影響力を充分に発揮すれば、イスラエル政府

を和解の方向に導くことができるだろう」としな

がらも、「イスラエル国民とアメリカのイスラエ

ル支持者たちの思いの深さと強さを考えると、果

たしてアメリカが今その方向に影響力を発揮して

もよいのかどうか、確信が持てないのだ」と結論

している34。ロストウ大統領特別補佐官は、イス

ラエルがアラブの領土を占領し続ければ「アラブ

世界におけるアメリカの立場は悪くなる」が、も

しイスラエルを「無理矢理６月４日以前の国境に

撤退させようとすれば（略）イスラエル軍と衝突

することになるだろう」とジョンソン大統領に進

言している35。また国家安全保障会議の覚書によ

ると、「政府の専門家たち」は「選挙を控えた年

に、大統領が、1967年６月以前の国境を回復す

るためにわざわざイスラエルに圧力をかけたいと

思う」わけがないと考えていた。そして実際にそ

の通りになったのである36。

第三次中東戦争後に行われた、国連決議に関す

る初の一連の米ソ会談で、アメリカは、アラブが

イスラエルとの交戦を放棄する見返りとして、

1967年６月以前の国境線までの完全撤退をイス

ラエルに求める旨を決議文に盛り込むことに賛成

している37。ゴールドバーグ大使は、1967年７月

９日のドブルイニン駐アメリカ・ソ連大使との会

合で、国連総会決議に「占領地域からのイスラエ

ルの即時撤退」を盛り込むことを提案し、「どの

国家も、外国の領土で軍隊を維持し続けるべき

ではない」との基本原則をはっきりと打ち出し

た38。また７月20日にはゴールドバーグがグロム

イコ・ソ連外相に２件の草案を渡し、「戦争によ

る領土獲得を容認せずとの決議に基づき、国連憲

章の下で、紛争両当事者が占領地域から即時撤退

しなくてはならないとの方針を支持する」、ある

いは「国連憲章の下で、戦争による領土獲得を認

めず、紛争当事者が1967年６月５日以前の国境

まで撤退することを期待するとの方針を支持す

る」39のいずれかの文言を採択するよう提案し

た。ところが８月11日には、バンディ特別顧問

がジョンソン大統領に次のように報告している。
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「イスラエル側は、アーサーがロシア人と話し

合って作成した文言にすこぶる不満であり（略）

アーサーは、イスラエルの友人たちがホワイトハ

ウスの頭ごなしに事を運ぶのではないかと懸念し

ている」40。８月16日、イスラエル外務省は、ア

メリカがソ連と協力して作成した草稿の中で「『戦

争等による領土獲得を容認せず』の表現」に「異

議を唱え」、イスラエルは「かかる領土を占有す

る権利を有するものと考える」と述べた上で、ア

メリカが「この案に固執するのであれば（略）両

国が衝突する可能性もあり」、イスラエルの指導

者たちは「ありとあらゆる手段を講じる用意があ

る」ことを「率直に」伝えてきたのである41。

審議すべき対象が国連総会決議から安全保障理

事会決議に移ったときも、ゴールドバーグは当初

「すべての占領地域からの撤退」が「適正な表現」

であるという考えを繰り返しイスラエルに訴えて

いた。一方イスラエルのアッバ・エバン外相はこ

の訴えを突っぱね、イスラエルは「占領したどの

地域からも撤退する意志はない」との立場を堅持

した42。アメリカは公の政策においては態度を一

貫させており、多少の国境線の変更は避けられな

いにしても、アメリカとしてはあくまでもイスラ

エル軍にヨルダン川西岸からの完全撤退を求めて

ゆきたい意向をフセイン国王に伝えている43。し

かしこれと同時にアメリカは、国王に対して「す

べてがヨルダンの元に返還されるかどうかは保障

の限りではない。我々はイスラエルを代表してい

るわけではないのだから」という点も強調してい

る。またアメリカは、安全保障理事会決議に、イ

スラエルの完全撤退を求める明示的表現を盛り込

むことに反対する立場を表明している。劇的な展

開を迎えた11月３日の会議で、クズネツォフ外

務第一次官はラスクを名指してこう尋ねている。

「アメリカは今年の初夏には、ソ連の代表者とと

もに」イスラエルの完全撤退要求を盛り込んだ「２

件の決議草案を作成し、合意していたはずなの

に、なぜ一転してその立場を翻すことになったの

か」。「アメリカはイスラエル軍が６月５日以前の

国境まで撤退することを支持しているのか」44。

結局、英国のカラドン卿が双方の意見を折衷する

形で文面を作成し、これが安全保障理事会決議

242として採択されたのであるが、その内容には

アメリカの突然の翻意の影響が現れている。確か

に全体的に見ると、決議242はイスラエルの完全

撤退を求めた内容になってはいるが45、決議文の

撤退条項の文面には、イスラエルに逃げ道を与え

るような表現が用いられているのである。イスラ

エル・ロビーの圧力がなかったならば、アメリカ

が安全保障理事会の場で公にしていた立場を撤回

し、決議242に抜け道を設けるようなことは決し

てなかっただろう。イスラエルはその後この抜け

道を巧みに利用して、自らの足場固めをはかって

ゆく。

イスラエルによる占領はアメリカの根本的な国

益を損なったわけではない。もし本当に国益が損

なわれていたのなら、アメリカのエリートたちは

ほぼ間違いなく、イスラエルに占領地からの撤退

を強要していただろう。占領問題がアメリカに

とって絶えず悩みの種であることは事実である

が、強引で手際の良いロビー活動の圧力を受け

て、アメリカはイスラエルに対して撤退を強く要

求することができないでいる。選挙や世論に対す

るロビー活動の圧力がなければ、アメリカは国際

的なコンセンサスに基づき、イスラエルの完全撤

退を支持していたはずである。そうなっていれば

パレスチナ人の苦しみはどれだけ軽減されていた

だろうか。最終的にイスラエル軍に撤退命令が下

れば、イスラエルはその命令に従わざるをえない

のだが、アメリカは、イスラエルによる占領が自

国にとって深刻な問題になってからでなければ、

撤退命令を出そうとはしないだろう。アメリカの

我慢の限界点を引き上げて、アメリカが命令を出

す時期を引き延ばしてきたことこそ、イスラエ

ル・ロビーの大きな功績なのである。このように

考えると、『イスラエル・ロビー』の大きな矛盾
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点がはっきりと浮かび上がる。『イスラエル・ロ

ビー』の著者たちは丸々１章を割いて、イスラエ

ルの政治経済がアメリカに依存している様子を事

細かに分析している（p. 23-48）。しかしこれほ

どアメリカに依存しているにもかかわらず、「イ

スラエルは、重大な国益が損なわれようとしてい

るときには、アメリカの指導者の命令に従おうと

はしないのだ」（p. 270）。それなら世界一の大国

が、その力に依存し切っている国のロビー活動に

屈して、重要な国益を手放すことなど本当にある

のだろうか。

最後に指摘しておきたいのは、ミアシャイマー

とウォルトが、本人らはそれと意識せずに、どう

やら本稿の筆者と同じ見解を持っているらしいこ

とである。パレスチナとの紛争が解決すれば、

「イスラエルは、その支持者が言うところの戦略

的資産になるだろう」（p. 344）と２人は予測す

る。これは占領問題を別にすれば、イスラエルが

潜在的に、アメリカにとって極めて重要な役割を

果たしているということではないのだろうか。

イスラエル・ロビーは、民族的忠誠心ゆえ
に、イスラエルの思惑に荷担している

ミアシャイマーとウォルトは「ロビー団体の

大部分を構成するユダヤ系アメリカ人たちは、

彼らがイスラエルの利益になると信じる方向に

アメリカの外交政策を導くために尽力している」

（p. 115）と述べている。『イスラエル・ロビー』

には、「イスラエルに肩入れしていることで知ら

れ」、ワシントンとメディアで要職に就いている

在米ユダヤ人の名が長々と列挙されており（p. 129-

330, 238-239）、これらユダヤ人がイスラエルの

思惑に積極的に荷担していることと、彼らを突き

動かしているものが民族的忠誠心であること（後

者についてははっきりとそう書かれているわけで

はないのだが）の二つの推論が導き出されてい

る46。なお著者らは、以上の説は証明するまでもな

く自明のことであると考えているようである47。

民族的連帯感で結ばれた団体というものを額面

通りに受け取ることができるかどうかは疑問であ

る。歴史的に見ても、アメリカのユダヤ系エリー

トたちがイスラエルを擁護するようになったの

は、イスラエルが政治的に利用できるようになっ

てからのことなのだ。つまり自分の出世栄達と較

べると、民族的忠誠心の優先度はずっと低くなる

のである。権力の座にあるユダヤ人たちが、自分

にとってほとんど何の役にも立たない外国のため

に力を貸そうとするだろうか。ましてやその国の

ために、二重忠誠心の持ち主として激しい非難を

浴びせられ、これまで苦労して築いてきたキャリ

アを失う恐れさえあるというのに。こうした考え

は、ある種の理想主義をユダヤ系エリートらに押

しつけることではないのだろうか。ところが現実

に彼らは、そうした理想主義を裏切る行動を取っ

てきたのである。それどころか、ユダヤ系エリー

トがシオニズムに傾倒していると考えるのは、ネ

オコンがトロツキズムに傾倒していたという説と

同じくらい、荒唐無稽なことのように思われる。

彼らが唯一信奉している主義は、日和見主義だ。

心理社会的タイプに分類した場合、最近のこうし

た裕福な「シオンの恋人たち」に一番近いのは、

第二次世界大戦中のユダヤ人協力者たちだ。これ

ら協力者らも、その多くがユダヤ人社会の要職者

であった。「保身に走ったユダヤ人警官により、

連日、ユダヤ人狩りという祭壇に７人の生け贄が

捧げられた」。ワルシャワのゲットーでレジスタ

ンスの指導者として活動していたある人物は悲し

げにこう振り返っている。「どうせ老い先は短い

のだからと言って、年老いた実の両親を差し出し

た警官たちもいた」48。同じように、アメリカで

の特権的地位とイスラエルの同胞のどちらかを選

べと迫られたなら、そしてアメリカとイスラエル

の国益が衝突したならば、ユダヤ系エリートたち

は、自らの身を守るために、躊躇なく民族の絆を

断つ道を選ぶのではないだろうか。

ユダヤ系エリートたちがイスラエルを支持して
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きた背景には、民族意識も多少はあったかもしれ

ないが、むしろイスラエルとの関係維持がアメリ

カの国益に資するという合理的計算があったと見

るべきだろう。とくにユダヤ系ネオコンとイスラ

エルは力による外交を指向しており、その点で利

害を共有していた。こう考えると、ユダヤ人以外

にも、最大限の武力行使の擁護者がイスラエル支

持に回っていることにも納得がいくのである。

ミアシャイマーとウォルトは、イスラエル・ロ

ビーには「非ユダヤ系の要人」（ジョン・ボルト

ン、ウイリアム・ベネット、ジーン・カークパト

リック、ジョージ・ウィル、ジェームズ・ウール

ジー）（p. 132, 240）が加わっていることに言及

しているが、その理由については敢えて説明を避

けている―というより、彼らの論理ではその説明

がつかないのだ。こうした非ユダヤ系要人による

イスラエル支援が、民族的絆やロビーに対する懸

念に根ざしたものでないことは言うまでもない。

またキリスト教原理主義者がそうだと言われてい

るように、非合理主義的理由でイスラエルを支持

しているとも考えられない。ボルトンやベネット

らがイスラエルを支持しているのは、おそらくそ

うすることがアメリカの国益になると信じている

からである。それならユダヤ系ネオコンが同じこ

とを考えていても不思議ではないだろう。

ミアシャイマーとウォルトがいみじくも看破し

ている通り、タカ派路線を走るイスラエル・ロ

ビーは「イスラエルに直接的な害を」及ぼしてお

り、アメリカがロビー活動を控えていれば「イス

ラエルの立場はもっと良くなっていた」ケースも

多い。著者らは、近隣アラブ諸国との和平交渉

を妨害したりアラブとの対立を煽ったりするな

ど「AIPACをはじめとする強硬派団体は往々に

して、イスラエル政府が望む以上に過激な路線

を支持してきた」ことを繰り返し指摘している

（p. 8-9, 12, 17, 18, 112, 127, 228, 273-274, 278-

279, 317-318, 336, 352, 355）。しかしアメリカの

ユダヤ系エリートたちがそれほどイスラエルに恩

義を感じているのなら、なぜ
4 4

彼らは、いつ終わる

ともしれないアラブ世界とイスラエルとの血で血

を洗う対立を支援しているのだろうか。『イスラ

エル・ロビー』のどこを見ても、このアイロニー

について説明している箇所はないのである。彼ら

の一番の目的が、イスラエルの安寧ではないとい

うことは考えられないのだろうか。確かに、アメ

リカのユダヤ系エリートたちがイスラエル軍を支

持しているのは、一つには彼らが「アラブ人は力

の言語しか理解できない」というイスラエル人の

差別的信条を―いわば本気で―信じているためで

ある。また、これらユダヤ系エリートたちがアメ

リカで「不屈のユダヤ人」の役を演じたがってい

ることもその一因となっている。いずれの場合も

忘れてはならないのは、こうした「支援」には元

手がかかっていないということである。ユダヤ系

エリートたちは逆風にも負けず、真っ向からイス

ラエルを支援する風を装っているが、実はイスラ

エルが戦略的資産である以上、アメリカではイス

ラエル支援のための対価を支払う必要はまったく

ないのである。またたとえイスラエルによる占領

が大してアメリカの国益になっていないとして

も、アメリカの厚顔無恥な政策に煽られた果てし

のない対立の陰で苦しむイスラエル国民に対し、

ユダヤ系エリートたちが責任を問われることもな

いのである。つまりアメリカのユダヤ系エリート

たちがイスラエルを支援する理由は、民族的絆と

は別のところにあると考えるとすべてが腑に落ち

るのだ。彼らには得るものばかりで、失うものな

ど何ひとつないのだから。またイスラエルで和平

が達成され隣国との共存が実現すれば、アメリカ

にとってイスラエルはもはや便利な手先でなくな

るどころか、場合によっては両国が衝突する可能

性すら生じてくる。こう考えると、アメリカのユ

ダヤ系エリートたちにとっては、アメリカの、ひ

いては自分たちの利益のために、アメリカの出先

機関としてこのままイスラエル軍を囲い込んでお

く方が得策である、という皮肉な見方もできるの
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である。

イスラエル・ロビーはイラク戦争の原動力
であった

ミアシャイマーとウォルトの研究の中核とな

り、この著作の中で最も大きな物議を醸したの

は、ブッシュ政権がイラク攻撃を決断した背景に

はイスラエル・ロビーの存在があったという主

張である。イスラエル・ロビーを責める論調こ

そできるだけ控えているものの（p. 231, 233, 249, 

252-253）、ミアシャイマーとウォルトは明らか

にこのロビー活動を批判しており、ブッシュがイ

ラク侵攻を決めた原因は他にありえないと断じて

いる（p. 230-231, 238, 253-255）。また２人は『イ

スラエル・ロビー』の中でイラク侵攻を支持する

在米ユダヤ人の割合が人口全体の割合よりも低い

という事実に抜け目なく触れながらも（p. 243）、

結果的にはユダヤ人が自らの利益のためにイラク

戦争を画策したと結論している。

『イスラエル・ロビー』は様々な証拠を操り、

イスラエルの政治団体とそのメンバー、AIPAC

とその関連機関、在米ユダヤ人組織、そしてユダ

ヤ系ネオコンがイラク戦争支持を強く訴えていた

ことを実証しようとしている（p. 238-250）。イス

ラエル・ロビーがイラン攻撃を先頭で応援してい

たことは確かであり、この点に対しては糾弾を受

けても仕方がないが、意思決定の場面では、イス

ラエル・ロビーは脇役でさえなかった。「イスラ

エル支持が、アメリカをイラク攻撃に踏み切らせ

た唯一の理由だというわけではない」。ミアシャ

イマーとウォルトは慎重を期して、別の著書で

こう論じている。「しかしイスラエルがイラク戦

争をけしかけなかったというのは間違いだ」49。

もっともな説である。しかし戦争を「けしかける」

ことと戦争を引き起こす原動力となることは、同

じではないということも付け加えておかねばなら

ない。

実は、ブッシュ政権にイラク攻撃を決断させた

水面下での話し合いには、イスラエルはほとんど

関わっていなかったのである。ボブ・ウッドワー

ドが著した Plan of Attackにはイスラエルについ

ての言及がちらほら見られるが、イスラエルにつ

いて語られている箇所は、ほとんどがフセインの

報復攻撃の標的となることを懸念するという文脈

なのだ。同書によるとブッシュ政権がイスラエル

を守るためにイラクを攻撃すると言い出したの

は、イラク侵攻が実質的に決定してからのことで

あり、その主たる狙いは、国民に戦争への支持

を呼びかけることだったという50。またリチャー

ド・クラークは、「イスラエルの戦略的立場」は

ブッシュ政権がイラク侵攻に踏み切った５つの動

機のうちの一つにすぎないと論じている51。『イ

スラエル・ロビー』は、ユダヤ人の罪状の一つと

して、イスラエルの諜報機関の報告をあげてい

る。フセインが大量破壊兵器を隠し持っていると

いうでっち上げの報告に、アメリカがまんまと

乗せられてしまったというのがその内容である

（p. 55, 235-236）。しかしイスラエルの諜報機関

がアメリカの諜報活動と足並みをそろえ、その活

動を補強したことは確かだとしても、これがブッ

シュ政権に影響を与えた形跡は見あたらないの

だ。ジョージ・テネット元 CIA長官はその回顧

録の中で、アメリカの諜報機関が、フセインが大

量破壊兵器を保有しているとの誤った判断を下し

たことに対し、必死で責任逃れの弁を弄している

が、その彼でさえイスラエルを批判する言葉は一

つも発していないのである52。

イスラエルの政治団体が強力にイラク戦争をけ

しかけ、また圧倒的多数のイスラエル国民が戦争

を支持していたことには疑いの余地がない。しか

し現実にこうした熱狂的ムードがあったからと

いって、イスラエルがブッシュ政権の決断に大き

く関与していたことの証明にはならない。現にミ

アシャイマーとウォルトも、イラク攻撃支持を訴

えるイスラエルのロビー活動が始まったのは、ア

メリカが実質的に攻撃を決断した後のことだった
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と認めているふしがある53。イスラエルがイラク

戦争を支持したのは、自律的な地域大国が中東に

台頭する事態を阻止するという共通の目的に向け

て、イスラエルとアメリカが戦略的展望を共有し

ていたことの現れにすぎない。もしイスラエルが

イラク戦争を支持していなければ、その方が驚き

である。『イスラエル・ロビー』の著者もその批

判者も、両国の利害が一致していたというこの事

実を見落としている。イスラエルが最大の重点を

置いていたのはイラクではなくイランだったとい

う批判者の指摘は正しい。しかし敵対的な中東国

家にもう一度「一撃を食らわせ、おののかせて」

足下に跪かせてやりたいという思いがイスラエル

になかったはずはないのである。定期的に適当な

イスラーム国家を叩きのめして、誰が主人なのか

を分からせてやる、というのがイスラエルの外交

政策の基本なのだから54。批判を受けたミアシャ

イマーとウォルトは、イスラエルにとってイラク

戦争は、アメリカのイラン攻撃に至る布石だっ

たと応じている（p. 234）。確かにその通りであ

る。しかしアメリカがイランの台頭に脅威を感じ

ていたことも事実なのだ。現に『イスラエル・ロ

ビー』の中でもこのことは強調されている55。パ

トリック・ブキャナンは、『アメリカン・コンサ

ヴァティヴ』誌に『イスラエル・ロビー』の内容

を支持する見解を寄せているが、彼の論拠の一つ

は拙稿の主張を簡潔に言い表している。イラク攻

撃直後に発行された同誌にはブキャナンの次のよ

うな見解が掲載されている。「ネオコンはアメリ

カ帝国の実現を、シャロン一派は中東の盟主の座

を目指している。両者の思惑はぴったり一致し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ているのだ
4 4 4 4 4

」56。言うまでもなく、アメリカのエ

リートの中で、アメリカ帝国の実現を目指してい

る者はネオコンだけではなく、またイスラエルの

エリートの中で、中東の盟主の座を目指している

者はシャロン一派だけではない。

ユダヤ系ネオコンの追従者が長年にわたり執拗

にイラク攻撃をけしかけてきたという説には議論

の余地がない。しかし『イスラエル・ロビー』に

は、ユダヤ系ネオコンが戦争の「原動力」であり

「張本人」であったことを示す証拠はほとんど提

示されていないのだ（p. 238, 245）。イラク戦争

の首謀者として知られる自称「バルカン」６人衆

ことリチャード・アーミテージ、ディック・チェ

イニー、コリン・パウエル、コンドリーザ・ライ

ス、ドナルド・ラムズフェルド、ポール・ウォル

フォウイッツのうち、ユダヤ系ネオコンに該当す

る者はウォルフォウイッツただ１人である57。こ

の大きな矛盾を何とか説明しようと、ミアシャイ

マーとウォルトは、チェイニーが、スクーター・

リビー首席補佐官など、部下のユダヤ系ネオコン

に欺かれ、それがきっかけとなって一連の歯車が

動き出し、最終的にイラク攻撃の決断が下された

とほのめかしている（p. 246-247, 250-253）。確

かにリビーはじめブッシュ政権のネオコンがサダ

ムの脅威を誇張したことは事実であるが、彼らが

チェイニーを欺いてイスラエルの思惑に荷担さ

せ、アメリカの国益を損なわせたという説には飛

躍があるのではないだろうか。ましてや『イスラ

エル・ロビー』は、ネオコンの思惑がアメリカの

国益に一致しないことは誰の目にも明らかだ、い

う点を大前提としているのである。チェイニーは

何かと評判の絶えない人物であるが、「騙されや

すい」人間だとは思えない58。外国の国益のため

にリビーが言葉巧みにチェイニーをイラク戦争支

持の方向へ誘導したのだとしたら、それを知った

ときチェイニーは激怒したはずだ。それに歴代の

政権の中枢にいたチェイニーは、その任務の中で

事実上外国の工作員の立場にある者と長年にわ

たって接してきており、彼らの多くと親密な関係

にあった。そのチェイニーがこうした工作員をわ

ざわざ自分の側近に任命するだろうか。ほぼ間違

いなく言えるのは、ブッシュ政権の中心人物の中

で、サダムが大量破壊兵器を持っていないことを

知る立場にあった者はその事実を知っていたこ

と、そしてサダムが武器を秘匿していると信じた
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がっていた者（あるいはそう信じさせたがってい

た者）は、他人がどう言おうとそう信じていたと

いうことである。チェイニーは後者だった59。ラ

ムズフェルドもそうだ。彼に批判的なある伝記作

家は、9.11の後にラムズフェルドが言い放ったと

して次のような言葉を紹介している。「アメリカ

はその力を見せつけるために、タリバンよりも強

い相手をやっつけなくてはならなかった」60

「我々はアメリカのイラク侵攻の理由を難しく

考えすぎている」。こう語るのは、ベテランの中

東特派員、パトリック・コックバーンである。

「ホワイトハウスが開戦を決断したのは主に、こ

の程度の戦いなら労せずして勝利を上げることが

でき、しかもそれが自国にとって大きな利益にな

るとの判断があったからだ。イラク侵攻が最終決

定された2002年頃のワシントンは、戦勝ムード

にわいていた。帝国主義的な自信が最高潮に達し

た時期で、アメリカはアフガニスタンの戦闘で瞬

く間に勝利をあげたばかりだった。（略）タリバ

ンとの戦いにこれほど楽に勝利できたのなら、サ

ダム・フセインも簡単に倒すことができるはず

だ。（略）戦争に参加し、勝利すれば国内で優位

な立場を築けることが分かり切っているときに、

開戦の誘惑を退けることのできる政治家はそう多

くはない」61。ミアシャイマーとウォルトの説もこ

の意見と大筋で一致している。ただし彼らが重点

を置いているのは国内の利益よりも、予想される

外交政策の方である。以下にその部分を引用する。

［アメリカがイラク攻撃を決断したことは］さ

ほど理解に難くない。アメリカは世界最強の国

であり、その気になれば、サダムを政権の座か

ら追い落とすことなどわけなくできるはずだと

思われていた。アメリカは長かった冷戦に勝利

しただけではなく、1989年以降も輝かしい軍

事的成果を上げていた。1991年には一撃のも

とにイラクを退け、1995年にはバルカン半島

で内戦の停戦を実現し、1999年にはセルビア

軍を撤退させた。また9.11直後にはタリバンと

の戦いに短期で決着を付けて無敵の軍事力を大

きくアピールした。そのため、イラク開戦は不

必要であり賢明ではないとする慎重派の言葉

は、説得力を持たなかった。（略）開戦支持派

たちは、サダム政権を転覆させれば、他のなら

ず者国家にアメリカの強大な軍事力を見せつ

け、アメリカに跪かせることができるだろうと

信じていた（p. 229-230）62。

しかしこの分析が正しいのであれば、ブッシュ

政権がイラク攻撃を決断した他の補足的要因をあ

れこれ推測するのは余計なことではないだろう

か。ましてやこうした推測を主要因であるかのよ

うに論じる必要などないはずである。

イラク戦争後の悲惨な状態を考えると、ミア

シャイマーとウォルトの説はますます怪しくなる。

『イスラエル・ロビー』によると、イスラエルを

支持するネオコンがブッシュ政権にこれほど強大

な影響力をふるうことができたのは、二つの重大

な条件が満たされていたからだという。一つは、

ホワイトハウスとペンタゴンの要職に仲間を送り

こむことができたこと。もう一つは「国際政治の

あり方に対して抜本的見直しが求められるような

未曾有の大惨事に直面し、大統領と副大統領が事

態の収拾をはかろうと努めていたときに」（p. 246）、

ネオコンがすでにできあがっていたマスタープラ

ンを持っていたことである。その一方で著者ら

は、2006年12月にブッシュ政権がイランとの交

渉を拒否し、軍事力行使に傾いていった理由を、

未だにイスラエル・ロビーのせいにしているので

ある（p. 282, 286, 291-302）。この頃には主だっ

たネオコンのほとんどがブッシュ政権から去り、

また9.11の衝撃も薄れて久しかったというのに。

ネオコンが最も活躍していた時期と、その影響が

薄れた時期とを較べてもブッシュ政権の政策は一

貫性を保っている。このことは『イスラエル・ロ

ビー』の主張とは反対の事実を指しているのでは
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ないだろうか。つまりブッシュ政権の外交政策

は、政権内部の人間を中心に策定されたのだ。

『イスラエル・ロビー』には、ユダヤ系ネオコ

ンが開戦を強く訴えたのはイスラエルの命令によ

るものだったとする論拠がほとんど示されていな

い。それどころかミアシャイマーとウォルトは、

最も基本的な部分で、ネオコンは、イスラエルが

戦争支持を打ち出すよりも早い時期に開戦の働き

かけを行っていたことをはっきりと認めているの

である（p. 234, 248）。また彼らの主張を裏付け

るには、中東政策と他の地域の政策とではネオコ

ンの主張が根本的に異なっていることを証明しな

ければならないのだが、このように「一貫して右

寄りの立場を取ってきた」強硬派が常に、またど

の地域でも「アメリカの最大限の武力行使」を訴

えてきたことは、資料からも明らかである63。ミ

アシャイマーとウォルト自身、ネオコンが「アメ

リカが覇権を握ることの素晴らしさを称え」、「ア

メリカにとって都合の良い世界を作るには、軍事

力がきわめて有効な手段になると信じている」こ

とを認めている（p. 129, 238）。たとえばウォル

フォウイッツは、はじめて政治の世界に足を踏み

入れたニクソン／キッシンジャー時代にソ連との

軍縮交渉に反対を唱えて以来、一貫してタカ派的

な外交路線を推し進めてきた64。また彼はとんで

もない日和見主義者で、「ニクソン、フォード、

カーター、レーガン、ブッシュの歴代の政権で職

から職を渡り歩き」、「その知的情熱や道徳的情熱

を、自分の職責を越えた領域にまで傾けることは

一度もなかった」65。このような人物が、果たし

てイデオロギー的理由で外国に肩入れなどするだ

ろうか。イラクのケースで言うなら、ウォルフォ

ウイッツが攻撃を支持したのは、労せずに軍事的

勝利をあげることができるという確信があったか

らなのだ（ブッシュ政権下ではほとんど誰もがこ

う確信していた）66。ネオコンが強力にイラク攻

撃を支持した理由は、わざわざイスラエルを持ち

出さなくても、十分に説明できるのである。こう

考えると、ネオコン以外の多くの者が、どちらか

と言えば楽しみながら事態の成り行きを見守って

いたことにも納得がいく。またもしイラク攻撃の

任務が達成されていたなら、彼らもユダヤ系ネオ

コンと同じくらい大声で快哉を叫んでいたであろ

うことは予想に難くないのである67。ここでもや

はりミアシャイマーとウォルトは、「9.11以前か

らアメリカにイラク攻撃をけしかけていたネオコ

ンの政策立案者と政策専門家のグループは（略）

サダムを追放することがアメリカとイスラエルの

戦略的立場を強固にし、アメリカとイスラエルの

双方に利する中東変革のきっかけとなると信じて

いた」（p. 230, 238-9, 255）と論じている。しか

し、もしそうであったとしても、ネオコンがイス

ラエルの命令を受けて行動する必然性はなく、む

しろアメリカのために骨を折ってくれたイスラエ

ルに対し、アメリカがその戦略的立場に配慮を示

したとも考えられるのである。

＊＊＊

これまでに提示された証拠だけでは、イスラエ

ル・ロビー、とくにユダヤ系ネオコンをイラク政

策失敗の責任者として糾弾するミアシャイマーと

ウォルトの説を裏付けるには不十分である。パレ

スチナ領土の占領の問題を除くと、イスラエルは

アメリカの外交政策にとって決してお荷物などで

はなく、アメリカの指導者たちはこれからもこの

戦略的関係を維持してゆくだろう。しかしここで

一見矛盾する二つの事態が生じる可能性を指摘し

ておきたい。

・イスラエルはこれまで、中東で事が生じると反

射的に最大の軍事力行使に踏み切るという戦略

を掲げてきたが、イラク政策の失敗を機にアメ

リカ政府は、こうした戦略に対する見方を改

め、重点を外交にシフトするようになる。

・イスラエルは2006年のヒズボラ攻撃で痛手を

被ったが、これが一時的なミスや計算違いの結

果ではないことはほぼ確実で（イスラエルは長

い時間をかけて周到に攻撃に備えていた）68、
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その背景には、ゆっくりとしかし着実にイスラ

エル社会が内部崩壊しているという現実があっ

た。そのためアメリカ政府は今後、中東におけ

るアメリカの代弁者たるイスラエルの価値につ

いて、見直しをはかるようになる69。

いずれにしても、そう遠くない将来、アメリカ

とイスラエルの関係が相対的に
4 4 4 4

弱体化する可能性

はありそうである。

1 当時英国のユダヤ人エリートたちはバルフォア宣言
に対して声高に異を唱えていた。パレスチナにユダ
ヤ人国家が建設されれば、自分たちが苦労を重ねて
やっとのことで手に入れた英国での社会的地位が
失われるのではないかと考えたのだ。以下を参照。
Isaiah Friedman, The Question of Palestine: British-Jewish-
Arab relations, 1914–1918 (New Brunswick, NJ: 1992), 
pp. 23–37, 49, 137–138, 227–243, 259; Ronald Sanders, 
The High Walls of Jerusalem: A history of the Balfour 
Declaration and the birth of the British Mandate for 
Palestine (New York: 1983), pp. 314–317, 430, 530–531, 
566–567, 598.

2 Zvi Ganim, An Uneasy Relationship: American Jewish 
leadership and Israel, 1948-1957 (Syracuse: 2005), chap. 1 
(“The Specter of Dual Loyalty”)および pp. 68, 95, 119.

3 Ganim, Uneasy Relationship, pp. 32, 61.英国はアメリカ
に対し「新国家イスラエルは共産主義を標榜しソ連
と手を組むだろう」と警告している。以下を参照。
Wm. Roger Louis, The British Empire and the Middle East, 
1945–51 (Oxford: 1984), pp. 43–44, 538–539, 570.

4 以下を参照。Norman G. Finkelstein, The Holocaust Industry: 
Refl ections on the exploitation of Jewish suffering, second 
paper edition (New York: 2003), chap. 1.

5 Nathan Glazer, American Judaism (Chicago: 1957), p. 114.
6 Tom Segev, 1967: Israel, the war, and the year that trans-

formed the Middle East (New York: 2007), p. 110.
7 Alexander Bloom, Prodigal Sons: The New York 

intellectuals and their world (New York: 1986).
8 Segev, 1967, p. 107.ベロウは後にイスラエルの立場を
徹底的に擁護する立場を取るようになる。（以下を参
照。Noam Chomsky, Towards a New Cold War: Essays on 
the current crisis and how we got there (New York: 1982), 
chap. 10）.

9 Norman Podhoretz, “The Intellectual and Jewish Fate,” 
Midstream (Winter 1957).

10 その１つ、ミッジ・デクターが執筆した“The Legacy 
of Henrietta Szold”（December 1960）と題した記事は
「シオニズムの本当の意味を理解している者はもはや
どこにもいない」と結論している。（デクターはポド
レツと結婚し、自らの信念でイスラエルの強力な擁
護者となる。）

11 ポドレツが編集長を務めていた第三次中東戦争勃発
までの期間全体（1960年２月-1967年６月）を通して
も、619本の特集記事のうち何らかの形でイスラエル
（またはシオニズム）を取り上げたものはわずか30本
しかなかった。

12 “Israel and the A-Bomb”（February 1961）と題した記
事は、「新しい原子炉を早急に国際社会の監視下に置
くべきだ」としてイスラエルを牽制した上で、「イス
ラエルの核保有により、恐ろしい事態が生じるだろ
う。（略）なぜならそれは、核拡散防止に向けて何の
手だても講じられてこなかったことを表しているか
らだ」と結論している。この頃の『コメンタリー』誌
を読むと意外な発見が多い。たとえば後に「ホロコー
スト教」の指導者としてイスラエルの熱烈な擁護者と
なるルーシー・ダヴィドヴィチは、1961年７月の書
評で、イスラエルの「国策」であった「Deir Yassin、
Kibya、Kafr Kassem」の「虐殺」を非難するとともに、
「ワルシャワのゲットー破壊を資金集めの手段に利用
するような空気を作った」として、アメリカの「（イ
スラエル人）資金調達家たち」を手厳しく批判して
いる。

13 Norman Podhoretz, Making It (New York: 1967), p. 336. 
Thomas L. Jeffers編「The Norman Podhoretz Reader: A 
selection of his writing from the 1950s through the 1990s」
(New York: 2004)に収録されているポドレツの記事
の中で、イスラエルについて初めて言及したものは
1982年の日付になっている。

14 それでも主要なユダヤ系知識人たちは、この期間に
発行された『コメンタリー』誌の中で、イスラエルの
「国粋主義熱や軍国主義熱」、「アラブ難民問題に対す
る硬直的対応」、「人種的偏見、政治工作、行き過ぎ
た国粋主義」、「慢性的な極度の不安定感」、「天命（マ
ニフェスト・デスティニー）という考え方」を批判
していたし、批判したがってもいた。また公然と次
のような見解を示す者もいた。イスラエルには「も
はやいかなる義務感も個人的共感も持ち得ない」。
「私は反シオニストだ。ユダヤ的排外主義は他のどの
排外主義にも劣らず卑劣なものであり、その多くよ
りもさらに卑しむべきものだ。なぜならその根底に
は人種差別的イデオロギーがあるからだ。（略）故
郷を追われた90万のアラブ難民とイスラエルの対立
では、私はアラブ人に味方する」。「私の背景にある
のはイスラエルではない。私の問題はアメリカの問
題だ」。最後に紹介したコメントはバーバラ・プロ
ブスト・ソロモンのものであるが、彼女は後に、イ
スラエルに都合の良いようにデータを捏造したとし
て批判を浴びたジョアン・ピーターズ著『From Time 
Immemorial（邦題：ユダヤ人は有史以来：パレスチナ
紛争の根源）』の主な推薦者に名を連ねている。

15 Lucy Dawidowicz、Milton Himmelfarb (共編), Conference 
on Jewish Identity Here and Now (American Jewish 
Committee: 1967).

16 Norman Podhoretz, Breaking Ranks (New York: 1979), p. 
335.

17 1957年にアラブとの戦争が勃発したとき、ポドレツ
はユダヤ系知識人に対してイスラエル支持を呼びか
けたが、そのときでさえ彼は、イスラエルを支持す
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ることはソ連の中東侵攻を阻止することであり、アメ
リカに利する行為であると抜け目なく主張していた。

18 ユダヤ人批判にヒステリックに反応した著作に、
Stephen Schwartz, Is it Good for the Jews? The crisis of 
America’s Israel lobby (New York: 2006)がある。『フォー
ワード』紙のワシントン局長を務めていたシュワル
ツは、この著作の中で、ミック・ジャガー、トム・
ロビンス、ジョセフ・パップ、ゲイリー・ハート、
『ニューヨーク・レビュー・オブ・ブックス』誌、
『ニューヨークタイムズ』紙、『ワシントンポスト』
紙、『クリスチャン・サイエンス・モニター』紙を巻
き込んだグローバルな陰謀がユダヤ人を陥れようと
していると論じている（pp. xv, xix, xx, 28, 216）。大体
においてこの本は矛盾だらけで、たとえばユダヤ系
ネオコンの血統を遡ると、ユダヤ人の排他的利益を
臆面もなく擁護した1930年代の反ファシズム派ユダ
ヤ系トロツキストにたどり着くと主張しているかと
思えば、別の箇所では、ユダヤ系ネオコンがユダヤ
人の排他的利益を守るためにイラク攻撃を支持した
という説はデマであると述べている。

19 New York: 2007.彼らの研究は、数回の改訂を経た以下
の有力な論文をベースにしている。“The Israel Lobby,” 
London Review of Books (23 March 2006); “The Israel 
Lobby and U.S. Foreign Policy,” Faculty Research Working 
Papers Series, Harvard University, John F. Kennedy School 
of Government (March 2006); “The Israel Lobby and U.S. 
Foreign Policy,” Middle East Policy (Fall 2006)。また２
人は「事情説明：『イスラエル・ロビー』への批判に
応えて」という記事をウエブに掲載している（www.
Israellobbybook.com; 2006年11月）。

20 「2002年の議会選挙と2004年の大統領選では、愛国者
を装って、共和党への１票はテロリストへの反対票
だと訴える戦略を取ることが、ホワイトハウスの内
部で決められた。2002年の選挙では『戦争問題を選
挙戦の争点にしろ』という指示が飛んだ。当時（カー
ル）ローヴの言う戦争とはテロとの戦いであった
が、彼らの頭には別の戦争を利用しようという思惑
もあった」(Richard A. Clarke Against All Enemies: Inside 
America’s war on terror (New York: 2004), p. 242).

21 Charles Krauthammer, “Could a Hezbollah Win Destroy the 
US-Israel Relationship?,” Jewish World Review (4 August 
2006)。ここには、イランとの対立において、イスラ
エルの攻撃が有益な貢献をしたという意見に対し、
ミアシャイマーとウォルトが異論を呈したことが記
されている（pp. 332-333）。

22 ミアシャイマーとウォルトは、ブッシュ政権が実際
に知っていたことと、知っておくべきだった（と彼
らが考える）こととを混同している。

23 Ritchie Ovendale, Britain, the United States and the 
Transfer of Power in the Middle East, 1945–1962 (New 
York: 1996), p. 67.

24 Norman G. Finkelstein, Image and Reality of the Israel-
Palestine Confl ict (New York: 1995; revised and expanded 
edition, 2003), pp. 142–143.

25 「大統領特別補佐官（ロストウ）からジョンソン大統
領への覚書」（1967年６月４日）, Foreign Relations of 

the United States, 1964–1968, vol. XIX, Arab-Israeli Crisis 
and War, 1967 (Washington, DC: 2004).参考：「国際安全
保障問題担当国防次官補代理（フープス）から国防
長官（マクナマラ）への覚書（1967年６月８日）同上。
ナセルを失脚させることができれば（あるいはソ
連が支援を拒む程度まで信頼を失墜させることが
できれば）、ナセルのカリスマ性と UARの政治的
プロパガンダによって煽られてきた急進的、実効
的過激主義は、当面の間、中東から影を潜めるだ
ろう。その影響がなくなれば、あるいは信用が大
きく損なわれれば、イスラエルにとってもアメリ
カにとっても、現実的な相互利益に基づいてアラ
ブ諸国との合理的対応をはかることがはるかに容
易になるはずだ。

26 Isaiah Friedman, The Question of Palestine: British-Jewish-
Arab Relations, 1914–1918 (New Brunswick, NJ: 1992), 
pp. 305–306（傍点は本稿の筆者によるもの）

27 Ovendale, Britain, pp. 151, 156, 164–165.
28 Kenneth Ray Bain, The March to Zion: United States 

Policy and the founding of Israel (London: 1979), pp. 
153–157, 196–197, 201–202; Michael J, Cohen, Palestine 
and the Great Powers, 1945–1948 (Princeton: 1982), pp. 
54, 122, 193, 355, 389, 394; Michael J. Cohen, Truman and 
Israel (Berkeley: 1990), pp. 96, 158, 162, 174–175 (quotes), 
279.なおここ最近の大統領選ではニューヨークで票
を失った候補者が勝利したことはなく、ニューヨー
クのユダヤ人票獲得は選挙の勝利に欠かせない条件
となっている。トルーマンはパレスチナ分割を支持
して早い段階でイスラエル建国を認めたが、ニュー
ヨークでは敗北を喫した。それでも最終的には大統
領選に勝利している。

29 Zeev Maoz, Defending the Holy Land: A critical analysis 
of Israel’s security and foreign policy (Ann Arbor: 2006), 
pp. 235, 484–485, 552.

30 最後の引用はミアシャイマーとウォルト著 Setting the 
Record Straight, pp. 11, 15より。

31 著者らは次のように述べている。「大半のイスラエ
ル支持者にとって、エルサレムとワシントンの利益
が根本的に異なる可能性はなかなか認めがたいもの
だ」。「多くの人がこうした考えに固執するのは、人
間というものは重要な価値観が対立すると往々にし
て不快感を覚える生き物だからだ」（p. 148）。

32 「NSC特別委員会議記録」（1967年６月14日）, Foreign 
Relations of the United States, vol. XIX, Arab-Israeli Crisis 
and War, 1967.「近東・南アジア担当国務次官補（バ
トル）からラスク国務長官への説明覚書」（1967年11
月17日）同上。

33 「コントロールグループからラスク国務長官への行動
覚書」（日付不明）同上：「国家安全保障事務局W・
ハワード・リギンスから大統領特別補佐官（ロスト
ウ）および大統領特別顧問（バンディ）への覚書」
（1967年７月12日）同上：参考「大統領特別補佐官（ロ
ストウ）からテキサスのジョンソン大統領への電報」
（1967年７月６日）同上、「大統領特別補佐官（ロス
トウ）からジョンソン大統領への覚書」（1967年７月
13日）同上、「大統領特別顧問（バンディ）からジョ
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ンソン大統領への覚書」（1967年７月14日）同上。
34 「大統領特別顧問（バンディ）による文書」（1967年
７月18日）同上。

35 「大統領特別補佐官（ロストウ）からジョンソン大統
領への覚書」（1967年10月３日）同上。

36 「国家安全保障会議のハロルド・H・サンダースから
大統領特別補佐官（ロストウ）への覚書」（1967年10
月17日）同上。

37 ６月戦争直後に召集された国連緊急特別総会の席上
で、ゴールドバーグは以下の一連の見解を繰り返し
主張した。「まず直ちに攻撃を停止し、軍隊をそれ
ぞれの領土に撤退させるべきだ。そして一切の戦争
権、すなわち交戦権を直ちに終了させなければなら
ない」「所定の重要な手順を踏まなければ、中東全域
に恒久的平和を実現することは不可能だ。今、緊急
に求められているのは、攻撃の即時停止とイスラエ
ル軍の撤退だ。そしてそれに劣らず緊急を要するの
が、この地域のアラブ諸国の戦争権、すなわち交戦
権を即時終結させることだ」（国連緊急特別総会：A/
PV.1546, A/PV. 1554）。

38 「国連代表部から国務省への電報」（1967年７月９
日）、FRUS, vol. XIX, Arab-Israeli Crisis and War, 1967.

39 「国連代表部から国務省への電報」（1967年７月21日）
同上。

40 「大統領特別顧問（バンディ）からジョンソン大統領
への覚書」（1967年８月11日）同上：本覚書にはア
メリカが作成した決議文の最終草稿が添付されてお
り、そこには次のように書かれている。「国連憲章の
下で、以下の原則を支持する。A. 戦争による領土獲
得を容認せずとの決議に基づき、紛争当事者が占領
地域から即時撤退する」

41 「在イスラエル大使館から国務省への電報」（1967年
８月16日）同上：８月末にイスラエルは再度アメリカ
に以下の旨を伝えている。「アメリカとソ連の合同決
議の中で、イスラエルが主に異を唱えているのは、
イスラエルが６月４日時点の領土まで撤退しなけれ
ばならない旨が記されている点で、とくに『すべて
の占領地からの撤退』を求めた文言がそれに当たる」
会談覚書（1967年８月29日）同上。

42 「国連代表部から国務省への電報」（1967年10月26日）
同上：11月初め、イスラエル政府は、決議文の中に
「『すべて』または『最近の紛争で占領した』という
表現を盛り込むこと」に反対する決議を秘密裏に下
していた。（「国務省から在レバノン大使館への電報」
（1967年11月12日）同上。

43 「国連代表部から国務省への電報」（1967年11月４
日）：「国務省から在イスラエル大使館への電報」
（1967年11月５日）同上：「国務省から在イスラエル
大使館への電報」（1967年11月30日）同上：「ラスク
国務長官からジョンソン大統領への覚書」（日付不明）
同上：フセイン国王との会談の中で、アメリカは多
少の国境変更だけでなく「相互主義の原則」も提唱
していたが、アメリカは明らかにそのことをイスラ
エルに伝えていなかった。

44 「会談覚書」（1967年11月３日）同上：ソ連は、安全

保障理事会決議 242の採択をめぐる投票が行われた
その晩まで、「すべての」または「６月５日以前の国
境線までの撤退」という文言を撤退条項に盛り込む
ことにこだわっていた。「国連代表部から国務省への
電報」（1967年11月21日）同上。

45 Norman G. Finkelstein, Beyond Chutzpah: On the misuse 
of anti-Semitism and the abuse of history (Berkeley: 2005), 
pp. 287–290.

46 「ロビーの性質を決めるものは特定の政治的思惑で
あって、ロビー活動者の宗教的アイデンティティや
民族的アイデンティティではない」（p. 115, 132）と
いう著者の主張は正しいが、民族的な絆は関係ない
というのなら、彼らの理屈ではアメリカのユダヤ人
が「ロビー団体の大部分」を構成している理由をう
まく説明できない。

47 まれに具体的な証拠が提示されていることもある
が、それらはいずれも決定打に欠けている。たとえ
ば彼らは証拠として次のような例をあげている。
1996年６月にユダヤ系ネオコンのダグラス・ファイ
ス、リチャード・パール、デイヴィッド・ウヮーム
サーが「有名な『クリーンブレーク』報告書の中で、
新しくイスラエル首相に就任したベンジャミン・ネ
タニヤフに対し、イラクのサダム・フセインを権力
の座から追放することはイスラエル自身の重要な戦
略目標であるとして、その実行を進言している。
（略）ネタニヤフはこの進言を聞き入れなかったが、
ファイス、パール、ウヮームサーはすぐに、ブッ
シュ政権に対して同じ内容の進言を行っている」（pp. 
130, 239）。しかしこの一件は、彼らネオコンの目的
がイスラエルの利益以外のものであったことを証明
しているとも解釈できるのではないだろうか。

48 Bernard Goldstein, Five Years in the Warsaw Ghetto 
(Edinburgh: 2005), p. 110.

49 Mearsheimer and Walt, Setting the Record Straight, p. 23.
50 Bob Woodward, Plan of Attack (New York: 2004).
51 Clarke, Against All Enemies, p. 265.
52 At the Center of the Storm: My years at the C.I.A. (New 

York: 2007).
53 『イスラエル・ロビー』はこの重要な論点に関しては
いつになく歯切れが悪い。ここには次のように書か
れている。「2002年初め」ブッシュ政権は「イラクに
再度攻撃をしかけることを真剣に検討していた。一
方イスラエルの指導者たちはアメリカの政府関係者
に対し（略）イランの脅威の方が深刻だと訴えてい
た。ただし彼らはサダムを権力の座から追放ことに
は反対ではなかった。（略）ブッシュ政権が、短期間
でイラク戦に勝利した上でイランとシリアに対処す
るという大がかりな計画を構想していると知ったと
き、彼らはアメリカのイラク侵攻を強力に後押しし
始めた。要するに、イスラエルがイラク戦争のキャ
ンペーンを開始したわけではなかった。（略）しかし
大統領がイラク侵攻を最終的に決断する前に、イス
ラエルがネオコンと手を組んで、ブッシュ政権とア
メリカ国民に対して開戦を働きかけていたことは確
かである。（略）イスラエル側は、2002年春、ブッ
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【司会】　それでは、引き続きまして同志社大学の

村田晃嗣先生よりコメントをいただきたいと思い

ます。村田先生は日米安全保障を中心とした国際

政治がご専門です。

村田先生、よろしくお願いいたします。

コメント：村田　晃嗣
（同志社大学）

同志社大学の村田でございます。フィンケルス

タイン先生に大変興味深いご報告をいただきまし

た。ありがとうございます。時間が限られており

ますので、まず幾つかの質問をさせていただきた

いと思います。最初に、ご報告の中でもありまし

たが、国益という概念のあいまいさということで

す。通常一つの政策をめぐっても国益は一つでは

ありません。例えば今日お話に出た例でも、冷戦

期にアメリカが中東におけるソ連の影響力を排除

するのがアメリカの国益だということと、独立し

たアラブのパワーの確立を阻止するということが

同時に共立していることは何ら矛盾ではありませ

ん。というので、国益といった場合、常に一つの

エリアでも複数の国益が存在する。その相互関係

をどう考えるかということだと思います。

それから、国益に合致しているか否かという議

論をするときにも、やはりこの場合、どの程度国

益に合致しているのかいないのかということを論

ずる必要があります。従って、このイスラエル・

ロビーの影響がアメリカ外交の国益を害してい

る、あるいは害していないという議論をするとき

に、どうも私にはその両方の立場の方々がややこ

の問題をディコトマスに論じておられる感じがす

るわけです。そういう意味で、先生もお話の中で

ご指摘になったように、国益というのは大変便利

のいい言葉で、私などもついつい使ってしまう言

葉ですが、これを概念規定しないままに使うと議

論のすれ違いになってしまうのではないかという

ことを感じます。

同じようなことは、今日少しお話に出てまいり

ましたネオコンという言葉についても感じるわけ

です。この言葉についても必ずしも明快で明確な

了解があるわけではないように思います。例えば

よく言われるように、アメリカが掲げる自由や民

主主義、基本的人権といった価値観をアメリカの

軍事力を用いて推進しようとする立場、そうした

ものを広い意味でのネオコンと呼ぶならば、例え

ば今日お名前に出たジョン・ボルトンであります

が、私はボルトンが本当にネオコンなのかどうか

かなり疑問に思っております。というのは、ネオ

コンのリトマス紙として、イラク戦争も重要です

が、例えばコソボ紛争に対する対応というのも非

常に重要だと思うのです。ボルトンはコソボ問題

についてのいわゆる人道介入についてはほとんど

何の意見も持っていなかったわけです。というの

で、イラクの問題だけからネオコンを論ずること

は必ずしもできないのではないか。いずれにして

もネオコンという概念も非常に融通無碍に使われ

ているのではないかという気がするということ

です。

言葉のことばかり申し上げて恐縮ですが、イス

ラエル・ロビーがアメリカの外交政策に影響力を

持っているかいないかというときに、これも先生

が例で挙げられましたが、アメリカがしたくない

ものをさせたということはないのだと、そもそも

アメリカがするつもりだったことをさせただけだ

コメント・ディスカッション
司会：小原　克博（同志社大学神学部神学研究科教授・一神教学際研究センター幹事）
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と、そういう意味で影響力はなかったのだという

お話ですが、これは本来相手がするつもりのない

ことをさせるのは、影響ではなくて強制ではない

でしょうか。つまりイスラエル・ロビーがアメリ

カの中東政策に強制力を持たなかったということ

はいえるかもしれないけれども、相手がそもそも

するつもりだったことを支持するということも、

これは広い意味での影響力と言うことができるの

ではないかという気がします。

それから、イスラエル・ロビーがパレスチナの

占領問題についてはアメリカの外交政策に強い影

響力を持っているが、それ以外の広範な問題につ

いては必ずしも影響力を持っていないというご指

摘だったと思いますが、その点についてもう少し

どういう根拠があってそういう議論になるのかと

いうのを補足的にご説明いただけるとありがたい

と思います。

それから、これも先生がご報告の中で触れられ

て、時間があれば後でとおっしゃったことと関連

すると思いますが、私が大変関心があるのは、こ

のミアシャイマーとウォルトの本は、もともと

ハーバードの研究所のオケージョナルペーパーで

出てきて、そして、今回こういう大きな本になっ

たわけですが、やはりほぼ同時期に先生も名前を

挙げられたズビグニュー・ブレジンスキーも『セ

カンドチャンス』という本の中でイスラエルロ

ビーについて批判をしています。というので、ア

メリカの知的状況というものを考えたときに、な

ぜこの時期にイスラエルロビー、ユダヤ人ロビー

の問題が大きく浮上してきたのかという、アメリ

カの知的状況についてわれわれにお教えいただけ

ると大変ありがたいと存じます。

これはあるいは今日のご報告の範疇を超えるこ

となのかもしれませんが、外国勢力のロビーがあ

る国の外交政策に影響力を与えるというこのロ

ビーというものを考えるときには、より大きな視

点からいうとやはり比較というものが必要ではな

いか。つまりアメリカのイスラエル・ロビーに影

響力があるかどうかということを考える際には、

例えば他国のロビーがアメリカの外交政策にどの

ような影響力を与えていって、それはイスラエ

ル・ロビーと比べたときにどのように違うのかと

いうことがさらに長期的には必要な研究ではない

か。例えば50年代の台湾ロビーがアメリカ外交

に与えていた影響や、今日の中国ロビーがアメリ

カの外交に与えている影響などと、イスラエル・

ロビーとを比較検討することができれば、さらに

広い視野からこのイスラエル・ロビーの問題をわ

れわれは考えることができるのではないかという

気がします。

最後に、これは質問というよりも全く私の日本

人としての感想なのですが、1970年代の半ばぐ

らいから国際政治の舞台に宗教という要因が再び

重要な意味を持ちだしたと思います。ローマ・カ

トリックではヨハネ・パウロ２世が東ヨーロッパ

での反政府運動を支持しましたし、そのころアメ

リカでもグラスルーツのキリスト教勢力の力が増

していった。イスラエルでもリクードが労働党に

替わって政権を取った。さらには今日お話にあっ

たように、中東でもホメイニ師のイスラーム原理

主義革命が起こったというので、言うならば一神

教が国際政治の舞台にカムバックしてきたのが

70年代であったと思います。近代の特徴が政治

と宗教を分離することであったとするならば、ま

さに知的にポストモダンということが語られ出し

た時代に、宗教がもう一回政治の表舞台に帰って

きたというのが、過去30年ほどの大きな流れで

はなかったかと思います。ところが、総じていえ

ば日本人はそうした流れには鈍感で、国際政治に

及ぼす宗教の役割というものについて十分これま

で考えてこなかったような気がします。ところ

が、今度は2001年の９月11日の同時多発テロと

それ以降の動きの中で、今まで国際政治に果たす

宗教の役割について鈍感であったがゆえに、今度

は一部の日本人の中で国際政治をすべて宗教に還

元して説明しようとする傾向、宗教の役割を過大



131第４セッション ■

コメント・ディスカッション

に取り上げて国際政治を考えようとする傾向が出

てきたのではないか。そこに、日本だけではない

かもしれませんが、俗事に入りやすいコンスピラ

シーセオリーといいますか、陰謀論というものが

あって、アメリカの外交はユダヤ人ロビーが決め

ているとか、そういうたぐいの陰謀論と宗教に対

する過大な還元論とが合流するような形で、アメ

リカの外交は全部キリスト教、グラスルーツの宗

教保守が操っているとか、ユダヤ人ロビーが操っ

ているとかというような議論がここ数年かなり日

本では流布してきたような気がします。

そういう意味では、今日のような歴史的視野に

立ったご報告を聞きながら、われわれ日本人が国

際政治と宗教の役割や、あるいは国際政治とエス

ニックな勢力の役割というものについて、それを

全く無視するのでもなく、それにすべて還元して

説明するのではない、バランスの取れた視点とい

うものを日本人の識者も大いに求められていると

ころだろうと思いました。ありがとうございます。

ディスカッション

【司会】　それでは、ディスカッションに移りたい

と思います。

最初に、先ほど村田先生からコメントと質問を

頂きましたので、それに対して、まずフィンケル

スタイン先生にお答えをいただき、それからフロ

アとのディスカッションに入っていきたいと思い

ます。

【フィンケルスタイン】　「国益」をどう定義する

かは難しい問題です。どの社会にも統治者と被統

治者の間に利害の対立（多くの場合深刻な対立で

す）が生じる可能性があるということもあります

が、それだけでなく、たとえ統治者間で政策につ

いてコンセンサスが成立していたとしても、目的

を達成するための戦略をめぐって深刻な対立が生

じることもあるからです。

この「国益」という概念については考えれば考

えるほど、とらえどころがなくなります。ですか

らあまり考えすぎることはありません。昨晩森先

生と少しお話をしたのですが、そのときに先生

が、政策というものは結局利益が一致した後に選

択されることが多く、同じ政策でもそれを支持す

る理由は人によってまちまちなのではないかとい

うことを言われました。つまりブッシュ政権の関

係者たちも、それぞれ異なる理由でイラク攻撃を

支持したと考えられるわけです。選挙という目先

の理由でイラク支持を打ち出していた人もいたか

もしれませんし、もっと大局的な戦略的理由を掲

げていた人もいたかもしれません。つまりそれぞ

れの利益は異なっていても、全員が開戦という同

じ結論に到達したということです。もう一点指摘

しておきたいのは、イスラエルの入植地やパレス

チナ被占領地の植民地化を支持することがアメリ

カの国益に合致するとはどうしても思えないとい

うことです。現実にアメリカ政府は、少なくとも

表向きには植民地政策に反対し、被占領地からの

イスラエルの完全撤退を支持する姿勢を鮮明に打

ち出してきました。

「ネオコン」の境界を定めるのはさほど難しい

ことではないと思います。いわゆるネオコンに分

類される人たちは、特定の思想や雑誌やシンクタ

ンクの下に集まっているからです。一方、これは

昨晩の会話で森先生がおっしゃったことなのです

が、アメリカのエリート支配者層の考え方は実は

大変似通っているという事実があります。ネオコ

ンとリベラル派といえばいわば両極端な存在です

が、アメリカのエリート支配者層の場合、両者の

距離はさほど離れているわけではありません。せ

いぜい同じ土俵の端から端へノミがジャンプして

いる程度の違いしかないのです。こうした理由も

あって、エリート層の中からネオコンを見分ける

ことが難しくなっています。アメリカでは、主要

な政策問題については、エリートの間で幅広いコ

ンセンサス（いわゆる「超党派の合意」）が成立
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しているのです。

ロビー活動に亀裂が出始めているのはなぜかと

のことですが、今やイスラエルの占領地政策の実

態はアメリカの一般市民の間にも広く知れ渡って

います。こうした認識は長い時間をかけてじわじ

わとアメリカ国民の間に広まってきたわけです

が、そうなったのは人々が主要メディアの報道を

鵜呑みにしたからではなく、むしろそうした報道

を信じなかった結果でした。イスラエルの政策の

実態が広く理解されるようになったことは、ジ

ミー・カーター元大統領の著作への反響にも表れ

ています。『Peace Not Apartheid（アパルトヘイト

ではなく平和を）』と題したこの本は占領地問題

について論じたもので、カーターは使命感に突き

動かされてこの本を執筆したわけですが、同時に

今ならこうした本が一般読者に歓迎されるだろう

という計算も働いていたと思います。もちろん最

初からベストセラーを狙っていたわけではないで

しょう。そんな考えは馬鹿げています。ですが何

の勝算もなく賭けに出たというわけでもなかった

と思うのです。この本が受け入れられる条件が

整っていたことをカーターは知っていたはずで

す。主要メディアはカーターとその著作に対し、

ホロコースト否定論者と紙一重だ、ナチのシンパ

だ、反ユダヤ主義者だ、アラブの族長に追従して

いるなど、容赦ない批判を浴びせました。それで

もカーターのこの著作は『ニューヨークタイムズ』

のベストセラー・リストのトップを飾り、30万

部のハードカバーを売り上げたのです。

イラクでの失態はまた、ロビーの立場を大幅に

弱体化させました。この一件を機にロビーを攻撃

する糸口が開かれ、ロビー批判の声が一挙に高

まったからです。もっともこうした批判はお門違

いであると私は考えています。いずれにせよ、こ

のようにしてイスラエル批判の端緒が開かれまし

た。そしてエリート層の中からも、イスラエルの

占領地支配は中東におけるアメリカの立場を悪く

していると考える者が出始め、占領地から撤退す

ればアメリカのイメージを向上し、中東での立場

を改善することができると主張するようになりま

した。彼らは、ロビーの存在感が薄れ、国民の間

でイスラエル支持の声が弱まりつつある中、今こ

そ占領撤退を強く打ち出すべきときだと判断しま

した。そうすることが国際社会の意向にもかなっ

たことであると考えたのです。

このことは是非とも理解しておいていただきた

いのですが、イスラエル・パレスチナ紛争の解決

をめぐっては、アメリカ、イスラエル、それに一

部の南洋諸島が、世界のそれ以外の国と対立して

いると言っても決して言い過ぎではないのです。

国連総会では毎年二国家共存について採決が行わ

れていますが、その結果は毎回同じです。アメリ

カ、イスラエル、パラオ、ナウル、ツバル、マー

シャル諸島、ミクロネシアのグループと、それ以

外の加盟国の間で票が分かれるという状態がこの

20年間ずっと続いています。解決を阻んでいるの

はアメリカとイスラエルです。アメリカが国際的

なコンセンサスに参加すれば、この紛争は明日に

でも解決するでしょう。これは決して過言ではあ

りません。現実の記録が示していることなのです。

【司会】　村田先生、今のコメントに対して何かあ

りますか。よろしいですか。それでは、これから

フロアの皆さんから質問、あるいは相互のディス

カッションをしていただきたいと思います。で

は、最初にコヘンさん、お願いします。

【ドロン・コヘン】　最初にお断りしておきたいの

ですが、本日の午後のセッションに参加すること

は私の本意ではありませんでした。皆さんのお手

元にもフィンケルスタイン先生のペーパーが配ら

れていると思いますが、昨晩私は何時間もかけて

このペーパーを読み返し、不愉快な思いを禁じえ

ませんでした。ここに書かれていることは、私に

とってとても心が痛む内容でした。

私は弁が立つタイプではありませんし、英語を
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母国語としているわけでもありません。もちろん

日本語も分かりません。普段からこのような居心

地の悪い議論の場には参加しないようにしていま

すので、今回もこのペーパーに対する意見は差し

控えたい旨を森先生と小原先生にお伝えし、セッ

ションに参加するつもりはないと言ったのです

が、両先生から是非意見を述べてほしいと頼まれ

まして、私にはそうする義務があるのかもしれな

いと思い直した次第です。

フィンケルスタイン先生のペーパーには随所に

個人的な憎しみがあふれていて、その度合いはア

カデミズムの世界で許容される範囲を越えていま

す。ここでは一点、最も不快な部分だけを指摘さ

せていただきます。本日のお話の中でははっきり

と述べられませんでしたが、このペーパーの14

ページに、ホロコーストの時代にナチに協力した

ユダヤ人のことが多くのスペースを割いて書かれ

ており、これがアメリカのいわゆる「ユダヤ系エ

リート」を手厳しく非難する口実に使われていま

す。具体的な名前があげられているわけではあり

ませんが、同じ立場に置かれたなら彼らも同じこ

とをするだろうと書かれています。先生の言葉を

引用すると、こうしたユダヤ系エリートたちは

「躊躇なく民族の絆を断つ」だろうと。これは予

言でしょうか、それとも期待ですか？　いずれに

してもこうした会議に提出するアカデミックな論

文にこのような表現を用いるのはいかがなもので

しょうか。この会議の議事録を作成されるときに

は、ぜひともこの部分を削除していただかなけれ

ばなりません。

このペーパーにはこの他にも問題が多々ありま

すが、時間も気力もありませんので、その一つ一

つを詳しく掘り下げることはいたしません。たく

さんある問題の中から一、二点を指摘するにとど

めておきます。

本日の発表では、1967年６月の戦争は進歩主

義的なアラブの指導者を失脚させるための陰謀

だったという見解を述べておられました。先生の

一方的なお考えでは、アラブ人は何の行動も起こ

していないことになっています。アラブ人はこの

一件には荷担しておらず、ただ攻められる一方で

あったと。そしてイスラエルとアメリカこそがア

ラブ人に対して陰謀を企てたのだと。ですが先生

は、開戦に至るまでの出来事については一言も

おっしゃいませんでした。たとえばナセルの要請

を受けて国連軍が1967年５月に撤退したこと。

エジプトがティラン海峡を封鎖してイスラエルの

海路を断ったこと。エジプト軍がシナイ半島に進

駐したこと。戦争が始まる数日前にヨルダンとエ

ジプトの間で共同防衛条約が締結されたこと。戦

争を回避するためにイスラエルが３週間以上も外

交努力を続けていたこと。こうした事実はすべて

無視し、本件に荷担していないまったく無関係な

エジプトの指導者を失脚させるために陰謀が企て

られたと、そういう一方的な考えが披露されてい

ました。

もう一点このペーパーについて指摘したいの

は、最後のページ、2006年のヒズボラ攻撃につ

いての部分です。ここでも一方的にイスラエルが

悪者扱いされていますが、ヒズボラはこの件に何

の関係もありません。またこうも書かれていま

す。イスラエル社会は「ゆっくりとしかし着実に

内部崩壊している」。これも予言でしょうか。一

体何を根拠にこういうことが言えるのでしょう

か。そんな話など聞いたこともありませんが、実

際にここにはこう書かれているのです。これが根

拠のないことだと分かっていなければ、イスラエ

ル社会の一員として私は大いに不安を募らせてい

たことでしょう。イスラエル政府の行動に対して

は私にも苦言を呈したいことはたくさんあります

し、現に成人してから私はほぼ一環して政府に反

対する立場を取ってきました。しかしだからと

いって、一部の人たちのようにそのことをことさ

らに取り上げて大騒ぎしようという気はありませ

ん。どの政府の行動にも、必ず非難されるべき要

素はあるのではないでしょうか。ですがそうした
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批判が、深い憎悪や、無知で一方的な考えに基づ

いている場合、話し合いや対話をしても何の意味

もありません。あれこれしゃべるよりは、沈黙を

守った方が賢明ではないかと思うのです。と言い

ながらすでにしゃべりすぎてしまいました。どう

かお許し願いたいと思います。以上です。

【司会】　それでは、次にヴァーエズィ先生、そし

てフクヤマ先生に質問をしていただきます。

【ヴァーエズィ】　まず、とても興味深いお話を聞

かせていただいたことにお礼申し上げます。一点

だけお聞きしたいことがあります。先生はユダ

ヤ・ロビーにはイラク戦争の責任がないとおっ

しゃいましたが、私はそうではないと思います。

アメリカの政策決定者の中には保守派のユダヤ人

が１人しかいないため、彼らがユダヤ人ロビーの

影響を受けたとは考えにくいとのことでしたが、

ロビーとはそもそも意思決定者に影響力を及ぼす

ための活動であり、意思決定者の中に加わる必要

はないのではないでしょうか。アメリカの他のロ

ビーを見ても分かることですが、政策決定の一端

を担っていなくても、アメリカの政策に影響力を

及ぼすことはできると思います。

【フィンケルスタイン】　私がアメリカの中東政策

についてロビーを批判するだろうとか、アメリカ

の外交政策の問題に対してユダヤ人を非難するだ

ろうと考えている人たちは、実際に私の講演を聞

くと、その内容に失望を覚えるようです。先日も

UCLAでこのテーマについて講演したのですが、

聴衆の中には、私がロビーを非難し、ミアシャイ

マーとウォルトを支持するだろうと考えていた人

たちも大勢おられ、こうした人たちにとって私の

話はひどく期待はずれのようでした。冷静な判断

力を持つ人であれば、私の発言やペーパーが、ユ

ダヤ人やその影響力をめぐる陰謀説とはかけ離れ

た主旨のものであることがお分かりいただけると

思うのですが。それだけに私のペーパーはユダヤ

人に対する憎悪に満ちているというお叱りを受け

たのは、意外でした。

またある説の裏側にどのような動機があろうと

も、またどのような善意、または悪意が働いてい

ようとも、その説の正当性を冷静に評価したいの

なら、基準はただ一つしかありません。その説が

事実として正しいか、間違っているか。それだけ

なのです。ですから大いなる愛情に突き動かされ

てペーパーを執筆したとしても、そこに書かれて

いることが事実と反しているのなら、たとえ動機

が愛情であってもそれは正しいことではありませ

ん。同様に邪な動機で書かれたペーパーであって

も、そこに書かれた事実が間違っているとは限ら

ないのです。要は事実を見据えることです。

まず内通者の問題が指摘されましたが、実際の

ところ、社会の支配者に通じた者の存在は、ユダ

ヤ人だけでなくすべてのマイノリティやエスニッ

ク集団が抱える問題なのです。内通者の話は私が

でっち上げたものではありません。ただ歴史的な

事実を申し上げただけなのです。この歴史的事実

を否定したいのであれば、そうしてくださっても

結構です。ですがそんなことをしても事実を変え

ることはできません。

次に1967年６月の戦争についてです。このと

き何が起きたのか。今は歴史を詳しく検証すると

きではありませんので、主な出来事だけをできる

だけ効率よく振り返ってみたいと思います。ベ

ン・グリオンやダヤンなど、イスラエル政府は

1953年にはナセル政権を転覆させる決意を固め

ており、挑発的な行動を次々と繰り出してナセル

を戦争へと駆り立てていました。1955年２月の

ガザ襲撃はとくに広く知られています。1956年

にはイスラエルの狙い通り戦争が始まりました

が、このときはアメリカがイスラエル軍を強制

的に撤退させています。1967年にはまた新たな

チャンスが到来しますが、イスラエル側にはただ

一つ懸念材料がありました。ナセルを失脚させた
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いという思いには何の変わりもなく、その点は議

論にもあがりませんでした。問題はアメリカの出

方でした。1957年と同じように今度もアメリカ

は強制撤退を求めてくるだろうか。そこで５月の

最後の２週間、イスラエル政府はアメリカに次々

と人を送り、イスラエルがエジプトを攻撃した場

合にアメリカがどのような行動に出るかを探ろう

としました。三つのことが起こりました。まずア

メリカは諜報機関の意見を求めました。ジョンソ

ン大統領は繰り返し「ナセルは攻撃をかけてくる

だろうか」と尋ね、諜報機関からはその都度「攻

撃はないでしょう」という答えが返ってきまし

た。２点目、公算は小さいがもしナセルが攻撃し

てきたらどうなるだろうという問いに対し、諜報

機関は「イスラエルが、７～10日でエジプトを

制圧するでしょう」と答えています。これはロ

バート・マクナマラ国防長官の予想ですが、リン

ドン・ジョンソンは「アメリカが叩きのめしてや

ればよろしい」と回答しています。そして６月１

日、イスラエルはモサドのメイア・アミット長官

をアメリカに送ります。アミットはアメリカの政

府要人と会見し、アメリカの予想に全面的に賛成

すると伝えました。つまりイスラエルも、エジプ

トが攻撃をしかけてくることはないだろう、そし

て短期間で決着をつけることができるだろうと考

えていたのです。６月初めイスラエルは、アメリ

カがイスラエルの攻撃を支持し、撤退を強制する

ことがないとの確信を強め、攻撃に踏み切りまし

た。ナセルの側には不安はありませんでした。

1956年の経緯が繰り返されるだろうと考えてい

たのです。そしてその通りになりました。エジプ

トはあっという間に侵略され、続いてヨルダンと

シリアの領土も占領されました。

私がイスラエル社会を指して「内部崩壊」して

いると言ったのには理由があります。イスラエル

はこれまで、非常に優秀で効率の良い軍隊を誇り

にしてきました。これがイスラエル社会の健全性

を測る指標でもあったのです。ところが昨年夏の

対レバノン戦争はイスラエルに大打撃を与えまし

た。イスラエル軍は、わずか1500人から3000人

のヒズボラ部隊に屈してしまったのです。このと

きのイスラエル軍は67年の戦争を戦った軍隊と

は別物でした。またイスラエル社会の一部が著し

く腐敗していたことも事実です。私くらいの年代

の人ならよく覚えていると思いますが、イスラエ

ルのラビン首相が1976年に辞任に追い込まれた

のは、彼の妻がアメリカに銀行口座を持ってお

り、これが不祥事として取りざたされたためでし

た。今やイスラエルは、毎日ように不祥事が起き

ているバナナ共和国（政情が不安定な小国）の様

相を呈しています。もはやかつてのイスラエルで

はないのです。理性的なイスラエル人なら、紛争

の解決を望んでいるはずです。たとえその理由が

イスラエルを守るためだけだとしても。そうした

いのならアラブのことなど忘れてしまっても構い

ません。しかしイスラエル社会のためにも、紛争

は最終的に解決するべきなのです。

私が大きな感銘を受けた本に、ゼーブ・マオズ

の Defending the Holy Landがあります。著者のマ

オズは以前テルアビブ大学のジャフィー戦略研究

センター長を務めていた人物です。この本の第

10章を見ると、イスラエルの核兵器についてこ

のように書かれています。核兵器はイスラエルに

とって深刻な問題である。中東の核拡散に歯止め

をかけたいのであれば、この地域で「大量破壊兵

器非武装地帯」宣言をすればよい。そうすればイ

ランも核兵器を放棄せざるをえなくなるだろう。

私がこうした考えを勧めているのはアラブのため

ではなく、あくまで自分たちのためなのだ。私自

身はマオズの政治観に同意できない部分もありま

すが、正当な判断力を持つ人なら、それぞれ異な

る利益のためであったとしても、同じことを目指

すのではないでしょうか。イスラエルが腐敗して

いるという事実が気に入らないのなら、まず紛争

を終結させることです。そうすれば社会を改善す

る仕事に着手することができるでしょう。
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ロビーが意思決定者に影響を及ぼすのではない

のか、とのご質問もありました。直接意思決定に

かかわらないとしても、ロビーは影響を及ぼすこ

とができるのではないかと。これはもっともな疑

問ですが、そうお考えであれば、ロビーが影響を

及ぼすメカニズムを説明していただかなくてはな

りません。抽象論で議論することはできません。

開戦を決定したのは、意思決定の担当者です。意

思決定の中心となっていたのは、ご存知の通りラ

ムズフェルドとチェイニーでした。この頭脳明晰

で分別のある意思決定者たちをうまく騙して、外

国の利益のために開戦を決意させたとおっしゃる

のでしょうか。そんなことが果たして可能でしょ

うか。説明していただきたいと思います。ロビー

活動の裏で見えない誰かが糸を引いているなどと

いう雲をつかむような説明では納得できません。

具体的なプロセスを示していただきたいと思い

ます。たとえばチェイニーは、20年以上も歴代

政権の要職を務めてきた人物です。ウォルフォ

ウィッツは直属の部下でしたから、チェイニーは

彼の政治姿勢や忠誠心も知っていました。リビー

についても同じです。そのような人物が、事実上

の外国政府の工作員とみなされている人間をわざ

わざ自分の側近に任命したりするでしょうか。そ

れこそ説明がつきません。ウォルトとミアシャイ

マーは、こうしたネオコンたちがイスラエルのた

めに動いていたのは明らかだと論じていますが、

本当にそうした動きがあったのなら、チェイニー

とラムズフェルドにもそれと分かるはずですし、

分かっていたのなら、事実上の外国政府の工作員

を重要な職に就かせるはずがありません。そんな

ことはありえません。チェイニーの人物像をどの

ように評価されても結構ですが、彼はイスラエル

の国益ではなく、自分がアメリカの国益と信じる

もののために働いているのだと思います。現在も

色々なことが言われていますが、このように現実

を詳しく検証すると、そこには根も葉もないとい

うことが分かるはずです。

【司会】　それでは、フクヤマ先生からご質問をい

ただきます。

【フクヤマ】　私は学究生活に入って間もない頃、

アラブ・イスラエル問題にかなり真剣に取り組ん

でいた時期がありました。この研究から手を引い

たときにはいささか肩の荷が下りた思いをしたも

のです。と言うのも、とにかく同じ議論ばかりが

堂々巡りしていて、実際に何の進展もないという

行き詰まり感を感じていたからです。ですからこ

こで発言することによって、テープを巻き戻すよ

うに当時のことを思い出したいとは思いません。

ただ幾つか言っておきたいことがあります。

一つ目は、ネオコンとイスラエル・ロビーはイ

ラク戦争開戦には大した役割を果たさなかったと

いう先生のご意見には私も賛成します。しかしア

メリカとイスラエルの関係をめぐる先生の説に

は、おそらく非常に重大なある問題が見逃されて

いるのではいかという印象を受けました。先生

は、イスラエルは中東で唯一他に行き場を持たな

い国であり、それゆえに最も信頼できる同盟国で

あるとの認識がアメリカのエリート層の間にある

と指摘され、両国の関係の背後には、こうした非

常にシニカルな計算が働いていると説明されまし

た。ですが私は、アメリカとイスラエルの関係

は、それよりももっとずっと理想主義的な性質を

持っているのではないかと考えています。アメリ

カがイスラエルを支持するのは、イスラエルが本

格的なリベラル・デモクラシー国家だからなのだ

と思います。

私がこの話題を蒸し返したくなかったのは、こ

う言うとすぐに誰もがイスラエルの人権をめぐる

経緯であるとか、イスラエルはデモクラシー国家

と呼べるのかとか、イスラエル系アラブ人はどう

なのかといったことを議論したがるからです。で

すからこの問題についてはこれまでにしておきた

いと思います。ただここで一点だけ、ジーン・

カークパトリックやビル・ベネット、それに先生
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のお話の中にも出てきた非ユダヤ系の人たちがイ

スラエルを支持していることは別に不思議なこと

ではないということを指摘しておきたいと思いま

す。私もこうした人々と同類なのですが、私は、

アメリカとイスラエルが価値観を共有しているこ

とがイスラエル支持の理由だと考えています。そ

れ以外にも、両者とも移民社会であり、敵対的な

世界の中で奮闘してきたといった共通点をあげる

こともできるでしょう。つまり両国の関係の大半

は、こうした理想主義的な面から説明することが

できるのだということです。イスラエル支持の理

由を単に戦略的利益だけに限定するのは危険で

す。なぜならイスラエルがお荷物ではなく戦略的

資産であるかどうかは、まだはっきり分からない

からです。少なくともこの点は真剣に検討すべき

でしょう。

二つ目の大きな問題点に移ります。いくつかの

点でこの紛争に直接取り組んできた立場から言わ

せていただきたいのですが、アメリカがその気に

なりさえすれば解決は容易だなどというのは、と

んでもない間違いです。こうした考えはある意

味、67年の戦争に対する一方的な解釈と同種の

ものだと言えるでしょう。この当事者は二つの立

場に分かれており、いずれの側にも二国家共存と

いう安易な解決に甘んじるつもりはありません。

実は私は、見込みのある唯一の解決策は、

2000年１月のオスロ合意の最後に締結されたタ

バ合意だったのではないかと思っています。この

合意に復帰することは、理論的には今も可能では

ないでしょうか。

ですがこの解決策に背を向けたのはイスラエル

人ではなくパレスチナ人の方でした。パレスチナ

人は帰還の権利を主張していますが、これはイス

ラエル側にとって受け入れられるものではないと

思います。つまりこの紛争には二つの側面がある

わけで、アメリカが真の利益に目覚め、正しい行

動を取りさえすればすべては解決するという考え

は、両方の側にとってそれがどれだけ大変なこと

かという視点を欠いていると思います。

最後に質問です。先生は、イスラエルがイラク

戦争に参加したのは、ブッシュ政権がアメリカが

イラクを攻撃することを約束してからのことだと

おっしゃいましたが、その根拠は何でしょうか。

というのも開戦を検討していた頃のブッシュ政権

については私もかなりの文献を集めているのです

が、そのことは初耳でしたので。

【フィンケルスタイン】　確かにフクヤマ先生が指

摘されたように、最初のご質問は物議を醸し、し

かも簡単には結論に到達できそうもないものです

ね。アメリカとイスラエルの関係の核にあるもの

は果たして理想主義なのか戦略的利益なのか。フ

クヤマ先生のご指摘について私が問題だと思うの

は、先生が事実と考えておられることには、実は

説明を要する背景があるということです。確かに

アメリカがパレスチナよりもイスラエルを支持し

ていることは世論調査にもはっきりと表れていま

す。最近では少し支持率が落ちてきているようで

すが、それでもパレスチナに較べると、その差は

歴然としています。

それはなぜなのでしょうか。先生の指摘された

理想主義や、移民社会という共通性のためなので

しょうか。それともアメリカ人には、イスラエ

ル・パレスチナ紛争の現状やその歴史的経緯につ

いて真実が知らされていないからなのでしょう

か。もし本当のことを知らされていれば、アメリ

カ人は今のようにイスラエルを支持していたで

しょうか。事実が明らかになり、真実が次々と見

えてくると、イスラエルへの支持は低下してゆく

のではないでしょうか。ただそれをきちんと証明

することはできません。ですがイスラエル・パレ

スチナ紛争の現状がアメリカよりもずっとよく知

れ渡っているヨーロッパでは、イスラエルへの支

持がはるかに少ないことも事実なのです。

次に何が和解の妨げとなっているのかというこ

とですが、この点についてフクヤマ先生は正確に
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事実を把握しておられないのではないかと思いま

す。事実ははっきりと記録に残されています。

キャンプ・デービッド交渉には３つの段階があり

ました。まず2002年７月、パレスチナに譲歩案

が提示されました。いわゆるバラク・オファーで

す。その内容について意見を述べることは差し控

えさせていただきますが、当時交渉の席にいた要

人の１人、イスラエルのシュロモ・ベン・アミ外

相の言葉を紹介したいと思います。交渉の第１段

階について、同外相は「私がパレスチナ人だった

ら、きっと私もキャンプ・デービッドを拒否して

いただろう」と発言していたのです。その後も交

渉は続きました。12月後半にクリントン大統領

が和平のための仲介案を示し、イスラエル側もパ

レスチナ側も条件付きでその案を受け入れまし

た。イスラエル側はシングルスペースで20ペー

ジにおよぶ条件を提示し、パレスチナ側からも条

件が示されました。2001年１月初頭、ホワイト

ハウスとクリントン大統領は、両者が条件付きで

仲介案を受け入れたと発表し、その後タバで交渉

が再開されました。バラク首相がイスラエル側の

交渉者を引き上げさせたことに疑問の余地はあり

ません。このときの経緯は記録にもはっきりと

残っています。この時点でタバの交渉は決裂しま

した。

交渉が決裂したのが帰還権のためだったという

証拠はありません。帰還権の問題はこの交渉では

あまり大きく取り上げられませんでした。帰還権

を持つパレスチナ人の数はだいたい数万から20

～30万人と見積もられていましたが、パレスチ

ナ側に何らかの譲歩をする用意があったことは確

かです。

デニス・ロスが残したいわゆる公式記録には、

都合の良いことにタバの交渉についての記載があ

りません。交渉の内容がはっきりしないのはこの

ためです。一方2002年と2007年にアラブ連盟が

一堂に会し、満場一致で二国家共存案を支持し、

アラブとイスラエルの関係正常化の条件としてイ

スラエルの完全撤退を求め、「パレスチナ難民問

題の公正な解決」を訴えたことははっきりと記録

に残っています。このときにパレスチナ難民とい

う言葉が出てきたのは不思議でも何でもありませ

ん。国連決議242号にこの言葉が使われているか

らです。

交渉の席に着き、線引きを行い、帰還権を持つ

難民の数を正確に予想するというのは、確かに厄

介な作業です。ですがこの点が問題なのではあり

ません。問題なのは、イスラエルの完全撤退とい

う基本原則をイスラエル側が拒否していることな

のです。最近の『ニューヨーク・レビュー・オ

ブ・ブックス』誌上で、ブルゼジンスキー、トマ

ス・ピカリング、リー・ハミルトン、ナンシー・

カセバウムらが、国境線のマイナーな変更につい

て１対１で合意が得られた上で完全撤退を実現す

べきだ、という主旨の発言をしていましたが、そ

れを読んだときには我が意を得たりと思いまし

た。これが国際的なコンセンサスです。こうした

合意が得られたとしても、その後には難しい交渉

が必要になるでしょう。1977年のエジプトとの

交渉もそうでした。ですが一旦イスラエルがシナ

イ半島からの完全撤退に合意すると、解決への道

筋が開かれたのです。

イスラエルはアメリカの後ろ盾を得て今まで完

全撤退の基本原則を拒否していましたが、これを

受け入れない限り解決はありえません。シリアも

同様です。シリアとの交渉についてははっきりと

した記録が残っています。シリア側が要求してい

るのは一切の妥協を排した完全撤退です。なぜな

のか。おそらくプライドの問題ではないでしょう

か。タバをめぐるエジプトとの紛争を思い出して

ください。あの小さな地区を取り戻すために、エ

ジプトは国際司法裁判所に仲裁を求めることまで

したのです。エジプトはそれほどまでに1967年

の国境を取り戻したがっていました。それがハ

フェズ・アサド大統領の打ち出した立場でした。

他愛ないことだと思われるかもしれませんが、そ
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れが事実だったのです。ですからイスラエルがア

メリカの支持を受けて完全撤退に反対していると

いう、その事実が問題なのです。

【司会】　中田先生、それからヌーフ先生、そして

シーゲル先生の順番で行きます。

【中田】　私の質問は、ドロンさんの発言について

なのですが、これは先ほどドロンさん自身がおっ

しゃられたように、もともと言いたくなかったこ

とを森先生と小原先生が言えということで話され

たということで、非常に気の毒だとは思うのです

が、ただ、やはりイスラエルというか、ユダヤ人

問題についての発言の非常に典型的な例だとは思

いますのでちょっとコメントさせていただきます。

基本的にはフィンケルスタイン先生のお答えの

中でほぼ基本的な問題というのは出ているとは思

うのですが、民族であれ宗教集団であれ、何かの

支配下にあるときに、その中で裏切り者が出ると

いうのは非常によくあることです。例えばフラン

スの独立のときはアルジェリアでもそういう問題

がおきて非常に悲惨な例がありましたし、最近で

も例えば今はロシアの支配下にあるチェチェンに

おいても、チェチェン人自身が二つに分かれて悲

惨なことになっております。また、逆の例として

インドネシアがあり、インドネシアの東ティモー

ルで、東ティモールの人たちが独立したわけです

が、そのときにもやはりインドネシア側に立って

いた人もいるわけです。これもまた悲惨な内戦が

ありました。今のパレスチナ問題を取っても、あ

まり日本では報道されませんが、パレスチナの中

でも内ゲバというか、イスラエルの側に立ってい

るということで処刑されている人間も非常にたく

さん出ております。こういう例は非常にたくさん

出ておりますし、あるいはエリート層が、これも

宗教集団でも民族でも同じですが、大衆を裏切

る。これも非常に当たり前に起きていることで

す。そのことについて、もちろん統制下にある、

支配体制の下にあるメディアなどが発言できない

ということ自体、これもまたよくあることで、特

にイスラーム世界には自由がありません。という

ことはこのセッションの中でも何度も何度も何度

も繰り返し言われているとおり、イスラーム世界

の中でも自由はないので、そのこともよく言われ

ていますが、レジームの外においては非常に普通

に批判されているというか、批判されるのが当た

り前であるわけです。

このことがユダヤ人の問題になると、まず一つ

確認したいのは、そういうことがそもそも当たり

前のことであるわけです。イスラームでもありま

すし、ムスリムの小民族にもあるわけですが、そ

もそもユダヤ人だけにはないということなのか、

あるいはそれはあっても、ユダヤ人についてだけ

は語ってはいけないということなのか、どうもそ

の辺のところが非常によく出てくる話なわけです

が、ユダヤ人に関してはそういうことはあっては

ならない、あるいは、ないという話なのか、あっ

たとしても、先ほどの話にもありましたが、こう

いうプロシーディングが削られるべきであるとい

う発言が出てくるというのはどういうのなのかと

いうことをお聞きしたいと思います。

【ヌーフ】　私自身の個人的な経験についてお話し

したいと思います。第二次中東戦争が勃発した

1956年、私は10歳でした。私の村の近くにはイ

スラエルの爆撃機が連日飛来していました。子ど

もの頃の話です。ですから毎日のように私たちは

飛行機の爆音を耳にしていましたし、ときには機

影を見かけることもありました。私がイスラエル

人を初めて知ったのは、日本に来てからのことで

す。私が出会ったイスラエル人は皆さん良い方ば

かりでした。アダ・コヘン先生、先生のご主人で

あるドロン・コヘンさん、その他の先生方。皆、

私の大好きな人たちです。しかしエジプトに行っ

て、コヘン先生という素晴らしいイスラエル人の

友人がいますなどということを口にすれば、きっ
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とこういう反応が返ってくるでしょう。「本気な

のか？　パレスチナ人地区の現状を知らないとで

も？　毎日のように爆撃機が飛来し、住民の命を

奪い、町を破壊していたことを忘れたのか？」

1967年、第三次中東戦争が始まったのは、大

学の試験の最終日でした。イスラエル軍が空爆を

開始したために、カイロから家までの120キロを

徒歩で帰らなくてはなりませんでした。その数日

後、私の村の近くにある小学校が爆撃され、子ど

もたち全員が亡くなり、教科書もノートも、何も

かもが灰になりました。焼け跡では子どもたちの

遺体と教科書の区別すらつかない有様でした。そ

の後エジプトの民間機がイスラエル軍によって撃

墜され、エジプト TVのアナウンサーが、２、３

人だったか４人だったか忘れましたが、命を落と

すという事件もありました。決して忘れられない

出来事です。

また私個人としても友人を失った悲しい体験が

あります。1967年以前のことですが、その友人

というのはエジプト系ユダヤ人の女性で、私たち

は戦争が始まる３カ月前に出会いました。戦争が

始まると彼女はアレキサンドリアへの移住を余儀

なくされ、泣く泣く私の元から去ってゆきまし

た。それ以来私は一度も彼女に会っていません。

今どこでどうしているのかも知りません。親しい

友人として一緒に生活をしていた頃が懐かしく思

い出されます。

イスラエルとエジプトの政府は和平協定を結ん

でいますが、それはあくまでもイスラエルとエジ

プトの政府間のことであって、エジプト国民との

協定ではありません。なぜならパレスチナ問題が

存在する限り、エジプト人とイスラエル人の間に

自然な関係が成立するはずがないからです。この

点についてはこれ以上述べるつもりはありませ

ん。ドロン・コヘン先生が感情的になられたよう

に、私も子どもの頃の体験を思い出して平静では

いられなくなるからです。もっとも今ではもうい

い年になっていますので、少々のことでは動じな

くなっているかもしれませんが。感受性が鈍く

なっているのかもしれません。

重要なことは、私が戦争を憎んでいるというこ

とです。私たちエジプト人は戦争を憎んでいます

が、毎日のように人々が犠牲になっている現状を

目の当たりにしては黙っていることができませ

ん。そこでフィンケルスタイン先生に、アメリカ

政府について質問があります。アメリカ政府の目

的は何なのですか。パレスチナで人々が毎日のよ

うに殺されているという現状は、アメリカ政府に

とってどのような利益になるのですか。ガザ地区

との国境地帯や砂漠で、はっきりとした数字は知

りませんが、おそらくは２万もの家族が何週間も

足止めされているという事態が、エジプト政府と

アメリカ政府にとって何のメリットになるのです

か。子どものいる家族が食べ物も水もないところ

でどのような生活をしているのか、想像できませ

んか。そのような状況で女性たちがまともに暮ら

せるでしょうか。彼らがガザ地区に戻ることがで

きないのは、エジプト側がアメリカ政府の意向を

汲んでそれを拒んでいるからです。エジプト政府

は、和平合意を受け入れるために毎年200億ドル

だか300億ドルだかの金額を受け取っているため

にアメリカ政府の命令に従わざるをえないのです。

毎日のように人が死に、水も電気も何もないと

ころで大勢の人たちが苦しんでいる。そのような

状況で一体アメリカ政府は何を目論んでいるので

しょうか。たとえばガザ地区でも西岸地区でも、

人々は動物にも劣る生活を強いられているので

す。以上です。

【シーゲル】　基本的に二つ質問というか、コメン

トしたいと思います。まずコヘン先生が最初に提

起された問題について。これはフィンケルスタイ

ン先生のペーパーからの引用ですが、14ページ

の第１パラグラフの最後にこう書かれています。

「アメリカでの特権的地位とイスラエルの同胞の

どちらかを選べと迫られたなら、そしてアメリカ
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とイスラエルの国益が衝突したならば、ユダヤ系

エリートたちは、自らの身を守るために、躊躇な

く民族の絆を断つ道を選ぶのではないだろうか」

この部分で先生は、現代のユダヤ系アメリカ人

を、自分の両親を当局に引き渡したドイツの警察

官になぞらえておられますが、こうした表現は酷

すぎるように思います。本当にこんなコメントが

必要だったのでしょうか。少々配慮が足りなかっ

たのではないでしょうか。

もう一点、午前のセッションでフィンケルスタ

イン先生が一番重要なことは動機ではないとおっ

しゃったことについて、そして本日の発表の全体

的な主旨と先ほどからの国益をめぐる議論につい

てコメントしたいと思います。ある意味これはフ

クヤマ先生のご発言にも関係することなのです

が、休憩時間にも申し上げた通り、本日の先生の

発表を聞くまで私は、イスラエル・ロビーがイラ

ク戦争の責任を問われていることはまったく知り

ませんでした。先生のお話はとても興味深いもの

でした。先生が指摘された通り、この状態はイス

ラエル・ロビーがいわばスケープゴートにされて

いるということであり、とても不当なことだと思

います。その意味で先生の発表はとても勉強にな

りました。先生は確たる証拠をあげて、イスラエ

ル・ロビーがアメリカのイラク開戦の原因ではな

かったことを証明されました。確かに若干の影響

は及ぼしたかもしれませんが―それも「影響」を

どのように定義するかによりますが―、イスラエ

ル・ロビーが原動力ではなかったことは確実であ

り、アメリカはイスラエル・ロビーとは無関係な

理由で開戦を決断した。先生の発言の主旨はこう

いうことであり、私はこのように理解したのです

が、私も同意見です。

イスラエル・ロビーがスケープゴートだと言っ

たのは、この問題の背景には他の問題から目をそ

らせようとする意図が働いているという意味で、

この点に午前のフクヤマ先生のコメントが関係し

てきます。フクヤマ先生のお話の主旨は、アメリ

カ政府が発表したイラク攻撃の理由は真実だった

ということでした。また石油の重要性も指摘され

ました。石油は戦略的資源であり、またアメリカ

の国益にも大きくかかわっているからです。

しかしこの点についてはまだ疑問が残ります。

これは午前中に先生が指摘された動機の問題にも

少し関係するのですが、開戦の動機を明らかにす

ることは、確かにとても重要なことです。国際法

上の問題というだけではなく、そうすることが問

題解決のあり方を探り、この経験を活かして将来

戦争などの事態を回避することにもつながるから

です。現に午後の発表を聞いていると、先生もま

た動機解明の重要性を指摘されていたように思い

ます。

そこで質問です。ブッシュ政権の高官は、ほと

んど全員が石油業界との間に深い結びつきを持っ

ています。これは誰もが知る事実であり、広く公

表されていることでもあります。実際のところ、

ブッシュ政権内部では石油業界と結びつきのない

人の方が例外的なのではないでしょうか。少なく

とも政府高官の中で石油業界と無縁だといえるの

は、コリン・パウエルはじめごく少数の人たちに

限られていると思います。

国益についての話が出ましたが、私たちが本当

に考えなくてはならない重要な問題は、国益では

なく、意思決定者の個人的な利益が意思決定のプ

ロセスにどの程度影響しているのか、ということ

ではないでしょうか。ここでいう意思決定者とは

政権内部の人間に限らず、世論を左右するメディ

ア関係者など、意思決定のプロセスに影響をおよ

ぼすすべての人を指します。ブッシュ政権の人間

の私的利益が意思決定のプロセスにどの程度影響

を与えているのでしょうか。

経済のグローバル化が進む今日、個人の利益、

とくに大きな影響力を持つ人間の経済的利益が国

益からかけ離れてしまうことも大いに考えられま

す。このような事態は国民国家の歴史始まって以

来初めてだと言ってもよいでしょう。ですから開
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戦の意思決定の裏に石油業界の影響力があったの

ではないかという点が信憑性を帯びてくるので

す。ここでイスラエルの影響を持ち出すことは、

実はこの問題から目をそらせるための方便なので

はないでしょうか。以上です。

【司会】　今の３人の質問に対してフィンケルスタ

イン先生にお答えいただきたいと思います。

【フィンケルスタイン】　フクヤマ先生のご発言に

ついて一部お答えしていなかったことがあります

ので、最初にこの点に触れたいと思います。イス

ラエルが開戦支持を打ち出したのはブッシュ政権

がイラク攻撃の意図を明らかにした後だったとい

う話が先生には初耳だったとのことですが、これ

はネオコンがそう言っていたのです。先生はご存

知なかったのでしょうか。ブッシュ政権とあれほ

ど近い関係にある先生がこの話をまったくご存知

なかったというのは、腑に落ちません。

次に私の発言が配慮を欠いた不適切なもので

あったのことですが、これもダブル・スタンダー

ドの範疇に入るのではないかと思います。具体例

をあげましょう。午前のセッションで、パレスチ

ナ人やその支持者はシオニズムをヒトラーやナチ

ズムと同一視しているという発言がありました

が、これはとても問題ではないでしょうか。です

がこの発言に対する出席者の皆さんの反応は「そ

の通りだ」というものがほとんどでした。私の国

では（日本では違うかもしれませんが）、主要な

メディアが毎日のように、サダム・フセインやハ

マース、ヒズボラ、アフマディネジーャドをヒト

ラーに見立てて非難しています。メディアが連日

このような報道を流して、ヒステリックに攻撃を

煽っているのです。2003年のイラク攻撃時、こ

れに反対した者は、1930年代のヒトラーの支持

者と同じだとして糾弾されましたが、今回もイラ

ン攻撃に反対する者は、ナチズムやヒトラーの賛

同者というレッテルを貼られています。過去には

エルサレムのムフティが「最終的解決」（ヒトラー

のユダヤ人絶滅計画）の裏で糸を引いていたとい

う説がありましたし、1950年代にはナセルがナ

イルのヒトラーと呼ばれたこともありました。こ

のようなことが許されてもよいのでしょうか？　

ところがイスラエルはナチスと同じだと誰かが発

言すれば、無神経だとしてたちまち集中砲火を浴

びてしまいます。これはダブル・スタンダードで

す。片方だけ認めて片方は認めないというのでは

なく、認めるのなら両方の立場を認める、認めな

いのなら両方とも認めない、こうした態度を取る

べきではないでしょうか。

私の発言についてですが、私のペーパーの内容

が事実に反しているということでしょうか？　私

が史実を捏造したとでも？　実際に起こったこと

ではないとおっしゃるのでしょうか？　確かに

愉快なことではないかもしれませんが、英語に

も「真実はときとして口に苦い薬である」という

ことわざがあるではありませんか。不愉快だから

といって口をつぐんでいなければならないので

しょうか？　楽しく過ごすことが会議の目的なの

でしょうか？　これはオプラ・ウィンフリー司会

のショー番組ではないのですよ。私たちは大人で

す。政治や歴史を真剣に検証すべきなのです。今

回の会議でも、制裁措置により50万ものイラク

人が命を落としたことについては、どなたからも

一言の指摘もありませんでした。誰一人として、

このとてつもない犯罪のことを口にされていない

のです。一方でユダヤ人の内通者の話が少し出た

だけでこの騒ぎです。この部分は議事録から抹消

すべきだ。この会議の公式記録に残すべきではな

い。言い方は悪いですが、こうした対応は特定の

問題について真摯にかつ率直に話し合うことを妨

げようとする感情的な恐喝行為です。事実が間

違っているというのなら、疑問点を指摘してくだ

さい。そうしてくだされば私も全力で疑問にお答

えしますし、もしお答えできなければ自分の非を

認めます。ですがこうした感情的な恐喝行為に
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よって、歴史の真実をなかったことにするのはや

めてください。これは実際に起きたことであり、

何をもってしても変えることはできないのです。

会議の記録から消すことはできても、歴史の記録

には歴然と残っているのです。

石油についてご質問がありましたが、私は基本

的にフクヤマ先生と同じ意見です。開戦には石油

がからんでいるのではないかという憶測の根拠

は、アメリカのエリート支配者層がサウジの政治

体制の転覆を懸念していたということしかありま

せん。だからイラクの石油を確保することが重要

だったのだと。私にはこれが開戦の主な動機で

あったとは思えません。断定的な記録がないから

です。では何がアメリカに開戦を決断させたの

かということになるのですが、この点について

は、私はパトリック・コバーンの見解を支持し

ます。コバーンは、私たちはアメリカの開戦理

由を難しく考えすぎていると述べています。ま

たジョージ・パッカーのイラク戦争に関する著

書 The Assassins’ Gateにも非常に興味深いことが

書かれています。パッカーはこの戦争の理由とし

て小難しいデモクラシー論やギリシア哲学やレ

オ・シュトラウスなど、色々と深遠な理論を考え

ていたのですが、実際にワシントンを訪れてブッ

シュ政権の中心人物の１人リチャード・パールと

会見し、この戦争の背景にはシュトラウスの理論

が…アリストテレスが云々…と話を切り出したと

ころ、「ワシントンの人間は本なんか読まないよ」

とパールにばっさり切り捨てられたというので

す。このように、ある物事の背景について難しく

考えすぎることは危険だと思うのです。思い起こ

していただきたいのですが、当初この戦争は簡単

に片が付くだろうと考えられていました。イラク

戦争をテーマとした力作 Fiascoの中で、著者の

トマス・リックスは、アメリカは、攻撃相手がま

るでバナナ共和国であるかのように戦争準備を進

めた、と述べています。アメリカは簡単に勝利を

あげることができるだろうと確信しており、とく

に深い考えは持っていませんでした。カナン・マ

キヤなど政府に助言する立場の人たちは、アメリ

カはチョコレートと花束で歓迎されるだろうとま

で言っていたのです。政府はその言葉を信じまし

た。今思うと愚直にすぎるように見えますが、と

もかくアメリカはこうした経緯を経て開戦に踏み

切ったのです。アメリカ側に深い考えはありませ

んでした。パナマのように簡単に片が付くだろう

と考えていたからです。もちろんそれは間違いで

した。

【小原】　現在７名の方から質問の手を挙げていた

だいているのですが、だんだん時間がなくなって

まいりましたので、ここで７名一気に続けてやっ

ていただきたいと思います。お一人があまりたく

さん話されますと質疑応答の時間がなくなってし

まいますので、なるべく短くよろしくお願いしま

す。私の方で順番を言いますので、それに従って

ご発言ください。

まず手島先生からお願いします。

【手島】　私は同志社の国際ワークショップに参加

してこれで２回目でしょうか。本当に今回のワー

クショップは学ぶところがたくさんありました。

特にフィンケルスタイン先生のペーパーを読ませ

ていただいて、考えさせられることがたくさんあ

りました。

しかし、（ドロンさんの反論を聞きながら）議

論がとても難しいところに入ってきたなと感じて

います。私もユダヤのテーマをここの大学で教え

ている者として、常に考えざるを得ない矛盾を、

今日は、明白に提供していただいたと思います。

実は、授業をしながら、私は二つの名前にいつも

困っております。一つはイスラエルという名前。

もう一つはユダヤという名前。この二つの名前は

全く違う名前なのですが、同時に、それは非常に

両者が深くかかわっている名前としても教えざる

を得ません。そういう点で、今回のペーパーを読
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みながら、ある意味で言ったら、非常に、アメリ

カにいるユダヤ人ロビーの真実について深く事実

を探って、何かを伝えてくれたと思います。しか

し、同時に、その代償（イクスペンス）といいま

すか、その議論の結果として、もう一つは、先ほ

どのような反応が出ざるを得ない。イスラエルと

いう名前の犠牲の上に、今回のユダヤ人ロビーの

弁護は成立しています。こういうときに、この二

つの名前というものを私たちはどう扱っていい

か。外から見ている者にとっては常に困るところ

です。

一つ申し上げたいのは、私もヒストリアンであ

ることを志しております。そして、ユダヤ人学者

はWissenschaftといって fact「事実」を重んじる

学問を起こし、そのことでユダヤ人に対する偏見

をなくそうとした努力も私は知っております。と

同時に、今こうやって「ファクト（事実）」を述

べるときに、私も含めて、すべての人は「エモー

ション（感情）」から離れることができない。そ

んな人間によってこの「ファクト」は生み出され

語られているということについても私は考えざる

を得ません。そういう点では「ファクト」という

言葉は単に残された「ドキュメント（文書資料）」

で示される部分と、それから、その文書にどうい

うエモーションが盛り込まれていたか、そういう

部分があると思います。こういう事実ベースで話

をしなければいけないとき、それを全部知ること

は大切です。しかし、果たしてそこまで全部知る

ことは可能だろうか、不可能ではなかろうか。

そう思うと、20年間イスラエル政府がどうして

（フィンケルシュタイン氏いわく）「簡単な撤退」

ができないのか。そのこと（撤退）を「簡単な判

断」と言い切ることは、歴史としては、どうなん

だろうかと疑問に思わざるを得ません。フィンケ

ルスタイン先生からお聞きしたことを非常に重く

受け止めたとしても、それだけで20年間なぜイ

スラエルができなかったのかということを説明し

きったのかどうか、そこにおいては、私は疑念を

まだ持ちます。

【司会】　ラマダーン先生、お願いします。

【ラマダーン】　先生は戦争の背景を難しく考える

べきではないとおっしゃいましたが、その点につ

いては私も同意見です。ですがイラク戦争の理由

については、先生は難しく考えるどころか、その

反対に単純化しすぎているのではないかと感じま

した。誰が指導者か分からせてやる、勝つのは

我々だ、リーダーは我々だということを見せてや

る、というだけでは、この戦争やアフガン以降の

情勢、大量破壊兵器、テロなどをめぐる問題を十

分に説明することはできないと思います。

最近ウォルフォウィッツと世界銀行の一件が取

りざたされました。これまでにもこうしたことは

言われていましたが、今回はアメリカの新聞も大

きく報道しています。多くの新聞が、ウォルフォ

ウィッツがイラク戦争の首謀者であると報じてい

るのです。先生は彼が深く関与していたとの説に

は同意できないとおっしゃるかもしれませんね。

私がお聞きしたいのは次の点です。それならな

ぜ、イスラエルは一貫してイラク戦争を支持して

きたのですか。この点をどのように説明されます

か。イスラエル側に何の利益もないのなら、どこ

に支持の理由があるのでしょう。なぜイスラエル

がそうしてきたのか、これが私の知りたいことで

す。地域レベルで何か理由があるはずだと思うの

です。別の角度から見てみましょう。先生は、イ

スラエルは今回の事態には無関係だとおっしゃい

ましたが、ではなぜ草の根レベルでこれほど国民

の関心が高いのでしょうか。イランに対して何ら

かの措置が取られるのを待っていたからだ、とい

うだけでは納得できません。やはりそれでは説明

不足だと思います。

最後の質問です。フクヤマ先生は、アメリカが

イスラエルを支持するのは、イスラエルがリベラ

ル・デモクラシー国家だからだとおっしゃいまし
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た。ここでイスラエルの過去の人権問題について

踏み込むつもりはありませんが、昨日の先生の発

言について一点指摘しておきたいことがありま

す。先生は昨日、政教分離こそリベラル・デモク

ラシーと多元的社会のあるべき姿だとおっしゃい

ました。イスラエルが政教分離を体現しているリ

ベラル・デモクラシー国家であるとおっしゃるの

であれば、残念ですが私には何が政教分離なの

かがさっぱり理解できません。先生が昨日おっ

しゃったような意味でリベラル・デモクラシーを

定義されているのは、なぜなのでしょうか。

【フクヤマ】　ただ相対的にという意味です。

【ラマダーン】　相対的にということですか。そう

聞いて納得しました。

【フクヤマ】　中東でイスラエルよりもましなとこ

ろといえば、どこだと思われますか？

【ラマダーン】　何についてですか？

【フクヤマ】　リベラル・デモクラシーについてで

す。先生のおっしゃるように、不備な点は多々あ

りますが、この点についてはすでに先生が説明し

てくださいました。

【ラマダーン】　いえ、そういうことではなくて、

イスラエルよりもましなところはどこか、とのこ

とですが、リベラル・デモクラシーが機能してい

るという点では、イスラエルが筆頭にあげられる

と思います。ですが先生はそうはおっしゃらな

かった。イスラエルが唯一のリベラル・デモクラ

シー国家だと言われました。そこで、イスラエル

は果たしてリベラル・デモクラシー国家でしょう

か、とお尋ねしたのです。これに対して先生は、

すべては相対的だとおっしゃいました。そのお答

えを聞けてよかったと思います。すべては相対的

だということですね。このことは忘れないように

しようと思います。

【司会】　次に中村先生、お願いします。なるべく

コンパクトにお願いします。

【中村】　フィンケルスタイン先生から非常によく

練り上げられて調べられた研究をいただいて勉強

になりましたが、幾つかコメントと質問をなるべ

く簡単に申し上げたいと思います。

ミアシャイマーとウォルトの『イスラエルロ

ビー』という本の意義に関しては、先生がおっ

しゃるところではパレスチナ・イスラエル問題に

関して、イスラエルロビーの影響が非常に強いこ

とを指摘した点がありました。それについて私も

同意しますが、彼らが言うところでは、それがア

メリカのイメージを悪くさせているというのは、

当然テロリストによるアメリカへの攻撃を呼び起

こしているということと、それから過剰なイスラ

エルへの支援がアメリカの財政を傷つけていると

いうこともあったのではないかと思い起こすとこ

ろがあります。特にもっと世界に貧しい国々があ

る中で、イスラエルへの財政支援が一番多額に

なっているという、アメリカからの援助で大きく

なっているところを批判しているところもあった

かなとは思います。

その本が指摘するところでは、アメリカの政治

にイスラエルロビーが影響を及ぼす方法としては

幾つかありました。上院や下院の議員に影響を行

使しているということと、それから大統領選挙そ

のものに影響を行使していることと、それからメ

ディアに影響を行使していることと、それから政

府の高官がイスラエルにシンパシーを持っている

ということなどが挙げられていたと思うのです

が、本日のフィンケルスタイン先生のご指摘で

は、政府の高官の部分は述べられたかもしれませ

んが、大統領自身のイスラエルへの考え方や、議

員については必ずしも指摘がなかった部分もある
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のではないかという気がします。

確かにパレスチナ問題に関しては先生のおっ

しゃるとおりの部分かなと思いますが、自分も外

交記録を使って研究したことがある立場からいえ

ば、やはり2003年の問題は非常に新しくて裏付

けることは本当に難しい議論だと今日はあらため

て痛感しました。先生はイスラエルロビーの影響

はないと断言されたかもしれませんが、現在の資

料では、私のような慎重で勇気のない研究者から

すれば、影響があったともないとも断言するには

まだ時期尚早な気がするように思えます。

【司会】　森先生、お願いします。

【森】　今までイスラエル・ロビー、あるいはユダ

ヤ人ロビーについての話がほとんどだったのです

が、もう一つのイスラエルの支持グループとし

て、クリスチャン・シオニスト、あるいは宗教右

派についてお伺いします。私が最近行った調査で

は、アメリカでエバンジェリカルズ（福音派）が

有権者の30％、その中の非常に積極的に政治的

に関与する宗教右派が有権者の10％ぐらいいる

のではないかと思います。

それで、このパレスチナ・イスラエルに対する

アメリカ外交政策に対して、宗教右派がどの程度

の影響を与えていると考えられるか。これをフィ

ンケルスタイン先生とフクヤマ先生のお二人にお

伺いしたいと思います。

【司会】　次にシーゲル先生、お願いします。

【シーゲル】　先ほどの私のコメントに付け加えた

いと思います。私は先生の提示された史実に疑問

を呈しているのではありません。私自身はそうし

た警官の話を聞いたことがありませんが、確かに

そのような事実はあったのだろうと思います。私

が問題だと思うのは「It might be supposed（～で

はないだろうか）」という書き出しで始まってい

る部分です。この部分は歴史的事実ではないです

ね。私はサダム・フセインをヒトラーに例えるこ

とは決してよいことだとは思いません。ナセルの

時代にはまだ子どもでしたのでここでは割愛しま

すが、サダム・フセインをヒトラーと同一視する

ことには反対です。そのような対比は適切ではあ

りません。なぜならフセインについてはこの場で

取り上げられていますが、ヒトラーについては、

少なくとも私が注意を払っている範囲では、話題

に上っていないからです。このような議論の場

で、同胞を裏切った事例として例の警官の一件を

引き合いに出すことは意味のあることだとは思い

ます。ですが「It might be supposed（～ではない

だろうか）」で始まるコメントは、実際に両者が

同じものであるという根拠に欠けますし、適切で

はないと思います。

【小原】　それでは、あとお二人ですが、コヘンさ

ん、会田さんの順番でいきます。

【ドロン・コヘン】　私は結構です。私が言いた

かったことはシーゲル先生が今おっしゃってくだ

さいましたので。先ほどはうまく伝えられなかっ

たのですが、要するにフィンケルスタイン先生が

あげられた事例はゆがめられた事実であり、その

点をはっきりとさせたかったのです。

【会田】　私もなるべく簡潔にしますが、私は村田

先生が冒頭で言われたことが大変重要だと思いま

す。イスラエルロビーというものもやはりアメリ

カの中で相対化していく必要があるのではないか

と思います。あまりにも触るとすぐやけどしそう

な、神経過敏な問題にされすぎてきた。初めてミ

アシャイマーとウォルトのレポートが出て、それ

まで言えなかったことが全部そこで表面化して、

これからはフィンケルスタイン先生の論議もはじ

め、みんなもう少し落ち着いた形でこのイスラエ

ルの影響力ということを研究していったらいいの
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ではないか。

僕は80年代から90年代の初めにかけてアメリ

カにいたのですが、当時エージェント・オブ・イ

ンフルエンスと言われて、日本がかなり政商的だ

として非難されたり、あるいは極めて政治的な形

で論議された。でもそれも一つ、台湾ロビーも一

つ、やはりアメリカには国力があるため、自国の

安全保障、自国の経済利益を求めてさまざまな国

がロビー活動をしている。それは当たり前のこと

であって、もちろん違法すれすれのものもありま

すが、合法的な範囲でやろうとする。イスラエル

ロビーも恐らく one of themと考えていいのでは

ないか。違法なことがあれば違法だと考える。そ

ういうときに論議の中であまりにもこれまで、す

ぐに anti-Semiteとかそういう言葉が出てくるの

は僕は大変おかしいと思って、やはりそれは冷静

に論議すべきだと思ってきました。

そういう論議の中で、例えば日本の政商的振る

舞いということの中で、突然南京の虐殺を持ち出

されたりしたら、やはりちょっと不愉快な気がし

ます。そういうものと同じように、先ほど二人が

提起されている比喩の問題は、たとえ歴史的事実

であったとしてもこの問題とは切り離して行われ

るような論議だと思うし、その政界での影響力に

ついては全く冷静に論議した方がいいのではない

かというのが私の意見です。それは相対化という

ことではないかという気がします。

【司会】　それでは、まとめてフィンケルスタイン

先生にお答えいただく前に、森先生からの質問も

ありましたので、フクヤマ先生、ご返答をお願い

します。

【フクヤマ】　そのご質問にはお答えできません。

【司会】　それではフィンケルスタイン先生。

【フィンケルスタイン】　キリスト教右派、キリス

ト教原理主義者の役割についてのご質問にお答え

します。ある集団が長年掲げてきた理念と、その

集団にとっての重要課題とは分けて考えなければ

なりません。キリスト教右派は確かにイスラエル

を支持しています。しかし証拠がはっきりと示し

ているように、イスラエルは政治的主義としても

また動機としても、彼らの目的の中で大きな位置

を占めているわけではありません。彼らが主に力

を入れているのは、同性愛者の結婚や中絶といっ

た国内の社会問題です。確かにイスラエルに対し

ては支持を打ち出していますが、それは目下の重

要問題ではありません。キリスト教右派をテーマ

としたクリス・ヘッジズの近著を見ると、全250

ページ中、キリスト教右派とイスラエルについ

て書かれた部分はわずか1.5ページしかありませ

ん。彼らにとって、政治活動におけるこの問題の

重要性はおそらくその程度なのだと思います。

ラマダーン先生から、私の説明は物事をあまり

に単純化しているのではないかというご指摘があ

りました。確かにそのように思われてもしかたが

ないかもしれません。具体例として先生は、なぜ

イスラエルはイラク攻撃を支持するのか、と尋ね

られました。私の理解が正しければ、先生がおっ

しゃりたいのは、なぜイスラエルは今日までイラ

クの占領を支持し続けているのか、ということだ

と思います。その前にも、なぜアメリカはこのよ

うな殺戮行為を支持するのか、という質問があり

ましたが、これはなぜイスラエルはレバノンに駐

留したのか、という問いにも関係すると思いま

す。確かに複雑な地政学的理由を持ち出すことも

できると思います。たとえばレバノンのケースで

いうと、背景には南レバノンの水資源の問題があ

り、またシオニスト運動では、イスラエルの国境

をリタニ川まで拡張すべきだという考えが以前か

らありました。これはいずれも裏付けのある事実

です。しかしイスラエルが駐留を継続したのは、

強制されるまで絶対に占領地から撤退しないとい

う彼らの姿勢の現れだったと私は考えています。
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イスラエルは抑止力という考えをとても重要視し

ていますが、実は抑止力という言葉は「ごり押し

をする」ということを耳障りの良い表現で言い替

えたものにすぎません。こちらの条件が認められ

なければ、撤退はしないぞというわけです。ヒズ

ボラには、イスラエルを撤退させるには、そうせ

ざるをえないだけの金を渡すしかないということ

がよく分かっていました。イスラエルはよく、ア

ラブ人は力の言語しか理解できないと言います

が、素人なりにフロイト流の解釈をすれば、これ

は投影（抑圧された感情や欲求を他人のものとみ

なすこと）です。力の言語しか理解できないのは

実はイスラエル人の方なのです。1977年、イス

ラエルはエジプトとの交渉に応じました。その理

由を突き止めるのは難しいことではありません。

1973年10月の戦争で、エジプトがイスラエルの

予想よりもはるかに手強いことが分かったからで

す。モシェ・ダヤンは、今後エジプトとの戦争を

回避するために、イスラエルは車から車輪を１つ

外して、相手が攻撃を仕掛けられないようにする

べきだと発言しています。車とはアラブ世界のこ

とで、イスラエルが外した車輪というのがエジプ

トのことです。

【ラマダーン】　私がお尋ねしたいのは、なぜ当初

からアメリカがイスラエルを支持していたのかと

いうことなのですが。

【フィンケルスタイン】　これはミアシャイマーと

ウォルトも認めていることですが、イスラエルは

当初からイラク攻撃を支持していたわけではあり

ません。そのことを裏付ける証拠もあります。イ

スラエルがイラク攻撃支持を打ち出したのは、

2002年の春になってからのことでした。イスラ

エルの新旧の指導者から戦争についての声明が出

てきたのもこの頃です。ミアシャイマーとウォル

トといえども、この厳然たる事実、時系列の問題

には向き合わざるをえず、イスラエルがイラク攻

撃支持に転じたのは、イラク攻撃がイラン攻撃に

至る踏み石だと聞かされたときのことだと説明し

ています。イスラエルにとってイランが大きな懸

念事項となっていたことは事実です。ですがイラ

クが叩きのめされることも、イスラエルには都合

の良いことでした。それはそうでしょう。歩調を

乱すとこうなるぞ、というメッセージをアラブ人

に送ることになるのですから。イスラエルがイラ

ク戦争を支持した背景では、こうした事情が主な

動機になっているのだと思います。次がイランの

番なのですから、アラブの別の国を先に叩きのめ

しておいても不都合なことは何もありません。

ロビー活動の非合法性ということについては、

さほど問題にならないと思います。情報が非合法

に流れるということは、ごく低いレベルでは日常

茶飯事ですし、高いレベルでもイスラエル政府と

アメリカ政府の諜報機関は密接に協力していま

す。そうした情報のやり取りは必要なことであっ

て決して非合法なものではありません。イラク占

領支持以外にロビーが大きな役割を果たした点が

もう一つあります。アメリカの社会では、反ユダ

ヤ主義やホロコースト否定論者といった見当違い

の言葉を使った議論がわき起こりましたが、その

背景にはロビーの多大な影響があります。しか

しこうした議論も下火になりつつあります。ジ

ミー・カーターをホロコースト否定論者と呼ぶこ

と自体、余裕のなさの現れであり、愚かなことで

すので、こうした議論が沈静化してゆくのは当然

のことでしょう。議会の問題もあります。イスラ

エルにどれだけの資金が渡っているかの説明を求

めるのなら、ロビーがその説明をするべきでしょ

う。ですがアメリカ社会ではロビーは一般的に大

きな力を持っています。アメリカはトルコに重大

な利権を有していますが、アルメニアのロビーの

せいで、アメリカ政府は、アルメニア人虐殺を認

めるかどうかの問題をめぐってもう少しで重大な

国益を損なうところでした。このように他のロ

ビーもアメリカの国益を損なう可能性があるのだ
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という事実を見失ってはいけないと思います（中

でも良く知られているのはキューバ・ロビーで

しょう）。もっともこの場合に損なわれるのはア

メリカの基本的な利益ではなく、二次的な利益に

すぎません。アメリカの問題に対して圧力が加え

られると、議会がそれを阻止してきたからです。

【司会】　少し時間を超過しましたが、これで第４

セッションを終わりたいと思います。

昨日の午前中からこれで四つのセッションをす

べて終えることができました。それぞれの中で非

常に白熱した、また、学問的にも意味のある議論

ができたのではないかと思います。私たちは明確

な結論を得たわけではありませんが、この四つの

セッションを経て、さまざまな論点、あるいはこ

れから問うべき問題点を明らかにできたのではな

いでしょうか。今後とも私たちは課題を追究して

いかなければなりませんし、今回ご参加いただい

た皆さま方にも引き続きご協力をいただきたいと

思います。

この全体のセッションを終了するに当たりまし

て、一神教学際研究センター長の森先生より締め

くくりの言葉をいただきたいと思います。

【森】　二日間にわたって非常に熱心にこのワーク

ショップにご参加くださいました皆さんに心から

御礼申し上げたいと思います。特にわざわざ日本

まで来てくださいましたフクヤマ先生、ヴァーエ

ズィ先生、ラマダーン先生、フィンケルスタイン

先生に心から御礼を申し上げたいと思います。

私たちは、特に日本からの参加者はこの二日

間、４人の先生方から非常に多くのことを学ぶこ

とができました。しかし、われわれ CISMORの

目的がただ学ぶことだけではなくて、三つの一神

教とその世界の共存を実現すること、それから平

和と安全を実現すること、それが目的であるとい

うことを考えると、やはり何か具体的にその成果

というものを生み出す必要があるのではないかと

思います。

私は、４人の非常に優れた、そしてまた、影響

力のある先生方がお互いに意見を交換し、そし

て、相手のことをより深く理解することができる

ようになるそのきっかけをつくったということ。

これは私たちにとってのある一つの貢献ではない

かと思います。これをきっかけにして、特に４人

の先生方はこれからもフレンドシップを発展させ

られて、お互いに情報交換なさって、より相手の

ことを深く正確に理解されるようになることをあ

らためてお願いしたいと思います。

この国際ワークショップの記録は、日本語と英

語とアラビア語で出版し、関係の研究機関に送る

ことになっております。

この会を終わるに当たって、この会の準備をし

てくださった CISMORの事務局の皆さん、そし

て、毎回ですが、この非常に難しい議論の内容を

的確に翻訳してくださいました通訳者の皆さんに

心から御礼申し上げたいと思います。どうもあり

がとうございました（拍手）。
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（ハワイ大学マノア校宗教学科准教授）

近世近代宗教思想史

オスマン・バカル 研究開発推進機構客員フェロー
（マレーシア国際イスラーム大学啓示人文学部教授）

イスラーム科学史・
宗教間対話

マーク・ジョーギンスマイヤー 研究開発推進機構客員フェロー
（カリフォルニア大学サンタ・バーバラ校教授）

グローバル・国際研究、
社会学、宗教学
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事業担当者一覧

氏　名 所　　属 専門分野

ターリク・ラマダーン 研究開発推進機構客員フェロー
（ヨーロッパ・ムスリム・ネットワーク（ブリュッセル）・理事長）

人文科学、
イスラーム研究

ジョン・Ｌ・エスポジト 研究開発推進機構客員フェロー
（ジョージタウン大学教授）

宗教学、国際問題、
イスラーム研究

キム・ヒョプヤン 研究開発推進機構客員フェロー
（カンナム大学教授）

組織神学

村田　幸子 研究開発推進機構客員フェロー
（ニューヨーク州立大学教授）

イスラームと東洋の神
秘主義思想の比較研究

末木文美士 研究開発推進機構客員フェロー
（東京大学大学院人文社会系研究科教授）

仏教学、日本宗教史 

磯前　順一 研究開発推進機構客員フェロー
（国際日本文化研究センター准教授）

歴史学・宗教学をめぐる言説史
日常における宗教性について 

森　千香子 研究開発推進機構客員フェロー
（南山大学外国語学部講師）

社会学

※所属・役職は2008年３月末現在
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部門研究共同研究員一覧

2007年度
部門研究１「一神教の再考と文明の対話」研究会　共同研究員一覧

氏　名 所　　属 専門分野

芦名　定道 京都大学大学院文学研究科准教授 キリスト教学

檜垣　樹理 早稲田大学国際教養学部准教授 フランス宗教思想文学・
宗教間対話

市川　　裕 東京大学大学院人文社会系研究科教授 宗教史学・ユダヤ教

鎌田　　繁 東京大学東洋文化研究所教授 イスラーム思想

菅野　賢治 東京都立大学人文学部助教授 フランス文学・
反ユダヤ主義史

加藤　　隆 千葉大学文学部教授 新約聖書学

勝又　悦子 同志社大学神学部嘱託講師 ユダヤ学

金　　承哲 金城学院大学人間科学部教授 組織神学・宗教間対話

小林　春夫 東京学芸大学教育学部准教授 イスラーム哲学

栗林　輝夫 関西学院大学法学部教授 組織神学

中村明日香 在イラン日本大使館専門調査員 イラン地域研究

中村　信博 同志社女子大学学芸学部教授 宗教学・旧約聖書学

中沢　新一 多摩美術大学美術学部教授 宗教学

奥田　　敦 慶應義塾大学総合政策学部教授 イスラーム法

澤井　義次 天理大学人間学部教授 宗教学・インド学

塩尻　和子 筑波大学大学院人文社会科学研究科教授 イスラーム思想

マイケル・シーゲル南山大学社会倫理研究所第一種研究所員 宣教学・キリスト教社会倫理
・平和研究

東長　　靖 京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科准教授 ユダヤ思想・イスラーム思想・スーフィズム

鳥巣　義文 南山大学人文学部教授 組織神学

月本　昭男 立教大学文学部教授 ヘブライ語聖書学

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順
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部門研究共同研究員一覧

2007年度
部門研究２「アメリカのグローバル戦略と一神教世界」研究会　共同研究員一覧

氏　名 所　　属 専門分野

会田　弘継 共同通信社編集委員室編集委員 米国政治・思想

伊奈　久喜 日本経済新聞論説委員 国際関係・外交政策

石川　　卓 東洋英和女学院大学国際社会学部准教授 国際政治学・安全保障論

北澤　義之 京都産業大学外国語学部教授 国際関係・中東地域研究

李　愛俐娥 京都外国語大学非常勤講師 中央アジアの少数民族問題

見市　　建 岩手県立大学総合政策学部講師 政治学・インドネシア

宮坂　直史 防衛大学校国際関係学科准教授 国際政治学

村山　裕三 同志社大学ビジネス研究科教授 経済安全保障

中村　　覚 神戸大学国際文化学部准教授 国際政治・サウジアラビア

中西　　寛 京都大学大学院法学研究科教授 国際政治学

中山　俊宏 日本国際問題研究所主任研究員 アメリカ政治・外交

小川　　忠 国際交流基金企画部企画課長 国際文化交流政策・
現代アジア文化

エルモスタファ・レズラーズィ アジア・アラブ・メディア・ネットワーク東京代表 国際政治・国際問題

アフターブ・セット慶應義塾大学グローバルセキュリティ研究所教授 国際関係論

内田　優香 民主党国際局主査 米国の対中東政策

山口　　昇 陸上自衛隊研究本部研究本部長（陸将） 安全保障問題

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順
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部門研究共同研究員一覧
特定研究プロジェクト共同研究員一覧

2007年度
部門研究３「日本宗教から一神教への提言」研究会　共同研究員一覧

氏　名 所　　属 専門分野

安藤　礼二 多摩美術大学美術学部准教授 文芸批評家

川瀬　貴也 京都府立大学文学部准教授 日韓近代宗教史

三宅　威仁 同志社大学大学院神学研究科准教授 宗教社会学・宗教哲学

岡村　康夫 山口大学教育学部教授 宗教学

マルティン・レップ龍谷大学文学部教授 宗教学

ポール・スワンソン南山宗教文化研究所所長 仏教学・宗教学

高田　信良 龍谷大学文学部教授 宗教学・宗教哲学、（仏教・
真宗における）宗教の教学

徳永　道雄 京都女子大学文学部名誉教授 仏教学・真宗学

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順

2007年度 特定研究プロジェクト共同研究員一覧
特定研究プロジェクト１「ヨーロッパにおける宗教政策の研究」

氏　名 所　　属 専門分野

ドロン・コヘン 同志社大学大学院神学研究科博士後期課程 ユダヤ教の視点から見た
日本のキリスト教

檜垣　樹理 早稲田大学国際教養学部准教授 フランス宗教思想文学・
宗教間対話

石川　　立 同志社大学大学院神学研究科教授 新約聖書学

菅野　賢治 東京都立大学人文学部助教授 フランス文学・
反ユダヤ主義史

小原　克博 同志社大学大学院神学研究科教授 キリスト教思想

水谷　　誠 同志社大学大学院神学研究科教授 組織神学

ミシェル ･モール ハワイ大学マノア校宗教学科准教授 近世近代宗教思想史

山本　雅昭 同志社大学言語文化教育研究センター教授 ユダヤ文学

横田　　徹 同志社大学大学院神学研究科博士後期課程 聖書学

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順
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特定研究プロジェクト
共同研究員一覧

2007年度 特定研究プロジェクト共同研究員一覧
特定研究プロジェクト２「イラン・イスラーム体制における西欧理解」

氏　名 所　　属 専門分野

加賀谷　寛 大阪外国語大学名誉教授 現代イラン研究

松永　泰行 同志社大学研究開発推進機構客員フェロー 現代イスラーム政治論

中村明日香 在イラン日本大使館専門調査員 イラン地域研究

中田　　考 同志社大学大学院神学研究科教授 イスラーム政治思想

サミール・ヌーハ 同志社大学大学院神学研究科教授 比較文化研究

嶋本　隆光 大阪大学日本語日本文化教育センター教授 イスラーム思想

富田　健次 同志社大学大学院神学研究科教授 現代イラン研究

吉村慎太郎 広島大学大学院総合科学研究科准教授 イラン現代史・
中東国際関係

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順

2007年度 特定研究プロジェクト共同研究員一覧
特定研究プロジェクト３「一神教における科学と近代化」

氏　名 所　　属 専門分野

小原　克博 同志社大学大学院神学研究科教授 キリスト教思想

三浦　伸夫 神戸大学国際文化学部教授 科学史

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順

2007年度 特定研究プロジェクト共同研究員一覧
特定研究プロジェクト４「中東の教科書における非イスラーム宗教のイメージとその意味」

氏　名 所　　属 専門分野

中田　　考 同志社大学大学院神学研究科教授 イスラーム政治思想

サミール・ヌーハ 同志社大学大学院神学研究科教授 比較文化研究

エルモスタファ・レズラーズィ アジア・アラブ・メディア・ネットワーク東京・代表 国際政治・国際問題

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順
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特定研究プロジェクト
共同研究員一覧

2007年度 特定研究プロジェクト共同研究員一覧
特定研究プロジェクト５「イスラームにおける他宗教との共存―伝統と現代への対応」

氏　名 所　　属 専門分野

中田　　 考 同志社大学大学院神学研究科教授 イスラーム政治思想

下村佳州紀 中東地域研究・イスラーム学

四戸　潤弥 同志社大学大学院神学研究科教授 イスラーム法

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順

2007年度 特定研究プロジェクト共同研究員一覧
特定研究プロジェクト６「ヨーロッパの史的展開とイスラーム」

氏　名 所　　属 専門分野

ダニシマズ・イディリス 京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科博士後期課程 イスラーム神秘主義思想（スーフィズム）

今松　　泰 同志社大学神学部嘱託講師 オスマン帝国史

中田　　考 同志社大学大学院神学研究科教授 イスラーム政治思想

澤江　史子 東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所非常勤研究員 現代トルコ政治・イスラーム地域研究

菅瀬　晶子 総合研究大学院大学葉山高等研究センター上級研究員 文化人類学・
西アジア地域研究

※所属・役職は2008年３月末現在、アルファベット順
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